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平成 28年度基本構想進行管理の実施結果について 

１ 事務事業評価の実施結果について 

⑴ 評価対象の期間 

平成 27年４月１日から平成 28年３月 31日まで 

 

⑵ 対 象 

基本構想実施計画事業（２４９事業） ※ただし、終了した６事業を除く。 

 

⑶ 実施結果 

結果一覧については別紙１のとおり 

①－ア Ａ様式（指標達成度） 

評価基準 
事業数 

（割合） 

Ａ 指標の「達成率」がすべて 100％以上 
９２ 

(37.9％) 

Ｂ 指標の「達成率」が 100％以上のものと 100％未満のものが併存 
７４ 

(30.5％) 

Ｃ 指標の「達成率」がすべて 100％未満 
３９ 

(16.0％) 

 

①－イ Ｂ様式（達成度） 

評価基準 
事業数 

（割合） 

Ａ 取組状況について、予算や当初目標を踏まえ、達成度が高いもの 
２９ 

(11.9％) 

Ｂ 取組状況について、予算や当初目標を踏まえ、達成度が中程度のもの 
６ 

(2.5％) 

Ｃ 取組状況について、予算や当初目標を踏まえ、達成度が低いもの 
１ 

(0.4％) 

 

①－ウ Ａ・Ｂ様式合計 

指標達成度及び達成度 Ａ Ｂ Ｃ 

事業数（割合） １２１（49.8％） ８０（32.9％） ４０（16.5％） 

 

※ 事業数の割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計数値が 100％とならない場合があります。 

※ 28 年度評価における指標達成度または達成度が出ない事業があるため、事業数合計が 243 となっていません。  
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② 今後の方向性 

大項目 中項目 
対象 

事業数 

方向性 

改善・ 

見直し 
拡充 

現状 

維持 
縮小 

廃止・ 

休止 

終了 

確定 

１ 子育て・教育 

⑴ 子育て支援 31 2 11 16 0 0 2 

⑵ 教育 30 1 11 18 0 0 0 

⑶ 青少年の健全

育成 
6 0 0 6 0 0 0 

２ 福祉・健康 

⑴ 高齢者福祉 21 7 9 4 0 0 1 

⑵ 障害者福祉 15 4 6 5 0 0 0 

⑶ 生活福祉 8 0 1 7 0 0 0 

⑷ 健康づくり 10 2 3 4 0 1 0 

⑸ 生活衛生環境 7 2 1 3 1 0 0 

３ コミュニティ・

産業・文化 

⑴ 地域コミュニ

ティ 
9 2 2 4 0 0 1 

⑵ 産業振興 15 4 2 8 1 0 0 

⑶ 生涯学習 9 3 3 3 0 0 0 

⑷ 文化振興 6 1 3 2 0 0 0 

⑸ スポーツ振興 5 2 3 0 0 0 0 

⑹ 観光 6 2 1 1 1 0 1 

⑺ 交流 6 1 2 3 0 0 0 

４ まちづくり・環

境 

⑴ 住環境 11 2 1 6 1 0 1 

⑵ 環境保護 11 1 3 7 0 0 0 

⑶ 災害対策 16 1 5 8 0 0 2 

⑷ 防犯・安全対策 6 0 1 5 0 0 0 

５ 行財政運営、基本構想の進行管理 15 3 5 7 0 0 0 

合   計 243 
40 73 117 4 1 8 

(16.5%) (30.0%) (48.1%) (1.6%) (0.8%) (3.3%) 

 

（参 考）方向性の定義 

・改善・見直し 事業の対象・質のどちらか（または両方）を向上するが、コストは維持・減少するもの。 

または、事業の対象・質を維持しつつ、手段の変更等によりコストは減少するもの。 

・拡 充 事業の対象・質のどちらか（または両方）を向上し、コストも増加するもの。 

・現 状 維 持 事業の対象・質、コストとも変わらないもの。 

ただし、給付対象者の自然増減に伴い、コストが増減する場合を含む。 

・縮 小 コストの減少を伴い、事業の対象・量のどちらか（または両方）を縮小するもの。 

・廃止・休止 事業を廃止または休止するもの。 

・終 了 確 定 各種計画などで、事業の終了が既に確定（単年度事業を含む。）しているもの、または、事

業が既に終了したもの。 
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２ 基本構想実現度評価の実施結果について 

⑴ 評価対象の期間 

平成 27年４月１日から平成 28年３月 31日まで 
 

⑵ 対 象 

基本構想（基本構想実施計画）に掲げる中項目（20項目） 
 

⑶ 概 要 

   基本構想実施計画において指標を設定した施策の評価等を通じて、中項目ごとに政

策・施策としての評価を行った。 
 

⑷ 実施方法 

  ① 指標に係る施策担当課による自己評価 

    指標を設定した施策について、担当課による評価を行った。 

  ② 分野別分科会における検討・評価 

    「子育て・教育」、「福祉・健康」、「コミュニティ・産業・文化」、「まちづくり・

環境」及び「行財政運営」の５分科会において検討の上、中項目ごとに評価を行

った。 

③ 基本構想推進委員会における審議 

    分野別分科会において行われた各中項目の評価について、全庁的な視点から審議

した。 

  ④ 基本構想推進区民協議会における審議 

    各中項目の評価について審議し、区民委員からの意見を聴取した。 
 

⑸ 評価結果 

 ① 基本構想実現度評価表 別紙２のとおり 

② ３段階評価結果（Ａ評価：２項目、Ｂ評価：18項目、Ｃ評価：０項目） 

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

中項目 評価結果 中項目 評価結果 

１ 子育て・教育 ３ コミュニティ・産業・文化 

⑴ 子育て支援 Ｂ ⑴ 地域コミュニティ Ｂ 

⑵ 教育 Ｂ ⑵ 産業振興 Ｂ 

⑶ 青少年の健全育成 Ｂ ⑶ 生涯学習 Ｂ 

２ 福祉・健康  ⑷ 文化振興 Ｂ 

⑴ 高齢者福祉 Ｂ ⑸ スポーツ振興 Ｂ 

⑵ 障害者福祉 Ｂ ⑹ 観光 Ａ 

⑶ 生活福祉 Ａ ⑺ 交流 Ｂ 

⑷ 健康づくり Ｂ ４ まちづくり・環境  

⑸ 生活衛生環境 Ｂ ⑴ 住環境 Ｂ 

⑵ 環境保護 Ｂ 

⑶ 災害対策 Ｂ 

⑷ 防犯・安全対策 Ｂ 

 ５ 行財政運営・基本構想

の進行管理 
Ｂ 



【別紙１】 

平成 28 年度基本構想進行管理 

「事務事業評価」結果一覧 
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

001
子ども家庭相談事
業

子育て支援計画

家庭における子育ての支援と児
童虐待の防止により、子どもが健
やかに成長して自立できる環境
を形成します。

子どもと家庭に関する相談に総
合的に対応し、児童相談所など
の専門機関や地域と連携しなが
ら、要保護・要支援家庭のサ
ポート、児童虐待通告対応等を
行います。

・精神科医による専門相談を27
年度7月から開始し、精神疾患
の疑いのある対応困難な事例を
医療機関につなげることができま
した。
・専門相談員による職員研修を
充実させたことにより、職員のス
キルアップが図られ、きめ細やか
な対応や支援を行うことができま
した。

・相談件数が増加傾向にあるた
め、組織的な対応力とともに継
続的に職員のスキルアップを図
る必要があります。
・特定妊婦や産後うつなど保健
衛生的な視点での支援や、発達
障害など特別な支援を要する子
どもへの対応など、関係機関との
連携をさらに強化する必要があ
ります。

A - 拡充

出産前から支援が必要とさ
れる妊婦など、児童虐待の
未然防止のため、医療機関
や保健衛生分野の関係機関
との連携を更に強化していき
ます。

002
児童虐待防止対
策事業

子育て支援計画

子どもと家庭に関わる関係機関
の連携や、区民への児童虐待防
止啓発事業を進めることにより、
子どもが健やかに成長し自立で
きる環境を形成します。

地域において子どもと家庭に関
する支援ネットワークを構築し、
関係機関と連携しながら、要保
護児童対策地域協議会を運営
します。また、児童虐待への対
応及び未然防止を図るため、養
育を特に支援する必要がある家
庭への育児支援ヘルパーの派
遣や、子育て支援講座の開催、
児童虐待防止啓発事業、養育
家庭普及活動を実施します。

27年度に要保護児童対策地域
協議会の医療関係者会議を設
置し、区内大学病院と4医師会と
の連携強化を図りました。
区立小・中学校を職員が直接訪
問し、児童虐待防止に関する
リーフレット配付を依頼するととも
に、教員との情報共有や危機意
識の共有を図りました。

関係機関のはざ間で、要保護児
童や特定妊婦への支援が遅れ
ることのないよう、緊密な連携を
図る必要があります。

A - 拡充

要保護児童対策地域協議会
における関係機関の連携強
化と各機関の専門性を活か
した対応力の向上を図りま
す。

003 親子ひろば事業 子育て支援計画

乳幼児とその保護者が集う場を
提供することにより、区民が安心
して子どもを産み育てることがで
きる環境を形成します。

子ども家庭支援センター親子交
流室において、乳幼児とその保
護者が安心して遊べ、子育て親
子の情報交換や仲間づくりがで
きる場を提供するとともに、支援
員が利用者の子育てに関する相
談を受け、助言することにより、
子育て支援にあたります。

乳幼児とその保護者に情報交換
や交流の場を提供するとともに、
子どもとの関わり方や子育てに
関する不安や悩み等をテーマに
子育て支援講座を開催し、参加
者の不安や悩みの軽減を図りま
した。

親子ひろばで受ける相談で、複
雑で深刻な内容については、相
談事業との連携により適切な支
援を行うことが重要です。また、
利用者が集中する時間帯の安
全確保に十分配慮する必要が
あります。

A - 拡充

親子ひろばで行う子どもを伸
ばす講座などを通じて、利用
者の子育て環境の充実を図
ります。

子
育
て
・
教
育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

004
家庭教育支援の
推進

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画）、文京
区教育振興基本
計画

　子どもたちの健やかな成長を
図るため、家庭教育に関する保
護者向けの講座や情報交換、
保・幼・小・中のＰＴＡの連携によ
る支援などを行い、親子の育ち
を支援します。

　幼児から思春期までの子どもを
持つ保護者を対象に、気づきや
学び合いを促す機会である家庭
教育講座を提供します。また、子
育て経験の豊かな先輩保護者と
の情報交換会をワールド・カフェ
方式で開催し、家庭教育のスキ
ルアップを図ります。

「平日働く親が参加できるよう、
土日に開催すべき」など家庭教
育講座運営委員会で出された意
見を反映させ、日曜開催を実施
しました。
　また、講義のテーマや講師も
様々に工夫した結果、アンケート
では９割近くが内容に満足したと
いう意見でした。

９回実施の中でも参加者数に波
があり、多い回では100人を越
し、少ない回では20数人でありま
した。今後は、アンケート結果な
どから参加者のニーズをつか
み、数多くの方に参加してもらえ
るようなカリキュラムを考えていき
ます。

A - 現状維持

茶菓を予算化したことで、初
対面の保護者同士、リラック
スした雰囲気を醸成できたの
で、今後も継続していきま
す。

005
ファミリー・サポー
ト・センター事業

子育て支援計画

地域の中でお互いに助け合い
ながら子育てができるような環境
を整え、子育てに関する不安感
や負担感を減らし、子育てと就
労の両立を支援します。

子育ての援助を受けたい区民と
子育ての援助を行いたい区民が
会員となり、保育施設終了後の
子どもの預かり等短期的かつ、
補助的な相互援助活動を行いま
す。

　地域における子育ての相互援
助活動として、子どもの一時預か
り、送迎等を行いました。また、
提供会員の充実を図るため、社
会福祉協議会と連携し、27年度
に子育てサポーター認定制度を
立ち上げ、地域人材の掘り起こ
しと育成を行いました。

＜会員数内訳＞
　依頼会員　2,081人
　提供会員　  254人
　両方会員　   17人

　依然として、依頼会員のニーズ
に対応できる提供会員が不足し
ており、27年度に創設した、子育
てサポーター認定制度を活用し
ながら、地域における子育て支
援活動の参画を促進していきま
す。

B - 拡充

　文京区社会福祉協議会と
創設した「子育てサポーター
認定制度」により、地域の人
材の発掘及び育成を図りな
がら、緊急時や病後児のサ
ポートなど、子育て支援サー
ビスの拡充を行います。

子
育
て
・
教
育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

006
乳幼児家庭支援
保健事業

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画、保健医
療計画）、男女平
等参画推進計画

子育てが困難な家庭や虐待の
危険性のある親子を早期に発見
し、適切な支援を行い、虐待の
発生を予防します。

乳児家庭全戸訪問事業や、乳
幼児健診等の活用により、虐待
のおそれのある家族・保護者を
早期発見するとともに、必要な支
援内容について支援検討会で
協議し、保健師・心理相談員に
よる個別相談、集団指導等を実
施します。

平成27年度4か月健診受診者
2,009人の支援検討会を実施
し、支援が必要と考えられた88
人（4.4％）に支援を実施しまし
た。
子どもグループワーク利用者数
増加に伴い、対象者それぞれの
状況に合わせた利用時期・期間
の設定や、他機関との調整を行
いました。

引き続き支援を要する家庭を把
握する保健師等専門職の技術
向上が必要です。また、適切な
支援が行えるよう関係機関とのス
ムーズな情報共有と緊密な連携
に努める必要があります。

A - 現状維持

引き続き乳幼児健診後の検
討会を実施し、支援が必要と
考えられる親子への早期か
らの継続支援に努めます。

007

乳児家庭全戸訪
問事業（こんにち
は赤ちゃん訪問事
業）

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画、保健医
療計画）

乳児家庭の孤立を防ぎ、乳児の
健全な育成環境の確保を図りま
す。

生後４か月以内の乳児がいるす
べての家庭を保健師や助産師
が訪問し、母子の健康管理や子
育てに関する情報提供を行うとと
もに、孤立しがちな子育て家庭
における不安や悩みを聞き、支
援が必要な家庭を適切なサービ
スに結び付けています。

妊娠届出時面接・母親学級及び
両親学級で本事業の周知を行う
ことで、出生通知票受理件数は
平年並みの5割前後を推移して
います。提出者へは8割の訪問
率を維持しているため、引き続
き、出生通知票の提出について
周知徹底していきます。
ネウボラ面接が始まり、より継続
的・重層的な支援が可能となりま
した。

妊娠届出時面接・母親学級及び
両親学級以外に、妊婦向け講座
やメールマガジン等でも、引き続
き本事業の周知徹底に努める必
要があります。
また、妊婦面接の全数実施を目
指し、特定妊婦及び産後の要支
援家庭への適切かつ迅速な対
応を行っていく必要があります。

A - 現状維持

27年度から産後ケア教室の
開催回数を倍増しました。引
き続き事業を継続し、訪問率
の維持・向上に努めます。

008
子育てひろば事業
の拡充

子育てに不安を感じたり身近な
ところに相談できる人がいない保
護者の、子育てに伴う心理的な
負担の軽減を図ります。

乳幼児及びその保護者が安心
して遊べ、仲間作りもできる場を
提供し、専門指導員による子育
てに関する相談、援助及び子育
て関連情報の提供を行うととも
に、子育て支援に関する講習等
を実施します。

27年度の子育てひろば江戸川
の新規開設に伴い、利用登録者
は7,072人で前年比64.3％増、
利用者数は113,926人で25.9％
増加しています。また、相談件数
も3,500件を超えており、家庭で
子育てをしている保護者を中心
に、子育てに関する相談や仲間
作り、情報交換の場として、ます
ます重要性が高くなっています。
さらに、28年度から、子育てひろ
ば汐見と江戸川橋で、祝日と
12/28～1/4を除き日曜日も開館
したことで、更なるニーズに応え
ています。

各施設の利用状況やニーズ等
を踏まえ、より多くの子育て世代
が利用しやすい事業展開を図っ
ていく必要があります。

A - 改善・見直し

28年度から、子育てひろば
汐見と江戸川橋で、祝日と
12/28～1/4を除き日曜日も
開館しました。今後も各施設
の利用状況等を踏まえ、事
業を展開していきます。

子
育
て
・
教
育



4 

項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
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方向性 事業の展開内容

009
子育て情報提供
事業

子育て支援計画

　地域から孤立しやすい乳幼児
期の子育て中の保護者に対し、
子育てに関する十分な情報を提
供し、サービスの利用を勧めるこ
とにより、子育てに伴う心理的負
担や肉体的負担を軽減し、すべ
ての家庭が安心して子育てでき
るようにします。

　民生児童委員と協働で「子育
てガイド」を作成し、母子健康手
帳取得時に配布します。さらに
子育て応援メールマガジンによ
り、電子媒体での情報提供を行
います。

  子育て支援施策に関する最新
状況を掲載した子育てガイドを
発行しました。
　また、27年度は、前年度版から
の主な変更点を集約した小冊子
を作成し、無償で配布すること
で、新たな子育て支援施策の周
知を図りました。

　子育て応援メールマガジンの
産前メール登録者数が伸び悩ん
でいるため、関係機関と連携し、
妊産婦を対象としたイベント・講
座等で、周知活動を実施してい
きます。

A - 現状維持
情報提供方法として十分な
効果があるため、継続して実
施していきます。

010
子育て支援ホーム
ヘルパー派遣事
業

子育て支援計画

　生後すぐから満１歳未満の乳
児の育児を行っている保護者の
精神的・肉体的負担の軽減を図
り、すべての家庭が安心して子
育てができるようにします。

　生後から満1歳未満の乳児の
保護者が、病気や通院、育児の
疲れによるリフレッシュ等により
保育ができないときにホームヘ
ルパー（ベビーシッター）を派遣
します。

　多様化する子育てニーズに対
応するため、27年度に利用要件
の緩和及び対象児童年齢の引
き上げ（２歳未満まで）を行い、よ
り利用しやすい仕組みに見直し
た子育て訪問支援券事業を開
始しました。

　事業の見直しを行った結果、
利用件数が、前年を大きく上回
る利用実績となっており、増加す
る事務を効率的に処理すること
が必要です。

A - 現状維持

出生後すぐに利用できる子
育て支援サービスであるた
め、子育て応援メールマガジ
ン等を活用し、妊娠期にお
ける周知・広報を図っていき
ます。

011 一時保育事業

育児疲れのリフレッシュや学校、
幼稚園等の行事参加など多様な
保育需要や保護者の緊急の事
由（疾病、出産等）により、保育
に欠ける状態になった児童の一
時保育等、子育てに伴う心理的
な負担の軽減や多様な保育需
要への対応を図ります。このこと
で安心・安全な子育てを促すとと
もに保護者の社会活動への参
加を推進します。

　キッズルーム目白台、キッズ
ルームシビックで、満１歳から就
学前までの幼児の一時保育を行
います。また、緊急一時保育とし
て区立保育園１７園で平日の午
前7時15分から午後6時15分ま
で、原則として１か月間を限度に
一時保育を実施します。さらに、
リフレッシュ一時は区立保育園
17園で、緊急一時保育の空きが
ある場合に、月に10回までを限
度として一日3時間以上8時間以
内で一時保育を実施していま
す。

 多様な保育需要や一時保育
ニーズに対応するため、27年度
にキッズルームかごまちを開室
し、保護者の社会活動等への参
加を支援しました。また、28年度
にはキャンセル料を軽減する見
直しを行いました。
 さらに、区立保育園の一時保育
については、制度の周知・徹底
を図ったことで、緊急一時とリフ
レッシュの利用理由に応じてそ
れぞれ有効に利用いただきまし
た。

　キッズルームの空き状況の確
認が、電話問い合わせのみと
なっているため、インターネット
等で確認できる仕組みが必要で
す。
 また、区立保育園の一時保育
については、システムの導入に
より事務の効率化が図られまし
たが、今後もニーズを踏まえ、適
宜修正していく必要があります。

B - 現状維持

　キッズルーム利用者アン
ケートを毎年度実施し、利用
者の声を反映した事業改善
の検討を進めます。また、区
立保育園の一時保育につい
ては、より効率的なシステム
の修正に努めます。

子
育
て
・
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育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
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達成度
（Ｂ様式）
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012
乳幼児ショートステ
イ

　保護者が病気や出産等によ
り、緊急かつ一時的に子ども（生
後７日目から小学校就学前の乳
幼児）を自宅で保育することが困
難になった場合に、宿泊を伴う
一時預かりを行うことで、子育て
支援を推進するとともに児童及
び家庭の福祉の向上を図りま
す。

　社会福祉法人二葉保育園と委
託契約を締結し、同法人が運営
する二葉乳児院（新宿区南元町
４番地）にて、宿泊を伴う一時預
かりを行います。

　27年度に文京総合福祉セン
ター内の専用室にて、子ども
ショートステイ事業を開始し、利
用要件に就労を加えることで、よ
り多くの子育て世帯の支援を行
いました。

平成27年度利用実績　延べ利
用日数
・乳幼児ｼｮｰﾄｽﾃｲ　83日
・子どもｼｮｰﾄｽﾃｲ　105日

　緊急での依頼や配慮が必要な
児童の利用が増えており、児童
の状況や予約情報をより効率的
に管理し、必要な情報を迅速に
確認できる環境の整備が必要で
す。

A - 拡充

　夜間の時間帯の預かりを
行う、トワイライトステイ事業を
開始するとともに、より効率的
な事業管理を行うため、管理
システムを導入します。

013
地域子育てステー
ションの充実

保育園のノウハウを生かし、子育
てに関する相談や情報提供を行
うことにより、子育て世帯が抱え
る悩みや不安・ストレスの軽減を
図り、また、参加者親子同士が
交流することで楽しみ、出産や
育児に自信や喜びを実感しても
らうようにします。

区立保育園１８園で、各保育園
が独自のメニューを設定して、子
育てに関する相談や情報提供を
行う地域子育てステーション事業
を月１回、午前中1時間程度実
施します。

参加者からは「参加者同士の交
流ができた」「子育てに関する相
談ができよかった」といったお声
をいただいており子育て世帯へ
の支援の一助となっています。

向丘保育園が仮園舎であったた
め4月から12月までの間、休止し
ていたこともあり、利用人数が減
少しています。利用人数の増減
については波があり、より魅力的
なプログラムを継続的に発信し
ていく必要があります。

C - 改善・見直し
参加者のニーズを把握し、
魅力あるプログラムを検討し
ていきます。

014 妊婦健康診査
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

妊婦の健康管理に努め、安全な
出産を確保します。

妊娠届出をした妊婦に都内の委
託医療機関で受診出来る妊婦
健診14回分と経腹超音波検査1
回分の受診票及び区内の委託
医療機関で受診出来る歯周疾
患検診の受診票を交付します。
里帰り出産等による都外医療機
関や、助産所での妊婦健診受診
分については、償還払いで費用
を助成します。

妊娠届出数の増加により、妊婦
健診、超音波検診、歯周疾患検
診全ての受診人数が伸びていま
す。

妊婦の健康管理に資するよう、
新たにHIV抗体検査及び子宮頸
がん検診の検査項目の追加や
経腹超音波検査の回数を増や
すことが求められます。

A - 拡充

保健サービスセンターと連携
し、妊婦の健康管理に努め
ます。また、新たにHIV抗体
検査及び子宮頸がん検査の
検査項目を追加するととも
に、経腹超音波検査を1回か
ら3回に増やします。

015
特定不妊治療へ
の支援

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

健康保険が適用されず、一度に
多額の費用が必要となる特定不
妊治療を受ける区民に対し、経
済的負担の軽減を図ることによ
り、次世代育成を支援します。

特定不妊治療を受ける区民に対
し、当該不妊治療に係る医療費
の一部を助成します。また、金融
機関による融資をあっせんすると
ともに、当該金融機関に係る利
子の補給を行います。

都や区の特定不妊治療費助成
制度普及ポスターによる周知
や、少子化対策の推進等によ
り、認定件数が大幅に伸びてい
ます。

特定不妊治療費融資あっせん
制度について、引き続きホーム
ページやポスター等により周知
していくことが求められます。

B - 現状維持

引き続き特定不妊治療費助
成制度及び融資あっせん制
度の周知を図り、申請件数
の増加に努め、次世代育成
を支援します。

子
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016
母親・両親学級の
実施

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画、保健医
療計画）、男女平
等参画推進計画

妊婦及びその夫を対象に、妊
娠、出産、子育てについての知
識を習得し、不安の解消や地域
での仲間づくりを目的としていま
す。

臨床心理士、歯科医師、助産
師、保健師、歯科衛生士、栄養
士等による講義及び実習を実施
します。

産後の生活についてイメージが
できることによる不安の軽減や、
親準備性の育成を目的に、体験
実習を多く取り入れ、講義内容も
変更しました。また、両親学級を
委託とし、開催回数を増加させ、
参加希望者のニーズの充足を図
りました。
延受講者数　母親学級　1,231
人
　　　　　　　　両親学級　635組

内容の更なる充実のために、参
加者のニーズを取り入れながら
適宜見直しを図る必要がありま
す。妊婦の喫煙や飲酒について
の啓発を盛り込んでいく必要が
あります。また、両親学級では、
父親の育児参加や夫婦協力の
重要性についても伝えていく必
要があります。

A - 現状維持

27年度から両親学級（土曜
開催分）を委託により実施し
ています。就業している妊婦
向けの母親学級土曜ショート
コースは引き続き直営により
開催します。

017
ぶんきょうハッピー
ベイビープロジェク
ト

少子化対策の一環として、子ども
を望むすべての人が子どもを産
み育てられるよう、妊娠・出産の
正しい知識の普及と妊娠・出産
等に関する正確な情報を提供し
ていきます。

関係者・団体等で「ぶんきょう
ハッピーベイビー応援団」を設置
し、会議を開催し、情報提供を
するほか、保健師等による妊娠・
出産・不妊等の相談、健康な体
づくりに関する啓発事業を行い
ます。

文京区子育てフェスティバル内
やハッピーベイビー講演会等で
区民へ妊娠・出産等の正しい知
識の啓発を行いました。また、東
京都地域少子化対策強化交付
金を使用し、区内の大学祭等に
出向き、「ハッピーベイビー・キャ
ラバン」として、啓発冊子の配布
や簡易検査等を行うとともに、若
い世代用のライフプラン学習冊
子を作成・配布し、研修を行いま
した。

作成した啓発冊子及びDVD等を
用いるとともに、東京都の交付金
等を活用し、様々な新たな方法
で、引き続き妊娠・出産等の正し
い知識の普及と正確な情報を提
供していくことが求められます。

B - 現状維持
妊娠・出産について、正しい
知識と情報を提供し、少子化
対策の一助としていきます。

018
育成室への障害
児受入れ

保護者の就労や病気等のため
保育の必要な小学校１年生から
３年生までの児童に対して、指
導員のもと遊びと生活を通して、
健全な育成と保護をはかります。
配慮を要する児童については必
要に応じて６年生まで学年延長
を行います。

障害児保育補助の非常勤職員
を配置し、受入れ環境を整えま
す。指導員のための研修等を定
期的に確保し、保育の質の向上
を図ります。教育センター臨床心
理士等による育成室障害児巡回
指導を受け、策定したサポートプ
ラン（個別指導計画）に基づき、
充実した保育を実施します。

昨年同様、育成室における障害
児の受入れ及び保育補助の非
常勤職員の配置、職員の研修を
行うと共に、教育センター臨床心
理士等による育成室障害児巡回
指導を受けサポートプランの作
成・実施をしました。新規申請に
当たっては、児童の症状や地域
状況を踏まえ、各児童につい
て、職員配置の必要性や受入先
の育成室を検討しました。

近年申請者数が増加しており、
児童の症状等も多様であること
から、個々の状況に、より則した
対応ができるよう、受入れの考え
方を検討する必要があります。

A - 現状維持
非常勤職員の配置、個別指
導計画の作成・実施を行い、
保育の充実に努めます。
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019
児童館等耐震補
強工事等

子育て支援計画・
耐震化整備プログ
ラム

児童館等耐震補強工事の実施
により、利用児童及び保護者が
安全で安心して利用できる施設
を目指すとともに、利便性を高め
て子育てサービスの向上を図り
ます。

文京区が所有する公共建築物
の耐震化整備プログラムに沿っ
て、優先順位の高い施設から耐
震補強を実施します。耐震補強
工事に併せ、内装改修及び設
備整備を行うとともに、育成室の
面積拡大などレイアウト等の見直
しを行います。

仮育成室を整備し、向丘育成室
の耐震補強その他改修工事を
実施しました。（平成27年4月か
ら12月まで）

耐震化整備プログラムが終了し
ました。今後は、老朽化等による
施設の改修について検討を進
める必要があります。

A - 終了確定
耐震化整備プログラムは終
了しました。

020
区立保育園の安
心・安全確保

子育て支援計画・
耐震化整備プログ
ラム

耐震診断により補強工事が必要
となった施設について、児童及
び保護者に対して安全で安心な
保育を提供できる施設として整
備するとともに、利便性及び保育
環境の向上とともにサービスの
向上を図ります。

工事期間中に保育等を実施す
る仮園舎を設置してから、本園
舎の耐震補強工事を行います。

向丘保育園の耐震化工事を実
施し、耐震機能を確保するととも
に、園舎を全面的に改修して、
保育環境を向上させました。

耐震化が必要な園舎について
は全て工事が完了しましたが、
老朽化した園舎等の整備を行
い、引き続き区立保育園の安
心・安全確保に取り組む必要が
あります。
平成28年度からは青柳保育園
園舎の改築に取り組みます。

A - 終了確定

区立保育園の耐震化は完了
しました。平成28年度以降は
老朽化した青柳保育園の改
築、藍染保育園外３園の園
庭整備に着手します。

021
私立認可保育所
の整備拡充

子ども・子育て支
援事業計画

就学前児童の保育ニーズにこた
えるため、認可保育園（私立）の
整備により保育サービス事業量
の拡充を図り、保育所入所待機
児童の解消を目指します。
また、開園後においては、質の
高い保育サービスを提供できる
よう、保育内容の充実を図りま
す。

子ども・子育て支援事業計画に
おけるニーズ量に基づき、待機
児童数の動向を見極めながら、
認可保育園（私立）を整備しま
す。
また、開設後に保育内容の充実
を図るための事業経費の補助を
行うとともに、区の職員（保育士）
が適宜巡回し、保育内容の確
認・助言を行います。

平成28年4月に「ポピンズナーサ
リースクール本郷」（定員70人）、
「にじのいるか保育園千石」（定
員69人）、「えがおの森保育園・
せんごく」（定員60人）、「たんぽ
ぽ保育園第四分園」（定員28
人）、「お茶の水女子大学こども
園」（定員60人）を開設し、定員
変更を含め合計263人の保育定
員の拡充を図りました。

待機児童が依然として発生して
いる状況を踏まえ、待機児童解
消に向け、スピード感を持って、
認可保育所の開設を進めるとと
もに、保育の質・安全面の確保
に努めていく必要があります。

A - 拡充

平成28年3月に見直しを
行った子ども・子育て支援事
業計画におけるニーズ量や
待機児童の実態を踏まえ、
引き続き認可保育園を開設
します。

022
保育園障害児保
育

心身の発達の遅れなどにより保
育にあたって特別な配慮を要す
る児童に対して、健やかな発達
を促進することにより、児童福祉
の向上を図ります。

個別支援計画を作成し、家庭や
教育センターと連携を図りながら
子どもの健全な成長を図るととも
に配慮を要する児童に対して非
常勤職員を配置し、安全な集団
保育を実施します。

要配慮児保育は、一人ひとりの
個別指導計画に沿って保育を行
うことで、児童の成長に有効に寄
与しています。また、関係機関と
連携して判定会を随時実施し、
必要に応じて人員を配置しま
す。

今後も安全で確実な保育を実施
するためにも、適切な人員配置
を行う必要があります。

A - 現状維持
これまでと同様に、一人ひと
りの発達に合わせた保育を
実施していきます。

子
育
て
・
教
育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

023
区立幼稚園の預
かり保育

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画）、文京
区教育振興基本
計画

　就労している保護者への子育
て支援と、区立幼稚園における
保育内容の充実を図ることを目
的としています。

　区立幼稚園全園（10園）にお
いて、月～金曜日は教育課程終
了後から午後６時まで（除：祝休
日及び園休業日）、長期休業中
（夏休み等）は月～金曜日の午
前９時から午後６時まで（除：祝
休日及び年末年始）預かり保育
を実施します。
　登録利用：月を単位とした預か
り保育 （利用には就労、自営、
介護、療養等の条件あり）
　一時利用：日を単位とした預か
り保育

　保護者の就労支援の観点か
ら、長期休業期間中において預
かり保育の利用要件の緩和を試
行し、利用ニーズの確認を行い
ました。保護者からは多様な就
労状況に配慮していると評価が
ありました。
　また、平成２８年度から実施す
る早朝預かり保育の保育体制の
整備や制度設計を行い、保育内
容の拡充を図りました。

　新たに実施する早朝の預かり
保育は、職員の勤務時間や配置
の見直しを伴うため、検証しなが
ら安定的な運用を図る必要があ
ります。
　また、長期休業期間中の預かり
保育拡充に伴う利用料金の設定
については、他の利用者との均
衡に考慮する必要があります。

C - 拡充

早朝預かり保育の実施に伴
い利用者数の増加が見込れ
るため、定員枠とともに利用
対象や選考順位など利用条
件の見直しを行ってまいりま
す。

024
育成室の整備拡
充

子育て支援計画

保護者の就労状況等と児童を取
り巻く環境の変化により、増加傾
向にある待機児童の解消を図り
ます。また、児童に生活の場を
提供し、援助並びに指導をする
ことで、その健全な育成を図りま
す。

定員を上回る児童の暫定受け入
れ、改修時の面積拡大等の対策
を講じるとともに、子育て支援計
画により、新たな育成室の整備
拡充を図ります。
職員研修の内容の充実等によ
り、児童指導における専門的な
知識と経験を有する職員を育成
します。また、各育成室間での情
報を共有化しスムーズな運営を
行います。

28年度４月当初から、本郷第三
育成室、文林中学校育成室を開
室し、本郷地区及び本駒込地区
の待機児童解消に努めました。

新設する場所の確保が困難で
す。また、新設に伴う地域割の変
更についての説明や転室が必
要となる児童への対応等、丁寧
な対応が必要です。

A - 拡充

平成31年度までに新たに３
室開設するため、場所の確
保や新設に伴う調整を行っ
ていきます。

025
多様な保育サービ
ス事業の実施

０～２歳の保育需要が非常に高
い現状を鑑み、家庭的保育事業
に加え、低年齢児を対象とした
家庭的な保育サービスを拡充
し、多様な保育サービスを提供
します。

複数の家庭的保育者が協力し
ながら保育を行うグループ型の
小規模保育事業を実施します。
開設後も保育の質を確保するた
め、再任用保育士による巡回相
談を行うとともに、保育サービス
の安定的な提供を図るため、運
営費等を助成します。

前年度に引き続き、根津保育園
との連携を行いながらグループ
型小規模保育事業を実施しまし
た。

他の自治体の動向も視野に入
れながら、今後のグループ型小
規模保育事業の位置付けや他
の地域型保育事業について検
討を進めていきます。

A - 拡充

今後もサービス内容を維持
しながら、区民への周知を図
ることにより、定員の充足を
目指します。

子
育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

026
認可外保育施設
の認可化移行支
援事業

保育サービスの安定的な提供と
量的拡充を図るため、認可施設
への移行を希望する認可外施
設に対し、認可基準を満たすた
めに必要な改修費等の支援を
行います。

認可化の意向調査を実施し、認
可化を希望する施設ごとに移行
計画を策定します。また、移行に
係る経費の助成及び保育士資
格を保持しない保育従事者への
資格取得を支援します。

区内の認証保育所が３園になっ
たことで保護者から認証保育所
を求める声が強まったことや、事
業者の意向も踏まえ、27年度は
認可への移行を実施しませんで
した。

引き続き事業者の意向や保護者
の意見を踏まえながら、より慎重
に移行支援を行います。

C - 現状維持

保護者の意見や事業者の意
向等を踏まえ、事業の方向
性等について検討を行いま
す。

027
区立幼稚園の認
定こども園化

子育て支援計画

　子ども・子育て支援新制度施
行を見据え、質の高い幼児期の
学校教育・保育を総合的に提供
するために、区立幼稚園の認定
こども園化を検討します。

　文京区の子ども・子育て会議の
検討状況を踏まえ、関係者と調
整・協議を行い、認定こども園へ
の移行のための環境整備を行っ
ていきます。

認定こども園化には、調理室や
保育室の確保などハード面の整
備が必要なことから、園舎の改
築・改修に合わせて取り組む方
向性としています。そのため、保
護者の預かり保育の新たなニー
ズに対応するため、28年度から
早朝預かり保育を実施することと
しました。

認定こども園化には、給食室・保
育室等の整備が必須になるため
幼稚園舎の改築時期に合わせ
て行うことが必要です。また、従
来の幼稚園や保育園における
教育・保育の実施に加え、認定
こども園化など、質の高い幼児
教育・保育を提供する視点に立
ち、整備を進めていく必要があり
ます。

- B 現状維持

区立幼稚園の認定こども園
化については、整備条件等
を総合的に考慮し、全体計
画を検討します。また、柳町
こどもの森の認定こども園化
については、庁内関係各課
が連携しながら具体的な取
組を進めます。

028
病児・病後児保育
事業

子育て支援計画

　病気により集団保育の困難な
児童を一時的に預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両
立を支援します。

　保坂こどもクリニックが運営する
「保坂病児保育ルーム」及び順
天堂が運営する「順天堂病後児
ルーム『みつばち』」の２施設に
おいて、病児・病後児を預かり保
育を行います。

　2つの施設で、病児・病後児保
育事業を実施するとともに、27年
度に訪問型病児・病後児保育
サービスの利用料助成制度を開
始し、保護者の子育てと就労の
両立を支援しました。

　27年度に開始した訪問型病
児・病後児保育サービスの利用
料助成制度について、保育施設
の利用者を中心に、更なる事業
の周知が必要です。

B - 現状維持

新たに実施した訪問型病
児・病後児保育利用料助成
制度の広報を行い、事業の
周知を図ります。

029
放課後全児童向
け事業

子育て支援計画

学校の放課後や休業日に校庭
や図書室などを開放し、保護者
及び地域の大人の見守りにより
安心して子どもが自由に活動
（遊びや学び）ができる、小学生
を対象とした放課後の居場所を
提供します。

小学校において、授業終了後に
児童がランドセルのまま指定の
場所で受付をし、（学校休業日
は自宅等からの参加となる。）そ
の後事業受託団体（運営委員
会）スタッフ見守りの下、校庭や
図書室で自由な活動を行いま
す。

林町小学校、駕籠町小学校、明
化小学校、小日向台町小学校
において事業を実施しました。
平成２７年度は、実施日数８５９
日、延参加児童数４３，１７４人と
なっています。

平成２８年４月から、指ヶ谷小学
校及び根津小学校で事業を開
始しました。今後の実施校拡大
にあたっては、学校内での実施
スペースの確保などについて実
施校との調整を丁寧に行うことが
重要です。

C - 拡充

平成２８年度より新たに指ヶ
谷小学校、根津小学校にお
いて事業運営を開始しまし
た。今後、子育て支援計画
に基づき、順次実施校を拡
大してまいります。

子
育
て
・
教
育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

030
民間学童保育事
業（都型学童クラ
ブ補助）

子育て支援計画

保護者の就労形態の多様化や
長時間就労、家族の介護等の理
由により既存の育成室運営では
対応できない時間延長や一時受
入等の保育ニーズが生じていま
す。民間事業者を誘致し、放課
後児童健全育成事業（民間学童
クラブ）を開設することで様々な
保育ニーズに応えるとともに児童
の健全な育成に資することを目
的とします。

区が定める要綱の基準を満たす
民間学童クラブを整備・運営す
る民間事業者に対し、経費の一
部を補助します。あわせて、東京
都へ都型学童クラブ事業補助金
等を申請します。

問合せを受けた事業者に対し、
基準条例や都型学童クラブにつ
いて説明しましたが、要件に該
当せず、開室には至りませんで
した。

利用者が求める保育ニーズに対
応できる事業者の誘致が困難で
す。

- C 現状維持

引き続き、施設整備に要する
経費の一部補助を通じて、
民間事業者等の誘致を行い
ます。

031
母子家庭等自立
支援事業

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画）、文京
区男女平等参画
推進計画

児童扶養手当受給水準にある
母子家庭の母および父子家庭
の父で、知識・技能を習得する
ための講座を受講している人を
対象に、給付金を支給すること
で経済的な自立を図ります。

事前に相談を受け、就職や転職
に有利な知識・技能の習得を希
望する人からの申請に基づき、
自立支援教育訓練給付金、高
等技能訓練促進費及び受講修
了後の修了一時金を支給しま
す。

支給を受けたことにより資格を取
得でき、増収を図ることができた
等の報告がありました。
昨年度と同様にホームページへ
の掲載や児童扶養手当受給者
への通知にチラシを同封するこ
とにより、制度に対する問合せが
多くみられました。

資格取得期間中の生活費に対
する不安や保育園や育成室等
の利用等、子育てとの両立に対
して不安を感じている方が多く、
申請に至らない方への対応が課
題となっています。

C - 現状維持

子育て支援課と連携し、チラ
シの個別配布等により事業
の周知を図り、母子家庭及
び父子家庭の自立のために
適切な支援を行います。

032
いのちの教育の推
進

文京区教育振興
基本計画

　様々な体験活動や学習におい
て、「いのち」について考える機
会を提供し、「いのちを大切にす
る心」や自尊感情を育む教育の
充実を図ります。

・全小・中学校において「いのち
と心の授業」を実施します。
・全小・中学校において「いのち
と心のアサーションプログラム」を
実践します。
・全幼稚園において移動動物園
を実施します。

全校で平成２７年度の教育課程
に「いのちと心のアサーションプ
ログラム」を位置付けました。今
後は、学校に寄せられた保護者
の意見等を生かして各学校の取
組の改善を図ってまいります。
「いのちと心の授業」は各学校の
事業として根付き、多様な外部
講師を活用した取組を通して命
の大切さを啓発することができま
した。

更なる自尊感情の醸成やいのち
を大切にする心の育成に向け
て、教職員の人権意識を啓発す
る研修を継続していく必要があり
ます。幼小中の連携を生かした、
就学前からの連続したいのちの
教育を継続し自尊感情の醸成
やいのちを大切にする心の育成
を図る必要があります。

A - 現状維持

「いのちと心のアサーション
プログラム」を教育課程に位
置付け、学校評価等を活用
して改善を図っていきます。

子
育
て
・
教
育
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

033 心の教育の推進
文京区教育振興
基本計画

　家庭や地域社会との連携を図
りながら、社会の一員としての規
範意識、倫理観やすべての人へ
の思いやりの心、生命を尊重し
自然を慈しむ心をもつ子どもを
育てる取組を進めます。

・全小・中学校において「道徳授
業地区公開講座」を実施しま
す。
・各学校の取組をまとめた啓発
誌「かがやく心」を発行します。

全小・中学校において「道徳授
業地区公開講座」を実施しまし
た。各学校の要請に応じて外部
講師等を派遣し、保護者・区民
を対象とした講演等により学校・
家庭・地域が一体となった心の
教育の大切さについて啓発しま
した。各学校園の特色ある人権
教育や生命尊重の取組事例を
取りまとめた啓発誌を発行し取
組の充実を図りました。

「道徳授業地区公開講座」の実
施方法を工夫することにより、よ
り多くの保護者・区民の参加を
得られるよう改善を図っていく必
要があります。また、「かがやく
心」の内容の充実を図り、各学
校の取組に対する支援を継続し
ていく必要があります。

A - 現状維持

各学校の道徳教育を「道徳
授業地区公開講座」を通じ
て、保護者・区民に広く紹介
していきます。「かがやく心」
の発行を通して各学校の特
色ある取組を支援し、充実を
図っていきます。

034
学校図書館の充
実

文京区教育振興
基本計画、文京区
子ども読書活動推
進計画

「学校図書館図書標準」充足率
100%の達成に向けて、各校の図
書を計画的に購入するとともに、
区立図書館の人材を活用し、子
供読書環境の整備を図ります。

学校図書館の資料として幅広い
分野をバランスよく収集し、蔵書
を魅力あるものにするとともに、
区立図書館の人材を活用し、図
書配列や児童・生徒の調べ学習
の支援などを充実し学習支援へ
と結びつけていきます。

学校図書館標準100%の達成を
目指し学校図書館の現状調査
を基に、小学校13校、中学校７
校に図書購入費を増額した結
果、前年度より小学校２校、中学
校３校が90％以上を達成し、新
たに小学校３校、中学校３校が
100％を達成しました。
小学校20校、中学校10校へ司
書を派遣し、学校図書館の整備
を行いました。

児童・生徒数の増減に伴うクラス
数の増減を踏まえ、図書標準が
100％を達成するよう調整してい
く必要があります。読書環境の
充実を図るため図書購入に伴う
各学校の収納スペースの拡充も
更に検討していく必要がありま
す。

B - 現状維持

今年度は小学校13校、中学
校１校に図書購入費を増額
します。
平成28年度には学校図書館
図書標準100%を達成しま
す。

035 情報教育事業
文京区教育振興
基本計画

　コンピュータを利用した情報教
育に対する興味や関心を高める
と共に、コンピュータ操作のスキ
ルや情報リテラシーの向上を図
ります。

　小中学生を対象とした「子ども
パソコン教室」や保護者向けの
「のんびりパソコンルーム」の事
業を実施します。

応募者が多かったプログラミング
に関する講座を増やしました。中
学生の参加は他の教室に比べ
てプログラミングに関する教室の
方が多い傾向でした。また、保護
者との参加も奨励したため、親
子で興味関心を高める機会とな
りました。

教育の情報化に係るプログラミン
グ教育の重要性に鑑み、小・中
学生それぞれの発達段階に応
じたプログラミングに関する教室
の充実を図る必要があります。
一方、のんびりパソコンルームへ
の保護者の参加者数の増加が
見込めないことから、実施につい
て見直す必要があります。

B - 拡充
外部委託によるプログラミン
グに関する教室の充実

子
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

036 科学教育事業
文京区教育振興
基本計画

　自然観察や実験・ものづくりを
通じ、子ども一人ひとりの、自然
科学に対する豊かな感性や創造
性、科学的な見方や考え方を育
成します。

　「科学教室」、「親子理科教
室」、「やってみましょう楽しい実
験」の教室を開催するほか、「子
ども科学カレッジ」等の事業を通
じ、大学連携を一層拡大します。
また、移動科学教室や理科の出
前授業等、小・中学校を会場とし
た事業も実施します。

毎回定員を超える応募があり、
科学への関心の高さが伺えまし
た。区内大学等と連携した講座
を新たに企画し講座数を増やす
とともに、講座での手法をその都
度見直し工夫改善を重ねること
で、充実した事業を提供すること
ができました。小学校での出前
授業・移動科学教室への申込み
も増加し、理科教育に触れる機
会の幅を広げることができまし
た。

区内大学等との連携や講座内
容の見直し等による内容の工
夫・充実を行い、さらに、科学事
業の拡充を行う必要があります。
特に、小学校への出前授業等を
増やし、理科教育の拡充を行う
必要があります。

A - 拡充
区内大学等との連携により、
科学教室の実施回数を増加
させます。

037
健康教育推進事
業

文京区教育振興
基本計画、文京区
健康教育推進委
員会　検討結果報
告

　区立小学校の児童を対象に、
学校と家庭と地域が連携し、健
康増進や疾病予防、一人ひとり
の健康課題に応じたきめ細かな
健康教育を推進します。

　区立小学校の児童が、個に応
じた健康への取組を行えるよう、
学校医会・学校保健会及び区内
大学の協力を得て、健康事業を
実施します。

　「健康・体力増進事業」の移管
に伴い、小学校全校で区内大学
と連携した「健康相談」「健康教
室」を、区内都立病院と連携した
「がん教育」を小学校７校、中学
校３校で実施し、生活習慣改善
への意識啓発を図りました。

効果を上げるために、健康トレー
ナーの小学校への巡回数を増
やすとともに、内容の充実を図る
ことが必要です。がん教育は理
解を促進するため、区内大学と
も連携し内容の充実を図る必要
があります。健康教室は参加者
からの要望を更に踏まえた内容
の充実が必要です。

A - 拡充

健康トレーナーによる相談活
動の充実、区内大学と連携
したがん教育・健康教室の
充実

038
子どもの体力向上
推進事業

文京区教育振興
基本計画

　子どもたちの基礎的な体力・運
動能力を向上させるとともに、健
康づくり・体力づくりの基本的習
慣を身に付ける取組を推進しま
す。

　各小学校・園で「体力向上プラ
ン」を作成します。
　「体力向上プラン」を実施する
に当たり、各小学校・園に「体力
向上アドバイザー」を派遣し、指
導・助言を行います。

幼稚園では体力調査の結果を
基にアドバイザーによる訪問指
導を実施しました。小学校では
東京都の体力・運動能力調査結
果等を踏まえた体力向上プラン
を作成するとともに、体力向上指
導員による授業補助やアドバイ
ザーの助言等を教育活動に生
かすことができました。

調査結果や都の「アクティブプラ
ンto2020」を受け、体力向上プラ
ンを活用した取組サイクルを明
確にしながら、着実かつ効果的
に幼児・児童の体力向上を図っ
ていく必要があります。

A - 拡充

効果的な取組を推進するた
めの教員対象報告会の開催
体力向上イベント及びがん
教育講師派遣事業の新設

子
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

039
学校防災宿泊体
験事業

文京区教育振興
基本計画

　子どもたちが自らの身を守り、
また、周りの人々を助けることが
できるよう、発達段階に応じた体
系的な安全教育を行います。

　全小学校で４年生を対象とし
て、また、全中学校で２年生を対
象として学校防災宿泊体験を実
施します。

・小中学校全校で防災宿泊体験
を実施しました。
・全校で地域、保護者との連携
や消防署などの関係機関と連携
を図り、具体的に災害発生時を
想定した体験学習を実施しまし
た。このことにより、児童・生徒に
自助・共助の心情を育成すること
ができました。

各学校の取組として防災宿泊体
験が定着しました。当該事業が
安全に実施できるよう、警備会社
からの派遣を確実に行うなど、今
後も継続して学校支援を行って
いく必要があります。

A - 現状維持
体験学習を通じて、災害時
の自助・共助の心情の育成
を図っていきます。

040
文京ふるさと学習
プロジェクトの推進

文京区教育振興
基本計画

ふるさと文京を愛する心、感動す
る心の情勢に取り組むため、「文
京ふるさと学習プロジェクト」を推
進します。

・文京ふるさと学習プロジェクト委
員会を開催します。
・平成27年度末に副読本を発行
します。

４回のふるさと学習副読本編集
委員会を開催し、改訂作業を進
めました。平成27年度中に作成
を完了し、平成28年度からの活
用を進めていきます。

各学校における副読本の活用
について啓発を図っていく必要
があります。

A - 現状維持
平成28年度指導の手引き作
成のため、事業を継続しま
す。

041
確かな学力育成事
業

・区立小学校において校長の経
営方針、指導の重点等を踏まえ
た指導を行い、学力向上を図り
ます。35人以上の小学校低学年
では複数担任制によるきめ細や
かな指導を行います。
・区立中学校において、少人数
指導やティームティーチングによ
る指導方法の工夫・改善を推進
し、学力向上を図ります。

・各小学校に１人非常勤講師を
配置し、指導方法工夫・改善を
推進するとともに、学校の個別対
応が必要な学校に講師を配置し
ます。
・各中学校に、指導方法工夫・
改善に向けた学校の計画・要望
に基づいて非常勤講師を配置し
ます。

・校長の経営方針に基づき、指
導方法工夫改善のために講師
を配置し計画的な取組を実施し
ました。
・学級が抱えている困難な課題
を解決するため講師を配置し、
円滑な学校経営を支援しまし
た。
・中学校における学習指導の充
実のため、講師を配置し、少人
数指導によるきめ細やかな指導
の充実を図りました。

・学校経営の充実に向けた支援
として講師の配置を継続していく
必要があります。
・緊急性の高い学級の教育課題
を解決するために講師の配置を
継続していく必要があります。

A - 現状維持
学習指導の充実及び学級の
教育課題に対し、講師を派
遣し解決を図ります。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

042
学習内容定着状
況調査活用事業

文京区教育振興
基本計画

　基礎的・基本的な知識・技能を
習得させ、思考力・判断力・表現
力を育成します。

・全小・中学校で学習内容定着
状況調査を実施します。
・調査の結果を踏まえて、全小・
中学校で授業改善推進プランを
作成し、授業改善を推進します。

調査結果から児童・生徒一人一
人の学習状況を把握し、一人一
人の状況に応じた適切な支援に
つなげました。また、授業改善プ
ランを作成し、保護者等に公開
することを通して、保護者・地域
と一体となった授業改善を進め
ました。全ての教科において、全
国の平均正答率を上回る結果と
なりました。

児童・生徒の状況は毎年異なる
ため、本事業を継続しながら、一
人一人の学習状況を捉えていく
必要があります。また、児童・生
徒の状況に応じた授業改善を進
めるため、授業改善推進プラン
を作成していく必要があります。

A - 現状維持

調査結果を分析し、「授業改
善推進プラン」の改訂に反映
させ、保護者会等で説明し、
授業改善、家庭学習の啓発
に生かしていきます。

043
英語力向上推進
事業

文京区教育振興
基本計画

　文京区教育振興基本計画の
趣旨の実現に向けて、小学校第
１学年から中学校第３学年まで
の９年間で、外国人英語指導員
を活用した授業を、具体的な教
材を用い継続的に行うとともに、
英語学習意欲及び学力向上を
図るために英検受検の機会を保
障することにより、基礎・基本の
学力を育成します。

　外国人英語指導員を区立小学
校・中学校全校に派遣します。
また、区立中学校においては、
生徒自らが学習目標を設定する
とともに英語運用力の現状を把
握し、かつ卒業後の進路設計に
生かせるよう、在学中に実用英
語技能検定（英検）５～２級を各
学年で１回受検する機会を保障
し、中学校３年間で英検３級を取
得させることを通して英語学習へ
の意欲を高め、学力向上を図り
ます。

生徒は英語のレベルに応じて自
ら英検の級を設定することで、ど
の級からでもスタートすることが
でき、生徒自ら身近な目標を設
定し、ステップアップすることがで
きています。英検にチャレンジす
ることで、自分の英語力が把握
できるとともに、上の級を目指し
ながら、英語力を身に付けること
につなげることができています。

小学校の英語教育が推進される
ことで、外国人英語指導員に対
する需要が進む中、文京区とし
て外国人英語指導員を質量とも
に確保していく必要があります。
また、英検受検者が２か年続け
て80％台のため、受検級の拡大
等を検討していきます。

B - 現状維持

児童・生徒が国際社会を生
き抜く上で英語能力は必要
となることから、継続して実施
していきます。

044
大学との連携によ
る学習指導補助員
配置事業

文京区教育振興
基本計画

　教育職員以外の人材を学習指
導に活用するため、大学との連
携により、大学生もしくは大学院
生を学習指導補助員として、区
立小学校及び中学校に派遣す
る。教員と協力し、様々な学習支
援活動を行うことにより、児童・生
徒の確かな学力の向上を図り、
可能性を伸ばすとともに、学校の
教育力の全体的な向上に努め
ます。

　派遣回数は、文京区教育委員
会が、各学校から提出された計
画書により、内容を精査するとと
もに、各学校の少人数学習等の
教員配置も考慮し、決定します。

一斉授業の場面における、児
童・生徒一人一人に対するきめ
細やかな支援により、都の学力
調査の結果では、都内随一の平
均正答率の結果が出ています。

実施計画に即した計画的な実施
により、効果的な予算執行を続
けていく必要があります。

A - 現状維持
各学校の計画に即して計画
的な執行を進めていきます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

045
保・幼・小・中の連
携教育の推進

文京区教育振興
基本計画

「小１問題」及び「中１ギャップ」
の未然防止及び円滑な接続の
実現に向け、区立保育園、幼稚
園、小学校、中学校の連携協力
を推進し、教育課程の改善と相
互交流、相互理解等による教育
的効果を総合的に検討します。

・プロジェクトを設置し、連携教育
カリキュラムの改善等を含む保
幼小中連携に関する教育施策
の検討を行います。
・９つの連携推進ブロックにおい
て、連携協議会を開催し、各ブ
ロックの現状に応じて教育課程
連携、交流活動、情報交換、合
同研修等を推進します。
・保幼小中連携実践発表会を開
催し、実践を校園、保護者等に
広く周知します。

３回のプロジェクトでの協議と２回
の連絡協議会の開催により、各
ブロックで特色を生かした連携に
関する取組を進めることができま
した。今年度は、体力向上に向
けた取組をブロック内で共有し
研修を実施したり、保育園児が
中学校に交流体験に行くなどの
取組が行われました。

小学校から中学校への円滑な接
続をねらったアプローチカリキュ
ラムを作成する必要があります。

A - 現状維持
各ブロックでの取組に加えて
各校園での特色ある取組を
今後も支援していきます。

046

地域・大学連携教
育情報ネットワーク
～「文の京」の先
生プロジェクト～

文京区教育振興
基本計画

　区内大学・ＮＰＯ等の団体と各
学校・園の双方向への情報発信
や情報共有を推進して緊密な連
携を構築することにより、団体へ
の地域連携や研究の場の提供、
子どもたちへの豊かな教育環境
の提供を図ります。また、教育資
料室においては、教育資料の収
集・保存をし、学校・教職員に対
して教育資料に特化した専門的
な情報提供サービスを行いま
す。

　区内大学やＮＰＯ等と教育委
員会を結ぶ窓口として教育セン
ターに「地域・大学連携協働デ
スク」を設置し、区立小中学校・
幼稚園からの相談及び区内大
学等からの提案や情報提供を受
け、専門的知識や人材等を区立
小中学校・幼稚園の教育活動に
様々な形で活用します。
　新教育センターに教育資料室
を整備し、資料検索システムによ
り迅速な資料の提供を行いま
す。

東京大学総合博物館の「アカデ
ミック・アドベンチャー（学術体
験）」に加え、東京大学市川研究
室による「個別学習相談」を実施
しました。
教育センター教育資料室の資料
検索システムの検索手順書を作
成し、各園・学校に配付するとと
もに、資料室だよりを３回作成
し、利用促進の啓発を行いまし
た。

今後も、区内大学等の専門的知
識や人材等のより効果的な活用
方法を検討する必要がありま
す。

C - 拡充
区内大学等の専門的知識や
人材等のより効果的な活用
方法の検討

047
交流及び共同学
習支援員配置事
業

文京区教育振興
基本計画

　障害のある子どもの自立と社会
参加を促進するとともに、障害の
ある子どもとない子どもとの相互
のふれ合いを通じて豊かな人間
性を育みます。

　区立小・中学校の特別支援学
級在籍の児童・生徒が、通常の
学級との交流及び共同学習を行
う際、学習活動のサポートや介
助を行う交流及び共同学習支援
員を特別支援学級設置校の学
級数及び学級の状況に応じて
配置する。

対象児童・生徒一人一人の状況
に応じた対応により、対象児童・
生徒が社会性を身に付けること
ができてくるなど、交流及び共同
学習の内容も充実してきました。
また、交流学級の児童・生徒の
関わりから、特別支援学級の児
童・生徒が達成感や自己肯定感
を味わうことができました。

同じ場で共に学ぶ一方、児童・
生徒に対して、自立と社会参加
を見据え、個別の教育的ニーズ
に最も的確に応える指導を提供
する必要があります。特別支援
学級における生きる力の育成に
つながる学習指導、交流及び共
同学習における共生のための経
験値を高める指導のバランスを
考えていきます。

A - 拡充

特別支援学級設置校10校に
支援員を配置し、交流及び
共同学習ガイドラインに基づ
き、通常の学級の子どもたち
との交流及び共同学習を実
施します。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
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048
特別支援教育担
当指導員配置事
業

文京区教育振興
基本計画

　通常の学級に在籍する発達障
害等、特別な支援が必要な児
童・生徒への支援体制の整備は
急務です。そのため、すべての
小・中学校に教員免許をもつ指
導員を配置し、適応状態の改善
を図るための教育環境の整備を
行います。また、指導員は特別
な支援を要する児童・生徒に対
して支援を行います。

小学校20校、中学校10校に、教
員免許をもつ指導員を派遣しま
す。指導員は、在籍学級の担任
等との連携のもとに、一斉指導
の中での個別指導を行います。
また、通常の学級における必要
な児童・生徒を取出し、校内に
設置された特別支援教室等で専
門的指導や支援を行います。

実践を通して、校内体制が整備
されてきています。特に、該当児
童・生徒への配慮から、構造化さ
れた教室環境の整備、視覚的な
支援や情報伝達の工夫等が行
われ、通常の学級における基礎
的環境整備として、ユニバーサ
ルデザイン化が進みました。

全ての教員が共生社会の実現
を目指した取組について理解す
ることが求められています。今後
も、すべての教員がインクルーシ
ブ教育システム構築に向けた特
別支援教育について理解を深
め、障害の有無に関係なく、共
に学ぶ学習環境の充実を図って
いきます。

A - 現状維持

全ての小・中学校に教員免
許をもつ指導員１人以上を
配置し、適応状態の改善を
図るため、児童・生徒に支援
を行っていきます。

049
特別支援教育連
携協議会の運営

文京区教育振興
基本計画

　特別支援にかかわる区の組織
及び関係機関の連携・協力体制
を構築し、区の区域内に住所を
有する乳幼児、児童及び生徒に
ついて、障害を早期に把握する
とともに、一人ひとりの教育的
ニーズに応じて適切な支援を継
続して行います。

　区の子育て関連組織及び国・
都の特別支援学校長、医師、学
識経験者などで構成する「特別
支援連携協議会」を設置し、支
援の継承や関係機関相互の情
報共有を図ります。
専門家チームやケース会議等に
より、特別な支援を必要とする乳
幼児・児童・生徒とその保護者に
対する支援の効果的な推進を図
ります。

名称を「特別支援連携協議会」
に改め、1回実施しました。平成
27年度から本協議会を乳幼児発
達支援連絡会と統合した経緯
や、特別支援に関する事業運営
についての報告と協議を行いま
した。専門家チームについて
は、依頼があった幼稚園・小学
校・中学校への派遣を行いまし
た。継続した数回の派遣を行
い、各機関における具体的な支
援の方法を検討し、特別な支援
を必要とする子どもたちへの支
援の充実に効果がありました。

特別支援教育における課題の
整理や学齢期部会の運営につ
いて、検討する必要があります。

B - 改善・見直し

特別支援教育等に関わる区
の組織及び関係機関が一層
連携し、一人ひとりのニーズ
に応じた乳幼児期から学齢
期までの切れ目のない支援
を行います。

050 教職員研修
文京区教育振興
基本計画

　教員の資質及び指導力の向上
を図ります。

　教育アドバイザーによる若手教
員への指導助言、授業研究、職
層に応じた研修、重点的な教育
課題による選択課題研修を充実
させるとともに、講義や演習、グ
ループ協議、授業研究を重視
し、より深い知識を得て指導力を
身に付けることができるようにし
ます。
　教員研修担当の教育センター
統括指導主事及び専門指導員
が教育指導課と連携して運営及
び推進に当たります。

派遣回数(若手教員１人に８～11
回)や指導内容等、各校長の要
望に応じて若手教員への教育ア
ドバイザー派遣を実施しました。
センター研修では演習を基本と
し、また、区内大学と連携して研
修内容を充実させることができま
した。

学校への負担に配慮した実施
回数と内容精査が必要です。次
期学習指導要領改訂に向けて
必要な研修の充実を図る必要が
あります。

A - 拡充

学習指導要領改訂に向けて
必要となる教員の能力向上
のための内容を検討し、研
修の充実を図ります。
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指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

051
総合教育相談事
業

文京区教育振興
基本計画

　学校や保護者、子ども本人に
対し多角的な支援を行うことによ
り、いじめや不登校、家庭内暴
力、児童虐待、集団不適応等の
課題、さらには、発達・教育・生
活上の悩み等について、予防・
発見・解消を図ります。

　教育相談室での面接相談や個
別支援をはじめ、スクールソー
シャルワーカー等の専門家の派
遣や適応指導教室等を教育相
談コーディネーターが統括し、子
ども、保護者、学校等に対する
多角的な支援を実施します。

福祉センターで行っていた子ど
もの発達相談と教育相談を一元
化し、乳児から18歳までのお子
さんを対象とした総合相談室を
開設しました。また、学齢期の療
育も始まり、継続した支援が行え
るようになりました。スクールソー
シャルワーカーは3人から4人に
増え、直接支援の対応が多くで
きるようになり、適応指導教室や
学校へ足を運べる児童・生徒が
増えました。

不登校児童・生徒への直接支援
については、各相談事業が連携
し個々に応じた支援につなげる
ことができていますが、不登校児
童・生徒の出現率を減らすことは
できていません。また、特別支援
の必要な相談については、教育
センターでの専門相談は拡充し
ていますが、学校での支援にあ
たり、特別支援教室等との一層
の連携が必要です。

C - 拡充

不登校解消プロジェクトの実
行により、不登校児童・生徒
の出現率を減らしていきま
す。総合相談室の申込みの
増加に対し、事務の効率化
等を図り対応します。

052
「生きる力」実現・
学校力パワーアッ
プ事業

文京区教育振興
基本計画

　校園長の学校経営方針に沿っ
た予算計画・執行することによ
り、各学校園が対応すべき課題
に対応した教育活動を効果的に
推進します。

・学校園評価に基づき、喫緊の
各学校園の教育課題を解決す
るための教育活動を展開しま
す。
・全校園において、学校評価の
際に本事業の評価を実施しま
す。

各学校園が自校の課題に即して
予算を編成・執行することによ
り、各学校園の課題解決を支援
することができました。具体的に
は、ボランティアを活用した学習
支援の充実、研修の充実のため
の講師報償費など各学校園の
課題に応じて予算執行がされま
した。

予算編成時期と執行時期の違
いから計画を変更せざるを得な
い課題に対して、適切な対応を
進める必要があります。また、更
なる計画的な執行のために精度
の高い予算編成を進める必要が
あります。

A - 現状維持

各学校の課題に応じて、各
学校が自主的・計画的に予
算を編成し実行することによ
り教育活動の充実につなげ
ていきます。

053
学校支援地域本
部事業

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画）、文京
区教育振興基本
計画

　地域全体で学校教育を支援す
る体制づくりを推進することによ
り、教員の子どもと向き合う時間
の増加、住民等の学習成果の活
用機会の拡充、及び地域の教育
力の活性化を図るため、学校支
援地域本部を設置します。

　設置校の活動状況を未設置校
に情報提供すると共に、学校支
援に対する実際の要望を把握
し、調整を図ることで、学校支援
地域本部の充実を図ります。

27年度は、小学校16校、中学校
４校において学校支援地域本部
による活動が行われました。新
規３校については、青少年委
員、PTAが中心となって開設さ
れ、順調に滑り出しています。ボ
ランティアについても、地域の
方々の協力により学習支援、環
境整備、安全の見守りなど、学
校ごとに特色を持ち行われてい
ます。

ボランティア等の人材を確保し、
本事業の拡充を図っていく必要
があります。

A - 拡充

28年度4月の時点で、小学
校1校の学校支援地域本部
が廃止となり、小学校15校、
中学校4校、計19校が運営さ
れています。28年度は、学習
支援ボランティアに対する謝
礼支払が可能となり、この効
果が未実施校に波及するよ
う努めます。
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054
青少年委員による
学校支援活動等
の推進

文京区教育振興
基本計画

　学校ごとに選出された青少年
委員に、学校と地域のパイプ役
となり学校支援を中心とした活動
を行ってもらうことで、地域で学
校教育を支えていく体制を推進
します。

　教育委員会では、学校支援地
域本部設置校の拡充を目指しな
がら、地域での学校支援の在り
方を検討しています。青少年委
員の所管が26年度から教育委
員会に移ったことを機に、青少
年委員には、学校支援地域本部
の立ち上げや運営協力など、学
校ニーズを踏まえた学校支援を
行っていただきます。

学校支援地域本部の地域コー
ディネーターなど、中核となって
学校支援活動を行う委員は16人
に及び、ＰＴＡや育成会、青少年
委員ＯＢ等との強いネットワーク
を活かし、地域で学校を支える
土台作りに貢献しています。ま
た、27年度にオープンしたb-lab
を青少年育成に係る行事等に積
極的に活用し、効果を上げてい
ます。

青少年委員の役割の一つとし
て、放課後事業への協力もあり
ます。児童青少年課が進める放
課後全児童事業の推進にも、協
力を依頼していきます。

- B 現状維持

学校支援地域本部への協力
など、青少年委員の豊富な
経験やネットワークによる支
援を得ながら、学校支援体
制の充実・拡大を図っていき
ます。

055
学校運営協議会
（コミュニティ・ス
クール）の運営

文京区教育振興
基本計画

　学校運営に関する校長の権限
と責任の下、地域・保護者等も一
定の権限と責任をもって学校運
営への参画を進めるため、学校
運営協議会（コミュニティ・スクー
ル）を設置し、運営することによ
り、開かれた学校づくりをさらに
進めます。

　地域住民・保護者・校長等を委
員とする学校運営協議会を設置
し、学校運営の基本的事項の承
認、学校運営に対する意見、支
援などの協議を行います。

　新規コミュニティスクールでは、
委員を対象とした研修を行い、
円滑に立ち上げることができまし
た。
　各学校運営協議会の取組は、
学校便り等を通じて保護者・地
域に発信し、理解を得てきまし
た。
　各学校運営協議会での協議を
踏まえ、コミュニティスクール教員
公募を実施しました。

　各学校運営協議会の取組が生
かされている教育活動等を広く
周知するため、支援を継続して
いく必要があります。

A - 現状維持

小学校２校、中学校１校にお
いて、年間10回以上の学校
運営協議会を開催していき
ます。
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056 老朽校舎の改築

文京区立 小・中
学校将来ビジョ
ン、文京区教育振
興基本計画

 築後80年以上が経過する誠之
小学校及び明化小学校の改築
に当たり、基本構想を策定し、設
計後改築工事に着手します。

 学校の将来像となる基本構想を
学校・地域住民・ＰＴＡ等の参画
により策定後、プロポーザル等を
活用した基本設計・実施設計を
行い、改築工事に着手します。

　誠之小学校については、プロ
ポーザル方式により設計者の選
定を行い、基本・実施設計に着
手するとともに、誠之小学校改築
だよりを発行し、改築事業の進
捗を広く地域に周知しました。
　明化小学校については、学
校・地域住民・PTA等の参画によ
る改築基本構想検討委員会に
おいて、報告書の取りまとめを行
いました。

　誠之小学校については、基
本・実施設計の検討の中で、可
能な限り学校や地域の要望を設
計に取り入れるよう取り組んでい
きます。
　明化小学校については、具体
的な整備手法を引き続き検討し
ていきます。

A - 拡充

　誠之小学校については、
基本・実施設計を完了すると
ともに、仮設校舎の設計・設
置工事に着手します。
　明化小学校については、
学校・PTA・地域住民の参画
による検討組織を設置し、具
体的な整備手法を検討しま
す。

058 外壁・サッシ改修
文京区教育振興
基本計画

　小中学校の児童・生徒・教職
員に、安全で良好な教育環境を
提供します。

　老朽化している外壁・サッシの
改修工事を行います。改修工事
は主に夏期休暇期間に行うた
め、1校の改修完了には複数年
にわたる工事が必要です。

第九中学校（Ⅰ期）、青柳幼稚
園の外壁・サッシを改修しまし
た。

　工事期間中、騒音等が発生す
るため、児童・生徒や近隣住民
への説明を行う必要があります。
　また、幼稚園の場合は夏季休
業中も預かり保育を実施してい
るため、居ながら工事を検討しま
すが、不可の場合には引っ越し
先の確保等が必要となり、準備
に時間を要します。

A - 現状維持

平成28年度は、根津小学校
（Ⅰ期）及び第九中学校（Ⅱ
期）の外壁・サッシを改修し
ます。平成29年度以降も、老
朽化している外壁・サッシの
改修を計画的に実施する予
定です。

059 給食室の整備
文京区教育振興
基本計画

　老朽化した給食室を改修し、よ
り安全な給食を提供することを目
的とします。

　学校給食衛生管理基準に基
づいたドライシステム施設に改修
します。

　湯島小学校をドライシステムの
給食室に改修し、より安全な給
食を提供できる施設となりまし
た。
　茗台中学校の給食室改修工
事の実施設計を行いました。

学校給食衛生管理基準を遵守
した施設を整備するために、継
続的、計画的な改修、設備工事
が必要です。校舎の全面改築を
する学校の工事計画と合わせ、
28年度は茗台中学校、29年度
は昭和小学校と、緊急度の高い
給食室から改修を計画していき
ます。

A - 現状維持

　１学期終了後から茗台中学
校の改修工事を行います。
　また、昭和小学校の改修工
事に伴う設計を行います。
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061 校庭・園庭の整備
文京区教育振興
基本計画

　幼稚園、小・中学校の園児・児
童・生徒・教職員に、安全で良好
な教育環境を提供します。

　全天候型舗装の校（園）庭を採
用している幼稚園・学校のうち、
舗装が老朽化している幼稚園、
小・中学校について、整備を行
います。

第八中学校の校庭舗装を改修
し、教育環境を向上させることが
できました。

運動中の事故を防ぐため、園
児・児童・生徒が運動する校庭
の舗装面を良好な状態に保つこ
とが求められており、計画的に整
備する必要があります。また、整
備の際、防球ネット等の改修も検
討する必要があり、併せて校
（園）庭が一定期間使用できなく
なることを考慮した学校運営を
行っていく必要があります。

C - 現状維持

　平成28年度は、湯島小学
校の校庭整備及び本郷台中
学校の実施設計を行いま
す。
　平成29年度以降も舗装が
老朽化した校（園）庭を整備
していく予定です。

062
学校施設の快適
性向上

文京区教育振興
基本計画

　築30年以上が経過している
小・中学校について、快適な教
育環境とするため、内装等の改
修を実施します。

　普通教室・廊下・階段の内装
改修及び水回り等の改修などを
実施します。

学校からの意見・ニーズを踏ま
え、大塚小学校、駒本小学校、
第一中学校、第三中学校、第十
中学校、文林中学校及び本郷
台中学校にて工事を実施し、ま
た、指ヶ谷小学校、林町小学
校、青柳小学校、大塚小学校、
根津小学校、駕籠町小学校及
び第十中学校の実施設計を行
いました。

学校からの意見・ニーズを踏まえ
た上で児童・生徒の安全性を第
一優先に学校施設の快適性向
上事業対象校18校の実施設計・
工事を進めてく必要があります。

- A 現状維持

今年度、指ヶ谷小、林町小、
青柳小、大塚小、根津小、駕
籠町小、第八中及び第十中
の工事を行います。また、礫
川小、関口台町小、金富小、
駒本小、第一中（Ⅱ期）、第
三中、第八中（Ⅱ期）、第九
中及び文林中（Ⅱ期）の実施
設計を行います。

063
教育情報ネット
ワーク環境整備の
充実

文京区教育振興
基本計画

児童・生徒に対する普通教室のＩ
ＣＴを拡充し、より学習効果の得
られる環境を構築します。
幼稚園について、園内はもとより
園間の情報共有促進を図りま
す。
児童・生徒のＩＣＴ環境を拡充
し、ＩＣＴ学習の習熟をより高める
整備について検証します。
教員におけるＩＣＴ機器をより活
用できる能力の育成を支援しま
す。

電子黒板を普通教室等へ設置
します。
幼稚園のコンピューターを学校
間ＬＡＮ参加させ、園間をネット
ワークにて接続します。
普通教室用（小・中）各1校、特
別支援学級（小・中）各１級にタ
ブレット型端末の試行整備を行
います。
小・中学校に1月に1日ＩＣＴ支援
員の配置し、ＩＣＴ機器の利用を
促進させます。

・中学校7校の普通教室等に電
子黒板を設置しました。画面上
の一部分を拡大する、強調した
い文字の色を変える、動画資料
を利用するなど、電子黒板を利
用したわかりやすい授業を実施
でき、学習の理解をより深めるこ
とができました。
・引き続き、小・中学校にＩＣＴ支
援員を配置し、ＩＣＴ機器の利用
を促進しました。

小学校の電子黒板設置や、教
員の指導用タブレット端末の導
入、デジタル教科書の整備な
ど、学校のＩＣＴ環境が急速に整
備されていくため、教員の研修
や教員同士の情報共有の支援
を丁寧に行うなど、整備された機
器の効果的な利用を促進する必
要があります。

B - 拡充

・小学校の普通教室等に電
子黒板を整備する。
・小・中学校に教員の指導用
タブレット端末（無線ＬＡＮ環
境等含む。）を整備する。
・中学校の特別教室・特別支
援学級等に電子黒板を整備
する。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

064
青少年対策地区
委員会活動支援

各地区が持つ地域性を活かし、
青少年健全育成事業を実施して
いる青少年対策地区委員会（現
青少年健全育成会）（９地区）の
活動を支援することにより、区内
の青少年健全育成施策の充実
を図るとともに、子どもたちが地
域の中で温かく見守られながら
健やかに成長することができる
環境をつくります。

青少年対策地区委員会（現青少
年健全育成会）が実施する青少
年健全育成活動に対する補助
を行うとともに、合同行事の支援
を行います。また、委員研修会、
会長会、地区連絡会などを開催
し、情報交換や委員の知識の習
得の場として活用しています。

　地域の特性を活かして実施す
る事業に対して補助を行うととも
に、九地区合同行事「文の京こ
どもまつり」の実施や広報誌の発
行を支援しました。
  また、委員研修会1回、会長会
2回、地区連絡会3回の開催を通
して、情報交換や高校生との意
見交換を行い活動の充実を図り
ました。

　より時代に即した事業を展開
することで、青少年健全育成施
策のさらなる充実を図ることが必
要です。

A - 現状維持

地域における青少年健全育
成の充実を図るため、事業
に対する補助を行うとともに、
合同行事等の支援を行いま
す。

065
青少年の社会参
加推進事業

青少年が地域の人たちとの交流
を通じて社会の一員であることを
実感し、主体的に社会参加する
きっかけとなる事業を支援するこ
とで、青少年の社会参加と自立
を促進します。
また、青年が地域社会で自主的
に活動するのに必要な知識等習
得のための講座や、青年自らが
企画・運営する事業を支援し、
地域社会で自主的に活動できる
青年を育成します。

区内で非営利活動を行う団体
（ＮＰＯ等）が実施する、地域の
人たちとの交流を通じて青少年
が主体的に社会参加するきっか
けになる事業及び青年が地域社
会で自主的に活動するのに必
要な知識等習得のための講座
や、青年自らが企画・運営する
事業に対し、補助金を交付しま
す。

　青少年の社会参加推進事業に
ついて７事業、青年育成事業に
ついて４事業の申請があり、補
助事業の選考は、区の青少年関
係所管課長及び学識経験者が
多角的な視点から審査を行いま
した。
　ＮＰＯ等の特性を活かした事業
や青年自らが企画・実施する事
業が効率的かつ効果的に展開
されました。

　申請実績のないNPO等にも情
報が行き届くよう、周知方法の充
実を図る必要があります。

C - 現状維持

申請実績のないNPO等にも
情報が行き届くよう、周知方
法の充実を図りながら、事業
に対する補助を行います。

066
文京区社会を明る
くする運動

法務省が主唱する「社会を明るく
する運動」の趣旨に基づき、す
べての国民が犯罪や非行の防
止と、罪を犯した人たちの更生
について理解を深めるとともに、
それぞれの立場において力を合
わせながら、犯罪や非行のない
明るい社会を築いていくことを目
指します。

関係30団体からなる「文京区社
会を明るくする運動推進委員
会」を組織し、７月の強調月間に
合わせて「東京ドーム周辺広報
啓発活動」「文京区社会を明るく
する大会」「文京矯正展」などの
啓発事業を実施し、本運動の趣
旨を広く呼びかけます。

　東京ドーム周辺広報啓発活動
には、約270人が参加し、本運動
の趣旨を広く呼び掛けました。
　文京区社会を明るくする大会
の講演では、約230人の参加者
に対し、更生保護への理解を深
める機会を提供しました。
　文京矯正展には、約4,900人が
来場し、区民に対して更生保護
に対する啓発を図りました。

　7月の強調月間をきっかけとし
て、区民に本運動の趣旨・目的
を十分に理解してもらう必要があ
ります。
　また、短期的な成果が出にくい
点を踏まえ、効果的な啓発方法
を検討するとともに、地道な事業
展開が必要です。

C - 現状維持

関係団体とともに事業内容
に創意工夫をしながら、地域
に根ざした事業を展開しま
す。
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達成度
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067
子ども110番ステッ
カーの充実

子育て支援計画

子どもたちに対する犯罪の未然
防止と、青少年が安全かつ安心
して生活できる良好な地域環境
の形成を目指します。

緊急時に子どもが駆け込める緊
急避難場所を示す「子ども１１０
番ステッカー」を協力者の自宅
や事業所などに貼付するととも
に、区内の小学１年生に事業周
知用のステッカーを配布します。
また、区立小学校ＰＴＡの協力に
より、ステッカー貼付場所の確認
と協力者の継続意思の確認を行
います。

　小学１年生に周知用ステッカー
を配布する際、保護者宛ての案
内文書を同封することにより、事
業の周知及び協力者の募集を
行いました。また、小学校PTAの
協力により、ステッカー貼付場所
及び協力者の確認を行い協力
者名簿を作成するとともに、小学
校、PTA及び区内警察署で名簿
を共有し、信頼性の高い事業展
開を図りました。

　地域による子どもたちの見守り
環境整備のためには、協力者数
の維持・拡大が不可欠です。
　区立小学校PTAがステッカー
貼付場所を確認する際、協力を
依頼する等の取り組みにより、新
規協力者を増やしていく必要が
あります。

C - 現状維持

子ども110番ステッカー貼付
による犯罪の未然防止と、よ
り安全な環境づくりの必要性
を呼び掛けながら、協力者
数の維持・拡大を目指しま
す。

068 青少年プラザ事業

青少年プラザを設置し、中高生
が気軽に集まり、自主的な活動
ができる場や、様々な人との出
会いの機会を提供することで、
中高生が社会性を身につけ自
立した大人へ成長することを目
的とします。

平成２７年４月の開館に向けて、
教育センター等建物基本プラン
に基づき、運営事業者とともに、
施設の整備・管理や、運営シス
テム・体制等を検討します。
（平成２８年度追記）中高生世代
の青少年の自主的な活動の場
及び交流の場を提供するととも
に、文化・スポーツ、学習支援等
の各種事業を実施します。また、
ホームページ、広報誌の発行等
の広報活動を通して、施設及び
事業の周知を図ります。

　文化・スポーツ、学習支援等の
事業を実施するとともに、出張ｂ
－ｌａｂ等の訪問事業を実施しま
した。
　また、広報誌を年2回発行する
などの広報活動により、事業の
周知を図りました。アンケートで
は、施設やスタッフに対する評価
が高く、満足度が84.8％という高
い結果となりました。

 中高生の自主性・社会性を育
むためには、中高生のニーズに
即した事業を継続して展開する
ことが必要です。
　また、施設等が新しいこともあり
利用者数、利用者満足度ともに
計画を超える結果となりました
が、更に事業の充実を図ること
が必要です。

A - 現状維持

中高生の自主的な活動を支
援するとともに、より中高生の
ニーズに即した事業を実施
することで、中高生支援の充
実を図ります。

069

STEP（Support支
援/Talk相談
/Experience経験
/Place居場所）～
ひきこもり等自立
支援事業～

長期間(６か月以上)にわたり就
学・就労等の社会参加ができ
ず、家族以外の人間関係がない
状態（ひきこもり状態）にある義
務教育終了後から３９歳までの
若者に対し、本人及び家族の状
況に合った支援をし、本人の社
会参加を促します。

ひきこもり相談、フリースペース、
ステップＵＰプログラム、定着化
サポート等の事業を民間事業者
と協働して実施します。また、自
立に向けた切れ目のない支援を
行うため、関係機関連絡会を設
置し、庁内外の関係機関と意見
交換・情報共有を行います。

　相談事業（電話・来所・メール）
に加え、居場所事業、社会経験
を積むための段階的なプログラ
ム、講演会・意見交換会等を実
施しました。
　また、ひきこもり等自立支援事
業関係機関連絡会を4回開催
し、個別ケースについて情報共
有を図り、本人の社会参加に向
けた切れ目のない支援に努めま
した。

　本人からの相談が徐々に増加
してはいますが、引き続き、ひき
こもり等の状態にある方及びそ
の家族に向けた、効果的な周知
を図ることが必要です。
　また、本人及び家族の状況に
合った支援をし、本人の社会参
加につなげていくことが必要で
す。

A - 現状維持

本人及び家族の状況に合っ
た段階的な支援メニューを
提供し、ひきこもり状態にあ
る方の社会参加に向けた切
れ目のない支援を行いま
す。
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070
シルバーお助け隊
事業

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

７０歳以上の高齢者世帯や障害
者世帯を対象に、日常生活にお
けるちょっとした困りごとを援助
するサービスを提供します。

日常生活におけるちょっとした困
りごとに対し、公益社団法人文
京区シルバー人材センターが会
員を派遣して援助します。１回に
つき３００円を申込者が負担し、
区が実績にあわせてシルバー人
材センターに補助金（１回につき
１,３００円）を交付します。

①平成27年度は377件の実績が
ありました。主な作業内訳は家具
移動126件、電球等交換83件、
その他91件と例年同様の傾向と
なっています。②平成27年度は
前年度より45件利用件数が増加
しました。

①エアコンフィルターや換気扇
清掃等の受注が増えています。
様々なニーズを捉え、会員のス
キルを活用した柔軟な対応が求
められています。②利用件数、リ
ピーター、新規利用者ともに増
加しています。引き続き区報や
チラシによる本事業の周知、他
の家事援助サービスとの差別化
が必要です。

C - 現状維持

今後の事業展開について、
シルバー人材センターとも協
議しながら、適切な補助を
行っていきます。

071
民間事業者による
高齢者施設の整
備

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

施設と在宅の両面で、介護を必
要とする高齢者への支援を拡充
するため、特別養護老人ホー
ム、介護老人保健施設及び
ショートステイ（短期入所生活介
護）施設を整備します。

区有地の活用及び区独自の施
設整備費補助制度の創設によ
り、民間事業者を支援し、高齢
者施設の整備を推進します。

旧教育センター跡地における特
別養護老人ホーム及び旧文京
福祉センター跡地における介護
老人保健施設について、既存建
物の解体工事がほぼ終了しまし
た。
また、春日二丁目旧建設省宿舎
跡地を特別養護老人ホーム整
備用地として区が取得し、新たな
特別養護老人ホームを整備・運
営する事業者を選定しました。

旧教育センター跡地における特
別養護老人ホーム及び旧文京
福祉センター跡地における介護
老人保健施設の平成29年の開
設に向けて、適切に進行管理を
行う必要があります。また、春日
二丁目特別養護老人ホームの
既存建物解体工事等に当たり、
関係課と連携し説明会を開催す
る等、近隣住民の理解を得る必
要があります。

A - 拡充

平成29年の開設に向けて教
育センター跡地における特
別養護老人ホーム及び旧文
京福祉センター跡地におけ
る介護老人保健施設の新規
施設の建設工事を進めるとと
もに、春日二丁目特別養護
老人ホームの整備に当たり、
既存建物の解体工事を行い
ます。

072
介護保険サービス
の充実

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

高齢者が住み慣れた地域で、安
心して暮らしていくことができるよ
う、介護及び介護予防サービス
の充実を図り、各々の身体の状
態に応じ自立した日常生活を営
むことができるよう介護サービス
を提供していきます。

介護保険事業計画に基づき、被
保険者の要介護状態又は要支
援状態に関し、その状態の軽減
又は悪化の防止に必要な保険
給付を行います。保険給付は被
保険者の心身の状況、その他環
境に応じて、被保険者の選択に
基づき適切な介護サービスが事
業者及び施設等から提供されま
す。介護保険事業の持続可能で
安定的な運営を行っていきま
す。

利用者数の増加により、平成27
年度の介護給付費は前年度に
比べ約1.5％増の128億4千万円
となり、介護の必要となった高齢
者及びその家族の生活を支えて
います。平成27年度は、区有地
を貸し付け、地域密着型サービ
スとして小規模多機能型居宅介
護施設を整備しました。

地域包括ケア体制の構築に向
け、引き続き小規模多機能型居
宅介護事業所等の基盤整備を
進める必要があります。また、平
成29年度の第7期高齢者・介護
保険事業計画策定に当たり、高
齢者等実態調査の実施など、高
齢者や介護事業者等の現状及
びニーズを的確に把握する必要
があります。

- A 改善・見直し
今年度から介護予防・日常
生活支援総合事業を実施し
ます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

073
地域密着型サービ
ス施設の整備

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

要介護状態になっても住み慣れ
た地域での生活が継続できるよ
う、地域密着型サービス施設を
整備します。

介護保険法第8条第14項に規定
する地域密着型サービス事業を
行う施設の整備に係る費用の一
部を補助することにより、整備を
促進します。

富坂圏域に看護小規模多機能
型施設１か所を開設しました。
また、本富士圏域で旧向丘地域
活動センター跡地を活用した小
規模多機能型居宅介護施設の
事業所選定を行いました。

旧向丘地域活動センター跡地の
小規模多機能型居宅介護施設
及び併設される認知症グループ
ホームの補助協議、建設工事を
行います。
また、春日二丁目の小規模特養
及び併設される認知症デイの補
助協議を行います。
駒込圏域の小規模多機能型居
宅介護施設については公募を
進めていきます。

C - 拡充
「高齢者・介護保険事業計
画（27～29年度）」に沿って
整備を進めます。

074 ミドル・シニア講座

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

ミドル・シニア（概ね50歳以上の
区民）の生きがいの向上及びこ
れまでの経験や知識を活かした
社会参加を促進するため、様々
なテーマの講演やワークショップ
等を行う講座を開催します。

区内の企業、NPO団体等と連
携・協力しながら、講演やワーク
ショップ等を行う講座を実施して
います。

①第１回で「シニア世代の生活
設計」の講義と簡単な自分史を
活用したグループ交流を行い41
人の参加、第２回は「就業や生
活に役立つコミュニケーションス
キル」「ミドル・シニアライフを充
実させるために」の講義を行い
39人の参加がありました。②フォ
ローアップ講座は当課の社会参
加促進に関わる３講座の受講者
に対象を広げ21人の参加があり
ました。

ミドル・シニア講座は、アンケート
結果を踏まえ、前年度の全５回
から全２回の実施に変更しまし
た。また、交流を図るためシル
バー人材センター会員にも呼び
かけるとともに、フォローアップ講
座は当課の社会参画講座受講
者に対象基準を広げました。こ
の結果、回数は減少しています
が、延べ受講者数は52人から
101人に増加しています。

B - 改善・見直し

アンケート結果では、約７割
が講義時間は適当との評価
でした。多くの要素をコンパ
クトにまとめ、飽きさせない進
行とした平成27年度の構成
をベースに、次年度以降も
事業を展開していきます。

075
高齢者施設ボラン
ティア講座

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

高齢者福祉に関心がある概ね
50歳以上の区民に対し、社会参
加と生きがいの増進を図るととも
に、高齢者施設におけるボラン
ティア需要の充足を図るため、ボ
ランティア活動に必要な心得や
基本的な介助技術等に関する
講座を開催します。

高齢者施設でのボランティア活
動に必要な知識等を提供する講
座を開催し、講座修了者にボラ
ンティア活動先をコーディネート
することで、ミドル・シニア（概ね
50歳以上）の社会活動への参加
意欲を喚起し、地域においてそ
の能力が発揮されることを目的と
します。

平成27年度は①6/13②6/20③
6/29～7/3のいずれか半日の全
３回で実施し、18人が受講、うち
区内施設への活動紹介は14人
でした。アンケートは約７割が「充
実していた」との回答で、５人が
受講後半年の間に紹介先でボラ
ンティア活動を開始しました。ま
た平成25～27年度の本講座及
び他講座受講者を対象に合同
でフォローアップ講座を行い、受
講生同士の交流やボランティア
活動の開始・継続を促しました。

受講後の活動開始が３割程度に
とどまっていることが課題です。
引き続きフォローアップ講座を実
施するとともに、区内に２か所あ
る福祉センターの指定管理者の
協力を得て、最初の一歩をより
踏み出しやすいものとなるよう環
境を整えていきます。

A - 改善・見直し

受講者評価はおおむね良好
であるので、重点施策として
３年間培ってきた講座内容を
ベースにして一般事業化し
ます。

福
祉
・
健
康



25 
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達成度
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076
ふれあいいきいき
サロン事業

文京区地域福祉
保健計画（子育て
支援計画、高齢
者・介護保険事業
計画、障害者計
画）

外出の機会が少なくなりがちな
高齢者や障害者、子育て中の親
子が、いろいろな活動の中で、
楽しみながら仲間づくりをしてい
きます。地域で孤立しがちな人
たちが住み慣れた地域の中で支
え合い、安心して暮らしていける
ことを目的とします。

社会福祉協議会に助成して、多
様な活動と幅広い年齢層のサロ
ンが各地区にバランス良く開設
され、多くの区民が気軽にサロン
に参加できるよう、サロンの開設
を計画している人に開設から自
立までの支援を行います。

各機関への周知が広がり、関係
機関から情報を得て登録の相談
に来る団体が増えました。また、
地域福祉コーディーネーターの
全圏域（４圏域）配置が完了し、
地域へのアウトリーチの際にサロ
ン開設への働き掛けやニーズ把
握が行いやすくなったことから、
サロンへの積極的な訪問のほ
か、より綿密な活動の把握や現
状把握を行いました。

新規登録のサロンもありながら、
メンバーの高齢化などにより存
続が厳しくなるサロンも見られま
す。
開催場所の確保については、引
き続き課題となっています。

A - 拡充

①多様な団体や区民へ開設
の呼び掛けや支援を行って
います。
②サロン同士のネットワーク
化を図るため、代表者交流
会等を実施しています。

077
介護予防が推進さ
れる地域づくり

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画、保健医療計
画）

地域住民の主体的な活動等に
より、介護予防に向けた取組み
が自主的に実施される地域社会
の構築を目指して、介護予防事
業を実施していきます。

高齢者が身近な所で運動継続
できる場として、文の京介護予防
体操地域会場を展開し、地域住
民による介護予防推進のため、
介護予防ボランティアの養成を
計画的に実施します。

平成27年度は、文の京介護予
防体操地域会場の参加人数の
増加に対応するため、7か所の
会場で二部制を実施しました。
転倒骨折予防体操ボランティア
指導員養成人数は、計画を上回
る実績がでています。

推進リーダー養成は行っている
ものの、介護予防体操地域会場
の増加に対し、十分なリーダー
人数を確保できていないため、
引き続きリーダー養成に努める
必要があります。また、会場は区
有施設のみでは限りがあるた
め、新たな場所を検討する必要
があります。転倒骨折予防体操
ボランティア指導員については、
活動体制を見直すとともに、今
後の養成のあり方についても検
討する必要があります。

B - 拡充

介護予防に取り組む機会を
増やせるよう、文の京介護予
防体操地域会場の増加と、
推進ﾘｰﾀﾞｰの計画的な養成
を図ります。

078 シニアプラザ

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

文京区及び区内大学（跡見学園
女子大学）が協働して、高齢者
の健康の増進及び生きがいの
向上等に資する事業を実施する
ことによって、高齢者の地域にお
ける豊かな生活を支援します。

高齢者クラブ等の地域団体の協
力を得て、各々の特色を生かし
た活動を取り入れた事業を実施
します。また、学生が参画・参加
する機会を積極的に設けて、世
代間交流を促進させ、本事業を
一層促進させます。

学生と高齢者の間に期待どおり
の活発な交流が図れ、アンケー
ト調査を実施したものでは
84.8％が満足（普通を含むと
97.0％）の回答を得ました。参加
者からは継続実施を求める声も
いただきました。また、大学と連
携したプレス活動を行った結果、
マスコミにも度々取り上げられ、
本区の高齢者の活動ぶりを発信
することにつながりました。

一般区民の募集に『学生との交
流』では他事業との差別化が図
れず、高い参加満足度に比べ集
客力が劣ります。また、区・大学
双方の関連部署が多岐にわた
り、輻輳する情報や進捗の管
理、意思の疎通には、区・大学と
も要となる人材と部署が必須で、
大学側の全面的な協力なくして
事業実施が難しい状況です。

A - 終了確定

重点施策として実施したシニ
アプラザ事業は終了します
が、継続希望の多かった交
流イベントの一部について、
一般事業又は福祉センター
の指定管理者による自主事
業として継続します。
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079
文京区高齢者緊
急連絡カード設置
事業

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

６５歳以上のひとり暮らし、または
８０歳以上の高齢者のみの世帯
の方が自宅内での緊急事態に
適切に対処するため、住所・氏
名・緊急連絡先・かかりつけ医等
を記載したカードを作成し、対象
の高齢者宅に設置します。カー
ドの情報は、区と民生・児童委
員、話し合い員、高齢者あんし
ん相談センターが共有し、緊急
時に備えます。

民生・児童委員が区からの委託
に基づき申請者宅を訪問し、緊
急連絡カードを設置します。ただ
し、６５～６９歳に対しては、利用
を促進するため郵送で申請書を
送付しています。　　　調査は、
①４年に一度行う全件調査（今
回はひとり暮らし高齢者を対象
に２７年度に実施）、②新たに６５
歳のひとり暮らしと８０歳以上の
高齢者のみ世帯の方、転入者を
対象とした補充調査を実施して
います。

平成27年度のひとり暮らし高齢
者の全件調査（13,913件）では、
5,213件のカードを設置しまし
た。「緊急時に親族との連絡が
取れてスムースに引き継ぐことが
できた」「名前がカードに載って
いることで、高齢者との連携が取
りやすい」と複数の民生委員から
の声もあり、緊急時の対応や安
否確認、日常の活動に役立って
います。

民生委員が訪問調査をしていま
すが、特に全件調査時の対象者
が多く、民生委員の負担が大変
重くなってきています。４年後の
全件調査に向け、郵送調査の対
象年齢や訪問調査の時期など、
民生委員と具体的な負担軽減策
を検討していく必要があります。

A - 改善・見直し

高齢者人口の増加を見据
え、調査方法等を民生・児童
委員等と検討し、より合理的
効果的な運用を目指しま
す。

080
ハートフルネット
ワーク事業の充実

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

高齢者が住み慣れた地域で安
心した生活をいつまでも続けら
れるよう、地域の協力機関と連携
し、各々の事業の範囲内で見守
り支援等を行います。

民間協力機関、団体協力機関、
公共協力機関、高齢者あんしん
相談センター及び区がネットワー
クを構築し、相互に連携しながら
高齢者の見守り等を行います。
適宜ネットワーク連絡会を開催
し、協力機関の情報交換や連携
調整を行います。

平成27年度は接骨院・整骨院、
コンビニ等の登録があり、登録件
数は総数で666件です。また、４
圏域の高齢者あんしん相談セン
ターが年２回ずつ連絡会を主催
し、熱中症予防や認知症等、高
齢者に関する課題の共有や取
組について話し合いました。さら
に、２か所の高齢者あんしん相
談センターでは、協力機関の相
互連携を強化するための交流会
を開催しました。

引き続き、本事業に賛同し登録
いただける協力機関の拡大に努
めます。
また、地域の高齢者の見守りが
より機能的になるよう、協力機関
との有機的な連携を強化するとと
もに、安否に係る情報の共有の
あり方について、一定のルール
を設定する等の整理が必要と
なっています。

A - 現状維持

安心ネット連絡会などを通し
て、協力機関相互の情報交
換や連絡調整、啓発活動を
行います。

081 みまもり訪問事業

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

一人暮らし等の高齢者を見守
り、高齢者が地域から孤立するこ
とを防止するとともに、高齢者の
心身、生活状況等の異変を早期
に発見し、必要な支援につなげ
ることを目的とします。

社会福祉協議会に助成して、登
録している地域のボランティア
『みまもりサポーター』が月に２回
程度、高齢者の自宅へ訪問し声
掛けする事業を実施します。み
まもりサポーターは異変等を感じ
た場合、社会福祉協議会へ報告
し、必要に応じて関係機関へ連
絡し支援につなげます。

利用者の数は微増でしたが、サ
ポーター（担い手）をしてくださる
方が大きく増えました。
各関係機関からの情報や紹介で
利用の相談をされる方が増えて
います。
地域福祉コーディネーターの配
置により、よりきめ細やかな相談
援助連携支援が可能となってい
ます。

本事業により把握される利用者
の支援ニーズに見合ったサービ
スにつなぐことが制度上難しく、
インフォーマルサービスの利用
に頼らなければならないケース
が散見されます。地域包括ケア
システムが、よりよく反映されるよ
う、関係機関の連携協働体制が
望まれます。

B - 拡充
①対象者へのみまもり訪問
事業の周知
②関係機関との連携強化
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082

地域福祉コーディ
ネーターの配置に
よる小地域福祉活
動の推進

文京区地域福祉
保健計画（地域福
祉保健の推進計
画）

住み慣れた身近な地域で高齢
者や障害者、子育て世代をはじ
め、住民みんなが助け合い安心
して暮らせるためには地域住民
が主体となって地域の課題に取
り組み、自ら解決していく共助の
活動が不可欠となっています。こ
の事業は一定の地域の範囲を
設定し、地域特性や実情に応じ
た地域課題や制度の狭間にある
問題の解決に向けたしくみづくり
を住民と協働で行うことを目的と
します。

社会福祉協議会に助成して、社
協の地域福祉活動計画に基づ
き、モデル地区において社会福
祉士等の地域コーディネーター
を配置し、小地域福祉活動事業
を実施するものです。

平成27年度に計画を前倒しして
全圏域に地域福祉コーディネー
ターを配置し、全域的に小地域
福祉活動が展開されています。
新規配置の圏域においても、民
生委員や町会など地域の方々
への周知が進んでおり、新たな
居場所づくりや地域活動の芽生
えも見えてきています。

地域福祉コーディネーターによ
る小地域福祉活動に広く期待が
寄せられています。
関係機関との役割分担を明確に
し、優先順位を確認しつつ、地
域の持つ力をよりよく発揮できる
よう連携と共助の仕組みづくりを
進めることが大切です。

A - 拡充

平成27年度に計画を前倒し
して全圏域に地域福祉コー
ディネーターを配置しまし
た。今後は生活支援コーディ
ネーターとリンクして活動を
進めていきます。

083 院内介助サービス

文京区地域福祉
保険計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

医療機関受診時に付添いが必
要な一定の要件を満たす高齢
者に対し、受診時の待ち時間に
おける付添い等のサービスを提
供することにより、一人では通院
困難な高齢者の通院の機会を
確保します。

介護保険で要支援2以上の認定
を受けている65歳以上独居等高
齢者が、介護保険の通院介助を
利用して医療機関を受診する
際、院内での付添い等のサービ
スを提供します。

医療機関の院内における付添
いや誘導等の介助を、延べ
1,183人に対し2,518.5時間提供
しました。前年度比で人数が
117%、利用時間が123%と増加し
ています。登録事業者数につい
ては前年度比で103%と増加して
おり、一人当たりの利用回数、時
間数が増加しています。また、ケ
アマネジャーからの利用につい
ての相談も増え、制度として定着
しつつあります。

ケアマネジャーやサービス提供
事業者への制度周知により、院
内介助サービスの理解が進んで
います。また、更新漏れについ
ても減少しており、安定的な運用
を行っていますが、利用者が増
加していることから、更に継続的
な制度周知が必要と考えていま
す。

B - 現状維持
引き続き制度周知に努めま
す。

084
介護人材確保・定
着等支援事業

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画)

介護サービス事業者と関係機関
のネットワークづくりを進め、連携
して人材確保、養成、定着の促
進に向けた施策を検討し、実施
します。

区、区内介護サービス事業所、
区内福祉士養成校による意見交
換会を開催し、地域特性や課題
等を踏まえて、検討します。
また、住宅費補助による環境整
備や、啓発冊子の作成及び事
業所見学ツアーの実施による介
護人材の育成及び啓発を行い
ます。

中学生等向け介護啓発冊子の
作成及び事業所見学ツアーに
ついては、「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」における具体的施
策として、国の補助金を活用し、
平成27年度に試行として実施し
ました。

中学生等向け介護啓発冊子の
作成及び事業所見学ツアーに
ついては、平成27年度の成果を
検証し、平成28年度から本格実
施します。
また、住宅費補助を28年度から
実施し、介護現場での人材確保
の実態を引き続き注視していき
ます。

C - 拡充
平成27年度の試行実施につ
いて事業評価を行い、本格
実施します。
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085
高齢者の権利擁
護の推進

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

虐待を受けた高齢者を保護し、
必要な措置を実施するとともに、
高齢者の権利擁護のための広
報・啓発活動を進め、虐待防止
や早期発見を図ります。
また、身寄りがない認知症高齢
者に対する成年後見制度の区
長申立てを活用し、高齢者の権
利擁護を推進します。

虐待を受けた高齢者の養護措
置、虐待防止の啓発、成年後見
制度の区長申立ての活用等によ
り、高齢者の権利擁護を推進し
ます。

啓発用パンフレットを全面的に
見直し、新たに虐待に気付く視
点を掲載したチラシとポスターを
作成しました。チラシは長期利用
するための加工を施したため、
作成数は減少しましたが、介護
事業者や区内行政窓口を中心
に配布し、活用していただいて
います。また、高齢者に係る区長
による成年後見申立て件数は７
件でした。一方、区長申立案件
のみが対象であった成年後見の
報酬助成制度について、対象を
親族申立案件にも拡大し、制度
を必要とする方への支援につな
げました。

虐待ケースに係る関係機関から
の早期の情報提供により、早い
段階から虐待対応を行っていま
す。また、判断能力が低下した
身寄りのない高齢者の法定後見
申立ての支援が増えつつありま
す。地域の高齢者の権利擁護に
際し、地域と行政が連携しつつ、
各々の役割を担っていくことが
必要です。

C - 現状維持

これまでのパンフレットのほ
か、新たにチラシやポスター
を作成し、関係機関や区民
等の窓口がある所管に配布
し、虐待防止に向けた啓発
に取り組んでいます。

086
権利擁護センター
事業の充実

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画、障害者計
画）

高齢者、障害者等の権利を擁護
し、誰もが安心して地域社会で
の生活が続けられるように、各種
の支援を行い、地域福祉の向上
に努めます。

社会福祉協議会に助成して、あ
んしんサポート文京において、
福祉サービス利用援助事業及
び財産保全管理サービスの実
施、福祉サービスに関する苦情
等の受付、成年後見制度の相談
受付・利用支援、法人後見、申
立経費の助成、法律相談、成年
後見相談の実施などを行ってい
ます。

・関係機関等へのパンフレット類
の配布は例年どおり実施し、権
利擁護センターを始め、社会福
祉協議会が実施する事業の情
報を区民が得やすいよう配慮し
ました。
・福祉サービス利用援助事業や
財産保全管理サービスの実務に
関わる生活支援員の人数が25
人となり、利用者の増加に対応
できる体制を整えております。

福祉サービス利用援助事業や
財産保全管理サービスの利用
者数が、平成26年度末と比較し
て減少しています。制度を必要と
しながらも、利用に結び付いて
いない方も多いと思われるため、
引き続き、広報紙や関係機関の
方々を中心に周知を行います。

B - 改善・見直し

各事業の啓発周知を行い、
サービスを必要としている人
の利用に結び付くよう努めま
す。

087

地域包括支援セン
ター（高齢者あん
しん相談センター）
の充実

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

高齢者が住み慣れた地域で安
心して過ごすことができるように、
総合相談や包括的・継続的ケア
マネジメント支援等を実施し、医
療や介護の専門職、地域の様々
な社会資源を統合し、地域包括
ケアシステムの構築を進める高
齢者あんしん相談センターの充
実を図ります。

分室を含め、８つのセンター全
体で、必要な相談支援が円滑に
行えるよう、職員体制を整備し、
研修等によるスキルアップに努
めます。実態把握等により、地域
のニーズと課題を洗い出し、専
門職の連携と地域住民との協働
による取り組みで住みよい地域
づくりを進めます。あわせて、高
齢者あんしん相談センターの周
知活動を継続して実施します。

専任のセンター長を配置したこと
により、各圏域で２センターを効
果的に運営する取組が進んでい
ます。また、区の各種委員会等
へのセンター長の参加など区と
の連携がより進んでいます。

平成28年10月に開始する介護
予防・日常生活支援総合事業を
的確に実施し、地域における介
護予防の推進を図る必要があり
ます。このためには社会福祉協
議会に平成28年度から配置した
生活支援コーディネーターとの
連携も欠かすことはできません。

- A 拡充
介護予防・日常生活支援総
合事業へスムーズに移行で
きるよう、準備を進めます。
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088
医療と介護の連携
強化

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

地域の医療関係者と介護サービ
ス事業者との連携を強化し、切
れ目のない医療・介護サービス
を提供するためのネットワーク構
築を目指します。また、日常的な
相談業務等を通じ、医療や介護
についての周知を広め、必要な
時に適切なサービスが受けられ
るよう環境の整備に努めます。

①病院から退院する高齢者の在
宅における介護環境の調整、②
在宅療養資源の把握に努め、ケ
アマネジャー等に対する、医療
的支援に必要な情報の分かりや
すい提供、③区内高齢者及びそ
の家族の療養・介護生活の向上
を図るため、病院の医療連携
室、介護保険事業者等との必要
に応じた情報交換、等について
高齢者あんしん相談センターに
委託して実施します。
また、文京区地域医療連携推進
協議会において福祉ニーズを提
案し医療連携の施策につなげて
いきます。

各センターに医療連携担当者
(看護師)を置き、より医療・介護
連携を意識した相談支援を実施
しました。また、担当者を中心に
医療連携交流会を実施し、専門
職同士の顔の見える関係づくり
に取り組みました。

平成28年度は、小石川、文京両
医師会による在宅医療相談窓口
事業が始まります。同窓口と高
齢者あんしん相談センターの医
療連携相談業務の連携を密に
図る必要があります。あわせて、
各委員会における検討をより深
め、医療介護連携業務の体系的
な整備を進めていく必要がありま
す。

- A 改善・見直し

医師会の設置する相談窓口
と連携し、区民、医療関係
者、介護関係者からの相談
に積極的に対応します。医
療介護連携専門部会での検
討を進めるともに、地域ケア
会議や講演・交流会等を実
施し、顔の見える関係づくり
に努めます。

089
地域医療連携推
進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

区民に切れ目ない医療を確保
するため、区内の医療機関の役
割分担を明確にし、かかりつけ
医・歯科医・薬局の定着、高齢
者の病院からの円滑な退院や在
宅医療の推進等、地域医療の連
携を強化します。

地域医療連携推進協議会及び
協議会の下に設置する検討部
会を開催し、地域医療の供給に
おいて課題となっている医療機
関同士の連携について検討を
行います。

地区三師会、区内大学病院、そ
の他関係医療機関からなる協議
会、検討部会を開催し、地域医
療連携について検討しました。
なお、在宅医療検討部会と地域
包括ケア推進委員会の専門部
会の委員を同一とし、医療と介
護の連携を進めています。また、
在宅療養後方支援病院として、
新たに公益社団法人東京都教
職員互助会三楽病院と協定を結
び、合計4病院としました。

医療と介護の両方を必要とする
高齢者が、住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを最期まで続ける
ことができるよう、在宅医療を介
護と一体的に提供するために国
から示されている事業に対し、介
護と連携して取り組んでいきま
す。また、区民に対して医療制
度や看取り等についての講演会
を継続して開催する必要があり
ます。

C - 改善・見直し

在宅医療を介護と一体的に
提供するために国から示さ
れている事業に対し、介護と
連携して取り組んでいきま
す。また、区民に対して医療
制度や看取り等についての
講演会を開催します。
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090
認知症施策の総
合的な推進

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画）

地域で医療、介護サービス、見
守り等の日常生活の支援サービ
スが包括的に提供される体制を
整え、認知症の方や家族が、住
み慣れた地域で安心した暮らし
を続けることができる環境を整備
します。

認知症予防のための各種事業、
認知症高齢者等の初期対応の
充実等及び関係機関との連携
等を進めます。

認知症支援コーディネーター
（27年度名称変更）が293件の相
談支援を、嘱託医が45件の「も
の忘れ医療相談」対応と16件の
訪問支援を行いました。また、講
演会・研修会に計291人の参加
があったほか、若年性認知症に
関するパンフレットを発行するな
ど、引き続き認知症に関する普
及・啓発を推進しました。認知症
サポーターの養成については、
計2,530人の養成を行ったほか、
受講者の一層の能力活用を図る
ため、グループホームでのボラン
ティア体験をメニューに組み入
れた実践講座を開催しました。
認知症カフェについては19回実
施し、26年度の6回から拡充しま
した。さらに、認知症ケアパスを
作成し、パンフレット「知っておき
たい！認知症あんしん生活ガイ
ド」に取りまとめました。

認知症ケアパスを活用してもらう
ために、いかに周知していくかが
課題です。
また、認知症初期集中支援チー
ムについては、今後の設置に向
けて、引き続き既存事業との関
係やチーム員の構成について
検討を行います。

B - 拡充
認知症初期集中支援チーム
の設置に向けた検討を進め
ます。

091
障害者地域自立
支援協議会の運
営

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

障害者地域自立支援協議会
は、地域の障害福祉の課題を共
有し、支援体制の整備について
協議するために設置しました。協
議会のもとに相談支援、就労支
援、権利擁護専門部会、障害当
事者部会を設け、地域の課題を
明確化するとともに、支援体制や
ネットワーク化など検討を進めて
います。

障害者地域自立支援協議会、
各専門部会が課題を検討、分析
するとともに、支援体制のネット
ワークづくり等の検討を進めま
す。

各専門部会は、前年度に引き続
き、それぞれの課題について検
討・議論を重ねています。
協議会では、地域生活支援拠点
等の整備に向けて地域課題の
抽出・共有を行うとともに、障害
者差別解消法の施行に向けた
職員対応要領や障害者計画の
策定に向けた障害者（児）実態・
意向調査項目に対して議論しま
した。

会議運営は、協議会と各専門部
会との連携、各専門部会での議
論の活性化、検討事項の進行管
理が求められます。また、各専門
部会への当事者参画が求めら
れます。
平成28年度は、各専門部会の
検討内容を親会へ報告すること
で、横串機能を果たすとともに、
事務局会議を密に行い、専門部
会間の調整を行うことで、円滑な
会議運営を図ります。また、各専
門部会へ当事者委員を追加す
ることで、各専門部会における当
事者参画を推進します。

A - 拡充

「障害のある人が普通に暮ら
せる地域づくり」のため、現
状の地域資源では対応困難
な地域課題を関係機関が協
働し、解決に向けて検討しま
す。
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092
日中活動系サービ
ス施設の整備

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

知的障害者及び身体障害者の
就労支援や創作活動等に係る
場をより確保するために、日中活
動系サービス施設を整備しま
す。

①本郷交流館跡地において就
労継続支援等を行う障害者福祉
施設を整備・運営する事業者を
誘致します。
②動坂福祉会館内で実施してい
る「地域活動支援センター」の事
業形態、サービス提供方法等に
ついて検討します。
③大塚福祉作業所の音羽地域
活動センター跡地への移転に際
し、就労継続支援等を行う障害
者福祉施設を整備・運営する民
間事業者を誘致します。

・本郷交流館跡地障害者福祉施
設等整備計画に係る事業者住
民説明会、意見交換会等を開催
し、住民からの意見に対し、説明
を重ねてきました。
・動坂福祉会館内の地域活動支
援センター利用者の保護者との
意見交換を重ね、新たな利用先
についての調整が完了しまし
た。

障害者施設整備を進めるために
は、地域住民の理解を得ること
が重要であり、丁寧な説明を行う
ことが必要です。

- A 拡充

施設に対するニーズの把握
を図りながら、通所施設整備
費補助制度を活用し、今後
も公有地活用等による日中
活動系サービス施設整備を
進めていきます。

094
児童発達支援セン
ターへの移行及び
療育事業の拡充

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

　一人ひとりの子どもとその家族
が、地域で楽しく、自分らしさを
発揮しながら暮らせるよう、療育
事業を拡充します。

　平成27年度から児童発達支援
センターに移行し、乳幼児期か
ら学齢期までの子どもの健やか
な育ちを支える拠点として療育
事業の拡充（一日定員の拡大・
対象年齢の拡大）を図ります。

児童発達支援の契約児は84
人、放課後等デイサービスの契
約児は73人でした。このほか、別
機能訓練(言語療法、作業療
法、理学療法、心理）が274人、
ＳＳＴ（ソーシャルスキルトレーニ
ング）が51人でした。また、発達
支援巡回相談は62園の支援を
行いました。

教育センターでの療育支援（児
童発達支援、個別機能訓練、個
別相談等）と、発達支援巡回相
談のアウトリーチ型の療育支援
を組み合わせ、それぞれの場で
適切な支援が行われるよう検討
していくことが必要です。

- A 拡充
巡回相談の拡充により、幼
稚園、保育園等での対応力
向上を図ります。

095
難病患者等への
支援

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

難病治療に係る医療費等の負
担を軽減するとともに、難病患者
の安定した療養生活の確保と難
病患者及びその家族の生活の
質（QOL）の向上を図ります。

難病患者への医療費助成制度
等により、難病患者の経済的負
担を軽減します。また、日常生活
における個別の相談指導や難
病リハビリ教室等を開催すること
により、難病患者やその家族が
安定した療養生活を送れるよう
支援します。

難病リハビリ教室(参加者数）
延べ　71人
パーキンソン病体操教室（参加
者数）
延べ　228人
災害時個別支援計画
新規策定　0人　モニタリング(計
画見直し）3名

平成27年7月の対象疾病の拡大
に伴い、難病医療費申請・障害
福祉サービス申請が共に増加し
ました。今後は申請の更なる増
加が見込まれることに加え、難病
対策地域協議会の設置の検討
等、申請者の利便性向上のため
の体制整備が必要です。

B - 現状維持

難病疾病が拡大されたこと
で、申請に必要な書類手続
きや障害福祉サービス等に
係る相談及び申請件数が増
加しています。
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096
障害者基幹相談
支援センターの設
置

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

地域の特性や利用者の状況に
応じたきめ細かな相談支援や虐
待の防止や早期発見等のため
のネットワークの構築という相談
支援の充実を図り、障害者が住
み慣れた地域で自立した日常生
活又は社会生活を営むことを目
的としております。

新福祉センター内に設置し、専
門職員等を配置して主に総合的
な相談支援業務や権利擁護に
関する業務、関係機関等との
ネットワークの構築など地域にお
ける中核的な役割を担う相談支
援の拠点としての事業を委託に
より行います。

障害者基幹相談支援センターの
周知が徐々に進んできており、
相談件数が着実に増えてきてい
ます。年間を通じて、相談実人
数では552人、相談件数では
3,382件の相談がありました。

運営法人が作成した事業計画
に基づき、引き続き、①障害者
等の状況に応じたきめ細かな総
合相談支援を実施し、②障害者
の権利擁護や、③地域移行・地
域定着に関する取組、④関係機
関とのネットワーク構築など、相
談支援活動の拠点として支援体
制の強化を推進することが必要
です。

A - 拡充

障害の種別や年齢にかかわ
らず、全ての障害のある方の
相談に対し、アウトリーチも
含めたきめ細やかな総合的
な相談支援等を実施しま
す。

097
障害者虐待の防
止

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

障害者虐待の予防及び早期発
見、障害者虐待を受けた障害者
に対する保護及び自立の支援、
養護者に対する適切な支援等を
図り、もって障害者の権利擁護
に資することを目的とします。

障害福祉課内に障害者虐待防
止センターを設置し、専用電話
にて障害者虐待に関する相談・
通報・届出の受理を行っていま
す。また、夜間、休日について
は、障害者24時間安心相談・サ
ポート事業を活用することで、24
時間365日障害者虐待に関する
通報又は届出の受理を行ってお
ります。さらに、障害者虐待を防
止するための対策を検討するた
めに、学識経験者や弁護士等を
委員とする障害者虐待防止連絡
協議会の設置、障害者施設従
事者向け研修会や区民向け講
演会等の啓発事業を実施してい
ます。

周知・啓発に関する取組
・障害福祉サービス事業者向け
研修会を開催し、計90人の方に
ご参加いただきました。
・区民向け講演会を開催し、66
人の方にご参加いただきました。

平成27年度は虐待認定となった
ケースはありませんでしたが、相
談内容は虐待を疑われるものや
相手方の対応の不安・不満など
多岐にわたっています。聞き取り
や情報提供等により相談者の不
安を取り除くなど丁寧な対応が
必要です。また、虐待と認定され
るケースの発生時に迅速な対応
ができるよう、日頃からの関係機
関との連携が必要です。

- A 現状維持

障害者虐待の予防及び早期
発見や養護者に対する適切
な支援等を行うとともに、障
害者虐待に関する課題の整
理や虐待ケースへの対応の
検証等を行います。

098
グループホームの
整備

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

知的障害者または身体障害者
が住み慣れた地域において自
立した社会生活を送るために、
グループホームを整備します。

グループホームの整備費に係る
補助制度及び開所費用に係る
補助制度を活用し、民間事業者
を誘致して整備を計画的に進め
ていきます。

・千石交流館跡地グループホー
ムの整備について、既存建物解
体工事に係る住民説明を行い、
解体工事費補助を行うとともに、
新築工事の準備に係る支援を行
いました。
・動坂福祉会館跡地グループ
ホームの事業者公募を行いまし
た。また、応募者がなかったた
め、新たな公募の準備を行いま
した。

・グループホームの整備におい
て、建築上の制約が厳しいた
め、それをクリアするよう計画を
調整する必要があります。
・グループホーム等障害者施設
整備を進めるためには、地域住
民の理解を得ることが重要であ
るため、丁寧な説明を行うことが
必要です。

C - 拡充

グループホーム整備費補助
及び開所費用補助制度を活
用し、今後も公有地活用等
によるグループホーム整備を
進めていきます。
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100
精神障害者の地
域定着支援体制
の強化

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画・保健医療計
画）

在宅及び精神科病院退院後の
精神障害者が、地域で安定した
生活を送るために、障害福祉
サービス及び事業の充実を図り
関係機関の支援体制を強化しま
す。

障害福祉サービス、２４時間緊急
時相談支援事業、地域生活安
定化事業などを利用して地域定
着を図ると共に、実務者連絡会
を年３回程度開催し、関係機関
のネットワーク作りを行います。

障害者基幹相談支援センターと
の連携により、当事者に対して、
障害福祉サービスや安定化支
援事業など、必要とする各サー
ビスにつなげることができまし
た。また、地域移行を進めるため
の現状と課題の把握ができまし
た。

障害者基幹相談支援センターと
の連携を更に強化するとともに、
引き続き、24時間緊急時相談支
援事業の事業継続について検
討する必要があります。

B - 拡充

地域移行について、障害者
基幹相談支援センターおよ
び予防対策課だけでなく他
部署を加えた会議体をつく
り、支援体制を整えていきま
す。

101
障害者就労支援
事業の充実

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

障害者が地域において自立した
職業生活・社会生活を営み続け
られるように、個人個人に見合っ
た就労の支援を行います。また、
障害者が当たり前に働ける社会
を推進していきます。

飯田橋公共職業安定所や区内
障害者支援施設などの関係機
関と連携を図り、障害者の就労
相談、職業準備訓練、ジョブコー
チ支援等を行っています。また、
就労を継続するために、職場訪
問等での企業支援や当事者へ
の余暇支援も行っています。
就労する障害者の増加、障害の
多様化に対応するため、専門
的・安定的な支援体制の確保を
目的とし、平成27年4月から障害
者就労支援センターを民間事業
者へ委託します。

・新規登録者109人、相談・支援
件数6,220件、新規就労者数39
人、就労継続者数141人（既就
労者数を除く。）となりました。
・障害者就労・普及啓発を目的と
した講演会を2回実施（うち1回
は、ハローワーク飯田橋との共
催）するとともに、就労支援者研
修会を4回開催しました。
・職業準備訓練の一環として、企
業等実習を27回・171日・延べ27
人、障害者インターンシップ（区
役所職場体験実習）を7回・14
日・延べ44人が実施し、延べ71
人が参加しました。

精神障害者からの相談が増加し
ており、障害特性に応じた支援
の充実が必要となっています。

B - 改善・見直し

余暇支援事業の充実や就労
を取り巻く生活環境の充実
に向けた支援のほか、法定
雇用率を達成できない中小
企業等において障害者雇用
ができるよう、東京商工会議
所等と連携した支援を行って
いきます。

102
精神障害回復途
上者デイケア事業

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画、保健医療計
画）

回復途上にある精神障害者が
事業への参加を通して規則正し
い生活習慣や生活技能を身に
つけ、対人関係の障害の改善や
社会生活への適応能力を高める
ことで、日常生活の自立や社会
復帰を促進していきます。

話し合い、生活技能訓練、社会
復帰施設見学、医療・福祉に関
する学習や創作、運動などのプ
ログラムを毎週3回（月、水、木）
午前10時から午後3時まで実施
します。

学習プログラム、施設見学に加
え、日々の日常活動を地道に行
うことで、コミュニケーション能力
や対人スキルの向上を図りまし
た。メンバーが次のステップへ進
む姿が、ほかのメンバーへの刺
激になっています。

デイケアを必要している人に、事
業を周知し、通うまでのサポート
をしていく必要があります。今後
も、効果的なプログラムを充実さ
せ、社会復帰を促進していく必
要があります。

B - 現状維持

生活技能訓練などのプログ
ラムを充実させるとともに、地
域の自立支援関連施設等と
連携を深めながら、社会復
帰、社会参加を促進していき
ます。
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103
障害者事業を通じ
た地域交流

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

地域の中で障害者が区民との交
流を深められるような事業を実施
し、さまざまな地域活動への参
画を推進することで、障害者に
対する理解の促進を図ります。

心身障害者（児）通所施設合同
運動会をはじめとして、区内障
害福祉施設等のステージエコへ
の参加支援や文の京ハートフル
工房（障害者施設自主製品販売
会）の開催等、さまざまな地域活
動への参画を推進します。

【合同運動会（27年度実績）】
通所施設10施設、利用者223
人、保護者164人、職員等338
人、合計725人。
新規の学生ボランティアの協力
を得ることができ、円滑な進行と
なりました。
【文の京ﾊｰﾄﾌﾙ工房（H27実
績）】
区民ひろば（11日、売上
2,556,165円）・外部販売（4日、
売上409,410円）

【合同運動会】
ボランティアの協働により円滑な
進行となっているため、毎年入
れ替わる学生ボランティアに対
し、継続的に協力を得られるよう
運営していく必要があります。
【文の京ﾊｰﾄﾌﾙ工房】
外部出店先の開拓とともに、参
加施設の運営参画を推進する
必要があります。

B - 改善・見直し

今後、イベント等を通じて、
ボランティアとの協働も含
め、障害者と地域区民が共
に楽しめる場の更なる充実
を図っていきます。

104
福祉環境整備要
綱等に基づく整備

文京区地域福祉
保健計画(障害者
計画)

区内の公共的性格を持つ建築
物等のバリアフリーを促進しま
す。

福祉環境整備要綱・東京都福祉
のまちづくり条例により、指導対
象施設に、バリアフリー化の指導
助言を行い、基準に達したもの
には適合証を交付します。

設計業者と調整を図ることによ
り、適合証の取得には至りませ
んでしたが、本事業の趣旨につ
いて一定の理解を示され、障害
者理解や環境整備の促進につ
ながりました。

都市計画行政との一体的な運用
を図るため、平成28年６月に本
事業を福祉部から都市計画部に
移管します。移管後は、他の都
市計画関係法令と一体的に運
用しますが、心のバリアフリーを
担当する福祉部と密接な連携を
図りつつ総合的に障害者が住み
やすいまちづくりを進めていくこ
とが課題です。

B - 改善・見直し

事業内容を見直した上、平
成28年6月に福祉部から移
管し、他の法令とともに一体
的な運用を行います。

105
情報のバリアフ
リーの推進

文京区地域福祉
保健計画(障害者
計画)

障害者が円滑に情報を利用し、
意思を伝達できるよう、適切な情
報機器を提供するとともに、障害
に応じた最適な情報の提供媒体
を検討し、タイムリーな情報の受
発信が行える環境を整えます。

適切な情報機器や提供媒体を
提供するとともに、新たなニーズ
を捉えた機器や仕組みを検討し
ます。また、障害者パソコン教室
を実施し、障害者のICT利用を
支援するとともに、情報ユニバー
サルデザインガイドブック等を作
成して、行政情報等のバリアフ
リー化を推進します。

パソコン教室については、障害
者基幹相談支援センターに委託
し、2日間開催し、計12人が受講
しました。日常生活用具につい
ては、当事者個々の状況を精査
し判断することで適切な給付を
行うことができました。またカラー
ユニバーサルデザインガイドブッ
クについては、庁内（学校を含
む。）に配付し、活用を促しまし
た。

パソコン教室については、障害
福祉分野でのICTの向上に伴
い、今後も内容の充実を図って
いく必要があります。また、日常
生活用具の給付については、文
京区日常生活用具給付事業実
施要綱に基づき個々の状況に
応じた適切な情報通信支援用具
を給付する必要があります。

A - 現状維持

パソコン教室の充実による
ICT力の向上を図るほか、情
報提供ガイドラインの一層の
普及により、情報のバリアフ
リーを推進していきます。
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106
障害者週間記念
事業「ふれあいの
集い」

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

障害者に対する理解と認識を深
めるため、障害のある人もない人
も、共にふれあい、交流を図りま
す。

障害者週間を記念し、障害のあ
る人もない人も、共にふれあう交
流の場として、「障害者の作品」
などの展示や「障害者スポーツ」
のデモンストレーション等を行う
「ふれあいの集い」を開催しま
す。
また、ふれあいの集いに加え、
他部署の事業に参加するアウト
リーチ型啓発事業を実施しま
す。

各障害者団体と協力し、内容充
実を図りました。例として、会場
入口の視覚障害者向け音声案
内器設置により、障害の有無に
かかわらず、区役所来庁者に広
く事業をPRしたり、手話ブース拡
充により、幅広い年齢の方が手
話を体験することができました。
さらに、障害福祉に関する情報
発信ブースを設置して発信力を
強化することにより、障害に関す
る関心がより高まり、理解が進み
ました。

芸術や情報バリアフリー等、地域
で活動する各団体に働き掛け、
より多くの作品やブースの出展
を目指します。

A - 改善・見直し

需用費等のコストは工夫によ
り削減しますが、より多くの区
民参加を目指すほか、質も
向上させていきます。

107
障害及び障害者
に対する理解の促
進

文京区地域福祉
保健計画（障害者
計画）

障害の特性について基本的な
理解を深め、障害のある人に対
して偏見や誤解なく自然に接す
ることができるように、講演会の
開催やハンドブックの作成などを
行い、必要な時に気軽に助け合
うことのできる、ひとにやさしいま
ちづくりを進めます。

障害の特性や障害のある人につ
いて、子どもから大人まで関心を
持って理解を深めることができる
よう、講演会の実施やわかりやす
いハンドブックを作成し、周知啓
発を図っていきます。

心のバリアフリーハンドブックに
ついては、障害者差別解消法の
職員研修等の際の資料として活
用しました。
地域支援フォーラムは、第８回に
おいて知的障害当事者を招き、
グループホームでの生活や就労
についてシンポジウムを開催しま
した。また第９回では、ブラインド
サッカー日本代表選手を招き体
験会・トークショーを開催し、障
害についての理解の普及促進
を図りました。

障害者差別解消法の主旨も踏ま
え、心のバリアフリーの面からも
障害に関する正しい理解を促進
していく必要があります。

B - 現状維持

障害者差別解消法の主旨も
踏まえ、心のバリアフリーハ
ンドブックや地域支援フォー
ラムを一層活用、発展させる
ことにより障害に対する理解
促進を図ります。

108
生活保護受給者
自立支援事業

文京区地域福祉
保健計画（地域福
祉保健の推進計
画）

生活保護受給者のうち、就労阻
害要因が少ない人については、
ケースワーカーや就労支援専門
員が就労活動の支援を行いま
す。また、精神障害、アルコー
ル、薬物依存等の問題を抱える
被保護者を対象に、健康管理支
援員が健康回復・維持に向けた
支援を行うことによって、受給者
の自立を図ります。

就労については、ケースワー
カーが稼働年齢層の受給者を、
就労支援専門員とハローワーク
等に繋げ、職業訓練と就労先の
紹介を行います。非就労期間が
長期にわたる人には、就労意欲
喚起事業に繋げ段階を踏んで
就労自立を支援します。また、健
康管理支援員は、医療・保健・
福祉等各分野の社会資源を有
効に活用し、各々のケースの自
立に向けた支援を行います。

開始から２年が経過した就労意
欲喚起事業について、平成26年
度の就労自立が７人に対し、平
成27年度は26人となり、着実に
成果に結び付いています。

昨年度と同様に、短時間就労を
している受給者の増収支援を行
い、就労自立に結び付けていく
ことを目指します。さらに65歳以
上の就労意欲がある受給者に対
し社会資源の開拓が必要です。

B - 現状維持

ハローワークとの連携と就労
意欲喚起事業を活用し、身
体的・精神的な阻害がある
受給者については健康支援
員と協力して、生活保護受
給者の自立を支援していき
ます。
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109
住宅支援給付事
業

本事業は、離職して住居を失っ
ている又は失う恐れがある人を
対象に、住宅費を支給すること
により就労自立を支援します。

離職者から相談を受け必要な人
に住宅手当を支給し、当面の生
活基盤を築いた上で、ハロー
ワークの相談員（ナビゲーター）
に繋げます。また、制度周知の
ため区報及びホームページに掲
載します。

平成27年度は相談件数は減少
していますが、住宅確保給付金
受託者の就職率は100%でした。

相談者数が伸び悩んでいるた
め、周知活動の強化が必要で
す。また、求職者への周知のた
め、ハローワークとの連携・協力
を一層深める必要があります。

C - 現状維持
ハローワークとの連携を更に
強化し、就職率の向上を目
指します。

110
路上生活者対策
事業

文京区地域福祉
保健計画（地域福
祉保健の推進計
画）

道路、公園等で生活している路
上生活者を一時的に保護し、就
労自立に向けた支援を行うこと
により、路上生活から脱却し社会
復帰することを目的とします。

区内の道路、公園等を巡回し、
路上生活者に声かけや相談を
行います。また、福祉事務所で
は路上生活者からの相談を受
け、自立支援センターへの入所
を促すとともに、入所後は自立支
援センターやハローワークの職
員が就労自立に向けた支援を
行います。

平成28年１月時点での区内の路
上生活者は19人で、前年度同月
の17人から微増しています。自
立支援センターでは、自立支援
事業により就労活動を支援し、
事業利用者数35人中22人が就
労しました。

自立支援センターの主な入所者
は、高齢の路上生活者から若年
の就労経験の少ない者へと変化
しているため、今後は就労支援
の多様化が必要です。

C - 現状維持

巡回相談を強化して自立支
援センターへの入所を促し、
路上生活者の就労自立を目
指します。

111
母子生活支援施
設保護事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）、文京区男
女平等参画推進
計画

配偶者のない、またはこれに準
ずる事情にある女性が、養育す
る児童の福祉に欠けることがある
場合、施設に保護し生活支援を
行うことで、保護者と児童の自立
した生活を目指します。

個別面接により相談者の健康状
態、家族との関係等の状況を把
握し、施設見学を経て、申請に
基づき入所します。入所中は、
施設職員による養育、就労等の
生活支援の他、母子自立支援
員等による継続相談を行いま
す。また、退所後に地域で自立
した生活ができるように、支援を
行います。

新しく都内の２件の施設と利用
契約を結んだことにより、利用件
数が増加しました。定期的に入
所世帯に目標を設定し、自立し
た生活が送れるよう施設職員と
共に支援することができました。

入所中は無料又は低額で施設
を利用できるため、長期的に施
設での生活を希望する世帯が増
えてきています。相談者が地域
でも自立した生活が送れるよう支
援していく必要があります。

A - 現状維持

随時、施設や他自治体の情
報を基に、協定や広域利用
の受入れを打診し、相談者
の需要に応えるよう、受入施
設の拡大に努めています。
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112
婦人・母子相談体
制の充実

配偶者からの暴力、妊娠・出産
などに伴う相談や母子家庭の自
立を支援するための相談等を受
け、関係機関と連携しながら問
題解決を図ります。

女性や母子世帯からの個別の
相談に対して、２人の婦人相談
員と１人の母子自立支援員が対
応します。また、保健所や医療
機関、子ども家庭支援センター
や児童相談所、学校、警察など
とも連携を図り、必要に応じて、
病院や施設に同行し対応しま
す。

相談員が３人に増えたことで、相
談者一人当たりの相談時間を確
保することができ、相談者が自覚
していないニーズを掘り起こすこ
とができ、よりきめ細やかな支援
を行うことができました。

相談者が複合的に問題を抱えて
いるため、施設入所の調整に時
間と手間が掛かり勤務時間外の
対応を求められるケースが増え
ています。

A - 現状維持

公共機関、医療機関、施設
等との連携・協力を図り適切
な相談業務を行っていきま
す。

113
母子・女性緊急一
時保護事業

文京区地域福祉
計画（子育て支援
計画）、文京区男
女平等参画推進
計画

夫の暴力からの避難や居所がな
い等の理由で、緊急に保護が必
要な母子又は女性を緊急一時
的に施設やホテルに保護し、そ
の安全を確保します。

相談者の状況と意思に基づき、
即日に受け入れが可能な施設
を確保し保護します。また、公的
施設の利用が困難な場合には、
民間シェルター（保護施設）や近
隣のホテルを利用します。

相談者の状況を考慮して安全に
保護することができました。また、
関係機関と連携を図り、保護後
の生活が安定するよう相談者を
支援していくことができました。

相談者の中には精神疾患を抱
えている方や、介護が必要な
方、乳幼児と一緒に避難する方
等多岐にわたるため、施設との
調整が困難なことがあります。

A - 現状維持

相談者の状況を把握した上
で緊急一時保護の提案を行
い、所在地の安全性等につ
いて、より適当な施設等を探
して相談者を案内していきま
す。

114

国民健康保険、後
期高齢者医療保
険、介護保険及び
国民年金制度の
適切な運営

各制度の仕組みや事業内容に
ついて、周知・情報提供等を行う
ことにより、区民及び関係事業者
の理解促進と意識啓発を図り、
各制度の適切な運営を行いま
す。

広報紙やポスターの活用、ホー
ムページの充実、各制度のお知
らせ等の発行及び関係事業者と
の会議等、様々な機会を通じて
制度の周知・情報提供を行いま
す。

あらゆる機会を捉えて制度加入
者等への制度に係る周知や情
報提供を行うとともに、事務改善
を行いました。これにより、収納
率や特定健康診査・特定保健指
導の受診率が向上しました。
介護保険では、介護保険制度改
正のお知らせを発行し、周知し
ました。

国民健康保険においては、平成
30年度から東京都が財政運営
の主体となり、区とともに運営を
担うこととなります。これにより、
制度の安定的な運営と被保険者
へのサービス低下が生じないよ
う準備を進めていく必要がありま
す。介護保険では、平成28年10
月から、介護予防・日常生活支
援総合事業を円滑に実施するた
め周知を行うことが必要です。

- A 拡充

平成30年度の国民健康保険
制度改正やデータヘルス計
画、特定健康診査・特定保
健指導第3期計画策定に向
け、職員体制の見直しなども
含めた事前準備や検討を行
い、遺漏のないよう進めてい
きます。
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115
ジェネリック医薬品
の普及

ジェネリック医薬品の普及促進
により、被保険者の負担軽減を
図るとともに、国民健康保険財政
の健全化を図っていきます。

文京区国民健康保険被保険者
の方に、ジェネリック医薬品を使
用した場合の差額をお知らせす
るとともに、ジェネリック医薬品の
希望を医師や薬剤師に伝えや
すくするため、ジェネリック医薬
品希望カードを作成し配布しま
す。さらに、ホームページ等を活
用し、ジェネリック医薬品の普及
啓発を図っていきます。

16歳～74歳でジェネリック医薬
品に切り替えた場合の自己負担
額の差額が500円以上の被保険
者1,140人に対し、差額通知書
を送付しました。また、国民健康
保険証の更新時により効果を高
めるため、ジェネリック医薬品希
望シールを対象世帯に送付する
とともに、新規加入世帯に対して
も配布しました。

ジェネリック医薬品の普及促進
により、被保険者の負担軽減及
び国民健康保険財政の健全化
を図る必要があります。
したがって、国・都・特別区及び
医療機関等と情報共有や連携・
協力を図っていくとともに、使用
促進のための環境整備に努め
ていく必要があります。

C - 現状維持

国・都・特別区及び医療機
関等と情報共有や連携・協
力をし、ジェネリック医薬品の
普及啓発を図っていきます。

116
生活習慣病の予
防

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

区民が健康の重要性を認識し、
生活習慣を健康的に改善するよ
う働きかける機会を設けることに
より、区民の健康の保持・増進と
生活習慣病の予防を図ります。

医師、保健師、栄養士等による
生活習慣病のリスクに応じた保
健指導を実施します。さらに、栄
養・運動の実践を取り入れた健
康づくり教室（健康スキルアップ
クラス）、禁煙指導等を実施しま
す。

青年期、壮年期の教室参加を促
すために、子どもと一緒にできる
プログラムを加えました。
一般区民を対象に、気軽に始め
られる運動としてウォーキング教
室を開催しました。
区民の関心の高いテーマを中心
に講習会を実施しました。

延参加者数
　生活習慣病予防教室　335名
　ウォーキング教室　　705名
　健康づくり教室　　　559名

引き続き青壮年期の区民の健康
課題を把握し、ニーズに合った
企画、事業の運営を行う必要が
あります。また、参加率の低い20
～50歳代の区民に対して、健康
的な生活習慣に関心を持っても
らうための働き掛けの工夫が必
要です。

A - 現状維持
引き続き事業を実施し、生活
習慣病の予防と健康の保
持・増進に努めます。

117 食による健康づくり
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

区民が野菜をより多く摂ることに
よって、食の面から健康になれる
よう、食に関する興味と意識の向
上を図るとともに、健康づくりを視
点とした食環境整備を行いま
す。

８月３１日の「やさいの日」を中心
とした食育イベントを実施し、区
民、地域団体、大学、事業者と
協働して、食に関する情報を発
信していきます。
他に、生活習慣病予防や食習
慣をテーマにした講習会の開
催、食育ボランティアの育成、
ホームページでの情報発信等の
普及啓発事業を行い、健全な食
生活を支援します。

ハピベジフェスタには、延べ
3,980人の来場があり、企業との
協働による講演会も行われ、
「食」を楽しみつつ野菜摂取へ
の関心を深めることができまし
た。
ハピベジ加盟店のレストランシェ
フを講師とした食育講座の会場
を2箇所に分けて実施し、参加
者の選択肢を広げることにより、
若い世代や男性の参加もありま
した。

平成26年国民健康・栄養調査結
果によると、野菜摂取量は一日
に必要とされる350ｇに届いてい
ません。
少しの工夫が野菜を食べる行動
につながることを知っていただく
ために、食環境整備や情報発信
等の支援を続けていきます。

B - 現状維持

生活習慣病の予防にも効果
があることが報告されている
野菜の摂取について、今後
も普及啓発に取り組んでいき
ます。
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118 各種がん検診
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

定期的な検診の受診等により、
早期にがんを発見し、適切な治
療を行い、がんの死亡率の減少
に繋げます。

胃がん・大腸がん・乳がん・子宮
がん検診を地区医師会及び検
診機関に委託し、厚生労働省の
指針に基づいて実施します。

子宮がん検診、乳がん検診とも
無料クーポン券事業等により受
診者数は大きく伸びました。他の
検診でも一定の伸びがみられ保
健医療計画に掲げた目標値に
近づきつつあります。

各がん検診において、更なる受
診率向上を目指して、個別勧奨
や案内ちらしの見直しを行うなど
の対策が必要です。また、制度
の改正においては、国のガイドラ
インを注視するとともに、迅速な
対応が求められます。

B - 拡充
個別勧奨はがき、ちらし及び
ポスターの内容を見直し、受
診勧奨を実施します。

119
歯周疾患検診事
業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

歯周疾患を早期に発見するとと
もに、かかりつけ歯科医の定着
を促進します。

歯科医師会に委託して、区内の
歯科医療機関において歯周疾
患検診を実施します。検診対象
者の30歳・40歳・50歳・60歳・70
歳の区民に個別に検診案内の
通知を行っています。

昨年同様に地区歯科医師会へ
委託し、8月1日から12月28日ま
で実施しました。受診者数は
1,455人と減ってますが受診率は
僅かに上がりました。しかし計画
数値に届いていません。また、重
度の歯周疾患のあるものは
34.5%と減少しています。周知に
ついては、対象者へ個別通知を
送付したほか、チラシとホーム
ページにより行いました。

歯を失う原因の歯周病は、若い
ころに発症したものが重症化し
た結果です。普段の生活習慣が
歯周病の症状を左右します。早
くからかかりつけ歯科医を持って
歯科医からの助言や指導を受け
ることが歯周病の予防につなが
ることから、地区歯科医師会の協
力を得て受診率向上を図る必要
があります。

C - 拡充

従来、30歳から70歳まで10
歳ごとだった検診を5歳ごと
に変更し、対象者の拡大を
行います。

120
結核・感染症予防
対策事業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

結核患者の治療支援、感染症
発生時の防疫措置やエイズ・性
感染症予防の普及啓発等を実
施し感染症の予防及びまん延防
止の対策を行います。

結核患者の医療費助成・医療機
関等への病状照会・服薬支援
感染症発生時の防疫措置・疫学
調査及び感染症発生動向調査
エイズの正しい知識の普及啓発
を図るためレットリボン展を開催

薬局と連携しながら薬局DOTSを
実施することにより結核治療の
内服支援を適切に行うことができ
ました。エボラ出血熱や中東呼
吸器症候群（ＭＥＲＳ）に対して
は、国や都の通知に従った適切
な準備及び対応を行いました。
レッドリボン展では、パネル展示
等によりＨＩＶ/エイズについての
正しい知識の普及啓発を図りま
した。

デング熱やジカウイルス感染症
などの蚊媒介感染症における国
内感染への対応及びエボラ出血
熱や中東呼吸器症候群（ＭＥＲ
Ｓ）等の国内での症例がない感
染症に対する訓練等の準備を継
続して行っていく必要がありま
す。

B - 現状維持
感染症発生時の防疫体制の
確保やエイズ予防啓発事業
を実施していきます。
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121 予防接種の推進
文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

予防接種率を確保するために環
境を整備するとともに、予防接種
の必要性や効果等の周知により
接種勧奨を行い、感染症の発生
及びまん延を予防する。

定期予防接種の実施（ＢＣＧ・四
種混合・ＤＴ・ＭＲ・Ｈｉｂ・小児用
肺炎球菌・日本脳炎・子宮頸が
ん予防ワクチン・水痘・高齢者イ
ンフルエンザ・高齢者用肺炎球
菌）
※子宮頸がん予防ワクチンは、
積極的な接種勧奨を差し控えて
いるため計画と実績に乖離があ
ります。
任意予防接種費用の助成（おた
ふくかぜ・ＭＲ接種もれ・先天性
風しん症候群対策・高齢者用肺
炎球菌）

里帰り等で接種した予防接種費
用助成や子育て応援ワクチンナ
ビで接種機会を確保したことによ
り、定期予防接種の接種人数が
前年より1,579人増加しました。
また、任意予防接種の接種人数
は、水痘ワクチンの定期化等に
より、955人減少しました。なお、
任意予防接種に係る経費につ
いては、東京都の補助金（支出
金）を有効に活用しました。

平成28年4月からBCGが他の定
期予防接種と同様に他区の指
定医療機関でも接種可能となっ
たことに伴い、周知等を適切に
行っていきます。また、10月から
Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種化
が予定されていることから、制度
の周知や接種スケジュールの案
内を的確に行う必要があります。

B - 拡充
予防接種制度改正に伴った
円滑な予防接種事業の遂行
に取り組みます。

122
公害保健福祉・予
防事業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

公害保健福祉事業は、公害健
康被害認定患者の健康の回復、
保持及び増進並びに健康被害
の予防を目的とします。また、公
害健康被害予防事業は、大気
汚染の影響による健康被害の予
防に寄与するため、気管支ぜん
息等に対する対策により区民の
健康の確保を図ることを目的とし
ます。

ぜん息やアレルギー等に関する
知識の普及、相談・指導等を行
うため、呼吸器健康講座、アレル
ギー講演会及び小児ぜん息等
健康相談（アレルギー相談）を行
います。また、区内在住の被認
定者（1・2級）へ保健師が訪問し
療養指導等を行います。更に、
インフルエンザに罹患すると重
症化のリスクが高い認定患者に
予防接種費用を助成するほか、
ぜん息児水泳教室により幼児・
児童の呼吸器の機能訓練を行
います。

呼吸器健康講座参加者　延べ
99人
家庭療養指導訪問数　　23人
インフルエンザ予防接種費用助
成　　延べ　132人
アレルギー講演会参加者　延べ
31人
小児ぜん息等健康相談　延べ
115人
ぜん息児水泳教室参加者　延べ
405人
水泳奨励事業利用回数　736回
慢性閉塞性肺疾患講演会　24
人

27年度から開始した慢性閉塞性
肺疾患に関する講演会は、講師
の説明がわかりやすく区民に好
評でした。

病気の予防に関する講座につ
いて、事業内容や周知方法を検
討し、多くの参加者に知識の普
及を図っていく必要があります。

B - 改善・見直し

より効果的に事業を実施す
るため、引き続き、事業内
容、周知方法等について見
直しを行っていきます。

123
かかりつけ医事業
支援

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

すべての区民がかかりつけ医を
持ち、日頃から適切な健康管理
ができるようにします。

小石川医師会及び文京区医師
会が行うかかりつけ医の普及啓
発事業に対して、補助金を交付
し支援します。

両地区医師会が実施しているか
かりつけ医事業運営協議会で運
営する５委員会を通じて、かかり
つけ医事業の普及、啓発に努め
ました。かかりつけ医は区民に定
着しつつあり相談件数は103件
ありました。

今後、在宅における医療と介護
の連携を推進するに当たり、医
療側の体制整備が求められま
す。かかりつけ医事業は、介護
事業者及び区民等からの様々な
医療に関する専門相談に対応
できる窓口として、両地区医師会
と区で協議し、運営方法や機能
強化の検討が必要です。

A - 廃止・休止

医療と介護の連携を進める
に当たり、医科、歯科、薬科
とも連携して機能強化を図る
ため、本事業は28年度から
在宅療養相談窓口の事業に
引き継ぎ、新たな体制を構築
します。
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124
在宅寝たきり高齢
者等歯科訪問健
診・相談指導事業

通院困難な区民の歯周疾患の
早期発見や口腔衛生の保持増
進を図ります。

40歳以上の寝たきり等の通院困
難な区民を対象に、歯科訪問健
診及び予防相談、指導を行いま
す。また、歯科医師会に対して
は、医療機器購入の助成を行い
在宅歯科診療の推進を図りま
す。

両地区歯科医師会の協力のも
と、27年度から年齢制限を廃止
し、開始を4月1日からに拡大し
て通年事業とし、利用者の利便
性の向上を図りました。しかし、
受診者は昨年より減少しました。

事業の見直しを行いましたが受
診者が伸び悩んでいます。今
後、在宅訪問歯科医の育成と、
区民への周知を図り在宅歯科訪
問健診事業を推進します。

C - 現状維持

両地区医師会と連携し、在
宅で高齢者等の口腔衛生に
係る本事業のより一層の周
知を図ります。

125
医療安全対策の
推進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

良質な医療を提供するための体
制整備を行い、区民の医療に対
する信頼を確保します。

診療所、助産所、施術所、歯科
技工所、衛生検査所等の許可、
登録、届出時の審査と開設後の
監視指導や「患者の声相談窓
口」という医療安全相談事業を
行います。特に診療所について
は、医療安全に関する業務体制
を整備することを重点的に指導
しています。

医療の安全を確保するため、診
療所、歯科診療所、施術所など
の医療機関施設への監視指導
を行いました。監視指導時には、
医療安全対策の指針・手順書等
の整備の徹底を図っています。
患者の声相談窓口では、相談員
が電話、窓口で医療機関等の紹
介、案内などをしています。

あん摩マッサージ師、はり師、
きゅう師及び柔道整復師の違反
広告の増加に伴い、対象施設に
対する適正広告の啓発及び違
反広告の調査、指導が必要と
なっています。

B - 改善・見直し

医療機関に医療安全を確保
する体制の整備を促進する
よう、監視指導を実施しま
す。あん摩マッサージ師、は
り師、きゅう師及び柔道整復
師の違反広告の増加に伴
い、対象施設に対する適正
広告の啓発及び違反広告の
調査、指導をします。

126
健康危機管理体
制の充実

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

新たな感染症など健康を脅かす
事態に際し、最善の対応や対策
を行うため、関係機関等と連携
し、健康危機管理体制の充実を
図っていきます。

新型インフルエンザ等感染症医
療体制検討会議を実施します。

平成27年度に新たな任期の委
員を委嘱し、新型インフルエンザ
等感染症医療体制検討会議を
実施しました。
会議においては、診療体制の確
認、昨年度実施した患者移送訓
練の報告及び住民接種におけ
る国の研究等についての情報共
有を行いました。

新型インフルエンザ等感染症医
療体制検討会議において、引き
続き新型インフルエンザ等発生
時の医療体制や関係機関等の
連携について、国や都の方針を
踏まえながら、検討していきま
す。また、防護服着脱や患者移
送訓練等についても継続して
行っていく必要があります。

A - 現状維持
新型インフルエンザ等感染
症医療体制検討会議を実施
していきます。
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127
環境衛生監視の
充実

文京区地域福祉
保健計画(保健医
療計画)

理・美容所や公衆浴場、旅館な
どの事業者には、自主的な衛生
管理の徹底を図るとともに、区は
衛生管理に必要な支援や監視
を行い、利用者の健康・安全を
守ります。

理・美容所、公衆浴場など環境
衛生関係営業施設への保健所
の監視・指導と営業者の自主衛
生管理によって、より衛生的な施
設環境の確保を図ります。
また、区民が公衆浴場、旅館業
施設、介護施設等で安心して入
浴できるよう、レジオネラ発生防
止対策事業を実施します。

日常的な環境衛生監視指導業
務の実施及び衛生管理講習会
の開催により、重大な事件・事故
を未然に防いでいます。
研修や講習会で監視員の監視・
指導技術を向上させて、区民や
営業者へ適切な助言を行ってい
ます。

レジオネラ症発生防止に関する
衛生知識の普及と監視について
は一定の達成がみられ、今後も
引き続き指導を行っていきます。
環境衛生関係営業施設等への
監視・指導数は達成率が76%で
あることから、更なる向上が必要
です。また、宿泊施設に関する
相談も増加、複雑化していること
から慎重な対応が求められてい
ます。

B - 改善・見直し

理容業・美容業・公衆浴場・
旅館業等の衛生管理の向上
のための監視指導を充実さ
せます。各業態の規制緩和
措置については、国の動向
を注視しつつ、混乱のないよ
う対応します。

128
特定建築物衛生
検査の充実

文京区地域福祉
保健計画(保健医
療計画)

建築物における衛生的環境の
確保に関する法律に規定される
特定建築物のうち、その延べ床
面積が3,000～10,000㎡の建物
の衛生的環境を確保します。

各種届出を通じて台帳整備を確
かなものとし、区内の特定建築
物の状況を把握します。平成22
年度末で156棟ある区が管轄す
る特定建築物について、年間35
棟の立入検査等を実施し、法の
基準等に適合しない事象等に改
善の指導と報告を求めます。
第2ブロック共催で年に1回の講
習会を実施し、ビル管理の情報
提供や問題把握の場を作ること
で、建物の衛生管理の意識啓発
を図ります。

一般立入検査を行った30棟のう
ち、28棟に不備・不良事項があ
り、指摘・指導を行いました。
また、平成27年10月29日に実施
した講習会では68施設67人の
参加がありました。（参加率
68/154＝44.2％）
内容はデング熱を始めとした昆
虫媒介性感染症に関する講義
でした。

立入件数が昨年より増加しまし
たが、計画件数には達しません
でした。立入検査に必要な専門
知識の向上のため、引き続き積
極的に研修に参加し、また実地
経験を積むことにより、職員の育
成を図って改善を図っていく必
要があります。

B - 改善・見直し
法令に基づき、建築物の衛
生環境の維持向上を指導し
ます。

129
室内環境調査の
充実

文京区地域福祉
保健計画(保健医
療計画)

住まいやオフィスにおける有害
な化学物質の発生抑制などに必
要な指導や助言を行い、快適な
生活環境を確保し、区民の健
康・安全を守ります。

区民やオフィスの事業者に向け
て計画的に情報発信及び相談、
調査を行い、区民の快適で健康
な暮らしの向上を図ります。

区民からの依頼を受け、居室内
の化学物質やダニの簡易測定、
カビの発生対策相談を行い、健
康的な生活環境の向上のため
の助言を行いました。また、化学
物質とカビについてのパンフレッ
トを作成配布しました。3月には
室内アレルゲン対策に関する住
まいの衛生講習会を開催しまし
た。

区民の生活環境や意識の変化
に伴い、室内環境調査依頼件数
が低下傾向にあるので、ニーズ
に応じた規模での事業展開を図
る必要があります。

B - 縮小

区民から相談があった際に、
必要に応じて良好な室内環
境を維持できる方法を助言
します。
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130
医薬品等の安全
対策の推進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

医薬品等による区民の健康被害
を未然に防止し、健全な生活環
境を確保します。

薬局、医薬品販売業、高度管理
医療機器等販売業・貸与業、毒
物劇物販売・取扱業等の許可・
登録・届出時の審査と営業後の
立入検査等による監視指導及び
医薬品や家庭用品の規格検査
等を行います。

平成27年度に東京都から事務
移譲された高度管理医療機器
等販売業貸与業に関する業務
を円滑に遂行するため、審査基
準及び事務取扱要領の整備、
施設向けに許可･届出等の手
続、許可の基準、日常の管理を
示した手引の作成を行いまし
た。
医薬品の品質、有効性及び安
全性の確保のため、許可対象施
設へ監視指導するとともに、講習
会を開催しました。

平成28年度に高度管理医療機
器等販売業貸与業の許可更新
が約280施設あり、計画的かつ
先行的な検査態勢が必要となり
ます。
平成28年度に国から委託予定
の特定保険医療材料価格調査
実施に向けて他区の動向把握
及び計画的準備が必要となりま
す。

B - 拡充

平成28年度が高度管理医療
機器等販売業貸与業の許可
更新施設数のピーク年度に
当たり、約280施設あります。
平成28年度に国から委託の
特定保険医療材料価格調査
が予定されています。

131
食品の安全対策
の推進

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）、平成28
年度食品衛生監
視指導計画

文京区における食品等に起因
する衛生上の危害の発生を防止
し、区民の食生活の安全を確保
します。

区民・食品関係事業者・行政の
食の安全に係るリスクコミニュ
ケーションを充実し、食品関係施
設の自主管理の推進とともに、
地域の実情に合わせた監視指
導を行います。
主な取り組みは次の通りです。
①　食の安全性情報の共有化の
推進　② 食品衛生関係施設の
自主管理の推進　③ 食品衛生
関係施設への監視・指導　④
流通食品の監視 　⑤ 違反食
品、食中毒発生時等緊急時の
迅速な調査対応と、その整備の
拡充

平成27年度は区内の施設を原
因とする食中毒が2件発生したた
め、拡大防止及び再発防止のた
めの不利益処分等を行いまし
た。
監視指導としては、腸管出血性
大腸菌による食中毒対策に加
え、Ｅ型肝炎ウイルス及び寄生
虫による感染を防止するため、
豚の生食や野生動物等捕獲肉
（ジビエ）など、食肉取扱施設や
飲食店等の関係施設への監視
指導を実施しました。
区民への食品衛生情報の提供
としては、各種イベント時に食品
衛生コーナーとして参加したほ
か、児童向けの講習会を行いま
した。

鶏肉を原因とするカンピロバク
ターによる食中毒は都内でも発
生件数が多く、全国的にも対策
が検討されていますが、引き続
き区民や食品関係事業者に対し
て食品衛生に関する情報提供を
行うとともに監視指導を行う必要
があります。
また、オリンピック対策としても
HACCP等、食品関係事業者の
自主管理の徹底が必須であり、
衛生管理技術支援が必要です。
情報提供を含む情報共有事業
についても、講習会等に留まら
ず幅広い方法を検討していく必
要があります。

B - 現状維持

食の安全確保、事件や事故
などの危害未然防止のた
め、事業者への最新情報・
技術による衛生管理支援指
導及び区民・事業者への食
の安全に係るリスクコミュニ
ケーション事業を推進しま
す。

福
祉
・
健
康
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132
動物との共生社会
支援事業

文京区地域福祉
保健計画（保健医
療計画）

犬・猫などの動物の飼い主が、
動物の正しい飼養に努めるよう
普及・啓発を図り、動物愛護団
体等様々な主体と連携し、人と
動物とが共に暮らせる良き共生
社会を目指します。

動物との共生や動物愛護、犬・
猫の正しい飼い方について、イ
ベントや講演会の開催、ポス
ター・リーフレットの作成及び区
報やホームページなどの活用に
より、普及・啓発を行います。ま
た、動物の飼養指導員や普及
員、動物愛護団体等の協力を得
て、動物の適正な飼養を推進し
ます。飼い主のいない猫の去
勢・不妊手術の助成を行いま
す。

・動物との共生社会支援事業に
ついてはイベントを２回開催しま
した。来場者数の合計は1,170
人でした。
・飼い主のいない猫の去勢・不
妊手術については520匹の猫の
手術を実施し（500匹予定）、実
施率は104％でした。
・狂犬病予防注射は4,529頭の
犬に接種し、達成率は97％でし
た。

・猫については、妊娠雌猫の手
術数が減少しないことから、引き
続き去勢・不妊手術による繁殖
抑制が必要と考えます。また、終
生飼養の徹底について飼い主
に啓発する必要があります。
・犬については、登録と狂犬病
予防注射の周知徹底に努めま
す。

B - 現状維持

引き続き、犬・猫の適正飼養
やモラルの向上を啓発すると
ともに、飼い主のいない猫の
去勢・不妊手術を実施しま
す。

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
・
産
業
・
文
化

133
町会・自治会活動
の支援強化

　急速な少子高齢化や核家族化
の進展に伴う地域コミュニティの
希薄化が課題とされてます。とり
わけ、東日本大震災以降は、災
害時における地域コミュニティの
大切さが見直されています。
　より一層、地域コミュニティの活
性化を推進するため、地域コミュ
ニティの核となる町会・自治会へ
の加入促進及び魅力ある地域
活動の展開に向けた支援を行い
ます。

町会・自治会へ魅力ある地域活
動の展開に向けて事業補助や
助言等の支援を行うとともに、マ
ンション住民を含めた加入促進
に向けて有効的な情報発信・提
供を検討、実施していきます。

■町会・自治会への加入促進
・区ホームページでのＰＲ
・パンフレットによるＰＲ（転入者、
マンション管理セミナー等）
・ポスターによるＰＲ（区掲示板、
Ｂ－ぐる等）
■魅力ある地域活動の展開に
向けた支援
・町会・自治会事業補助　154町
会
・地区町会連合会事業補助　9
地区
・文京区町会連合会事業補助
・地域広報紙発行補助　24町会
・地域の底力再生事業補助（都
補助）説明会の実施
・地域活動支援アドバイザー講
座の実施

地域を活性化させるには、地域
コミュニティの核となる町会・自治
会活動を活性化することが重要
です。しかしながら、転入者等の
未加入者にその役割の重要性
や活動内容をなかなか認識して
もらえません。また、役員の高齢
化が進み、活発な活動ができな
い町会・自治会もあります。その
ためには、多くの住民がいるマン
ションの管理組合や新たな公共
を担うＮＰＯ等の団体と情報交換
や連携を行い、活動内容を認識
してもらう必要があります。

A - 現状維持

引き続き、区ホームページや
パンフレット等でのＰＲを行っ
ていきます。町会・自治会役
員等がマンション管理組合、
ＮＰＯ等と交流ができる場や
専門的知識のある方と情報
交換ができる場を提供してい
きます。
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134
地域活動センター
の整備

区民サービスコーナー、ふれあ
いサロン事業の拡充、立ち寄りス
ペース業務、安心・安全まちづく
り事業、環境・高齢福祉施策など
の事業を実施し、地域の相互交
流を促進するとともに、地域コ
ミュニティの活性化を図る地域の
拠点施設とするため、地域活動
センターの建替えを進めていき
ます。

近隣施設の複合化を中心に建
替えを進めます。大原は、子育
て施設と併設（千石1丁目へ移
転）し、千石交流館の機能を複
合化します。向丘は、第六中学
校と併設し、アカデミー向丘との
複合施設として整備します。礫
川は、高齢者あんしん相談セン
ター分室と併設し、音羽は、福祉
センター跡地の介護老人保健施
設と併設します。
なお、大塚は引き続き複合化の
検討を行っていきます。

音羽は、建築計画を許可され、
建築工事住民説明会を行い、建
設工事に向けた準備を行ってい
ます。

音羽：関係機関・団体等と調整を
図りながら、建築・開館に向けて
準備を進めていく必要がありま
す。
大塚：新たな複合施設として整
備していくためにも、今後も関係
機関と調整を行っていく必要が
あります。

- A 現状維持

音羽は、建設工事を実施し
ていくとともに、新しい施設の
運営・移転について検討し
ていきます。

135
地域活動センター
の運営の充実

区内各地域において、区民に身
近な場所で各種自治体サービス
を提供するとともに、町会・自治
会等をはじめとした様々な地域
活動団体と協働で地域コミュニ
ティのより一層の活性化を図るこ
とを目的に、地域の拠点施設で
ある地域活動センター運営の充
実を図ります。

区内地域活動センター９ヶ所に
おいて、「地域活動センター広
報紙」を発行することで、各地域
の特色、地域活動等を紹介し、
地域活動へのきっかけづくりに
取り組みます。
新規転入者などを対象に、町
会・自治会等の地域活動団体を
紹介する「地域を知るセミナー」
を開催し、新規住民の地域活動
への参加を促します。

平成27年3月に礫川・向丘地域
活動センターがリニューアル
オープンしたことに伴い、利用者
数は増加しました。地域を知るセ
ミナーは、礫川・大原地域活動
センターで実施し、参加者には
大変好評でした。

地域活動センターは、地域コミュ
ニティの活性化を一層推進する
ため、様々な地域活動の交流の
場としての事業展開やパイプ役
としての役割を担うこと、また、地
域に密着した行政サービスの提
供に当たって丁寧な対応を行う
ことが求められています。

B - 現状維持

地域団体活動の拠点施設と
して施設の有効活用を行うと
ともに、地域情報の発信拠
点として、その役割を果たし
ていきます。

136
ふれあいサロン事
業

子どもから高齢者までの幅広い
世代の区民が気軽に地域活動
に参加できる交流の場を提供す
るとともに、地域活動を担う人材
発掘・育成を支援することを目的
としています。
また、ふれあいサロン事業を地
域活動推進の拠点として位置づ
け、住民の相互交流を促進し、
地域コミュニティの一層の推進や
活性化を図ります。

湯島、汐見、駒込地域活動セン
ターにおいてふれあいサロン事
業を実施し、多世代間交流の場
を設けるとともに、地域活動を担
う人材発掘・育成を目的とする講
座を企画・実施します。
実施事業については、毎年度見
直しを行って充実を図るととも
に、昨年度、施設が整備された
礫川、大原、向丘、地域活動セ
ンターにおいても、ふれあいサロ
ン事業を展開します。

礫川・大原・湯島・向丘・汐見・駒
込地域活動センターで実施しま
した。ふれあいサロン提案型で
は英語インストラクター養成講座
を実施し、養成講座の中で開催
した子ども向けのイベントは参加
者に大変好評でした。

ふれあいサロンの目的である地
域の特色を生かした事業内容、
各地域での人材発掘・育成をよ
り一層促進していく必要がありま
す。また、今後は東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会開
催に向けた機運醸成にも取り組
んでいく必要があります。

B - 現状維持

地域活動を担う人材発掘・育
成を目的に講座を充実させ
ていくよう工夫します。また、
地域活動の活性化の一助と
なるよう工夫します。

コ
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137
区民センター老朽
施設等改修

都営住宅と文京区
施設との合築建物
の耐震診断及び
耐震改修に関する
基本協定

区民センターの耐震工事を行う
とともに、真砂市場廃止後の1階
及び旧レストラン地下部分を新
たな用途で整備し、老朽化が進
んでいる施設の改修工事を行い
ます。

区民センターの耐震・改修に伴
う基本設計・実施設計及び工
事、工事管理を行います。

工事の進捗状況等の情報を共
有化するため、関係課及び施工
業者と定期的に打合せ会を開催
し、追加要望や課題を整理し、
連絡調整を行いました。また、改
修工事完了後、地域住民や利
用団体に施設の理解を深めて
いただくため、内覧会を実施し、
同時に施設案内リーフレットを作
成しました。

駐輪対策や施設全体の管理（緊
急時の対応など）について関係
課、所内事業者と緊密に連絡調
整し、利用者対応と設備内容な
どの共通理解を深め、情報を共
有化しました。課題の迅速な解
決を図る必要があるため、定期
的な連絡会を行っていきます。

- A 終了確定

関係各課、所内事業者と調
整、協議を図るため、定期的
に連絡会を実施し、利用者
サービス向上を踏まえた的
確でスムーズな業務対応を
行います。

138
地域活動参加支
援サイトの充実

地域の公益活動団体の広報支
援のための地域公益活動情報
サイトと、地域課題の解決を図る
担い手を創出する取組みである
新たな公共プロジェクトで運用し
ている特設サイトやSNS
（Facebook、Twitter）及びメール
マガジンの一体的な活用を行
い、地域活動への参加促進を図
ります。

地域公益活動団体が自ら情報
発信できる機能を持つ地域公益
活動情報サイト「こらびっと」と、
新たな公共プロジェクトへの参加
を促すための特設サイトやSNS
等の活用実績を踏まえ、地域活
動への参加促進に有効な広報
機能の選択や、活用ノウハウを
蓄積し、区民への発信情報の充
実を図ります。

平成27年度においても、地域公
益活動情報サイト「こらびっと文
京」の「トピックス」や「イベント情
報」などの情報発信を充実させ
るとともに、夏休み特集の小中学
校への周知などにより、多くの区
民に情報を発信しました。さら
に、関係団体のイベントにおい
て、「こらびっと文京」のブースを
出展するなど、登録団体数の増
加を図りました。
また、新たな公共プロジェクトで
運用している特設サイトやSNS等
についても、昨年度と同様に、事
業実施時に積極的な活用を図る
ことで、各種事業への参加人数
の増加につなげました。

担い手の活動拠点となる「フミコ
ム」を活用して、新たな公共の担
い手の育成支援、ボランティア支
援及び団体の持続的な発展支
援などを一体的に行うに当たり、
団体の情報発信機能の充実は
不可欠です。そのため、平成29
年１月に地域公益活動情報サイ
ト「こらびっと文京」をリニューア
ルして、社会福祉協議会と連携
しながら各種情報発信機能の充
実を図りつつ、新たな公共プロ
ジェクトで運用している特設サイ
トやSNS等についても、より多くの
情報を発信し、区民の地域活動
への参加促進を図る必要があり
ます。

C - 改善・見直し

地域公益活動情報サイト「こ
らびっと文京」をリニューアル
することで、利用者の利便性
を向上させます。また、リ
ニューアル後は、社会福祉
協議会と協働で新規サイトを
運営し、情報発信機能の強
化を図っていきます。あわせ
て、新たな公共プロジェクト
で運用している特設サイトや
SNS等についても、効果的な
運用を行っていきます。

139
新たな公共の担い
手との協働の推進

文京区新たな公共の担い手専
門家会議の提言に基づく取組で
ある「新たな公共プロジェクト」の
実施により、地域課題の解決を
図る担い手を創出し、豊かな地
域社会の実現を図ります。

「新たな公共プロジェクト」では、
対話の場、社会起業講座、情報
発信のためのプラットフォームの
構築、地域課題解決プロジェクト
支援等の各種プログラムの実施
を通じて、地域課題の解決を図
る担い手の創出を進めていきま
す。

重点テーマについては、全国的
な社会課題をテーマとして、大
学等と連携しながら区内の各地
域で対話の場を開催した結果、
これまで地理的なことにより参加
できなかった方などの参加を促
すことができました。その結果、
新たな公共プロジェクトの各種事
業への参加者数は、延べ1,162
人となりました。
また、平成27年度は、9件の地域
課題解決プロジェクトが登録さ
れ、4件のプロジェクト支援を実
施し、地域に根ざした活動を継
続している団体もあることから、
昨年度に引き続き一定の成果が
ありました。

平成28年１月に設置した成果検
証会議で、３年間の成果検証及
び今後の事業の方向性の検討
を着実に進め、その成果検証の
結果を踏まえ、今後も継続して
担い手を創出していくとともに、
その担い手が自立的、継続的に
活動していけるよう育成支援が
必要です。
また、平成29年度から社会福祉
協議会が新たな公共プロジェクト
の各種事業を実施するに当た
り、社会福祉協議会及び福祉政
策課と連携しながら、中間支援
施設「フミコム」を活用して各種
事業を実施し、その運営ノウハウ
を引き継いでいくことが必要で
す。

C - 改善・見直し

成果検証会議の結果を踏ま
えて、社会福祉協議会及び
福祉政策課と連携しながら、
中間支援施設「フミコム」を活
用して新たな公共プロジェク
トの各種事業を実施し、平成
29年4月に社会福祉協議会
へ事業を移管します。
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140
男女平等参画推
進事業

男女平等参画推
進計画

男女が性別に関わりなく、それ
ぞれの個性と能力を十分に発揮
し、互いの違いや多様な生き方
を尊重する男女平等参画社会
の実現のために、男女平等参画
推進計画に基づく施策を推進し
ます。

男女平等参画推進計画に基づ
く施策を推進するため、有識者
や公募区民から成る文京区男女
平等参画推進会議により、事業
の推進状況の確認や評価を行
います。また、講座開催や啓発
誌発行により、意識啓発や理念
の周知を行います。

国連機関であるUN Women日本
事務所とともに、女性に対する暴
力撤廃の国際デーや国際女性
の日、WEPｓ事業などを開催しま
した。また、東京都との労働セミ
ナー事業を始め各種団体（大使
館、国連NGO,区内NPO等）との
共催・後援事業を通じて、横断
的なジェンダー施策の周知啓発
を行いました。

両立支援事業に国際的な基準
を盛り込んだ文京版WEPsセミ
ナー実施のように、社会や世界
の様子を捉えた視点や基準を盛
り込んだ、多様な施策展開が重
要です。

B - 拡充

両立支援や女性の活躍を促
進する事業、国際的な視点
を捉えたジェンダー推進事
業を展開していきます。

141
男女平等センター
事業の充実

文京区男女平等
参画推進条例、文
京区男女平等セ
ンター条例

男女平等参画を推進する拠点
施設として、区民に学習機会、
活動の場を提供します。

文京区女性団体連絡会を指定
管理者として、施設の維持管理
及び事業の企画・運営を区民と
の協働により行っています。

男女共同参画週間記念講演会
を始めとする各種講演会やセミ
ナーを開催いたしました。性別
や年齢を超えた様々な区民の皆
様にご来館いただけるよう、育児
や介護、両立支援、DV防止、自
身の生き方など様々な視点から
事業展開を行いました。

開設から30年を迎え、施設の老
朽化に対応するとともに、男女平
等参画推進条例に基づく拠点
施設として、ジェンダーを背景に
複合的な困難を抱える方へも配
慮ができる施設運営が課題で
す。

A - 拡充

男女平等参画における学習
機会の場として、様々な視点
を捉えた事業展開を行うとと
もに、団体相互の理解を深
めるための報告会などを行
います。

142
産学官連携支援
事業

大学と区内企業が連携すること
により、区内産業の活性化を図り
ます。

各要望に応じて、大学と区内企
業をつなぐ橋渡しの役割を果た
します。区だけの支援ではなく、
国・都等の支援を受けられるた
めのコーディネートも行います。

文京博覧会に10大学が出展し
て研究成果を発表し、うち４大学
が展示内容を踏まえた商品の販
売を実施しました。
区内大学と地域プラットフォーム
との連携により実施した医工連
携セミナーについて、区内企業
への周知協力を行いました。

大学と区内企業とのマッチング
により区内産業の発展を図る必
要があります。そのため大学、企
業のニーズの把握と掘り起こしを
行う必要があります。
創業支援施設の設置について
は、類似の民間サービスが増え
てきていることなどを勘案し、必
要性を検討する必要がありま
す。

B - 現状維持

大学と区内企業とのマッチン
グにより、区内産業の発展を
図るほか、区内大学が実施
する産学連携事業を区内企
業に広報・情報発信すること
により支援します。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
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143
学生向けビジネス
プラン策定講座＆
コンテスト

学生及び若手社会人を対象とし
たビジネスプラン策定講座及び
コンテストを通じて、起業家を育
成し、地域産業との交流を促す
とともに、大学発ベンチャーの創
出を図ります。

学生及び若手社会人が本講座
を通じて、起業に必要なスキル
を身につけ、最終回では受講生
が考えたビジネスプランを発表
するとともに、本講座の中間課題
では、様々な産業の動向につい
て学ぶ機会を設けます。

受講生は講座を通じ、起業に必
要となるスキルを身に付けるとと
もに、講座最終回では、独自に
作成したビジネスプランを発表し
ました。

区内産業の課題を内容に取り上
げる等、区内産業の振興に結び
付くような講座を実施する必要が
あります。
区内の学生及び若手社会人か
らより多くの参加者を募る必要が
あります。

B - 現状維持

アントレプレナーシップ論講
座運営事務局と連携し、区
内産業の振興に結びつくよう
な内容の実施と区民の参加
者増を図ります。

144
就労支援対策事
業

若年者を中心とした求職者の就
職活動を支援するとともに、区内
中小企業とのマッチングを図るこ
とにより、区内中小企業の就職
活性化を促進し、求職者の就職
及びその後の就労継続に寄与
することを目的とします。

就職活動に役立つ研修、ビジネ
ススキルアップを目指した研修
等を開催します。また、ハロー
ワークや東京しごとセンターな
ど、雇用労働関係機関と連携
し、合同面接会等を開催します。

若年者及びその保護者向けの
研修として、社会人基礎力養成
講座（講演会１回、講座５回、区
内中小企業ツアー１回）を開催
するとともに、就労に関するパン
フレットを作成し、若年者の就職
活動に寄与しました。

就職活動の開始時期が変更と
なったことを踏まえ、効果的な講
座内容を検討する必要がありま
す。

B - 現状維持

若年者向けに就職活動に役
立つ研修、ビジネススキル
アップを目指した研修等を実
施していきます。

145
地域ブランド創出
支援事業

地域に根ざしたブランドの創出
の支援及び地域振興を図り、地
域活性化に寄与することを目的
とします。

文京区の魅力ある地域ブランド
を新たに創出する事業を実施す
る小売商業者等の地域グループ
又は特定非営利活動法人に対
し、その経費の一部を補助しま
す。

事業活用について３件の相談が
ありましたが、事業実施に適した
地域グループを形成することが
できなかったこと等により、事業
の実施に至りませんでした。

事業の認知度を高めるため、区
報ぶんきょう、区HP、事業チラシ
の配布等により、引き続き周知を
強化する必要があります。
事業に適した地域グループの形
成が困難であること、２年目以降
の事業の継続性が不透明である
こと等により、補助の対象となる
事業の実施が困難になっていま
す。

C - 縮小

事業に要する経費の2/3以
下・30万円を限度に助成しま
す。補助件数は、過去の実
績を勘案して２件から１件に
縮小します。

146
チャレンジショップ
支援事業

区内商店会の空き店舗で開業
する地域に根ざした起業家を支
援します。また、商店会の空き店
舗を活用することで、区内商店
会の賑わいの創出と活性化を図
ります。

区内商店会で発生した空き店舗
等で開業する起業家に対し家賃
補助を行います。また、専門家
による経営相談等を行い、創業
時に起きる諸問題の解決等を支
援していきます。

平成27年度は７件の申請があ
り、審査の結果、６件を認定しま
した。専門家による経営相談は、
13事業者に対し、延べ43回実施
しました。
　また、CATV、産業情報紙ビ
ガー、文京博覧会2015、シビック
センター地下２階のショーウイン
ドウで、認定店舗の周知を行い
ました。

専門家による経営相談におい
て、店舗側の要望をヒアリング
し、ニーズに合った専門家を派
遣する必要があります。

B - 現状維持

引き続き６件の支援を予定し
ています。家賃助成は、補助
率1/2(月額の限度額5万円)
で12月分助成します。専門
家派遣は、３年間で最大10
回行います。
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147
中小企業等資金
融資あっせん事業
（利子補給）

区内中小企業者の金融機関か
らの円滑な資金調達を促し、か
つ融資を受けた際の借受者負
担を利子補給で軽減することに
よって、経営の安定及び経営基
盤の強化を図り、区内産業の振
興につなげます。

区内中小企業者が必要とする事
業用資金を取扱金融機関に対
し融資あっせんを行い、支払っ
た利息の一部補助を行います。

　年間平均3,954件の区内事業
者に利子補給を実施しました。
また、次年度に向けて金利の引
下げを行いました。更に、特定創
業支援事業の支援を受けた方
に対し、本人負担金利がゼロに
なるようにした上で、更に金利が
優遇されるようにしました。
　利子補給をすることで事業者
の負担軽減となり、経営基盤の
強化につながります。
　区内中小企業者への支援とし
て、事業経営の安定や経営基盤
の強化を図るために資金調達を
円滑にすることは、有効な支援
策です。

　融資メニューや金利の設定に
ついて、企業ニーズに合致する
ように整理していく必要がありま
す。
　また、金融機関等と連携し、区
内企業の景気動向を把握する
必要があります。

C - 改善・見直し

企業ニーズや景気動向を見
極めながら、融資メニューや
金利の見直しを図りつつ、中
小企業等資金融資あっせん
制度を実施します。

148 異業種交流事業

異業種交流が図られることを促
し、区内中小企業者の市場開拓
または販路拡大に寄与すること
を目的とします。

国内外見本市・展示会等へ出展
する区内中小企業・団体に対し
て出展費用の一部を補助しま
す。
また、ＣＳＲ活動意見交換会や他
区と協力して異業種交流会、商
談会を開催します。

展示会等出展費用補助は、区
内中小企業者に出展料の一部
を38件補助しました。リピートを
含め、年々申請が増えており、
販路拡大のサポートが新たなビ
ジネス展開を生み出し、経営基
盤拡大に有効な手立てとなって
います。
CSR活動意見交換会について
は、1月29日に開催し、10社16
人が参加しました。
ビジネス交流事業については、
台東区とのビジネスフェアを8月
25日、5区合同ビジネスネットを
11月27日に行いました。また、経
営者層を対象に、ビジネスに関
する意見交換の場として新たに
ビジネス交流フォーラムを11月
27日に開催し、好評を得ました。
また1月14日には大田区・川崎
市と共催で医工連携展示・商談
フェアを実施し、医療機器関連
産業がものづくり企業と連携する
場を提供しました。

ビジネス交流事業については、
現在、区報や区ホームページ、
窓口、中小企業支援員によるア
プローチを中心に参加企業を募
集していますが、関心のある区
内企業への効果的な周知方法
を検討する必要があります。

B - 拡充

平成28年度は５区合同ビジ
ネスネットを文京区で開催す
ることとなっており、区内企業
の参加を強力に推進しま
す。
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149
大学発ベンチャー
支援事業

若者の創業を後押しするととも
に、発展途上にある区内の大学
発ベンチャー企業の技術力の向
上及び経営基盤の強化を促進
し、もって区内産業の発展及び
新産業の創出に資することを目
的とします。

大学発ベンチャー企業（大学の
研究成果を活用して創業した企
業、現役学生が創業した企業な
ど）が、新製品又は新技術の開
発等に取り組む場合において、
これに要する費用の一部を助成
します。
当事業は、従来の新製品・新技
術開発費補助事業の産学連携
枠を改編して、平成26年度に新
設したものです。

産業用ロボット向けティーティン
グコントローラの開発の１件の事
業を補助対象として認定しまし
た。
事業が完了した平成26年度認
定事業２件、平成27年度認定事
業１件について、助成を行いまし
た。

補助対象が大学発ベンチャー企
業に限られているので、効果的
な周知を行う必要があります。
十分な開発費を助成するため、
類似の制度である新製品・新技
術開発費補助事業の補助限度
額（100万円）を参考に、補助金
額の見直しを検討する必要があ
ります。

C - 改善・見直し

新規プロジェクトに要する経
費の2/3以下・50万円を限度
に助成します。
補助件数は、過去の実績を
勘案して４件から３件に縮小
します。

150
新製品・新技術開
発費補助

区内の中小企業者が新製品や
新技術の開発等に取り組む場合
において、これに要する経費の
一部を助成することにより、区内
の中小企業者の技術力の向上と
経営基盤の強化を促進します。

斬新なアイデアや独創性のある
新製品等の開発に要した経費の
一部を助成します。
なお、平成26年度より産学連携
事業枠を大学発ベンチャー支援
事業に移行しました。

区内を巡回している中小企業支
援員による事業のＰＲ強化によ
り、平成27年度は３件の交付申
請がありました。審査の上、１件
を認定しましたが、諸事情により
交付決定を取り消したため、結
果としては実績が０件になりまし
た。

生産性が高く、市場に適合した
新製品・新技術の開発には、多
くの時間が必要であり、現在の
補助対象期間１年では、申請が
出にくい状況です。

C - 改善・見直し

画期的な新製品新技術につ
いて１件でも多くの申請が出
るよう、募集期間、補助対象
期間を拡大します。

151 産業情報の発信

区内中小企業・産業団体・消費
者団体が必要とする経済・経営・
消費生活の情報を広く区内外に
発信・提供し、区内産業の振興・
発展を図ります。

区内の経済動向、景況調査結
果の要旨、区の産業振興施策の
紹介などを主な内容として、産業
情報紙「ビガー」を年に4回発行
しています。
また、出展団体が、展示・実演・
研究発表・販売などを行う文京
博覧会を開催しています。
さらに、文京ビジネスナビゲー
ション（Ｂ－なび）を構築し、会員
である中小企業等に対して各種
情報の提供を行うとともに、ホー
ムページを通じて会員企業の情
報を全国に発信します。

産業情報紙ビガーは、平成27年
度は合計4回（1回3,600部）発行
しました。産業振興に資する支
援情報、区内外で活躍する起業
家や団体等の特集記事を掲載
しました。またWebビガーやフェ
イスブックへの展開を行いまし
た。
文京博覧会は各出展団体・企業
等による展示ブースを設置し、
区内産業・消費生活のPRを行い
ました。平成27年度は初出店の
団体もあり、来場者は前年度を
上回り、アンケート結果はおおむ
ね好評な意見が多く寄せられま
した。

産業情報紙ビガーは、WEB媒体
でも情報発信を行うこととしたた
め、情報発信の継続と強化を行
うとともに、情報紙、Webともに認
知度を向上するための周知が必
要です。
文京博覧会は、来場者数は計画
どおりで、おおむね好評な意見
も多くいただいておりますが、開
催目的に合致した区内産業や
消費生活のPRをしていく必要が
あります。

A - 現状維持

産業情報の発信について
は、引き続き紙媒体とWEB媒
体により企業に役立つ情報
を発信し、産業の活性化に
つなげていきます。
文京博覧会の今後の開催内
容等についても十分な検討
を行います。また、ＰＲを積極
的に行い、来場者数の増に
つなげていきます。
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152
商店街販売促進
事業

区内商店街の振興を図るととも
に、中小商業の経営安定と発展
に寄与し、区民に親しまれる商
店街づくりを目的として、事業補
助を行います。

区内商店会、商店街振興組合、
文京区商店街連合会及び文京
区商店街振興組合連合会が独
自に実施するイベント等の事業
に対し、商店街販売促進事業及
び新・元気を出せ！商店街事業
による助成を行います。また、事
業終了後に実施状況を把握す
るため、実績報告を提出してい
ただきます。

平成28年２月に事業説明会を開
催し、商店街事業の周知を行い
ました。商店街販売促進事業補
助金は13件、新・元気を出せ！
商店街事業35件のイベントに対
し、補助しました。商店街の販売
促進につながり、区民に親しま
れる商店街づくりに寄与しまし
た。

商店街の活性化やにぎわいの
創出に、イベント実施が有効で
あることを未実施の商店会にお
伝えし、実施のノウハウ等につい
て、きめ細やかにアドバイスでき
るような環境整備が必要です。

C - 現状維持

引き続き商店会のイベント事
業等に対して補助を行うこと
で、商店会の活性化を図っ
ていきます。

153
商店街環境整備
事業

安全かつ快適な商業環境また、
地域整備を実施することにより、
区内商店街の活性化をはかりま
す。

東京都と連携し、商店街が行う
街路灯・フラッグ・ホームページ
の作成などの新設、改修、その
他共同設備設置等に対し、事業
に要する経費の一部を助成しま
す。

環境整備事業については、破損
した街路灯の撤去・新街路灯の
建柱工事の補助を通じて、商店
街の環境整備に寄与しました。
また、特定施策事業の実施によ
り５商店会の街路灯ランプの
LED化につながりました。

街路灯ランプのLED化実施に当
たっては、経費が高額となりがち
であることから、各商店会におけ
る計画的な実施を進めていく必
要があります。

B - 拡充

今後も、商店街の活性化の
ために、商店街等の施設整
備やＩＴ機能の強化を図る事
業などに対して助成します。
また、街路灯ランプのＬＥＤ
化を始めとするＣＯ2削減等
に取り組む商店街等に対し
ても支援を行います。

154
商店会加入促進
支援事業

地域コミュニティにとって重要な
役割を果たしている商店街の活
性化を図るために、商店会への
加入を促進します。

リーフレットやマップを配布し、商
店会への加入を各店に促すとと
もに、加入商店会や商店に対す
る支援活動を強化するためのア
ドバイザー派遣を行います。ま
た、加入促進活動への功績が著
しい商店会を表彰し、新・元気を
出せ！商店街事業補助金、装
飾灯等電力費補助、商店街販
売促進事業のいずれかの補助
率をアップします。また、チャレン
ジショップ事業等による商店会加
入を促す施策も行います。

商店会への加入促進活動の結
果、加入数が増加した商店会に
対し、区補助事業の補助金につ
いて一部上乗せを行うことで事
業実施に係る支援を行い、商店
街の活性化を図っています。

新たに商店会が設立されたこと
により、商店会加入者数の全体
数としては増加となりましたが、
既存の商店会の加入数につい
ては、減少傾向となっているた
め、新規加入の促進とともに退
会を抑える必要があります。
また、チェーン店の加入が進み
にくい状況があります。

C - 現状維持

商店会加入促進活動に積極
的な商店会の表彰・補助金
の率のアップなどの優遇措
置を行っていくことによって、
商店会全体の加入促進への
意識向上を狙います。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

155
消費者啓発・教育
の推進

消費生活に関する知識や情報
の普及により、区民が自立した
消費者となるための支援を行い
ます。

①出前講座や研修会を開催しま
す。
②消費生活センターと啓発活動
を行う人材を育成します。
③消費生活に関する自主的な
学習を支援し、消費者団体や区
民グループの育成を図るため、
消費者問題に関する講演会、学
習会、調査研究会に係る経費の
一部を助成します。
④情報誌や啓発冊子の作成、
配布を行います。

出前講座・啓発活動は65回の実
施となり、延べ受講者数は3,355
人でした。インターネットに関す
るトラブルの最新情報を提供でき
るよう、平成24年度に作成した
「安心インターネットハンドブッ
ク」の改訂を行いました。また、
東京都消費者行政推進交付金
を活用して啓発用ボールペンを
作成し、各種イベントにて配布し
周知活動を行いました。グルー
プ活動助成については今年度よ
り周知方法を見直し、区報への
掲載等、従来からの周知に加
え、消費生活センター発行の情
報誌への掲載などを行いました
が、実績は２件でした。また幼児
期の消費者教育の重要性に鑑
み、前年度に引き続き幼児向け
消費者として人形劇を実施しま
した。研修会の受講者満足度で
は92％と前年度の数値を上回り
ました。

①引き続き消費生活推進員の
フォローアップの機会を設けると
ともに、消費生活推進員の活用
方法を検討する必要がありま
す。
②今後も消費者のライフステー
ジに応じた体系的な消費者啓発
及び適格な事業運営のため社
会情勢の変化やニーズを把握し
たテーマ選定が必要です。これ
らをより多くの方に知っていただ
けるよう、事業の周知方法を引き
続き検討していく必要がありま
す。
③グループ活動助成においても
利用実績を増やし、消費者団体
や区民グループのより活発な活
動を支援するため、周知方法を
更に強化し、改善する必要があ
ります。

B - 改善・見直し

消費者被害防止を目的とし
た消費者の育成のために、
引き続き、各ライフステージ
に応じた体系的な消費者啓
発・教育を行います。

156
消費生活相談室
運営

消費生活相談員が消費者トラブ
ルに対して助言等を行い、消費
者被害の回復と未然防止を図り
ます。

消費生活相談員が、消費者から
の苦情等に対して専門的知見に
基づいて、適切かつ迅速に苦情
の処理の斡旋や助言等をして問
題解決を図ります。また、区内施
設及び区内教育機関に出向き
消費生活相談と共に啓発活動を
行うことにより、消費者被害の未
然防止・被害拡大を防ぎます。

①平成27年度の相談件数は
1,653件で前年度より5件の増と
なりました。問題解決のために斡
旋や調整をした回数は4,667回
（相談１件につき平均2.8回）でし
た。
②相談員の知識向上を目的とし
た弁護士相談と専門家相談を引
き続き実施し、相談業務に迅
速、かつ的確に活用することが
できました。
③｢とびだせ！消費者きょういく｣
は区有施設である文京アカデ
ミーや地下２階にぎわい化計画
の会場でもある区民ひろばに
て、マルチビジョンを活用しなが
ら幅広い区民を対象に周知・啓
発を行いました。
また、民間事業者会場を利用し
て、新入社員に向けても実施す
ることができました。

複雑・長期化する相談に適切に
対応するため、各種研修会の受
講、弁護士や専門家への相談を
今後も継続し、相談員の能力向
上に引き続き取り組みます。
被害に遭いやすいといわれる高
齢者や若者だけではなく、様々
な年齢層にも消費者教育を受け
る機会を設けるため、様々な場
所で「とびだせ！消費者きょうい
く」を展開して消費者被害の未
然防止に役立てることが必要と
考えます。

B - 現状維持

能力の高い消費生活相談員
を育成すると共に、消費生活
センターの周知と消費者被
害の未然防止・拡大防止の
ための相談体制を整えま
す。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

157 大学連携の推進
文京区アカデミー
推進計画

区内に多くの大学が存在すると
いう特徴を活かし、区と区内大学
が様々な分野において相互に
連携・協力することにより、文京
区の魅力を高めていきます。

区内大学の連携担当者会議や
学長懇談会など、区と大学との
連携を進めていく会議体等を、
これまでに引き続き設けていきま
す。また、大学連携推進検討会
を設置し、より具体的な連携のあ
り方を検討して行きます。

区と区内大学・短期大学及び大
学間の連携等を一層進めていく
ために、各大学事務担当者が出
席する「地域連携担当者会議」
を７月と12月の２回実施し、大学
連携について意見交換・情報共
有を行いました。また、連携の方
向性を検討するため、「大学連
携検討会」を５月に開催しまし
た。１月には、「区内大学学長懇
談会」で大学と区の意見を相互
に交わしました。

地域連携や地域貢献及び国際
理解を進めていくために、各大
学と区及び大学間で共通イメー
ジを持つことが必要です。
大学連携検討会においては、
「留学生」と「防災」にテーマを絞
り、取り組むことが確認されまし
た。今後は、地域連携担当者会
議や区内大学学長懇談会等の
意見交換を充実させていきま
す。

B - 現状維持

区と区内大学、大学相互間
の連携を推進するために会
議の運営や情報提供を行い
ます。

158
生涯学習一日体
験フェア

文京区アカデミー
推進計画

生涯学習の機会について区民
に幅広く情報提供するとともに、
サークル活動発表等「学び」の
成果を発表する場を提供し、区
民の生涯学習活動への参加を
支援します。

文京アカデミア講座の企画協力
団体等が一堂に集い、講座の内
容紹介、学習相談、学習情報の
提供及びサークル活動の成果
発表の場となる生涯学習一日体
験フェアを実施します。

（公財）文京アカデミーの自主事
業「地域アカデミーまつり」と一体
化して実施したため、参加大学・
団体は128団体、来場者数は
2,129人と大幅に増えました。来
場者アンケートの結果も良好で
した。

これまでと同様に、区民に生涯
学習の機会について周知すると
ともに、開催日数や回数につい
て来場者や参加者の意見も踏ま
えて検討する必要があります。

A - 改善・見直し

（公財）文京アカデミーの自
主事業と一体化させた事業
として、来場者や参加者の意
見を踏まえて検討していきま
す。

159
生涯学習支援者
の育成及び活動
機会の提供

文京区アカデミー
推進計画

地域の生涯学習のリーダーとな
る「文の京生涯学習司」、地域文
化事業に貢献する「文の京地域
文化インタープリター」、アカデミ
ア講座の運営を支援する「文京
アカデミアサポーター」など、生
涯学習支援者の育成やスキル
アップを図るとともに、活動機会
の提供・充実を図ります。

生涯学習支援者を育成する講
座や育成した人材が一層のスキ
ルアップを図ることができる講座
を実施します。
また、生涯学習支援者が連携を
深め、活動できる機会を設けま
す。

インタープリターは、新規認定25
人を加えて認定者は累計108人
に、サポーターは新規登録15人
を加えて登録者は累計184人と
なりました。その他、生涯学習支
援者スキルアップ講座では新ア
カデミー推進計画の概要説明な
ど８講座を開催しました。
また、特別公開講座や映画上映
会などでは、生涯学習支援者が
企画や運営を行いました。

生涯学習司やインタープリター
等の生涯学習支援者について、
引き続き若年世代の開拓を図る
とともに、スキルアップを図る機
会や活動機会の提供を行ってい
く必要があります。特にインター
プリターについては、新規認定
者と既認定者との連携や活動機
会の提供・充実に努める必要が
あります。

B - 現状維持
平成28年度は生涯学習司養
成講座を実施します。
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達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

160
大学・企業等との
協働の推進

文京区アカデミー
推進計画

大学、企業及び団体と連携した
事業を展開し、区民ニーズに
合った生涯学習の機会を提供し
ます。

大学の学習環境や高度かつ専
門的な知的財産を活用するた
め、大学プロデュース特別公開
講座（大学学長講演会）を実施
します。
また、企業や団体の社会貢献事
業を積極的に誘致し、メセナ講
座・講演会を実施します。

大学プロデュース特別公開講座
を２回開催しました。また、メセナ
講演会は、協力先企業等との調
整の結果、開催回数は１回となり
ました。
講座受講者に対するアンケート
の結果においても、満足度は平
均75％に達することができ、好評
でした。

メセナ講演会の協力先企業等に
ついて、引き続き新たな開拓に
努める必要があります。

B - 現状維持

引き続き、大学との連携強化
に努めます。また、企業・団
体等については新たな協力
先の開拓に努めていきま
す。

161
文京アカデミア講
座（生涯学習講
座）

文京区アカデミー
推進計画

区民ニーズに合った生涯学習の
機会を提供するとともに、いつで
も、どこでも、誰でも学習できる機
会の充実を目指し、区民の生涯
学習活動への参加を支援しま
す。

地域、文学、歴史・社会、芸術、
くらし、語学、健康・スポーツなど
バラエティに富んだ内容の講座
を提供するとともに、大学等各種
提案主体の特長を活かし、受講
者の満足を得られる講座を提供
します。また、資格取得キャリア
アップ講座やｅ－ラーニング講座
など、多彩なメニューを提供しま
す。

区内大学との連携及び生涯学
習支援者から多数の講座提案
が寄せられたことから、これらの
講座が計画数を上回ることがで
き、その分、民間教育機関実施
講座の実施数を抑え、講座全体
としては計画数を達成することが
できました。
受講者アンケートでは、ほとんど
の講座で80％を超える満足度が
得られました。

区民ニーズを踏まえ、あらゆる世
代の需要に応じることのできる講
座を継続して実施していくため
に、区内大学や生涯学習支援
者との連携に努め、幅広く講座
企画を行っていく必要がありま
す。

B - 拡充

東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会の開催を踏
まえ、外国人おもてなし英会
話講座を実施します。

162
インターネット施設
予約システムの更
新

文京区アカデミー
推進計画

施設利用者に対して更に利便
性・操作性に優れたサービスを
提供するとともに、システムの処
理機能を見直すことで施設管理
者の事務処理の一層の効率化
を図ります。

施設予約システムに対する、利
用者・施設管理者の双方の要望
を把握し、それらを適切に反映
できるよう更新を行います。

RFIの実施等により検討した結
果、現行ソフトを継続使用するこ
ととし、今後の施設追加に備えた
利用者種別の上限拡大を始めと
した、各種機能の改修事項の整
理に努めました。

ソフトの更新（機能改修）に併せ
て機器類の更新についても、利
用者のシステム利用に支障を来
すことなく、安全にデータ移行を
行えるよう、進行管理をしていく
必要があります。

- A 拡充
ソフトの更新及びハードの入
替えを実施します。
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164
生涯学習情報の
一元化及び相談
拠点の整備

文京区アカデミー
推進計画

区民がいつでも、どこでも生涯学
習に参加できるように、様々な主
体が実施している生涯学習事業
の情報を一元化するとともに、気
軽に相談できる窓口などの情報
拠点を整え、一人ひとりの知識
や意欲に応じた「学び」との出会
いを支援します。

区ホームページと指定管理者、
大学等と関連情報の相互リンク
等を推進し、情報のネットワーク
化を図るとともに、相談拠点を設
けます。
また、情報紙の発行に対する補
助や、ホームページ、パンフレッ
トによる情報提供を行います。

生涯学習活動について広く区民
への周知を図るため、情報誌（ス
クエア）の配布、ホームページや
区報等の広報紙面等に工夫を
凝らし、引き続き情報提供に努
めました。
また、生涯学習フェアにおいて
学習相談コーナーを設けてPRを
行うなど、区民の生涯学習活動
に対する支援を行いました。

生涯学習活動について、区民に
対する一層の情報提供に努める
必要があります。
なお、様々な区民ニーズにきめ
細やかに対応するため、生涯学
習相談窓口を充実させていく必
要があります。

B - 拡充

情報誌（スクエア）の音声化
対応を開始します。また、
様々な区民ニーズに対応す
るため、生涯学習相談窓口
を平成28年６月から開始し、
より充実した情報提供に努
めます。

165
図書館におけるＩＣ
Ｔサービスの拡大

　利用者がインターネットを利用
してホームページから図書館資
料の検索・予約等を円滑に行う
ことができるよう、また、図書館職
員が図書館システムを活用し業
務の効率化を実現できるようシス
テムを適切に運用・管理する事
により、利用者サービスの向上
等を図ります。

　平成27年度の図書館システム
のリース期間満了に伴い、ス
マートフォンやタブレットなどの新
しい端末やユーザインタフェース
に対応した、利便性の高いシス
テムにバージョンアップを行いま
す。

図書館システムの更新により、図
書館ホームページのログイン保
持機能追加、返却日お知らせ
メールサービスの追加、スマート
フォン専用ページ開設など、操
作性・利便性を高めました。ま
た、点字・録音図書の検索用
ページを開設し、視覚に障害を
お持ちの方や通常の図書の利
用が困難な方が利用しやすい環
境を整えました。

　ホームページについてハード
面での改善が図られたので、今
後は、利用者にホームページ内
の情報を迅速かつ効果的に提
供できるよう、コンテンツ内容を
整備充実する必要があります。
　また、誰もが、どこでも、幅広く
情報を入手できるよう、公衆無線
wifiの設置等インターネット環境
を整備する必要があります。

A - 改善・見直し

図書館ホームページの整備
充実、また、公衆無線
LAN(Wi-Fi)等インターネット
環境を整備していきます。

166
文京区立図書館
のサービス向上

 多様なニーズに応えて、真砂中
央図書館の中央館機能の充実
を含む区立図書館のサービスの
向上を図ります。

 平成26年５月に出された「文京
区立図書館サービス向上検討
委員会報告書」を踏まえ、真砂
中央図書館の改修工事を含む
図書館サービス向上となる事業
を進めます。

・区民ニーズに沿った中央館機
能充実を図るために、真砂中央
図書館の改修工事を実施し、ほ
ぼ計画通りに進みました。また、
再開館に向けて請負業者等と連
絡を密にして進めています。
・向丘地域活動センターにおい
て、予約資料の貸出返却の取次
業務を開始しました。
・学校支援の人的支援として、区
立図書館から司書の派遣を、区
立小中学校全校に実施しまし
た。その結果、児童の調べ学習
等への支援、蔵書の整理等読書
環境の整備が進みました。

「文京区立図書館サービス向上
検討委員会報告書」に基づき、
区民へのスムーズな資料提供に
結び付く仕組みづくりのため、区
民優先制度を導入する必要があ
ります。

A - 改善・見直し

真砂中央図書館を再開館
し、区民ニーズに沿った、更
なる区立図書館のサービス
向上に努めます。
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達成度
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167
区制７０周年記念
事業「文京区史」
の発行

平成29年３月に区制施行70周
年を迎えるにあたり、文京区誕
生から今日に至るまでの歴史を
後世に記録するとともに、70年の
歩みを振りかえり、将来に向けた
本区のさらなる発展の指針としま
す。また、区民の郷土に対する
関心と愛着を深め、今後の魅力
あるまちづくりに資することを目
的として新たな『文京区史』を刊
行します。

平成29年度の文京区史の発行
にむけて、編さん作業を進めて
いきます。本年度は、区史本編
及び写真集ともに目次構成とそ
の内容について具体化を図り、
執筆作業に着手します。誰もが
手に取りたくなる親しみやすい
区史とするため今後も検討を重
ねていきます。

区史本編の執筆に関して執筆
者が現職の職員に対しヒアリン
グを実施しました。また、元区
長、元助役に対するヒアリングも
実施し、様々なお話を伺うことが
できました。写真資料の収集は、
広報活動に努めるとともに積極
的な声掛けを実践するなどして、
昨年度の実績を大幅に超える約
６倍の写真資料607点を収集し
ました。

写真資料の素材は大分集まりま
したが、明治、大正期及び昭和
初期のものが不足しており、既
に書籍等で公開されているもの
ではなく新たな資料の発掘のた
め、地域の協力を得ながら探索
を粘り強く行う必要があります。

- A 拡充

具体的な写真資料の収集
と、資料提供に関し権利関
係の確認を徹底します。29
年3月に区史写真集の発行
を記念して講演会及び上映
会、パネル写真展を開催しま
す。

168
文の京ゆかりの文
化人顕彰事業

平成24年度は森鷗外生誕150年
記念事業、平成25年度は徳川
慶喜没後100年記念事業を実施
し、顕彰を行いました。それらを
契機として、文京区に足跡を残
した様々な分野の代表的文化人
を顕彰し、本区の多様な文化的
資源の継承、発掘及び情報発
信を進めます。

顕彰の対象は、その年度が記念
の年（生誕、没後等）にあたる文
化人を中心に行います。文化資
源担当室においては、朗読コン
テスト、歴史講座（講演会）、史
跡めぐり等の事業を企画、開催
します。また鷗外記念館のミニ展
示、文化事業係における企画
展、観光担当が行う施設整備等
とも連携して顕彰事業を行いま
す。

朗読コンテストでは、森鷗外・樋
口一葉の作品を課題とし、跡見
学園女子大学との連携事業とし
て実施しました。没後50年を迎
える作家・谷崎潤一郎について
は歴史講座、新収蔵資料による
ミニ展示を行いました。鷗外記念
館では木下杢太郎の展示を行
いました。これらの事業や谷崎
潤一郎の紹介・資料を掲載した
リーフレットを作成・配布しまし
た。

引き続き、記念の年を迎える文
化人を中心に顕彰事業を企画し
ます。また、文化資源担当室の
みならず、文化事業係、観光担
当の他係や、指定管理者である
森鷗外記念館、（公財）文京アカ
デミー、更には大学や歴史館友
の会とも連携して、魅力ある事業
を実施していきます。

B - 現状維持

平成28年度は宮沢賢治、高
村光太郎を中心に、朗読コ
ンテスト、歴史講演会、史跡
めぐり、リーフレット発行、パ
ネル展示等の事業を行いま
す。

169
文化財行政の推
進

区民の文化財についての関心
を高め、郷土愛を醸成するた
め、区指定文化財の指定と周知
及び埋蔵文化財の有効活用を
図っていきます。

①文京区文化財保護審議会を
開催し、区指定文化財の指定を
推進するとともに、区報等にて広
く周知します。
②遺跡見学会や子ども考古学教
室を開催し、埋蔵文化財につい
て学び、体験する機会を提供し
ます。また、発掘調査で出土され
た遺物等を区施設で展示し、埋
蔵文化財を身近に感じられるよう
な場を提供します。

　区指定文化財を１件指定し、合
計で82件となりました。さらに、切
支丹屋敷で出土した人骨が、シ
ドッティ神父の可能性が高いとの
発見がありました。
　子ども考古学教室は、夏季に1
回開催したほか、小石川植物園
にて遺跡見学会を実施し、幅広
い方に埋蔵文化財について学
び、体験する機会が提供できま
した。

小日向の切支丹屋敷跡で出土
した人骨の取り扱いについて、
今後関係機関と協議していく必
要があります。また、それをきっ
かけとして、より広く本区の埋蔵
文化財に親しむことができるよ
う、環境整備を進めていく必要が
あります。

A - 改善・見直し

区指定文化財の指定や子ど
も考古学教室を軸に、区施
設での埋蔵文化財の展示
等、文化財の周知・活用を展
開していきます。
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達成度
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170 アウトリーチ事業
文京区アカデミー
推進計画

身近な施設で優れた芸術文化
に直接触れ、参加する機会を提
供することにより、区民の芸術文
化に対する理解や関心を深めま
す。

小・中学校や地域の文化施設な
ど、身近な施設に演奏家等が出
向き、ミニコンサートを開催しま
す。また、コンサートの中で参加
者が演奏に参加し、芸術文化に
触れる機会を設けます。

平成27年度は、アウトリーチ事業
として、東京フィル及びシエナに
よる「出前コンサート」を区立小
中学校４校にて実施し、1,210人
に鑑賞いただきました。
また、ミューズネット施設２か所で
コンサートを実施し、141人に鑑
賞いただきました。

これまで小・中学校などを中心に
事業を実施してきましたが、今後
は区内の大学・専門学校等と協
働し、区民のだれもがより気軽に
音楽等に触れることができる機
会を創出する必要があります。

A - 拡充

従来のアウトリーチ事業に加
え、区内大学や専門学校と
協働して「出前コンサート」等
を実施します。

171
シビックホールで
の文化芸術振興
事業

文京区アカデミー
推進計画

優れた芸術鑑賞事業や区民参
加型の事業を実施することによ
り、区民が文化芸術に触れ、体
験できる場を提供します。また、
事業を通じて芸術文化の振興を
図ります。

事業協定を結ぶ芸術団体による
芸術鑑賞事業や区民参加型事
業をシビックホールにおいて実
施します。

東京フィルによる公演を３回、ま
た、シエナによる公演を１回実施
し、来場者は延べ6,598人でし
た。（大ホール）
東京フィルとシエナによる子ども
向けコンサートを２事業４回実施
し、来場者は延べ1,022人でし
た。（小ホール）
区民参加オペラは118人が受講
し、卒業公演の来場者は1,345
人でした。（大ホール）

平成27年度は、大ホール開館15
周年を記念し、例年と比較し内
容を充実させ、かつ低廉なチ
ケット価格で事業を実施したた
め、より多くの満足を得ることが
できました。今後も引き続き質の
高い事業を実施していく必要が
あります。

A - 現状維持

東京フィルによるクラシック公
演を３回、シエナによる吹奏
楽公演を１回、東京フィルと
シエナによる子ども向け公演
を計４回、区民参加オペラ及
び区民参加演劇を実施しま
す。

172
文化祭／各種発
表会／若手芸術
家支援

アカデミー推進計
画

受け継がれてきた伝統芸能を始
めとする多様な文化の次世代へ
の確実な継承と、後継者育成を
目的に各種発表の場を提供し、
区民の文化・芸術活動の支援
と、普及・発展を図ります。
併せて、若年層を中心とした新
たな文化発信を目指し、ジャン
ルを超えた交流等を積極的に図
ります。

現在の文化育成事業を適宜見
直しながら、継続的に実施すると
ともに、若年層をターゲットとした
企画から運営までも自らが実施
するイベントの開催を目指しま
す。

既存の事業においても新たな分
野からの参加を募ることで、若年
層参加者の裾野拡大と、ジャン
ルを超えた交流が図られました。
同時に、大学サークル等への継
続的な情報発信により、若年層
参加者の定着の兆しも見えてき
ました。
また、各種事業のより一層の活
性化に向けた整備、見直しも行
いました。

今後は事業周知のみならず、文
化の担い手となる若年層の育成
にも注力し、新規参加者の増加
へとつなげていく必要がありま
す。
そのための施策として、また、東
京五輪開催を見据えた文化プロ
グラムの一環として、伝統文化の
継承普及のための啓発事業の
具体化、実施を目指していきま
す。

A - 拡充

各団体の自主的な運営を促
進するとともに、区内大学を
始め地域と連携することで、
人材の発掘や新たな企画の
発案、潜在的な参画希望者
の確保に努めます。
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173
スポーツ交流ひろ
ば（スポーツ開放）
事業の充実

区民が身近な場所で気軽にス
ポーツを楽しめる場所を提供す
るため、区立小・中学校の施設
を利用して行っているスポーツ
交流ひろば事業を充実させま
す。

新しい競技の実施や事業の運
営内容の見直しを行い、区民の
誰もが、いつでも気軽に参加で
きる環境づくりを進めていきま
す。
区、指導員（運営委員会）と学校
の三者間の連携を強化する中
で、実技指導の内容充実や利用
者の安全確保に努めるなど、必
要な体制づくりを整えていきま
す。

平成27年度は、区立小・中学校
18校（直営校8校、自主運営校
10校）でスポーツ交流ひろば事
業を実施しました。実施種目は
昨年同様10種ですが、学校施設
の快適化工事による休止が相次
ぎ、延べ開催日数1,412日、延べ
利用者数は29,734人となりまし
た。また、特別イベントとして、V
リーグに所属するチームより講師
を招へいし、バレーボール教室
を開催し、大人から幼児まで24
人の参加がありました。
夏季休業期間を利用しての学校
プール一般開放を実施し、開放
日数は延べ14日、利用人数は
延べ1,358人となり、前年度を
100人以上上回りました。また、
学校プール団体開放は、5団体
が実施し、延べ953人が参加しま
した。

スポーツ交流ひろば特別イベン
トを年２回２種目のペースで実施
できるよう検討します。
学校プールの一般開放につい
ては、実施場所の変更を含めて
実施方法の検討を行います。

B - 改善・見直し

スポーツ交流ひろば事業の
更なる普及・啓発を目指すと
ともに、平成27年度に行った
ような特別イベント実施や新
種目の導入等、満足度を高
める事業展開に努めます。

174
スポーツ団体等協
働事業の推進

区内に拠点を置く日本サッカー
協会や読売巨人軍等のスポーツ
団体やスポーツ企業、大学等の
スポーツ関係団体等と協働し、
区民にスポーツの魅力を伝え、
スポーツへの関心を高めるととも
に多様なスポーツを行う機会を
提供していきます。

・相互協力協定を締結している
団体と、協力して事業を実施しま
す。
・スポーツ企業や大学等がもつノ
ウハウやネットワークなどを既存
の事業に反映させます。

平成27年度は、読売巨人軍×
文京区スペシャルイベント（観る・
する）、小学生ボール投げ＆走り
方教室（する・学ぶ）、ジュニア
サッカー教室（する・学ぶ）、東大
ア式蹴球部交流事業（学ぶ）、フ
ライングディスク教室・アルティ
メット大会（する）事業を実施しま
した。また、他事業のスポーツ団
体等の協働事業として、順天堂
大学との文京ジュニア・アスリー
ト・アカデミー公開講座（学ぶ）や
トヨタ自動車のプロバスケット
チームによる指導（する・学ぶ）、
地域スポーツ団体とのスポーツ
教室（する）事業を実施しまし
た。

引き続き、教育関係機関等との
連携・協力体制を整備し、大学
や地元クラブチームとの事業を
検討していきます。
また、新たなスポーツ団体等との
事業推進に取り組む必要があり
ます。

B - 拡充
スポーツ団体等との連絡・調
整を強化し、多様な事業を
実施します。
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175
スポーツセンター
の改修

昭和６１年１０月の開設以来、お
よそ３０年経過し、施設や設備の
老朽化が進行しているスポーツ
センターを、安全で快適にス
ポーツを行える施設へと創り変え
ていきます。

時間の経過により老朽化の進行
した施設の改修、耐用年数を過
ぎた設備の更新と合わせて、施
設全体のバリアフリー化、地球温
暖化対策や省エネルギー対策
等へ対応した施設とするため、
全面的なリニューアル（改修）工
事を実施します。なお、改修にあ
たっては、平成２６年度中にその
概要を整理し、平成２７年度から
３年程度の期間をかけて行いま
す。

文京区体育協会、文京区スポー
ツ推進委員会の各団体や東京
都障害者スポーツ協会の代表者
及び区職員を構成員とする文京
スポーツセンター改修検討会を
開催し、「文京スポーツセンター
改修方針」を取りまとめました。
本方針に基づき、改修実施設計
のプロポーザルを実施し、設計
事業者を選定しました。

実施設計に当たっては、改修方
針に基づき、ニーズを踏まえた
具体的な設計を行っていく必要
があります。また、改修工事期間
中の休館に当たっては、施設利
用者ヘの周知を丁寧に行ってい
くとともに、区民大会等における
代替施設の調整について、検討
していく必要があります。

- A 拡充

平成２７年度冬～２８年度秋
実施設計
平成２８年度冬～３０年度春
改修工事実施

176
スポーツ指導者の
育成と活用

文京区アカデミー
推進計画

スポーツ推進委員・スポーツリー
ダー及び区内スポーツ団体の指
導者に対し、研修会や講習会を
実施し、専門技術や指導力の強
化を図っていきます。
区内のスポーツクラブ、地域住
民のスポーツ団体等に技術向上
のための支援を行い、地域ス
ポーツの振興を図ります。

スポーツ指導者の資質向上のた
め、専門技術・メンタルトレーニ
ング・指導方法・安全管理等の
講習会を開催します。
スポーツ団体等に実技指導員
（スポーツ推進委員またはスポー
ツリーダー）を派遣します。

指導者講習会は、地域のスポー
ツ指導者自らが、障害がある人
もない人も、誰もが安全に参加
できるイベントを企画できるよう、
安全指導・事故管理について学
びました。また、準備運動・整理
体操に関する講習会を２回行
い、効果的な準備運動の方法に
ついて学びました。
また、スポーツ指導者地域派遣
事業については、引き続き広報
活動をした結果、述べ29団体（8
種目）からの申請がありました。
スポーツ推進委員58単位、ス
ポーツリーダー41単位の計99単
位の派遣依頼がありました。

安全指導・事故管理に関する救
急救命講習については、指導者
の増に鑑み、定期的な実施が必
要と考えます。
昨年度から、スポーツリーダーの
派遣が減少していますが、これ
はリーダーとの日程調整できな
かったことや、１回当たりの派遣
人数が減少したことによります。
今後は、新たなスポーツ団体の
利用を促進するための周知を拡
大することや、日程調整を更に
柔軟に行うなど、派遣できるよう
運営面の充実を図っていきま
す。

B - 改善・見直し

指導者講習は、定期的な救
急救命講習の実施を検討し
ていきます。
指導者派遣のPTAや地域ス
ポーツ団体等へ、積極的な
周知を行っていきます。

177
2020年東京オリン
ピック・パラリンピッ
クの推進

2020年の東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会が決定したこ
とから、区民のスポーツへの関心
がより高まっています。こうした状
況を踏まえ、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の開
催に向けた準備等を行う庁内組
織を設置し、気運醸成事業を推
進するとともに、様々な整備を進
めていきます。

・推進本部及び幹事会を開催
し、庁内の横断的な対応により、
取組体系を整備します。
・庁内組織以外に町会等の関係
団体を含めた実行委員会等の
新たな組織を設置し、行政と区
民等が一丸となって取り組む体
制を整えます。
・オリンピック・パラリンピック推進
事業を実施し、地域全体の気運
を醸成します。

平成27年度は、ジュニアアスリー
ト育成事業を28回実施しました。
また、障害者スポーツとしてブラ
インドサッカー事業を実施し、パ
ラリンピックへの理解促進への機
会としました。気運醸成として
は、キックオフイベントでの文化
プログラム、スポーツの面では
ジュニア交流サッカー大会や
2015FIFA女子ワールドカップカ
ナダ・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸビューイングを実
施し、オリンピック・パラリンピック
ムーブメントを推進しました。

競技会場や練習会場の選定状
況を踏まえ、東京都や大会組織
委員会との連絡調整を図りなが
ら、文化、観光、スポーツなど多
角的な気運醸成の取組を全庁
的に進めていく必要があります。
また、大会への区民参画を図る
ための体制づくりの必要がありま
す。

B - 拡充

東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会のレガシー
を意識した事業展開としてい
きます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

178
観光リーフレットの
作成

文京区アカデミー
推進計画

文京区の様々な観光資源等を
紹介するリーフレットを作成して
無償配布し、一般観光客の区へ
の誘致を図ります。

区内観光施設及び名所・旧跡等
観光資源を紹介する観光リーフ
レット及び食に関するリーフレット
を、文京区観光協会に補助金を
交付して作成し、本区の魅力を
紹介するとともに、文京区観光イ
ンフォメーション、シビックセン
ター展望ラウンジ、東京都観光
情報センター及び花の五大まつ
り等の会場等で配布し、観光客
の誘致を図ります。

食の文京ブランド100選の改選
を行い、「おいしゅうございまっ
ぷ」を改訂しました。英語版・簡
体字版の改訂では、外国人の利
便性を考慮して、新たにクレジッ
トカード対応の可否と英語メ
ニュー有無の表記を加えました。
在庫状況を勘案し、作成部数は
当初計画を下回りましたが、「お
さんぽくん」「おいしゅうござい
まっぷ」を合わせた配布部数は
前年度比約4割増となりました。

外国人観光客の増加に対応す
るため、外国人が手に取りやす
い配布先の検討を含め、効果的
な配布先を精査しながら広げて
いくことが必要です。平成28年
度予定をしている観光協会ホー
ムページのリニューアルと合わ
せ、リーフレット情報のWeb・携帯
端末での発信方法を検討し、実
施することが課題となります。

C - 縮小

「おいしゅうございまっぷ」の
改訂に続き、「おさんぽくん」
の内容を見直し、より区の魅
力が伝わるリーフレットの作
成を目指します。

179
フィルムコミッション
による観光振興

文京区アカデミー
推進計画

映像制作者を積極的に誘致し、
ロケーション撮影を行うことを通
じて、メディアを活用した区の情
報発信を行うとともに、ロケ地見
学など観光振興による地域の活
性化を図ります。

ホームページやフェイスブック、
ツイッターによる情報提供等によ
り、映画、テレビドラマ、ＣＭ等の
映像制作者を積極的に誘致し、
ロケーション撮影支援を行うこと
を通じて、区の情報発信を行い
ます。

映像制作者からの問合せは年
間約140件、うち21件に撮影協
力を行いました。観光担当が推
進するまちあるき関連の番組に
多数協力でき、本区の様々な魅
力の発信につなげることができま
した。また、一般用エレベーター
を単独使用する等規模の大きな
撮影協力案件もあり、受入可能
な案件の幅を広げることもできま
した。

撮影協力の件数増に伴う業務の
増加への対応が必要です。特
に、長時間の立会いに係る拘束
時間が課題となります。他業務と
の兼ね合いも勘案しながら、本
区の観光振興につながるような
案件に的を絞った協力がより一
層求められます。

A - 改善・見直し

区内ロケ撮影候補地に関す
る情報提供を行うとともに、
映像制作者からの様々な問
合せに対応します。区有施
設等における撮影に関する
取扱要綱を根拠に適切に審
査、承認し、使用料の徴収を
行います。今後は撮影立会
手法についても検討し、改
善を図ります。

180
観光インフォメー
ションの運営

文京区アカデミー
推進計画

まちあるきを行う来訪者に対し
て、旬の情報を迅速・適切に提
供するため、観光インフォメー
ションを運営します。

観光インフォメーションにおい
て、お客さまのニーズに的確に
応える情報提供を行う。またシ
ビックセンター展望ラウンジに映
像設備を設置するなどし、まちあ
るきを行う来訪者が立ち寄る可
能性がある区内の観光拠点を充
実させ、情報発信機能を強化し
ていきます。

観光インフォメーションを８月にリ
ニューアルオープンしました。約
４か月間の地下２階臨時事務室
での営業期間は来場者数・相談
件数ともに減少しましたが、リ
ニューアル後は接客スペースが
拡張し、より過ごしやすい空間に
なったことで、年間では数値目標
を達成することができました。シ
ビックセンター展望ラウンジに外
国人観光客が多く訪れることを
受け、多言語版のリーフレットを
重点的に掲出するなど来所者の
ニーズに応える工夫を行いまし
た。

外国人観光客の来所人数が引
き続き増加傾向にあり、多言語
での観光情報発信が課題となっ
ています。特に外国人観光客の
多い展望ラウンジで効果的な情
報発信を行うよう、情報を精査
し、区内観光の促進につなげる
必要があります。また、相談件数
の増加に対応するため、ホーム
ページを活用した情報発信の強
化が課題となります。

A - 改善・見直し

展望ラウンジでのアンケート
調査や観光インフォメーショ
ンの利用実績等から、観光
客の傾向・ニーズ及び区内
観光の実態を把握すること
で、情報発信の内容・手段を
検討します。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
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181
観光ガイド事業の
充実

アカデミー推進計
画

来訪者を温かく迎え、本区を印
象付ける魅力の一つとして、区
民のおもてなしの心を醸成しま
す。

区民を中心に観光ガイドを募集
し、ガイド技術を十分に育成した
後に、事前・当日の募集や来訪
者の依頼により、区内観光スポッ
ト等を案内する事業を実施しま
す。

第３期養成講座により認定され
たガイドが活動を開始しました。
年間8回のガイド研修を行ったこ
とが、ガイドの育成につながりま
した。7月には石川啄木終焉の
地歌碑・顕彰室の公開を記念
し、石川啄木ゆかりの地を巡る新
規ツアーを実施しました。申込者
の希望に応じたオーダーコース
も実施し、多様なニーズに応えま
した。

参加者の幅広いニーズに応える
ため、今後も増加が予想される
オーダーコースの受入態勢を確
立する必要があります。同時に、
現在8コースある定例コースを増
加させ、区の観光資源の魅力を
更に発信していくことが求められ
ています。また、ガイド事業の区
外へのＰＲを積極的に実施し、
区外からの参加者を増加させる
ことも課題となっています。

A - 拡充

区報などで事前募集する「文
の京ガイドツアー」新規コー
スを開発し、定例コース化を
目指します。研修を充実させ
ることで、平成27年度にガイ
ドとして認定した３期生を始
めとする個々のガイドスキル
を向上させます。

182
文の京の観光促
進タウンガイドミー
ティング

アカデミー推進計
画

多様な個人及び団体が自由な
意見・アイディアを提案、議論し
て、東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会も見据えながら
観光客のニーズ把握や誘致施
策の課題等を明らかにし、新た
な発想のもとで観光まちづくりを
推進します。

観光の専門家である学識経験者
や、大学、旅行業者、観光・商
業・交通関係団体等による会議
体を設置し、区内の観光資源の
活用と魅力発信、おもてなしの
心の醸成と環境整備、観光を通
じた地域や産業の活性化の推
進、効果的な観光施策のための
各主体の連携手法等について
議論します。

会議での議論を生かし、着地型
観光施策として「文の京」プレミ
アム付宿泊プラン事業に、また
文化資源と若者・学生の視点を
取り入れた施策として、新江戸川
公園周辺の魅力創出事業につ
なげることができました。さらに、
会議を通じて各主体がつなが
り、今後様々な場面での意見交
換や連携が可能となる緊密な
ネットワーク構築ができました。

２年間の議論でいただいた意見
を、今後の区の観光振興に生か
すことが必要です。オリンピック・
パラリンピックに向けた観光施策
の立案も視野に入れながら、本
事業によって得られた連携体制
を更に強固なものとし、地域一体
となっての観光振興を進めてい
きます。

C - 終了確定

183
文京花の五大まつ
り等の支援

文京区アカデミー
推進計画

地域の町会・商店会等で組織す
る各実行委員会が行う「文京花
の五大まつり」（さくら、つつじ、
あじさい、菊、梅）及び「文京朝
顔・ほおずき市」「根津・千駄木
下町まつり」の宣伝・広告及び実
施に要する経費の一部を助成す
ることを通じて、地域の発展と活
性化及び観光客の誘致を図りま
す。

各まつりの宣伝・広告及び実施
経費の一部を、町会や商店会等
を中心に組織された実行委員会
に助成します。

文京さくらまつりでは、開催地域
ゆかりの文人である石川啄木に
関する展示、朝顔・ほおずき市
では広範な会場を一部周遊する
シャトルバスの運行など様々な
魅力ある展開がなされ、地域の
魅力を発信することができまし
た。

引き続き、広範囲かつ効果的な
観光客誘致のための情報発信
を行っていきます。さらに、外国
人向けＰＲも拡充する必要がある
中で、今後は特にまつりへ実際
に訪れる外国人観光客への対
応や案内等の充実も課題です。

A - 現状維持

観光客の誘致と地域の活性
化につながるよう､引き続き、
花の五大まつり、朝顔･ほお
ずき市､下町まつりの各実行
委員会に運営経費の一部を
助成して実施していきます。
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184
国際理解推進事
業

文京区アカデミー
推進計画

多くの区民が外国と触れ合う機
会や経験を持つ今日、区民が国
際理解を深め、国際社会の一員
として、世界に目を向け、外国人
を受け入れる意識を共有をして
いきます。

区内の大学等で多くの留学生や
外国人研究者が学んでいる特性
を踏まえ、大学、事業者、国際交
流団体等と連絡し、様々なテー
マによる国際理解を進める講座
を開催します。

区内にある日中友好会館を会場
に、「中国の伝統的な楽器演奏
とお茶文化」と題して事業を実施
しました。身近にある日中の友好
関連拠点の一つである、日中友
好会館の存在感を高めるととも
に、素晴らしい音色と楽器紹介
に加え、本格的なお茶と点心で
中国文化に触れることができ、参
加者からも好評でした。

新たな「アカデミー推進計画」の
中で、本事業は指定管理者への
指定事業とし、大学や社会教育
団体との連携で多彩な講座とし
て推進していきます。

A - 改善・見直し

新たな「アカデミー推進計
画」の中で、本事業は指定
管理者への事業として委託
し、大学や社会教育団体と
の連携で多彩な講座として
推進していきます。

185
山村体験交流事
業協力

充実した山村体験交流事業が
実施できるよう協力することによ
り、区民が自然とのふれあいや
魚沼市民との交流を楽しめる場
を確保し、自主的交流への発展
及び山村体験宿泊施設の活用
を図ります。

山村体験宿泊施設の運営事業
者が実施する、区民を対象とし
た田植え・稲刈り・川遊び・雪遊
び等の山村体験交流事業を２６
年度は１６種計２０回実施し、区
はそれらの事業に協賛しました。
それを踏まえ、事業を広く周知
するためのチラシやポスターの
作成、区報やツイッター及びフェ
イスブックなどに情報を掲載し、
ホームページに利用者の声を掲
載するなど、様々なメディアを
使って積極的にＰＲしていきま
す。

平成27年度は、過去のアンケー
トなどの結果から、好評な事業は
残しながら、要望の多かった事
業を積極的に取り入れ、より区民
の声に応えるために努力しまし
た。また、交流事業以外にも長
岡の花火見学や、魚沼市観光
協会による「魚沼スキーバスツ
アー」など、今までやまびこ荘を
利用しなかった方にも参加して
いただけるよう、新たな取組を行
いました。実際に利用すること
で、施設の良さを理解してもら
い、繰り返し参加していただくと
ともに、口コミで評判が広がること
で、より多くの方に利用していた
だくことが期待できます。

平日の集客が課題であることは
他の宿泊施設と同様ですが、交
流事業を積極的に行うことで、平
日の利用が多い高齢者が安心
して利用できるよう、対応してい
きます。また、やまびこ荘単独で
はなく、魚沼市の事業にやまび
こ荘を利用することで、魚沼市観
光協会と連携して、より一層の交
流事業の発展を目指していく必
要があります。

A - 現状維持

区民に、田植えや稲刈り・川
遊びなどの山村体験の場と、
魚沼市民との交流の機会を
提供していきます。

186
協定締結都市等と
の文化交流事業

協定を締結している自治体と協
働し、平時における市民レベル
の文化交流の活性化を図るとと
もに、相互の地域振興を図りま
す。

各自治体の文化や特色ある伝
統芸能の紹介のほか、幅広い交
流により、自治体間における市
民レベルの文化的交流の活性
化と、パートナーシップの領域を
拡大します。

従前から実施している盛岡市、
島根県津和野町との事業に加
え、新たに熊本県、新潟県魚沼
市と、それぞれ協定に基づいた
文化関連事業を実施しました。
いずれも各地域の特色を生かし
た事業内容で、様々な地域の文
化に幅広く触れる機会を提供す
ることができ、より一層の文化交
流が広がりました。

上記自治体との交流事業の継
続的な実施による事業の定着化
及びパートナーシップの強化とと
もに、そのほかの協定締結自治
体についても、新たな文化交流
の機会を創出していく必要があ
ります。

A - 現状維持

文京区において、各自治体
の文化と魅力に触れられる
機会を設け、文化交流を通
じて相互間の地域活性化を
推進します。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

187 国内交流の推進

区民が国内の人々と交流を深め
る機会を提供することにより、文
京区が持つ、歴史、文化、観光、
経済等、様々な魅力を内外に発
信するとともに、交流自治体相互
の魅力を高め合うことを目指しま
す。

本区ゆかりの文人や歴史的なつ
ながり等を検証し、各種協定を
結ぶなど、友好関係にある自治
体と物産展での出店や相互訪
問、文化交流等、様々な事業や
施策の展開をを実施します。
また、友好関係にある自治体と
は、より一層相互ＰＲに努めるとと
もに、個人や団体の相互訪問、
文化事業交流等、これまで以上
に自治体相互交流の機会を深
めます。

①甲州市と相互協力に関する協
定書を締結しました。
②熊本県、熊本市、新宿区と4者
で、包括連携に関する覚書を締
結しました。
③津和野町町有林の一画に両
自治体の友好の証として「友好
の森」を設置しました。
④地域住民生活等緊急支援交
付金を活用し、全国13自治体に
よるイベント「国内交流フェスタin
Bunkyo」を開催しました。
⑤石岡市、八街市、魚沼市が実
施する区民向けツアーに際し、
周知等の協力を行いました。

①特別区全国連携プロジェクト
事業助成金を活用した事業を構
築・実施する必要があります。
②協定等を基に、協力・連携の
方法について相手方と協議しな
がら検討していく必要がありま
す。
③他の地域と協力ができる可能
性のある事業を把握するため、
全庁的な調査を実施する必要が
あります。

A - 拡充

特別区全国連携プロジェクト
事業助成金に係る事業につ
いて関係課と調整を行い、
具体的な実施に向けて進め
ていきます。

188
海外都市との交流
事業

姉妹都市カイザースラウテルン
市をはじめ、海外都市とのさまざ
まな交流を通して幅広く交流し、
区民の友好、相互理解を深めま
す。

姉妹都市カイザースラウテルン
市とホームステイ生徒交換事業
を中心とした各種交流事業の外
に、他の海外都市とも機会ととら
えて訪問団の派遣や受入れを
行い、交流を進めていきます。

イスタンブール市ベイオウル区と
の交流は順調に進み、友好都市
協定として実を結びました。
カイザースラウテルン市との交流
では、現市長が初来日し、交流
コンサートも盛況に実施されまし
た。
北京市とは昌平区に続いて、通
州区とも交流が始まり、訪問団の
受入や区長等の訪問を行いまし
た。

友好都市ベイオウル区とは、
JICA草の根技術協力から、区と
の交流をいかに広げていくかが
課題です。
カイザースラウテルン市について
は、30年近く交流が続いており、
今後新たな交流内容も検討して
いく必要があります。
北京市通州区とは区民の理解を
得ながら交流を広げていくことが
課題となります。

- A 拡充

交流相手先の状況や要望も
踏まえ、事業の内容を適切
にアレンジして、有意義な交
流事業になるよう努めていき
ます。

189
外国人参加型交
流事業

文京区アカデミー
推進計画

国内外の垣根を越えて、交流の
輪を育むことで、たくさんの人た
ちとふれあい、多種多様な文化
や考え方を尊重し、相互理解を
深めていきます。

外国人や留学生が、地域行事
やボランティアなど、区内で実施
されるさまざまな事業に参加でき
る機会を提供し、区民・外国人の
交流と相互理解を進める事業を
行います。

地域活動連携事業では、文京区
の伝統手刷り木版画の工房見学
を実施するなど、文京区らしい事
業を行いました。
国際交流フェスタでは、新たな団
体の参加や国際交流サロンを設
置し盛況でした。
英語観光ボランティアによるガイ
ドツアーは、平成26年度に育成
されたボランティアも積極的に活
動し、回数が増えました。

国際交流フェスタに多くの来場
者があり、手狭なブースもありま
した。会場の区割りを工夫してス
ムーズな運営を検討します。
東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会の開催を前に、
外国人観光客への対応を見据
え、英語観光ボランティアの新た
な活動の場を検討していく必要
があります。

A - 現状維持

地域の団体、大学、ボラン
ティア等と連携を密にして事
業を進めます。英語観光ボラ
ンティアの活動の場を多面
的に検討し、協議していきま
す。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

190
地区まちづくりの
推進

文京区都市マス
タープラン、根津
駅周辺地区まちづ
くり基本計画、後
楽二丁目地区まち
づくり整備指針

根津駅周辺地区では、まちづくり
基本計画に基づいたまちづくり
の実現に向けて、関係権利者の
合意形成を図りながら、まちづく
りの手法等を検討し、地域特性
を活かした「協働・協治」のまち
づくりを目指します。
その他まちづくりの機運がある地
域において、都市マスタープラン
の実現に向けた、区民主体のま
ちづくりの推進を図ります。

根津駅周辺地区では、計画実現
に向けて地区計画等の具体的
手法を検討するとともに、区民等
と協働したまちづくりの機運を醸
成します。
その他の地域では、住民の要望
に応じてまちづくりコンサルタント
の派遣等を行い、住民主体の地
域まちづくりを支援します。

根津一・二丁目地区では、説明
会やアンケート調査を実施しまし
た。また、継続してまちづくり協
議会を開催し、「根津一・二丁目
地区地区計画（案）」を作成しま
した。
その他の地区では、町会・協議
会等と協議を進め、まちづくりの
手法について検討を行いました
が、一部の地区では、予定のス
ケジュールに達しない地区もあり
ました。

根津一・二丁目地区では、地区
計画（案）の都市計画決定に向
けて、手続に漏れがないように
進める必要があります。
その他の地区では、地域住民の
声を集約し、地域主体のまちづ
くりを推進していく必要がありま
す。

- B 現状維持

根津駅周辺地区では、都市
計画決定に向け、地域の理
解や協力が得られるように努
めます。

191 再開発事業助成

文京区都市ﾏｽﾀｰ
ﾌﾟﾗﾝ、文京ｼﾋﾞｯｸ
ｾﾝﾀｰ周辺地区ま
ちづくり基本計
画、茗荷谷駅周辺
まちづくり基本計
画、後楽二丁目地
区まちづくり整備
指針

土地の細分化や老朽化した木
造住宅の密集による住環境の悪
化や、大震災等の災害時に被害
の増大が懸念される既成市街地
に対し、土地の合理的かつ健全
な高度利用と都市機能の更新を
図り、安全で快適なまちづくりを
推進します。

事業施行者に対し、広場空間の
確保と整備、災害時における一
時避難場所としての防災機能の
整備（防災倉庫・非常用トイレ）
を指導します。また、これらの施
設整備等に要する費用の補助を
行うとともに、都市再開発法令等
に基づき、適切に事業が遂行さ
れるように指導・助言を行い、市
街地再開発事業を推進します。

春日・後楽園駅前地区は、権利
変換計画認可を受けました。ま
た、解体・本体工事に着手し、目
標とした事業進捗は図れました。

都市計画決定時の方針の実現
と事業の円滑な推進のため、厳
格な進行管理が必要となります。
また、春日・後楽園駅前地区で
は、より一層の公益性等が求め
られています。

- A 現状維持

春日・後楽園駅前地区にお
ける都市計画決定時の方針
の実現に向けて、事業を推
進していきます。

192
景観まちづくりの
推進

文京区景観計画

区民、区及び事業者が協働し、
文京区景観計画に基づく文京
区の魅力を生かした個性豊かな
景観づくりを推進します。

景観づくり条例に基づく景観事
前協議及び景観法に基づく行
為の届出により、一定規模以上
の建築物、工作物、広告物など
に対し、色彩や形態意匠などが
周辺のまち並みに調和するよう
指導・誘導しています。
普及啓発事業としては、景観形
成に貢献している建物や地域活
動などを表彰する文の京都市景
観賞や、区民等に区内の特色あ
るまち並みを再発見してもらうた
めのまち並みウォッチングを実施
しています。

①文京区景観計画を改定し、小
石川植物園周辺を文化財庭園
等景観形成特別地区に指定し、
屋外広告物についての規制を
実施しました。②景観事前協議
の件数は190件でした。良好な
届出率は64％でしたが、前年度
より伸びており、事前協議でのき
め細かな指導・誘導により、着実
な成果を上げています。③普及
啓発事業は、まち並みウォッチン
グを本年度も2回実施し、そのう
ち1回は親子参加型として行いま
した。文の京都市景観賞はパネ
ル展示の回数を増やしPRに努
めたことにより、過去最多の応募
件数となりました。また、東京大
学教授を講師に迎え景観啓発
講演会を実施しました。

①文京区景観計画に基づき、景
観事前協議の良好な届出率の
向上を図ります。また、事業者に
対して本制度の周知徹底を図
り、景観形成への配慮を求めて
いきます。②普及啓発事業につ
いて、まち並みウォッチングを
ベースにしつつ、子ども向けの
啓発事業を企画するなど、新た
な試みを始めていきます。また、
継続している文の京都市景観賞
についても、PRに努め応募の拡
大を目指します。

B - 現状維持

文京区の今後の良好な景観
形成のために、小学生を対
象とした景観教育を引き続き
実施していきます。また、都
市景観賞などの普及啓発事
業を継続して実施していきま
す。
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193
文京区バリアフ
リー基本構想の策
定

高齢者、障害者等
の移動等の円滑
化の促進に関する
法律、文京区都市
マスタープラン

公共交通機関や特定の建築物・
道路等の事業者、管理者が連携
しながらソフト面・ハード面の面
的・一体的・継続的なバリアフ
リーを推進していくために、バリ
アフリー基本構想を策定します。

２７年度末までに文京区全域を
対象としたバリアフリー基本構想
を策定するため、２６年度は基本
構想の方向性を定めるとともに、
基礎調査等を行いました。２７年
度は、バリアフリー基本構想策定
協議会、まち歩きワークショップ、
地域懇談会等を開催し、バリア
フリー基本構想を策定します。

区民や事業者等で構成するバリ
アフリー基本構想策定協議会を
はじめ、まち歩きワークショップ、
地域懇談会、心のバリアフリー
ワークショップ、区民・事業者説
明会、パブリックコメント等を実施
し、区民や事業者の意見を反映
した文京区バリアフリー基本構
想を策定しました。

文京区バリアフリー基本構想で
目標年次としている平成３７年度
に向け、各事業者と区民の理
解・協力を得ながら、面的・一体
的なバリアフリー化を推進してい
く必要があります。
なお、バリアフリー化の進捗状況
の管理を行う必要もあります。

A - 終了確定

194
バリアフリーの道
づくり

高齢者や障害者等を含むすべ
ての人が安全かつ快適に利用
できる道路に整備します。

平成12年度に、既存の歩道や
階段等の現況調査を行い、障害
者等の利用に支障となる3,969
か所を抽出しました。この調査結
果を基に、必要性の高い所から
順次整備を進めていきます。

小石川五丁目20～15（区道第
907号）、千石四丁目7～33（同
968号）、水道一丁目3～11（同
804号）の3路線の道路工事によ
りバリアフリー化を推進しました。
事業実施から平成27年度末まで
に計3,036か所の改善を行い、
道路の安全性を高めました。

（平成27年度施工分）
○歩道巻き込み部等の段差、勾
配の改善68か所
○歩道内の障害物移設、撤去
38か所
○視覚障害者誘導用ブロックの
設置23か所

今後は、策定されたバリアフリー
基本構想に則した道路特定事
業計画を作成し、進行管理のた
めの新たな指標についても検討
していく必要があります。

A - 改善・見直し

現況調査の結果と、道路ア
セットマネジメント基本計画
及びバリアフリー基本構想に
基づき、路線単位で整備を
進めていきます。

195
マンション管理適
正化支援事業

東京都住宅マス
タープラン、東京
都地域住宅計画、
文京区住宅マス
タープラン

管理組合や区分所有者に対し
て、マンション管理の適正化、円
滑な建替え等を推進し、安全で
快適な居住環境を確保します。

セミナー等を開催し、マンション
の維持管理に関する情報や知
識を提供します。
管理組合等にマンション管理士
を派遣し、問題解決のための助
言等を行います。

①管理セミナーでは多くの参加
者が集まり、「築年数毎に分かれ
た座談会では悩みを他の人と共
有できた。」等の声が寄せられ、
参加者のニーズに応えられまし
た。
②マンション管理士派遣やマン
ション管理個別相談では、専門
家が相談内容に対して的確な説
明やアドバイスを行うことで適正
なマンション管理を促しました。

①マンション管理組合や区分所
有者のマンション管理の適正化
に資するため、希望者がより制
度を利用できるよう周知していく
必要があります。
②管理セミナー参加者アンケー
ト等を参考に、参加者のニーズ
を反映させた内容や形式を検討
していく必要があります。

B - 現状維持
希望者がより気軽に制度を
利用できるよう周知活動を徹
底します。
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196 公園再整備事業
公園再整備基本
計画

身近に緑や水に親しむことので
きる区立公園または児童遊園
を、より安全・安心で快適なもの
としていくため、公園再整備基本
計画に基づき、計画的に公園の
再整備を行います。

公園再整備基本計画に基づき、
個別の公園の再整備プランを作
成し、意見交換会やアンケート
調査などにより、地域の意見を
反映させた公園づくりを行いま
す。

公園再整備基本計画に基づき、
新大塚公園と台町・台町第二児
童遊園の意見交換会を実施し、
区民の意見を集約した再整備プ
ランを策定しました。また、新花
公園は、既存樹木に配慮した上
での既存地盤を下げたバリアフ
リー化やシンボル遊具の設置な
どを行い、見通しの良い区民に
親しまれる公園となって利用者
が増加しています。

公園ごとに利用形態や地域事情
が異なる中で様々な意見が発生
した場合は、多くの方が納得す
るような提案や調整が求められ
ます。

A - 現状維持

公園再整備基本計画に基づ
いた課題の解消と地域特性
に配慮した公園づくりを区民
参画のもと行います。

197
新江戸川公園から
はじめる緑と歴史
のまちづくり

新江戸川公園整
備等の基本計画

新江戸川公園の整備（松聲閣改
修を含む）を中心に、周辺地域
の道路環境、他施設との連携等
を重視した一体感あるまちづくり
を行い、目白台・関口地区を活
性化します。

・歴史性を活かしつつ、区民に
親しまれ利用しやすい公園施設
となるよう、松聲閣整備工事を実
施します。
・歴史性を活かし、庭園の価値
や魅力を高めるよう、新江戸川
公園調査・設計及び工事を実施
します。

松聲閣については、歴史性を活
かしながらの耐震改修等の整備
が完了し、平成28年1月16日に
供用開始しました。
また、新江戸川公園等の整備つ
いては、基本計画に基づき、歴
史性に配慮した庭園改修工事
（一期）と景観に配慮した擁壁改
修工事が完了しました。

庭園改修工事（二期）について
も、利用者への十分な安全対策
を行う必要があります。
また、細川家ゆかりの地としてふ
さわしい公園名に変更すること
や、公園の魅力発信だけでな
く、魅力ある事業展開などを図る
必要があります。

A - 現状維持

新江戸川公園等の整備計画
に基づき、27年度から29年
度の3年間で新江戸川公園
及び周辺道路の改修工事を
実施します。

198
コミュニティバス運
行

区の拠点間を結び、公共交通不
便地域を解消することにより、区
民等の利便性を高めます。ま
た、病院・福祉施設、観光・文化
施設、商業地域を結ぶことで、人
の動きを活発にし、地域の魅力
や活力を引き出します。

運行事業者と連携を図りながら
コミュニティバス（2路線）の安定
的運行を推進するとともに、地元
住民・企業等が中心となる沿線
協議会の運営支援等を行いま
す。

①経年劣化や構造上の不便さ
等の問題を解消するため、千駄
木・駒込ルートのバス車両を更
新しました。
②多言語対応に係る各種指針
や沿線協議会の意見等を参考
に、ルートマップ英語版の作成
やバス停留所の英語併記を実
施しました。
③沿線協議会の公募委員を中
心に各種イベント等を実施した
ほか、協賛団体やサービス協力
店を拡充しました。

①運行における現況や課題を踏
まえ、課題整理の方法や方向性
を検討していく必要があります。
②バス車両へのWi-Fi設置検討
など、利便性向上への取組を進
めていく必要があります。
③安定的運行の推進のため、協
賛企業・団体の拡充や各種PR
活動等に引き続き取り組んでい
く必要があります。

B - 改善・見直し

コミュニティバスの安定的運
行のため、PR活動や協賛企
業の拡充を図るなど、運行事
業者への側面的支援を継続
します。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

199 公害防止指導
アスベストの事前
分析調査費用の
助成事業

大気汚染防止法の一部改正に
伴い、建築物等の解体等工事に
際し、受注者に吹付け建材の事
前分析調査が義務付けられまし
た。この事前分析調査の普及啓
発を図ることで、アスベスト飛散
防止対策のより一層の促進を行
い、区民の安全で快適な環境を
確保します。

建築物等に使用される吹付け建
材のアスベスト使用状況を把握
するため、区内に建築物等を所
有している方々に対し、専門調
査機関によるアスベストの事前
分析調査に要した費用の一部を
助成します。また、大気汚染防
止法・東京都環境確保条例等に
基づき、アスベスト飛散防止対策
の指導を行うとともに、窓口及び
ＨＰにて改正内容に関する周知
徹底を図ります。

引き続き、本事業についてHP、
区報等による周知を行うと共に、
建築指導課においても情報提供
の協力をお願いしました。また、
建設リサイクル法に基づく一斉
パトロールを建築指導課、管理
課と連携して行い、本事業、大
気汚染防止法改正について説
明しました。

届出のある解体工事について
は、一斉パトロールや現場監視
の際、大気汚染防止法の一部改
正について十分に周知が図れ
ていることを確認できました。しか
し、無届の解体工事や届出義務
のない改修工事について、今後
どのように対応していくかが問題
となります。

C - 縮小

アスベストの事前分析調査
は、利用実績から判断の上、
28年度は助成対象件数を縮
小し、実施します。

200
歩行喫煙等の防
止啓発

文京区歩行喫煙等の禁止に関
する条例に基づき、喫煙マナー
の向上及び環境美化促進に取り
組み、安全で快適な歩行空間及
び清潔な地域環境を推進しま
す。

地域活動団体との協働による啓
発キャンペーン、喫煙マナー指
導員による歩きたばこやポイ捨
て行為などに対する巡回指導等
により実施します。

　喫煙マナーの違反者が多く見
受けられる地域への個別巡回の
回数を増やすことで、違反者に
対する注意・指導を強化すること
ができました。また、区外からの
来訪者が多い地域を中心に休
日巡回を実施し、指導を強化し
ました。
　礫川公園内喫煙所について庁
内関係部署、JTと連携し喫煙所
内の煙等視認防止のため、プラ
ンターを設置しました。

東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会に向けて、啓発
品等の多言語化や一層の周知
方法などの路上喫煙対策の充
実が望まれます。
また、現在の指定喫煙所の整備
だけでなく、新たな喫煙所などの
喫煙環境についても生活衛生課
等庁内関係部署、地域、JTと連
携していく必要があります。

B - 拡充

区内の吸い殻件数を確認
し、路上喫煙対策の効果を
検証します。啓発キャンペー
ンの周知を充実させるととも
に、区外からの来訪者に対
し休日等における人通りの
多い地域への巡回を追加す
ることで、喫煙マナー徹底を
図ります。

201 環境改善舗装

治水対策や騒音対策、雨天時
における走行性の向上及びヒー
トアイランド現象の緩和など、地
球温暖化対策の一環として沿道
環境の改善を図ります。

透水性舗装、排水性（低騒音）
舗装、遮熱性舗装、保水性舗装
等の環境改善舗装を施工しま
す。

【平成27年度施工実績】
・透水性舗装： 10,358 ㎡
・排水性舗装：     39 ㎡

透水性舗装は、雨水を直接地中
に浸透させるため、交通量の多
い幹線道路や低地での採用に
は注意する必要があります。

A - 現状維持
道路アセットマネジメント基
本計画に基づき、効果的な
整備を行います。

202
みどりのふれあい
事業

屋上緑化・生垣造成等で緑化推
進によるヒートアイランド対策等
を図るとともに、区民が緑と触れ
合う機会を拡大します。

屋上緑化や生垣造成等を行う住
民に、その経費の一部を助成し
ます。また、イベント等を通じて
緑化啓発を推進します。

生垣造成5ｍに助成を行い、屋
上緑化の助成はありませんでし
た。
スタンプラリー、自然散策会、園
芸教室といった啓発事業は計5
回開催し、アンケート調査の結
果、高い満足度を得ています。
特に、スタンプラリーはポスター
作りを工夫したことで、定員を超
えた応募があり抽選を行いまし
た。

昨年に引き続き緑化推進の啓発
活動に力を入れ、地域活動セン
ターや図書館へのチラシ配付、
区民ひろばマルチビジョンへ掲
載を行いました。今後も更に効
果的なＰＲを工夫していく必要が
あります。

B - 現状維持

緑化推進のため、緑化助成
事業の周知方法の拡張によ
り、達成率の向上を目指しま
す。また、啓発イベントの内
容充実を図ります。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

203
次世代自動車充
電インフラの整備

  国の次世代自動車戦略、東京
都の次世代自動車充電インフラ
整備促進に係るビジョン等を踏
まえ、区内に電気自動車・プラグ
インハイブリッド車（以下、「EV・
PHV」という。）に必要な急速充
電設備を整備し、EV・PHVの普
及を促進するとともに、低炭素社
会の実現を図ります。

区有地（文京区春日一丁目１番
２４号）に急速充電設備を整備
し、広くＰＲを図り、電気自動車
の普及を促します。

平成27年度の利用台数は、延
べ1,082台に及び、見込みを大
幅に超えており、低炭素社会の
実現に向けた一役を担っていま
す。

利用者の増加が見込まれること
から、利用時間の拡大を検討し
ます。

A - 拡充
本格稼働２年目となり、利用
時間の拡大を検討していま
す。

204
温室効果ガス排出
抑制に向けた取組
の推進

文京区地球温暖
化対策地域推進
計画

区が率先して二酸化炭素排出
量の削減に努めるとともに、区
民・団体及び区内事業者と一体
となって地球温暖化対策を推進
し、低炭素社会の実現を目指し
ます。

文京区の地域における二酸化
炭素排出量削減に係る取組み
を、文京区地球温暖化対策地域
推進計画（以下「計画」という。）
に基づいて行います。また、文
京区役所地球温暖化対策実行
計画に基づき、区の事務事業に
おいて率先した二酸化炭素排出
量削減に向けた取組みを行いま
す。

計画のアクションプランについ
て、区民等アンケート結果や協
議会からの意見を踏まえ、区民・
事業者の意識向上を高められる
よう、区のアクションプラン「地球
温暖化対策の普及啓発・推進」
を強化しました。

　計画のアクションプラン実施の
ために、区民の意識啓発だけで
はなく、環境団体間のネットワー
ク構築や、大規模事業者等一体
となって取り組むことが重要とな
るため、より一層の連携強化が
必要です。
　また、28年度改定を予定してい
る環境基本計画との連携・整合・
役割分担の明確化等が課題とな
ります。

A - 拡充

都の啓発事業（省エネアドバ
イザー事業等）との連携や、
電力を見える化することで節
電意識の啓発をするエコタッ
プ配付事業等を新たに実施
します。

205 文京ecoカレッジ

文京区地球温暖
化対策地域推進
計画、モノ・プラン
文京

環境に配慮した持続可能な社会
を区民と築くため、低炭素社会、
循環型社会等に係る講座を体
系的に実施し、人材の育成ととも
に区との協働及びネットワーク化
を推進します。

低炭素社会、循環型社会等に
係る講座や事業を実施します。
また、環境ライフ講座（旧　環境
学習リーダー育成講座）や３Ｒ基
礎講座の修了者にサポーターと
して活動してもらうことで、地域で
の普及啓発を推進します。

　低炭素社会の講座実績は12
回で、内訳は親子環境教室４
回、環境ライフ講座８回。27年度
から環境ライフサポーター制度
が発足し、初年度の登録者は37
人です。
　循環型社会の講座実績は19
回で、内訳は生ごみ減量塾２
コース、エコ・クッキング３回、バ
ス見学会１回、公開講座１回、モ
ノ・フォーラム１回、エコ先生の特
別授業10回、リサイクル推進サ
ポーター養成講座１回です。
　リサイクル推進サポーター養成
講座は、講座受講者９人全員が
リサイクル推進サポーターとして
登録し、登録者が39人となりまし
た。

親子環境教室の実施回数を28
年度から増やすことで、毎回応
募多数による抽選のため受講で
きない親子の数を、解消できるか
が課題です。
リサイクル推進サポーター養成
講座は受講者が９人と定員に満
たしませんでした。リサイクル推
進サポーター活動の魅力の向
上と認知度を上げることが課題
です。

B - 拡充
区民の３Ｒに対する意識啓
発につながるように事業を実
施していきます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
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達成度
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方向性 事業の展開内容

206

ごみ減量と３Ｒによ
る循環型社会の形
成に向けた取組の
推進

モノ・プラン文京

平成22年度に策定した一般廃
棄物処理基本計画である「モノ・
プラン文京」について、計画策定
以降の法制度の改正や社会情
勢等の変化に対応するため、中
間年度に計画の見直しを行いま
す。
「モノ・プラン文京」に基づき、３R
の推進、発生するごみ量の抑制
について、区民の意識の向上を
図り、その啓発を広く効果的に
実施します。

リサイクル清掃審議会において
「モノ・プラン文京」の中間年度
における見直しについて検討し
ます。
ごみや資源の分別方法を周知
するパンフレットや３Ｒ推進啓発
誌等を定期的に発行します。

　３Ｒ啓発誌を年4回発行し啓発
を行いました。また、多くの区民
に読んでもらえるようＢ－ぐるに
掲出しました。
　リサイクル清掃審議会を5回開
催し、モノ・プラン文京の見直し
について引き続き検討を行いま
した。審議会からの答申を受け、
パブリックコメントや区民説明会
で出された意見も参考に、計画
の中間年度見直し版を策定しま
した。

　３Ｒ啓発紙をより多くの区民に
読んでもらえるよう、更なる配布
先の開拓や配布方法の検討が
必要です。
　審議会や区民説明会におい
て、ごみや資源の分類の考え方
等も情報提供が必要であるとい
う声があったため、リーフレット
「ごみと資源の分け方・出し方」
の記載について検討を行うととも
に、今後は従来の広報媒体に加
え、ホームページのQ&A等や
SNSを活用して、きめ細かな普及
啓発を行っていく必要がありま
す。

A - 現状維持

モノ・プラン文京の中間年度
見直しについて区報特集号
を発行し、２Ｒの取組を中心
に広く周知します。また、第6
期審議会委員について、選
定及び委嘱を行います。

207
新エネルギー・省
エネルギー機器導
入の促進

文京区地球温暖
化対策地域推進
計画

新エネルギーや省エネルギー機
器の導入を促進することにより、
地球温暖化の原因となる温室効
果ガスの発生を抑制します。

新エネルギー機器（太陽光発電
システム等）及び省エネルギー
機器を設置する区民、中小企業
者にその経費の一部を助成しま
す。

昨年度と比較して、申請者数が
大幅に増えました。環境配慮型
給湯器については、買換えによ
る申請が目立ちました。また、住
宅用太陽光発電システムについ
ては、買換えを対象外としていま
したが、問合せが増えたことか
ら、過去に助成を受けていない
方を対象に、28年度から買換え
に対しても助成を開始することに
しました。

新・省エネルギー機器に関する
知識や関心のない区民に対し、
機器の性能や省エネ性、コスト
等を周知する普及啓発活動を行
う必要があります。

C - 改善・見直し

助成実績や区民からの要望
等を踏まえ、助成対象機器、
助成金額及び募集件数等の
助成内容を検討していきま
す。

208
街路灯ＬＥＤ化事
業

　街路灯のLED化により温室効
果ガス排出量及び電気料金を
削減するとともに、不点灯の少な
い安全な道路環境を整備しま
す。

　区内街路灯（装飾灯等を除く）
6,088基のうち、省エネ化されて
いない小型～中型街路灯約
2,600基を9年間でLED器具に取
り替えます。

　27年度は、26年度と同様に小
型の灯具を中心に改修を行いま
した。
　計396基の改修により、今後年
間で約147,400kWhの電力と約
236万円の電力料金(平成28年4
月の料金による試算)が削減でき
ます。

　小型街路灯の改修が終盤にな
り、中型街路灯の改修に移行し
ていきます。中型街路灯は省エ
ネ効果は高くなりますが、交換費
用も上がるため、施工方法の効
率化により経費節減に努めま
す。

A - 現状維持
　既存照明器具の劣化の大
きなところを優先的にLED化
を進めていきます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

209
資源の集団回収
支援

文京区一般廃棄
物処理基本計画

町会・自治会やＰＴＡ、マンション
の管理組合等の住民団体が資
源を自主的に回収する活動（集
団回収）を促進することによっ
て、より多くの資源を効率的に回
収し、ごみの減量を図るととも
に、ごみ減量及びリサイクルに対
する区民意識の高揚を図りま
す。

区報や区ホームページ、ちらし
等を活用して事業を周知し、より
多くの団体の実施を促すととも
に、既実践団体に対して、報奨
金の支給や補助用具の貸与、優
良団体への感謝状贈呈、施設
見学会の実施等の支援を行いま
す。

引き続き広報活動を行い、実践
団体数については増加させるこ
とができたが、回収量について
は減少してしまいました。

回収量を見ると全般的に減少し
てしまっています。古紙について
はリデュースの影響が考えられ
ますが、引き続き積極的な支援
を行い回収量の増加を促してい
きます。

B - 現状維持

実践団体の増に向けた取組
のほか、回収品目の増加に
ついても引き続き回収業者
に働きかけていきます。

210 資源回収事業
文京区一般廃棄
物処理基本計画

資源となりうるものをごみと分け
て回収・資源化することで、資源
の有効利用とごみの減量を推進
します。

集積所で古紙・びん・缶・ペット
ボトルを、回収拠点で紙パック・
乾電池・食品トレイ・プラスチック
製ボトル・衣類・使用済みインク
カートリッジを、店頭回収拠点で
ペットボトル・ペットボトルキャップ
を回収し、資源化します。あわせ
て、金属系粗大ごみを資源化し
ます。

資源回収量については東京
ルールⅢ（ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ店頭回収事
業）終了によるﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙの減量
があったものの全体としては回
収量を増やすことができました。
粗大ごみリサイクル率について
は、昨年度行った見直しの影響
により今年度も改善しました。な
お、資源持ち去り対策として通常
行っているパトロールと並行し、
GPSを利用した対策を行いまし
た。

回収量については一定程度の
増加がありましたが、引き続き可
燃ごみ・不燃ごみに紛れている
資源分別の徹底を呼び掛ける必
要があります。

B - 現状維持

資源の回収拠点に距離があ
る地域を中心に地域の公園
等に日時限定で移動拠点を
設け、資源を回収します。

211 事業系ごみ対策

法により事業者責任とされている
事業系ごみについて、廃棄物の
適正処理を事業用大規模・中規
模建築物の所有者等に対して、
ごみの減量やリサイクルの推進
を進め、環境負荷の低減や循環
型社会の形成を図るために実施
します。

事業用大規模・中規模建築物の
所有者に対し、ごみの減量及び
リサイクルの推進を行うことの意
義を周知し、排出の方法等につ
いて指導を行います。

事業用大規模建築物（対象298
棟）
・再利用計画書の提出：297件
・立入指導：96件
・廃棄物管理責任者講習会：2回
実施、53人参加
事業用中規模建築物（対象350
棟）
・再利用計画書の提出：284件
・立入指導：100件
・廃棄物管理責任者講習会：2回
実施、48人参加

中規模建築物について、再利用
計画書未提出の物件があり、訪
問の上、提出勧奨しています
が、提出いただけない物件があ
ります。
一方、立入指導を行っている建
築物では、取組や意識が変わっ
てきていることが目に見えてきて
おり、今後の改善に期待ができ
る状況です。

- A 現状維持

廃棄物管理責任者講習会に
おいて使用する啓発用のＤ
ＶＤを作成しました。今後、こ
れを活用し講習会を行うとと
もに、ホームページ上で公開
をしてｅﾗｰﾆﾝｸﾞを行うことも
検討します。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

212 地域防災訓練等

学校や地域等で実施する訓練を
支援し、いつ起こるともしれない
災害に対して日頃から対策を行
う意識の啓発・醸成を図ります。

起震車や煙体験ハウスを活用し
た防災教室等を実施するととも
に、避難所総合訓練や体験・見
学型の訓練（防災フェスタ）など
の総合的な防災訓練を実施しま
す。
また、職員の危機管理能力の向
上を図るため、地震等の緊急時
において適切な業務遂行ができ
るよう訓練を行います。

起震車体験や煙体験ハウス体験
等防災教室を89回実施し、延べ
10,078人が参加し、防災意識の
啓発を図ることができました。
避難所総合訓練と防災フェスタ
を実施し、計2,485人が訓練に
参加しました。避難所総合訓練
では、季節や地域特性を踏まえ
た訓練テーマを設定し、防災
ブック「東京防災」を活用した防
災対策等、新たな取組みを行
い、参加者から好評を得ました。
また、職員避難所訓練を実施
し、避難所運営の要領について
職員に周知を図ることができまし
た。
危機管理対応訓練では、執務時
間中に震度６強の地震が発生し
た想定のもと、災害対策本部運
営を中心に、災対各部における
情報の整理や各部間における
情報の伝達経路について職員
間で共通認識を図るとともに、各
職場において、職員動員名簿の
作成等を行うことにより、発災期
から初動期における各課及び各
災対部局が行う担当業務の具体
的な行動手順の習得を行いまし
た。

27年度から職員避難所訓練を実
施しましたが、より多くの職員が
参加でき、実践的な訓練が行わ
れるよう、実施時期や訓練内容
の検討を行う必要があります。
また、危機管理対応訓練では、
訓練のノウハウ等、本部員の能
力向上を図る必要があります。

B - 拡充

引続き、防災教室を実施し、
防災意識の啓発を図るととも
に、避難所総合訓練につい
て、毎回訓練内容について
テーマを設定し、新たな取組
を実施します。また、危機管
理対応訓練については、図
上訓練の運営や検証を専門
家に委託し、本部員の能力
向上を図ります。

213
耐震改修促進事
業

文京区耐震改修
促進計画

文京区耐震改修促進計画に定
められた建築物の耐震化を目指
し、地震による被害を軽減するこ
とにより、災害に強いまちの形成
を図ります。

・耐震改修が必要な建築物の所
有者の意識啓発を図るとともに、
建物の耐震化及び不燃化に要
する費用（診断、設計、改修）の
一部を助成します。
・戸別訪問及び耐震改修･建替
え相談会を毎月開催し、耐震化
事業の啓発を行います。

27年度の実績は、耐震診断21
件、耐震設計2件、耐震改修17
件、緊急輸送道路沿道建築物
27件、合計67件の助成を行い、
昨年度の143件と比べ減少しま
した。また、木造住宅除却助成
の件数は12件あり、建替え・更新
を選択する傾向に変化はありま
せん。

耐震性が低いと判断された分譲
マンションや木造住宅の所有者
等に対し、耐震設計・改修工事
の段階へ進むように啓発活動を
行う必要があります。また、関係
部署と連携を図り、関連するイベ
ント活動への参加や相談会の開
催等により、助成制度の周知活
動を広範囲に行う必要がありま
す。

C - 現状維持

平成27年度末の耐震化率
や、これまでの耐震改修促
進事業の実績等を検証し、
今後の区としての取り組み方
を検討していきます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

214
区民防災組織の
育成

町会・自治会等の区民防災組織
の自主的な防災対策活動を支
援し、地域の防災力の強化を図
ります。また、可搬式消防ポンプ
等の貸与・支給により、初期消火
体制の充実を目指します。

①区民防災組織等に対して、防
災訓練等活動にかかる費用の助
成を行います。
②町会等に対し、要綱に定める
範囲において防災資器材用の
格納庫を貸与し、その修理・更
新を行います。
③可搬式Ｄ級消防ポンプ等を区
民防災組織に貸与します。

　町会・自治会等の区民防災組
織44団体に対し、防災訓練に係
る費用の助成を行いました。ま
た、防災資器材格納庫の設置更
新・修理を5棟実施しました。
　Ｄ級ポンプ一式を１団体に貸
与し、延べ貸与台数が、21台と
なりました。新規を除く20台につ
いては、保守点検を行うととも
に、訓練等の機会を捉えて取扱
いの習熟を図りました。

　平成28年熊本地震発生を踏ま
え、更なる区民の防災意識向上
のため、訓練等を通じて防災対
策の啓発に努めます。
　また、Ｄ級ポンプ取扱訓練の参
加者が同じメンバーであることが
多く、より多くの方に取扱いを習
熟してもらう必要があります。

B - 拡充

引き続き、Ｄ級ポンプの配
備、防災資器材格納庫の整
備するとともに、区民防災組
織とマンション管理組合との
連携を強化するため、区民
防災組織等活動助成金制度
を拡充し、防災対応力の向
上を図ります。

215
避難所運営協議
会運営支援

避難所運営協議会の活動を支
援し、避難所運営能力のスキル
アップを図ります。また、地域に
おける防災活動の指導者を、避
難所運営協議会単位で育成しま
す。

避難所運営協議会の運営を支
援するため、協議会活動や避難
所運営訓練にかかる費用の助成
を行うほか、避難所運営協議会
役員全体会等を通じて、防災対
策に関する知識や他の協議会
活動の情報を共有することにより
避難所運営能力のスキルアップ
を目指します。また、防災士資格
にかかる費用を助成し、地域に
おける防災活動のリーダーを育
成します。

６か所の避難所において計７回
の避難所運営訓練を実施しまし
た。前年より実施回数は減りまし
たが、訓練内容は総合訓練規模
の訓練項目を含んだ充実したも
のとなりました。また、計７回の訓
練で延べ約800人の訓練参加者
があり、広く区民に防災意識の
啓発を図ることができました。
防災士については、新たに7人
が資格取得し、避難所運営協議
会等の場で防災知識の普及に
寄与しました。

避難所運営協議会が未設立で
ある2避難所に対し、各町会役
員等と対話を行い、避難所運営
の重要性について理解を得るよ
う働き掛けています。また、より多
くの避難所運営協議会で避難所
運営訓練を実施するよう、より一
層の啓発をする必要がありま
す。教育センターについては、
一部の町会が協議会設立に向
けて前向きな姿勢を示しているも
のの、引き続き対話を重ね、理
解を求める必要があります。

B - 現状維持
避難所運営協議会が未設立
の2避難所に対し、引き続き
対話を進めていきます。

216
中高層共同住宅
の支援

発災時に、中高層共同住宅に居
住する区民が安全に施設（自
宅）にとどまることができるよう、
防災訓練や物資の備蓄等につ
いて支援を行います。

中高層共同住宅等における防
災対策資器材の購入費、エレ
ベーター閉じ込め対策物資の購
入費、防災訓練実施経費の助
成を行います。また、中高層共
同住宅向けのパンフレットの配
布を行います。

助成事業について、区報への掲
載や防災訓練のブースでの周
知、中高層建築物等の完了検
査時のパンフレット配布等、継続
的に幅広く周知活動を行ったこ
とで、前年度と比較して助成件
数が９件増えました。また、パン
フレット配布の機会を増やすとと
もに、訓練の実施内容等につい
て、申請団体に対し助言を行い
ました。

中高層共同住宅等防災対策に
係る訓練実施費及び備蓄品購
入費と比較して、エレベーター閉
じ込め対策物資の購入費の助
成件数が少ない状況にありま
す。助成制度の周知やパンフ
レット配布先の対象を新規開拓
する必要があります。

C - 現状維持

助成数の増加に向けて、周
知方法を見直し・検討しま
す。また、区が実施する各種
訓練や建築指導課が実施す
る耐震改修、建替え相談会
に加え、現地調査の際にパ
ンフレットを配布し、周知を図
ります。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

217
木造密集地域の
防災力向上

木造密集地域（大塚五・六丁目
地区及び根津・千駄木地域）に
おける初期消火体制の充実、防
災力の向上を目指します。

木造密集地域内の区有施設に
簡易水道消火装置を設置し、地
域住民と小・中学生への取扱訓
練を継続的に実施します。

簡易水道消火器具について、町
会主催の防災訓練や避難所運
営訓練の機会を捉え、取扱いの
習熟を図りました。また、町会等
を通じ、災害時の水道使用協力
者を選出してもらい、蛇口への
取付器具の設置に向け進めて
おります。

簡易水道消火器具の設置につ
いては、防災訓練等の機会を捉
え、一定の周知を図ることができ
ました。しかし、取り扱ったことが
ない方がいまだに多く見られるこ
とから、更に訓練を推進していく
必要があります。

- - 現状維持

簡易水道消火装置を蛇口へ
取り付ける際に必要な器具
の配付や、装置の取扱いに
ついての覚書の締結を進め
るとともに、取扱い訓練を推
進していきます。

218
福祉避難所の整
備及び充実

避難所で長期避難が困難な災
害時要援護者が避難できるよう、
福祉避難所の整備を行います。

福祉避難所特有の物資の充実
を図ります。
平成27年4月から開設の福祉セ
ンターを福祉避難所として指定
し、物資等の整備を行います。

　新たに福祉避難所として指定
された施設に対し、福祉政策課
及び障害福祉課と連携して備蓄
物資の配備を行いました。
　また、福祉政策課にて実施した
福祉避難所の訓練の内容等に
ついて、助言を行いました。

備蓄物資について、福祉政策課
と連携して配備を行っているとこ
ろですが、毛布やエアーマット等
の寝具については、要配慮者の
使用を考慮し、より使いやすいも
のに改善していく必要がありま
す。

- A 拡充

福祉政策課及び障害福祉課
と連携し、新たに指定される
福祉避難所に対して備蓄物
資の整備及び防災行政無線
の設置を行います。

219
東京都不燃化推
進特定整備地区
(不燃化特区）事業

木密地域不燃化１
０年プロジェクト

大塚五・六丁目地区において、
耐火性の高い建築物への建替
え等を促進するため、不燃化特
区の指定及び新たな防火規制
の導入を行い、平成32年度まで
に不燃領域率70%を目指しま
す。

・不燃化建替えの促進と戸別訪
問をコア事業とする整備プログラ
ムの事業を行います。
・東京都をはじめとする関連機関
との協議を行い、活用しやすい
助成制度を設計します。
・住民及び権利者を対象とする
説明会を開催し、事業周知及び
建替えの啓発を行います。

大塚五・六丁目地区において、
不燃化特区事業についての説
明会や戸別訪問を行い、制度周
知や建替えの意向等の把握を
行いました。
また、不燃化建替え等の助成を
行うほか、不燃化相談ステーショ
ンの大塚北会館内への開設準
備を行いました。

継続的な事業周知及び啓発を
行い、耐火性の高い建築物への
建替え等を促進する必要があり
ます。

B - 現状維持

平成32年度まで継続的な助
成を行い、建替えを促進しま
す。28年度は戸別訪問に代
わり、ポスティングによる助成
対象住戸への周知活動を行
う予定です。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

220
災害時における飲
料水の確保

避難所の受水設備を、災害時の
地域の応急給水拠点として飲料
水供給が出来るように整備しま
す。

各避難所として指定している区
立小・中学校の既存の受水槽・
高架水槽の状態に合わせ、3カ
年計画で水道蛇口を設置し飲料
水の確保を行います。

各避難所において、休業期間以
外の工事が可能となったため、
未設置であった23か所全ての受
水槽に対して、水道蛇口の設置
を行いました。また、避難所運営
訓練等の機会を捉え、取扱い等
について周知を図りました。

受水設備内の水の活用につい
て、災害時は飲料用に限定して
使用することを周知する必要が
あります。また、受水槽周囲の
フェンスなど施錠されている箇所
の鍵の取扱いについて、各避難
所で取決めを行う必要がありま
す。

A - 終了確定

設置した受水槽水道用蛇口
を使用した訓練や、各避難
所ごとの詳細な取決め等に
ついて、検討していきます。

221
防災拠点としての
学校（園）の機能
強化

文京区教育振興
基本計画

①屋内運動場の天井等耐震点
検を行います。
②屋内運動場天井材の撤去を
前提として調査・設計を行い、必
要に応じた落下防止対策を実施
します。
③洋式便器が未設置のトイレに
ついて、便器１箇所の洋式化を
完了させます。

①屋内運動場天井等の耐震点
検（小学校17校及び中学校５
校）
②屋内運動場天井材の撤去を
前提とした改修の調査・実施設
計（小学校３校及び中学校５校）
③トイレの洋式化（小学校７校及
び中学校５校）

小学校３校及び中学校５校につ
いて、屋内運動場の天井材撤去
等の工事を行い、落下防止対策
を完了しました。

今後も屋内運動場の天井等耐
震点検については定期的に実
施し、その結果を踏まえ、児童・
生徒の安全を第一優先に必要
な処置をしていきます。

A - 終了確定 事業終了

222 細街路の整備

建築基準法第42条2項の指定を
受けている道路を、災害時の避
難路として、緊急車両の乗入や
消防活動が容易となる４ｍ幅員
の道路に整備し、安全で災害に
強いまちづくりを進めます。

建築確認の申請前に、後退用地
の範囲及び管理・整備方法につ
いて協議し、建築物の竣工に合
わせて道路の整備を行います。

前年度より、整備件数、延長とも
に若干減少しましたが、達成率
で見ると確実に整備が図れてい
ます。

協議成立から後退整備までに時
間的な隔たりがあることから、建
築主側が整備依頼を失念し、整
備の機会を逃すケースがありま
す。

B - 現状維持

後退部分が確実に道路形態
となるよう協議するとともに、
建築主側の工期を見据え、
蜜に連絡調整を行っていき
ます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

223
災害時要援護者
の支援

災害発生時に自力避難が難し
い災害時要援護者について名
簿を作成し、区と関係機関での
情報共有体制の構築を図りま
す。

災害時に自分の身を守ることや
避難することが困難で、災害時
の避難誘導及び安否確認を希
望する方を対象に、災害時要援
護者名簿への登録を行い、区は
あらかじめ登録者を管轄する警
察署、消防署、区民防災組織、
民生・児童委員等の関係機関へ
名簿を提供します。
また、名簿登録者に対して、家
具転倒防止対策事業等の促進
を図るため個別訪問を計画的に
実施します。

災害時要援護者名簿の中で聴
覚障害の方に対し個別訪問を行
い、家具の転倒防止器具の設置
等防災意識の啓発に努めまし
た。
また、28年度から行う、「災害時
要援護者名簿」から「避難行動
要援護者名簿」への切替えにつ
いて、福祉部・保健衛生部と名
簿の運用方法等具体的な検討
を行いました。

福祉部・保健衛生部と連携し、
避難行動要支援者名簿へのス
ムーズな切替えを行うため、個別
計画の調査方法等について、よ
り検討を行う必要があります。

- - 拡充

平成27年度をもって災害時
要援護者名簿を廃止し、28
年度から避難行動要支援者
名簿へ切り替え、制度を拡
充します。

224
災害ボランティア
体制の整備

文京区地域福祉
保健計画（高齢
者・介護保険事業
計画、障害者計
画、地域福祉保健
の推進計画）

災害時に設置する「災害ボラン
ティアセンター」の体制を整備
し、ボランティアの力と地域住民
の支援ニーズをコーディネート
し、地域住民が自力では復旧・
復興できない部分、行政が取り
込むことができない部分の復旧・
復興支援を行うことを目的としま
す。

社会福祉協議会に助成して、災
害ボランティアセンタースタッフ
養成のための講座、立上げ訓
練、定期的なネットワーク会議等
を実施し、平常時から「災害ボラ
ンティアセンター」の組織化をす
るとともに、区や関係機関等との
連携強化を図り、発災時に機能
する体制づくりを進めます。

・災害ボランティアスタッフ養成
講座に町会等地縁団体に参加
を促し、災害ボランティアセン
ターの周知につなげることができ
ました。
・避難所訓練について避難所運
営協議会に企画の段階から参
画し、社会福祉協議会の役割に
ついて周知することができまし
た。
・「文京災福カフェ」に協力し、災
害に関連する住民団体、個人の
ネットワーク形成へとつなげること
ができました。

・大前提として災害ボランティア
センターを運営する区職員、社
協職員の育成、体制整備が必要
です。
・災害ボランティアセンタースタッ
フの登録について、確実に進め
る必要があります。
・広域活動をしている団体、
NPO、NGO団体との連携を持
ち、災害ボランティアセンターの
組織を強化する必要がありま
す。

B - 改善・見直し

①災害ボランティアセンター
の体制整備と、運営職員の
育成を行います。
②立上げ訓練を通じて多様
な団体とのネットワーク形成
を図ります。

225 災害協定の拡充
災害対策の支援体制の充実・強
化を目指します。

民間事業者や他自治体と災害
時協力協定を締結し、災害時に
備えます。

新規に２団体と協力協定を締結
し、施設の一部を一時滞在施設
として位置付けるとともに、文京
区社会福祉協議会と既存の協
定の見直しを行い、内容の充実
を図りました。また、既存の協定
先について、日中・夜間それぞ
れの緊急連絡先の確認を行い、
緊急時の連絡体制の構築、整備
に努めました。

　毎年更新を行っている協定先
の緊急連絡先について、災害時
有効に活用できるよう、管理方法
を検討する必要があります。
　担当者会議や防災訓練等の
実施による既存の協定先との協
力関係の強化や新規の一時滞
在施設の確保等、今後も更なる
協定拡充に努めます。

- A 拡充

既存の協定先との協力関係
の強化及び新規の一時滞在
施設の確保等、災害時の協
力体制の充実に努めます。
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

226
災害時医療の確
保

文京区地域防災
計画、文京区地域
福祉保健計画（保
健医療計画）

大規模災害の発生に備え、災害
医療救護体制の整備充実を図り
ます。

大規模地震等の発災時に使用
する災害用医療資材及び医薬
品を備蓄、管理するとともに、区
内医療関係機関との連携を図る
ため、災害医療運営連絡会を開
催します。また、三師会等と協力
し文京区避難所総合訓練に参
加します。

災害用医療資材については、年
次計画に基づき更新するととも
に、新たに医療救護所8か所分
の資材を購入、配備しました。
二次医療圏ごとの地域災害医療
連携会議や、災害医療図上訓
練等に参加し、広域的な連携に
向けて取り組みました。
避難所総合訓練では、医療救護
活動マニュアルに基づいた医療
救護活動訓練行い、また、三師
会に向けてトリアージ研修を実
施する等して、医療救護活動に
係るスキルアップを図りました。

災害用医療資材、備蓄医薬品
について、今後も適切に管理
し、更新していく必要がありま
す。医療救護活動については、
年４回の医療救護活動訓練やト
リアージ研修等の実施により、更
なるスキルアップを図っていきま
す。医療救護活動マニュアルに
ついても適宜見直しを行ってい
く必要があります。

B - 現状維持

医療救護所で使用する医療
資材、医薬品等を適正に配
備し、管理します。災害医療
運営連絡会において、関係
機関との連携体制強化を図
ります。

227
防災啓発資料の
充実

小・中学生の防災意識啓発、自
助意識の醸成を図ります。

小・中学生向けの防災啓発パン
フレットを作成し、また防災教育
用ライブラリを更新することによ
り、防災に関する知識等の普及
に努めます。

　26年度に作成した小･中学生
向けパンフレットを引き続き区立
小・中学校へ配布するとともに、
防災宿泊体験等でパンフレットを
使用してもらえるよう、宿泊体験
の説明会にて働き掛けを行いま
した。
　また、防災教育用DVDを10本
購入し、依頼のあった団体や施
設へ貸出しを行いました。

引続き、防災宿泊体験等におけ
る防災啓発パンフレットの活用を
促すとともに、更なる防災意識啓
発のため、購入している防災教
育用DVDをより有効に活用でき
るよう、PR方法について検討しま
す。

A - 現状維持

引続き、防災教育用DVDの
更新やパンフレットの配布を
行うとともに、それらの活用の
幅を広げ、小・中学生の防災
意識の向上に努めていきま
す。

228 安全対策推進
安全で安心して暮らすことができ
る地域社会をつくります。

文京区安全・安心まちづくり条例
に基づき、安全対策を推進する
ことで、安全で安心なまちづくり
の実現を目指し、区内の犯罪発
生抑止のため、青色防犯パト
ロールの実施及び防犯ボラン
ティアへの支援を行います。

○安全・安心まちづくり推進地区
の指定は、通学路の安全対策を
推進する地区１地区、防犯対策
を推進する地区21地区の計22
地区となりました。また、防犯カメ
ラの設置費用の助成により、防
犯カメラは15地区で計156台の
設置となっています。
○安心・防災メールの登録者は
9,335人となり、防犯等安心情報
の配信により区民に注意喚起を
行いました。
○安全・安心なまちづくりの推進
へ向けて、区内４警察署と合同
の危険ドラッグ撲滅キャンペーン
や湯島・上野地区官民合同パト
ロールを実施しました。

〇文京区内の特殊詐欺被害は、
１件当たりの被害額が高額となる
状況にあり、特殊詐欺の被害防
止に効果が見込まれる自動通話
録音機の無償貸与について、継
続して実施する必要があります。
〇防犯対策活動等に関する情
報交換の機会を設けるなど、安
全・安心まちづくり推進地区間の
連携を図る必要があります。

- A 現状維持

防犯設備整備の助成、防犯
活動用資器材等の助成及び
防犯パトロール用資器材の
貸出し、「文の京」安心･防災
メールの配信等
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

229
文京区空き家等対
策事業

　区内における管理不全な状態
にある空き家等について、除却
の促進、跡地の有効活用等を行
うことにより、災害、事故及び犯
罪に対する備えを進めるととも
に、生活環境の向上及び良好な
景観の保全に努め、安全で安心
して暮らすことができる地域社会
の実現及び地域コミュニティのよ
り一層の醸成を図ることを目的と
します。

　管理不全のため老朽化して危
険な状態となっている空き家等
について、所有者の申請に基づ
く区の助成（上限200万円）によ
り除却等を行い、区が跡地を原
則として10年間借り受け、行政
目的で使用します。ただし、継続
して使用できる空き家等につい
ては、所有者の意向を確認し、
地域課題に取り組むNPO等へ物
件情報を提供します。この他、空
き家相談会を行い、管理不全の
解消に向けて問題解決を図りま
す。

　空き家等の所有者との間で２
件の事業対象認定及び土地使
用貸借契約が成立し、水道一丁
目、大塚六丁目34番のいずれも
消火器具置場として整備を行う
ことになりました。空き家相談会
を２回開催し、法律的な面から所
有者を援助するとともに、大塚六
丁目34番の事業申請につなげ
ることができ、27年度中に除却で
きました。
　そのほか、区の指導により自主
的に除却するなど、管理不全な
状態を解消した空き家も約50件
あります。

事業件数が目標に達しないた
め、空き家相談会の開催時期の
見直しや、固定資産税台帳の閲
覧を始めとする所有者調査に注
力し、所有者に積極的にアプ
ローチします。

C - 現状維持

空き家等の所有者調査と空
き家相談会を継続しながら、
空き家等対策の事業申請を
募り、空家等対策の推進に
関する特別措置法の対応を
庁内組織で検討します。

230
交通安全普及広
報活動

第10次文京区交
通安全計画

区民一人ひとりに交通安全意識
の普及・浸透を図り、交通ルール
及びマナーを身につけることで、
交通事故発生件数を減少させま
す。

区報、ＣＡＴＶ等の広報媒体での
広報活動とともに、春・秋の全国
交通安全運動期間中の街頭
キャンペーンを行います。また、
学校・警察・交通安全協会等と
連携し、交通安全協議会、交通
安全区民のつどい、自転車実技
講習会、模擬交通事故再現体
験、交通安全ポスターコンクール
等を実施します。

平成27年の交通事故死傷者数
は531人となり、第10次文京区交
通安全計画の目標値（1年の交
通事故死傷者数800人以下）を3
年連続で達成しています。引き
続き各警察署等と連携しながら
交通安全意識の普及啓発に努
めていきます。
区内小学校で実施した自転車
実技講習は3回、免許証の発行
数は151件でした。

本区の自転車乗用中の交通事
故死傷者数は、平成25年187
人、26年155人、27年124人と減
少傾向ですが、全ての交通事故
死傷者数に占める割合は、約
23％で推移しており、全国平均
の約15％と比べても高い状況と
なっています。自転車の安全利
用及びマナーの普及啓発を図る
必要があります。

B - 現状維持

自転車実技講習会やリーフ
レットによる周知など、警察
等と連携して、自転車マナー
の向上に取り組んでいきま
す。また、文京区交通安全
計画の改定を行います。

231
総合的自転車対
策の推進

自転車の安全利用を促進すると
ともに、放置自転車を抑制し、快
適な歩行者空間の確保を図りま
す。

放置自転車の警告・撤去により
安全な歩行者空間の確保を図る
とともに、レンタサイクル事業、自
転車駐車場の運営・整備により、
自転車利用を促進します。

①平成27年4月から水道橋駅・
飯田橋駅周辺を新たに自転車
等放置禁止区域に指定しまし
た。
②放置自転車台数の調査にお
いて、平成26年度の1,311台から
27年度は961台となり、平成26年
度から続けている警告撤去強化
の効果が出ています。

①駅周辺の自転車駐車場用地
を設定することが困難な状況で
す。
②放置自転車撤去を強化するこ
とにより、駅周辺の歩行者空間を
確保する必要があります。
③撤去した自転車の保管場所
に数量等の限りがあります。

A - 拡充

放置自転車撤去の強化とと
もに、放置禁止区域の追加
指定、自転車シェアリング事
業の導入等を検討していき
ます。

ま
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
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達成度
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方向性 事業の展開内容

232
コミュニティ道路整
備

コミュニティ道路整
備計画

歩行者が、安全かつ安心して利
用できる道路環境の整備を行い
ます。

区民とともに地域の特性を反映
した整備計画を策定し、歩道の
拡幅や交差点の明確化、車両の
速度抑制を図るための整備を行
います。

○白山・千石地区コミュニティ・
ゾーン整備計画に基づき、小石
川植物園西側道路整備（第一
期）を実施しました。
○向丘・弥生・根津・千駄木地区
コミュニティ・ゾーン整備計画の
事業着手に向けて、区道871号
（藍染通り）の設計及び地元説
明会、区道文台3号（暗闇坂）の
下水、水道、電気等の関係者と
の工事調整を実施しました。

○白山・千石地区の小石川植物
園は国の名勝及び史跡に指定
されているため、事業を進めるに
は樹木への配慮とともに、文化
財保護の観点から注意が必要で
す。
○向丘・弥生・根津・千駄木地区
は、整備優先路線について、地
元住民や交通管理者等と調整を
図りながら、事業を進める必要が
あります。

B - 現状維持

白山・千石地区及び向丘・
弥生・根津・千駄木地区のコ
ミュニティ・ゾーン整備計画
に基づき、設計・工事を実施
します。

233
橋梁アセットマネ
ジメント整備

橋梁アセットマネ
ジメント基本計画

橋梁の予防保全的な修繕を行
い、長寿命化を図るとともに、計
画的な架け替えによる維持管理
費の縮減・平準化を図ります。

橋梁アセットマネジメント基本計
画に基づいた維持管理を行いま
す。

平成27年10月から橋梁形式の
再検討を実施するために、修正
設計に着手しました。

橋梁の定期点検を実施し、橋梁
アセットマネジメント基本計画の
見直しを行う必要があります。
清水橋の架け替えについては、
地元と調整しながら修正設計を
進めるとともに、電気、ガス、水道
等の占用物件の移設も含めて、
事業全体の進行管理をする必
要があります。

- B 現状維持

橋梁アセットマネジメント基
本計画に基づき、事業を推
進するとともに、計画の定期
的な見直しに向けた定期点
検等を実施していきます。

行
財
政
運
営

234 職員育成の推進
文京区職員育成
基本方針

「文京区職員育成基本方針」に
基づき、職員一人ひとりの能力
開発と意識改革を推進し、文京
区が目指す職員像である「課題
に気づき解決に向けて、自ら考
え行動できる、改革志向の職員」
を育成するとともに、職員の行動
様式として現場主義の醸成を
図っていきます。

自己啓発及びＯＪＴに加え、区の
研修として、職層ごとに求められ
る意識や能力の修得を目指す
「職層研修」、実務処理能力や
専門的知識・技術の向上を図る
「実務・専門研修」、自治体職員
として求められる幅広い知識等
を学ぶ「サポート研修」を実施す
るとともに、特別区職員研修所及
び第２ブロック等の研修を職員
に受講させることにより、職員一
人ひとりの能力開発と意識改革
を行います。

①研修の中から四つの政策提
案がなされ、うち１つが28年度の
事業として実施されることとなりま
した。
②一定の水準に達した研修生を
English Navigatorとして認定し、
区民からもわかるよう、バッチを
配付しました。
③意識啓発研修により、女性の
管理職選考受験者が増加傾向
にあります。

①政策提案型の同研修を継続
し、自ら考え行動する職員の幅
を広げていく必要があります。
②引き続き研修を継続し、全て
のフロア、全ての窓口にEnglish
Navigatorの配置を目指します。
③女性管理職の実質的な増加
につながるよう様々な取組を検
討していく必要があります。

- A 改善・見直し

多様化する行政需要に対し
て、的確かつ適切な行政
サービスを提供していくため
に、文京区職員育成基本方
針に基づく職員育成を一層
推進していきます。

ま
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指標

達成度
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達成度
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235
ＩＴの活用による利
便性の高い区民
サービスの実現

ＩＴの活用により、区民にとって一
層利便性の高い行政サービスの
実現を目指します。

「いつでも」「どこからでも」サービ
スを受けることが可能なシステム
を構築し、また、住民情報システ
ムの安定運用を図ります。

①電子申請サービスについて
は、平成27年度に12手続を追加
し計53手続としました。
②税や国保年金等の適切なシス
テム改修により、制度改正への
対応が図られました。

①電子申請サービスは、手続数
を増やすとともに、区民が利用し
やすい手続となるよう更新に努
めていく必要があります。
②住民情報システムは、法改正
に確実に対応する必要がありま
す。
③外国人観光客等が利用できる
ように、区有施設等への公衆無
線LAN設置が必要です。

- A 拡充
ＩＴ技術を活用し、区民の求
めるサービスを提供していき
ます。

236
社会保障・税番号
制度（マイナン
バー制度）の導入

社会保障及び税務分野等にお
いて、より公平で正確な給付及
び税負担を実現します。
また、社会保障給付等の手続き
における添付書類の簡素化等
により、負担の軽減や行政サー
ビスの向上を図ります。

平成28年１月からの個人番号利
用開始に向け、個人番号通知の
準備を進めるとともに、関係部署
との連携を図り、庁内の情報シス
テムを個人番号制度に対応でき
るよう改修します。また、個人情
報については、個人の権利利益
の保護という観点から適切な措
置を行います。

関係所管との調整を行い、独自
利用条例を制定しました。また、
システム改修及びネットワーク情
報セキュリティの強化対策を引き
続き実施したほか、個人情報保
護についても、特定個人情報保
護評価の実施及び修正、個人
情報保護条例改正、個人情報
保護制度事務要領の改正を行
いました。こうした取組により、円
滑に制度を開始することができま
した。

制度周知を引き続き行うととも
に、29年７月からの対外連携に
向け、庁内システムを確実に制
度に対応させると同時に、ネット
ワーク情報セキュリティ強化対策
についても更に進める必要があ
ります。また、特定個人情報の適
正な取扱いを確保するため、安
全管理措置の充実を図る必要が
あります。さらに、29年１月のマイ
ナポータル運用開始に向けて、
着実に準備をする必要がありま
す。

- A 拡充

引き続き、庁内での情報共
有を適切に行います。また、
マイナポータルの運用開始
に向けた準備を着実に進め
ていきます。

237
通訳クラウドサービ
ス活用による外国
人相談等

日本語が堪能でない外国人を
対象に、日常生活全般の困りご
とや各種手続き等の相談を受
け、日本での生活が円滑に行え
るよう支援します。

これまで２名の相談員（英語・中
国語）が各言語週２回相談を受
けていましたが、通訳クラウド
サービスを導入し、区民相談員
が外国人相談を兼務すること
で、５か国語（英語、中国語、韓
国語、スペイン語、ポルトガル
語）、月～金曜日、相談を受ける
体制を整えました。また、庁内に
も通訳タブレットを貸し出し、各
窓口での活用も図ります。

以前の外国人相談では相談時
間や言語が限定されていたが、
クラウドサービスを導入すること
により、行政情報センター開設
時間中の多言語による相談業務
が可能となりました。クラウドサー
ビス導入２年目でありましたが、
外国人の相談に的確に答えるこ
とができています。また、各課窓
口への貸出件数が大幅に増え
てきています。

文京区に居住する外国人や観
光で訪れる外国人は増えていま
すが、利用実績はそれほど上
がってきていません。今後は、各
課窓口での利用を更に推進する
ことで、外国人の方の利便性を
図る必要があります。

C - 現状維持

今後、各課窓口への貸出し
を推進することで相談となっ
てしまう案件を減らしていくこ
とが必要です。

行
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達成度
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238
わかりやすいホー
ムページの構築

ホームページを閲覧するすべて
の利用者を対象に、最新の情報
をわかりやすくかつ迅速に提供
します。また、区政に対する意見
収集を行うことで、利用者の満足
度の高いホームページを目指し
ます。

ホームページの充実を図るため
に、平成２６年１２月に全面リ
ニューアルを行いました。リ
ニューアルに当たっては、アクセ
スログの解析や利用者アンケー
トなどに基づき、利用者の視点
に立ったホームページに再構築
しました。また、障害時や災害時
でも安定して運用できる体制を
整備するとともに、リニューアル
後も質の高いホームページを維
持するために職員研修を行いま
した。

これまでの初級に加え中級研修
も実施したことで、一層の安定運
用を図りました。また、アクセシビ
リティ研修のほか、全ページを確
認し課題のあるページを改善し
たことで、アクセシビリティの品質
が向上しました。
全庁停電時にサーバーがダウン
した障害については、原因を究
明し改善したことで、非常時・災
害時における情報発信が担保さ
れました。

法、規格、指針等に基づき、ウェ
ブアクセシビリティに対応するこ
とが求められています。ホーム
ページは日々更新され、同時に
多くの職員が関わることから、定
期的な検証と運用を通じた継続
的な取組が必要となります。同時
に、ホームページ運営及びアク
セシビリティの確保・品質向上に
は、専門的な知識と経験が必要
となります

C - 現状維持

安定運用及び積極的な情報
発信とウェブアクセシビリティ
対応の両立に務め、JIS規格
のアクセシビリティ達成等級
AAの基準を満たすページを
着実に増やしていきます。

239
有線テレビ広報活
動

広報番組を制作・放送し、区から
の情報をテレビの特性を活かし
て区民に提供していきます。ま
た、番組制作を通じて地域コミュ
ニティの活性化を促進します。

制作した番組を有線テレビで放
送することにより、映像を使用し
た広報活動を行います。また、放
送済みの番組について、イン
ターネットによる動画配信を行い
ます。

区の行っている施策をわかりや
すくタイムリーに伝える番組の制
作、広報メディアの意識調査など
から区民に求められる番組の制
作に努めました。また、メディア
パートナーとの協働による番組
制作を行い、番組制作への理解
を深めていただきました。

メディアパートナーのご意見や広
報メディアの意識調査などから、
区民から求められる番組はどの
ようなものかを常に意識しなが
ら、地域コミュニティの活性化を
自ら促すような番組制作も検討
していく必要があります。

- A 現状維持

引き続き、区民に求められて
いる地域密着型番組の制作
と行うとともに、災害時情報
ツールとしてのＣＡＴＶの利
用について検討します。

241
元町公園の保全
及び旧元町小学
校の利活用

文京区基本構想
実施計画、行財政
改革推進計画

元町公園及び旧元町小学校に
ついて、その歴史性等に配慮し
ながら、保全及び有効活用を図
ります。

学識経験者等で構成する会議
体を設置し、利活用の方向性に
ついて提言を受けた後、当該提
言をもとに検討し、整備・活用を
進めます。

平成27年５月に提言を受領後、
近隣７町会長との意見交換会
や、区民説明会を2日間行い、
様々な区民の意見をいただくこ
とができました。また、建物劣化
診断を行い、旧元町小学校の現
状の把握をすることができまし
た。

旧元町小学校の見学会の要望
があるため、賃借者との調整を
図りながら、見学会を開催してい
く必要があります。また、引続き、
７町会長との意見交換会を実施
していきます。さらに、建物劣化
診断を踏まえて、民間活力導入
の可能性について検討していく
必要があります。

- B 拡充
旧元町小学校の見学会を開
催するとともに、民間活力導
入調査を開始します。

行
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242
シビックセンター改
修基本計画の策
定

文京区区有施設
の中長期改修計
画

　竣工後20年を経過した、シビッ
クセンターの社会的劣化・物理
的劣化等へ対応する改修工事
を計画的、効率的に進めるた
め、シビックセンター改修基本計
画を策定します。また、東日本大
震災による外装等への影響の調
査と外装等の改修工事を実施し
ます。

　地震による外装等への影響調
査と同時に、物理的劣化がみら
れる屋根及び外壁等防水、外部
鉄部塗装改修工事を平成26年
度から27年度にかけて実施しま
す。
　また、シビックセンター改修方
針に基づき、改修内容、改修実
施期間、改修経費などを盛り込
んだ改修基本計画を平成27年
度から28年度にかけて策定して
いきます。

　シビックセンター外装等調査及
び改修工事を完了しました。な
お、外装等調査の結果、改修基
本計画に反映すべき特段の工
事は無いことを確認しました。
　また、シビックセンター改修基
本計画については、平成28年度
策定に向け、検討項目を整理し
た上、検討を進めました。

改修工事を効率的かつ計画的
に推進するために改修内容、改
修時期、改修経費の詳細検討を
進める必要があります。

A - 現状維持
シビックセンターの改修基本
計画を策定します。

243
財政状況等の継
続的な公表

区の財政に係る資料を継続的に
わかりやすく公表することにより、
公正性と透明性の高い財政運
営を進めるともに、区の財政運
営について区民の理解を深めま
す。

予算編成過程の状況、当初予
算及び補正予算に係る資料、財
政指標等の決算にかかる資料、
財務諸表等、区の財政に係る資
料を継続的にわかりやすく公表
します。

26年度に引き続き、様々な媒体
を利用して財政公表を行い、区
財政状況の公平性・透明性の向
上を図りました。
また、各種公表物の文言や表現
を工夫し、区民の方に区財政へ
興味・関心を得られるよう努めま
した。

多くの区民が区財政状況に対し
て興味・関心を持つ内容となるよ
う、各種データの表現方法や文
言等の工夫・研究を行い、区民
の理解を更に深めていく必要が
あります。

- A 現状維持

総務省による地方公会計の
統一的な整備の要請を踏ま
え、平成29年度に複式簿
記・発生主義会計を導入、
30年度に新公会計による財
務諸表を作成します。

244
効率的な組織体
制の構築

行財政改革推進
計画

多様な区民ニーズに柔軟に対
応し、効果的な施策・事業を展
開できるよう、区民にもわかりや
すい、簡素で効率的かつ機能的
な組織体制の構築を目指しま
す。

社会経済情勢等、区政を取り巻
く環境の変化や、各組織の現状
と課題を踏まえた上で、必要な
組織の見直しを行います。

子ども部門組織を再編し、私立
認可保育所を中心とした待機児
童対策の推進や、就学前の入園
相談窓口の一本化による利便性
の向上、放課後全児童向け事業
の円滑な運営・拡大のための体
制整備を図りました。また、男女
平等参画の推進を主軸とした全
般的な人権啓発の実施に当た
り、横断的な組織連携により、複
合的な困難を抱える方への対応
や、時代の流れにも迅速に対応
できる体制を整備しました。

より効率的な施設の維持管理に
資するため、「公共施設等総合
管理計画」の策定に合わせて、
施設管理所管部のあり方につい
て検討していきます。
また、東京2020オリンピック・パラ
リンピック競技大会の開催に向
けた組織体制の検討を行いま
す。

- A 現状維持

施設管理所管部のあり方に
ついて検討するとともに、行
財政改革推進計画に基づ
き、組織整備を進めていきま
す。

行
財
政
運
営
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

245
ＩＴの活用による迅
速で効率的な区政
の実現

文京区情報システ
ム取組指針

情報基盤を整備し、運用すること
により、一層の効率的かつ迅速
な行政事務の執行を目指しま
す。

「文京区情報システム取組指針」
に基づき、電子自治体の基盤整
備・運用を図ります。

・財務会計システムの更新を行
いました。
・部長級以上の管理職職員及び
一部課長を対象に、タブレットを
配付しました。
・共通仮想化基盤に小型機を搭
載し、庁内のシステムの最適化
を進めました。

①ネットワークセキュリティの強化
対策を更に進める必要がありま
す。
②情報セキュリティ上の問題発
生に適切に対応するため、体制
(CSIRT)の整備を図る必要があり
ます。
③情報セキュリティの決まりを更
に職員に教育・啓発していく必
要があります。

- A 拡充

「文京区情報システム取組指
針」に基づき、電子自治体の
基盤整備・運用を進める予
定です。

246
職員定数の適正
化の推進

行財政改革推進
計画

簡素で効率的かつ機能的な組
織体制に呼応した職員数を配置
するため、組織の見直し及び各
部署の事務量の変化に応じて、
職員定数の適正化を進めていき
ます。

各組織の現状と課題をふまえ、
既存事業の見直し、増員の抑制
等徹底することにより、時代の変
化に即した職員定数の適正化を
図ります。

24年３月策定の行財政改革推
進計画に基づき、効率的な庁内
体制の構築に呼応した適切な職
員配置と、民間活力の活用によ
る業務の見直しを実施しました。
このことにより、新年度の事業実
施に向けて有効な人員体制が
整備できました。

本事業の適切な実施は、区予算
の固定経費である人件費の削減
に向け重要なポイントとなるもの
で、各部署の事務量を精査し、
適正な職員配置に向け一層の
留意が必要です。また、行財政
改革推進計画を包含した次期基
本構想実施計画の策定に当
たっては、人件費比率の引下げ
を視野に入れるとともに、品質志
向の区政運営の実現に寄与す
る職員定数の適正化を図ってい
く必要があります。

- A 改善・見直し

平成24年3月策定の行財政
改革推進計画における「職
員数の適正化の基本的な考
え方」に基づき、職員定数の
適正化を推進していきます。

247
行政コストの明確
化

　区民が利用する行政サービス
に係る経費等を公表することに
より、サービスの内容と区の負担
についての区民の理解を深める
ことで、区民サービスの一層の
充実及び区民間の負担の公平
を図ります。

　事業ごとの行政コスト分析を行
い、事業にかかる税負担額を公
表するとともに、区民サービスの
適切な負担を検討します。

　総務省方式改訂モデルに基づ
く「行政コスト計算書」を作成し、
行政コストの性質別割合及び目
的別割合で分析を行うとともに、
区民１人当たりの行政コスト計算
書を作成しました。人的サービス
や給付サービスに係る税負担等
を性質別、目的別に分析し、公
表することで、透明化を図りまし
た。

　複式簿記・発生主義による新
地方公会計制度の導入に伴い、
事業別、施設別といったセグメン
ト別に行政コストを把握し、区民
等にわかりやすい公表資料を作
成する必要があります。

- B 改善・見直し

複式簿記・発生主義による
新地方公会計制度の導入に
伴い、セグメント別の行政コ
スト計算書を作成します。

行
財
政
運
営
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項目 No. 事業名 個別計画 目的 手段 成果 課題
指標

達成度
（Ａ様式）

達成度
（Ｂ様式）

方向性 事業の展開内容

行
財
政
運
営

248
公有財産の有効
活用

公有財産の有効活用により税収
外の新たな歳入の確保を図りま
す。

区有施設内のテナントや余裕の
あるスペースについて、民間事
業者等への貸付を入札等により
行い、業者選定や貸付料を決定
します。

新たに設置する施設に入札によ
る自動販売機の設置場所の貸
付けを行うことにより、目的外使
用料に比して約2,517％（1,400
千円）の収入増加を図ることがで
きました。また、貸付期間の満了
する既存の自動販売機について
は、新たな入札により前回の貸
付料に比して約130％（2,574千
円）の収入増加を図ることができ
ました。

既存の区有施設内に、貸付可能
な新たな場所を開拓することは
困難です。

- A 現状維持
新規及び貸付契約更新時に
入札を行い、増収を図って
いきます。

基
本
構
想
の
進
行
管
理

249
基本構想推進区
民協議会の運営

文京区基本構想
実施計画

基本構想実施計画の策定及び
基本構想の進行管理など基本
構想の実現度の審議を、区民参
画により実施します。

区民委員及び学識経験者に
よって構成されている基本構想
推進区民協議会を、議論が活発
になされ、多様な区民の意見を
反映できるように運営します。

昨年度から継続の区民委員が
多く、事務事業評価及び基本構
想実現度評価に対し、より幅広
い視点から多くの意見をいただ
き、活発な審議につながりまし
た。また、まち・ひと・しごと創生
総合戦略の策定に当たっては、
区民委員による審議結果を当該
計画に反映することができまし
た。それにより、区民参画による
基本構想の進行管理を行うこと
ができました。

28年度は、委員改選の時期に当
たるとともに、次期基本構想実施
計画の策定に着手します。当該
計画が、行財政改革推進計画を
包含したものとなり、本協議会に
おいても、審議事項の拡大を伴
います。そのため、新たな委員
に対し丁寧な制度説明を行うとと
もに、本協議会の運営方法につ
いて見直しを図ることで、効果的
かつ効率的な運営を目指しま
す。

- A 拡充

27年度の実績に基づく事務
事業評価及び基本構想実現
度評価の結果を審議するとと
もに、当該評価結果を踏ま
え、次期基本構想実施計画
の策定について、審議を行
います。



【別紙２】 

平成 28年度基本構想進行管理 

基本構想実現度評価 
 

 
 

目次 
子育て・教育 ………………………… １ 頁  

福祉・健康 …………………………… ４ 頁 

コミュニティ・産業・文化 ………… ９ 頁 

まちづくり・環境 …………………… 16 頁 

行財政運営 …………………………… 20 頁 



　

％

111.9 142.3 ％

％ ％

118.0

53.7 75.4

49.0 53.0

57.8

129.6 141.5 ％
【取組状況・成果】保護者アンケートの総合評価において、
目標値を超える満足度を達成しました。

％

実績値

達成率

48.0 53.0

135.5 ％

●将来像の実現に向けた実施計
画事業

子育て・教育 中項目 子育て支援

３　評価

26年度 27年度

71.8

50.0

幼

％

将来像 地域の思いやりにあふれた「おせっかい」の輪の中で、みんなが楽しく育ち合えるまち

平成27年３月に策定した子育て支援計画に基づき、保育サービスの量の拡充や質の向上を図るとともに、子
どもの健やかな成長の支援や地域社会全体で子どもを育む体制の構築などを更に推進してまいります。

個別計画 子育て支援計画

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

　本区の合計特殊出生率は、平成23年に1.02となり、５年前と比較して20％増加するとともに、０歳から５歳までの乳
幼児人口も、26年1月現在10,215人と、21年1月から2,115人、26.1％の増加をみせています。
　こうした中、核家族化や都市化の進展によって地域とのつながりが希薄となり、身近に相談できる機会が少なく、子
育てに不安を抱く人が増えてきています。
　また、就労家庭の増加により、保育需要は依然として高くなっています。
　そこで、子どもが健やかに成長していくため、子どもや家庭の健康の確保に努めます。
　また、子ども・子育て支援新制度にも対応した質の高い幼児期の保育・教育を総合的に提供するとともに、保育の量
的拡大を図ります。
　さらに、すべての子育て家庭が安心して子育てができるよう、一時保育や育成室など子育て支援事業の充実に努めま
す。

所管部 福祉部、子ども家庭部、保健衛生部、教育推進部

77.0

104.6

28年度

81.0 ％

25年度

％

77.1

100.1 ％

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　質の高い幼児期の保育・教育の総合的提供と保育
の量的拡大【保護者満足度】

25年度 26年度 27年度

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目

保

％

28年度

幼 保 保 幼 保

目標値 ％ ％ 53.5

％

81.9 ％ 83.7実績値

80.079.0

64.8 75.7

51.0 54.0

目標値 ％ ％

25年度 26年度 27年度 28年度

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

％

86.0

【課題】育成室での保育の質を確保し、更に育成室の評価を
向上させていく必要があります。

達成率 103.7 ％

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

目標値 86.0

102.3

２　基本構想実施計画の「指標」

①　子どもの健やかな成長と子育て家庭の健康の支援

【取組状況・成果】「育成室保育指針」に沿った運営を行っ
た結果、昨年12月に実施した保護者アンケート結果では、目
標値を上回る満足度となりました。

実績値 88.0 ％ 86.5

【課題】支援が必要な家庭に対し適切なサービスの提供につな
げるため、引き続き保健師と助産師が密接な連携に努める必要
があります。

【取組状況・成果】訪問実績では前年度を約100件上回って
いますが、対象者数の増加が著しく、保健師による対応が必
要となる困難ケースが増加していることから、目標値を若干
下回っています。

達成率 100.6 ％％ ％98.9

4,630 人

達成率

％

目標値 3,113 人 4,208 人

86.0

人実績値 2,952 人 3,259 人 4,206

【取組状況・成果】平成27年度以降は子ども・子育て支援新制度の
指針にのっとり、新しい保育サービス事業量が対象です。待機児童
の発生している0～2歳の達成率は100％に達しました。

待機児童数 96

104.7 ％ 100.0 ％112.4 ％ 99.1

【課題】幼児期の教育・保育の質を確保した上でニーズに対する保
育サービス事業量の達成を目指すことにより、子どもの豊かな成長
を支援していく必要があります。

％ 88.0％ 87.0 ％

幼

％

％

【課題】今後も園の生活で起きた問題に対して、素早く適切に対応
するとともに、子どもの安全管理や事故防止に努め、保護者の理解
を得ながら、満足度を高めていく必要があります。

④　子育て支援の充実

2,626 人

②　質の高い幼児期の保育・教育の総合的提供と保育
の量的拡大【保育サービス事業量】

25年度 26年度

人

27年度 28年度

4,673 ４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

平成27年4月からの子ども・子育て支援新制度に
よる、幼児期の教育・保育、子育て支援に係る
制度の変化

文京区版ネウボラ事業の展開により、妊娠期から切れ目な
く子育て家庭を支える仕組みづくりに取り組みました。引
き続き、支援が必要な家庭の把握とニーズに沿った支援を
行っていく必要があります。
区立保育園の保護者アンケートでは「園長先生を始め、先
生方がとても親切・丁寧で安心して預けられます」等の感
謝の声もいただき、目標値を超える満足度を達成しまし
た。
平成27年度重点施策では待機児童解消対策として私立保育
所の新規開設や認証保育所の認可化移行に取り組みまし
た。

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見）

待機児童数は132人と、依然として保育
サービスへのニーズは高く、引き続き
ニーズ量の達成を目指していかなけれ
ばなりません。
26年度重点施策では私立認可保育所
の開設などに引き続き取り組むとととも
に、ハッピーベイビープロジェクトなど、
妊娠・出産支援事業にも取り組み、少
子化や就労形態の多様化など子どもと
家庭を取り巻く様々な環境変化に対応
すべく事業を展開してまいりました。

平成28年４月の待機児童数が昨年４月の132人を大幅
に上回る257人となったことから、区独自の待機児童
解消緊急対策を策定し、これまで以上にスピード感を
持って対策に取り組みます。また、保育園・幼稚園・
学校・育成室との連携を深めるとともに、地域社会全
体で幼児教育・保育の質の向上を図っていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等
乳幼児人口の増加が予測される中、乳児家庭全
戸訪問事業等の様々な機会を捉えて、妊娠・子
育てに関する不安の軽減を図る取組が必要であ
る。

６　今後の方向性

事業数
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【取組状況・成果】全ての学校において、「一校一取組」・「一学
級一実践」運動を推進し、具体的な取組を展開しながら、体力向上
に努めました。

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

達成率

0.44 3.02

73.2 ％

H25

2,371,600 千円

総
事
業
費

2,302,175

６　今後の方向性
4,251,773 千円

千円

中

千円

1,512,932

26 30

2.65

事業数
32

83.6 100.0 ％ 95.5 91.1

0.55 2.80 ％ 0.50

％ 78.0

3.69

小

％

小 中 小 中

0.352.700.46 2.80 0.42 2.75 0.39

％

【取組状況・成果】スクールソーシャルワーカー、教育相談コーディネーター
等で構成される「不登校対応チーム」が各学校に対する聞き取り、コンサル
テーション等による支援・助言を行っています。

％

76.5

100.6 98.3

49.1

50.2 50.5
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50.0 49.9 50.3

中 小 中小 中 小 中 小

26年度 27年度

75.5 88.0

中 小

％

小

％

100.0 100.0 ％

87.1

目標値 ％

101.3 95.0

70.8

87.1 74.3 87.1 74.5 87.5

中 小 中

％

％

％

％

102.2

２　基本構想実施計画の「指標」

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

中

30

体力については、幼稚園で体力調査の結果を基にアドバイザーによ
る訪問指導を実施しました。また、小学校では東京都の体力・運動
能力調査結果等を踏まえた体力向上プランを作成するとともに、体
力向上指導員による授業補助やアドバイザーの助言等を教育活動に
生かすことができました。小学校は指標の目標値を上回りました
が、今後も体力向上プランを活用した取組を明確にしながら、着実
に子どもたちの体力向上を図っていきます。さらに、共に学び合う
ため、特別支援教育担当指導員を配置し、特別支援教育の校内体制
が整備されています。特に、該当児童・生徒への配慮から、教室環
境の整備、視覚的な支援や情報伝達の工夫等が行われ、通常の学級
におけるユニバーサルデザイン化が進みました。

  体力、不登校対策において、小学校中学校共に
目標値を下回る結果となりました。体力について
は、体力向上プランに基づく、体力向上アドバイ
ザーによる指導・助言を生かした授業改善を進め
ることにより実績値の改善を図ってまいります。ま
た、不登校対策については、各家庭との連携を一
層密にするとともに、個別のケースについて不登校
対策チームやスクールソーシャルワーカーなどを
活用して支援を進めてまいります。自ら学び考え課
題を解決する子どもの育成については、言語活動
の充実による授業改善の推進、豊かな人間性の育
成については、学校行事や体験学習など児童・生
徒一人一人のよさを発揮できる指導を継続させ、
改善を図ってまいります。

H27予算

H28予算

H26

％

100.0

【取組状況・成果】中学生を対象として、学校を離れ、地域の商店、企業など
の職場で実際に仕事を体験し、社会の一員としての自覚を促すことで、望まし
い社会性や勤労観等の育成につながっています。

103.8

　学力向上アドバイザー事業、体力向上アドバイザーの派遣による授業改善を一層推進してまいります。また、個別の
ケースに応じた不登校支援の充実を４名に増員したスクールソーシャルワーカーを含めた不登校対策チームにより進め
てまいります。さらに、奉仕活動や体験活動を通して、児童・生徒一人ひとりが自己肯定感を高められるよう指導を展
開してまいります。

実績値 65.3

達成率

％

④　豊かな人間性の育成

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見）

78.0 71.0目標値 75.8 65.3

77.5

子育て・教育 中項目

所管部 教育推進部 実績値

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

目標値

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

　昨今、年少人口が急増する中、平成25年度において、区立小学校の児童は7,057人と増加傾向にあり、区立中学校の生徒は2,115人と横ばいです
が、今後増加することが想定されます。
　今日、情報化やグローバル化の進展など、社会経済を取り巻く環境が急速に変化しています。
　また、東日本大震災の経験により、「自助」、「共助」、「公助」の重要性が再認識されています。
　このことから、すべての子どもが社会や環境の変化に対応し、生き抜いていくために必要な確かな学力や豊かな人間性、健やかな体の調和のと
れた「生きる力」を一層育んでいきます。
　また、コミュニケーション能力を高め、よりよい人間関係を築くとともに、社会の一員として自覚を持ち、地域や社会の発展に貢献する力を身
に付けるために、地域による学校支援機能を高め、学校、家庭、地域が相互に連携・協力して子どもを育てていきます。
　さらに、特別な支援が必要な子どもを含めた一人ひとりの個性や能力に着目し、最大限に伸ばすとともに、自尊感情、自己肯定感を高めていく
教育活動を推進します。
　このほか、教育環境を向上させるため、年少人口増を踏まえた学校施設の整備や老朽化した校舎等の整備を図るとともに、27年度には新たな教
育センターを開設し、学校支援や教員育成に取り組みます。

【課題】不登校の未然防止や早期解決を図るとともに、不登校の児童・生徒が、将来自
立して生活できるようにするため、児童・生徒の実態に応じた長期的な視点による対策
を、総合的かつ効果的に推進していくことが必要とされています。

個別計画 ％ ％

26年度 27年度25年度

小 中

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
教育

将来像 豊かな環境と人とのかかわりの中で、子どもが「個」として尊重され、共に学び合うまち

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目 ③　個が輝き、共に生きる教育の推進

28年度

％

％

％

H27 H28

27年度 28年度

●将来像の実現に向けた実施計
画事業

中

73.7

小

H25実績

H26予算

小中

77.0

64.0 ％

69.0 ％

25年度 26年度

小 中

78.9 63.4 ％

28年度 ３　評価

95.7 92.8 ％％

中

67.076.0

小

① 自ら学び考え課題を解決する子どもの育成
【課題】実績値は、小中学校共に、目標値に達しておらず、中学校の実績値は国・都の
値より下回っていることを受け、今後も「いのちと心の授業」などを充実させ、児童・
生徒の自己肯定感を高める取組を推進していくことが必要です。

小

94.6

25年度 26年度 27年度

％ ％

％

％

②　体力・健康の推進

【取組状況・成果】ＩＣＴ教育を推進し、児童・生徒の情報の収
集・活用能力の向上を図り、自ら進んで学び、基礎的・基本的な知
識・技能及び思考力・判断力・表現力等を身に付けてきています。

74.2

％達成率

88.0

【課題】今後も、各学校は、作成した「授業改善推進プラン」を保護者、
地域住民に公開することで、学校教育への理解と協力を求め、学校・家
庭・地域が一体となって、学力向上を図っていきます。

実績値 74.3 88.2

28年度

％49.4目標値 ％％

25年度

％％％ 48.3 48.5 50.2

49.5

実績値

区立中学校生徒の不登校出現率が増加している。関係機
関との連携による、きめ細やかな支援が必要である。

・次期学習指導要領の改訂
・東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催

小・中学校の各教室への電子黒板及びデジタル教科書の配置を完
了させるほか、タブレット型端末を導入し、学校ＩＣＴを整備す
ることで、学習環境の充実を図っていきます。また、児童・生徒
一人ひとりの個性や能力に着目し、最大限に伸ばしていくため、
全ての教員がインクルーシブ教育システム構築に向けた特別支援
教育について理解を深め、障害の有無に関係なく、共に学ぶ学習
環境の充実を図っていきます。そのため、平成29年度は小学校全
校に特別支援教室を設置する準備を進めていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

49.9 48.5

【課題】今後も、体力テストを実施し、児童・生徒に結果を還元し、自ら
課題をもって体力向上に取り組むことができるようにするとともに、実態
把握と評価・分析に基づく授業改善を行っていきます。

49.9

87.1 87.1 87.5 88.0 

85.8 85.3
87.1 88.2 88.0 

74.3 74.5 75.5 76.5 

65.7

71.7
74.3 

70.8 

74.2 

55

65

75

85

95

22年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

全国学力・学習状況調査における国語

・算数（数学）の授業理解度(％)

指標（小）

実績（小）

指標（中）

実績（中）

49.4 
49.5 

49.9 
50.2 49.9 

48.3 

50.2 49.9 50.0 
50.3 

50.5 

48.5 48.5 49.1 

48

49

50

51

52

25年度 26年度 27年度 28年度

小学校５年生と中学校２年生の反復横とび、シャトルラン及び

持久走並びにボール投げの対全国比（偏差値平均)

指標（小）

実績（小）

指標（中）

実績（中）

0.46 0.42 0.39 0.35 

0.44 0.40
0.49 0.55 0.44 0.50

2.80 2.75 2.70 2.65

3.30 3.14
2.80 2.80 3.02

3.69

0

1

2

3

4

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

区立学校児童・生徒の不登校出現率（％)

指標（小）

実績（小）

指標（中）

実績（中）

75.8 76.0 

77.0 

78.0 

77.5 
78.9 

73.7 

65.3 67.0 
69.0 

71.0 

65.3 
63.4 

64.0 

55

60

65
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85

25年度 26年度 27年度 28年度

「人の役に立つ人間になりたいと思う」項目における

肯定度(％)

指標（小）

実績（小）

指標（中）

実績（中）
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％― ％

― ― ％

― ― ％

― ―

― ― ％

― ― ％

141.3 ％

％

24,329 84.8

％

％

３　評価

千円

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

―

【課題】中高生の自主性・社会性を育むためには、今後も、中高生
がより主体的に事業等に参画できる仕組みや働き掛けが必要です。

達成率 169.4

率 数 率

14,360 60.0 16,658 65.0

数

【取組状況・成果】文化・スポーツ等の事業を実施するとともに、出張b-
lab等の訪問事業を展開しました。アンケートでは、施設やスタッフへの評
価が高く、満足度が84.8％という結果となりました。

率 数 率 数

25年度

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　地域での見守り

26年度 27年度 28年度

28年度

目標値

25年度

実績値

1,934 件

26年度 27年度

1,748

1,845 件 1,873

94.0 ％

件

【取組状況・成果】区立小学校ＰＴＡの協力により、ステッカー貼
付状況の調査を行い、協力者名簿を作成しました。協力者名簿を区
立小学校、ＰＴＡ及び区内警察署で共有することにより、子どもた
ちが安全かつ安心して暮らせる地域環境を保ちました。

達成率 95.9 93.3

1,817

２　基本構想実施計画の「指標」

【課題】区立小学校ＰＴＡによるステッカー貼付場所の確認の際に
新規の協力を依頼する等、協力者を増やしていく必要があります。

④　自立のきっかけづくり

　青少年健全育成会や区内ＮＰＯ等が、各団体の特性を活かし、地域とのふれあいや社会参加の機会を充実させる事業を展開することにより、事業の定着
と参加者の拡大を図ります。
また、区立小学校ＰＴＡとの連携により「子ども１１０番」事業の協力者を拡大し、子どもたちが安全かつ安心して暮らせる地域環境を整えていきます。
　さらには、ｂ－ｌａｂが区内の中高生にとって魅力的な施設となるよう、青少年関係団体等と連携し、各種事業を展開していきます。

目標値●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

実績値

25年度 26年度 27年度 28年度

①　ふれあいや社会参加の機会の充実

実績値 10,837 人 13,768 人

12,535

【取組状況・成果】地域における青少年健全育成事業の中心的役割
を果たしている青少年健全育成会や区内NPO等が、各団体の特性を
いかし、地域でのふれあいや社会参加の機会を充実させる様々な事
業を展開しました。

達成率 106.3 ％

目標値 12,955 人 13,382 人

人

人

86.5 ％

②　更生保護と非行防止

5,823

13,816 人

【課題】より時代に即した事業を展開することで、事業の充
実を図る必要があります。

人 5,546 人 5,394

目標値 5,282 人 5,546

【課題】7月の強調月間をきっかけとして、区民に本運動の趣旨へ
の理解を深めてもらうとともに、短期的に成果が出にくい点を考慮
した地道な事業展開が必要です。

達成率

5,030 人

％

人

人

105.0

13,863

103.6

27年度 28年度

人

【取組状況・成果】法務省が主唱する、犯罪や非行のない明るい社
会を築こうとする「社会を明るくする運動」の趣旨に基づき、７月
の強調月間を中心に、東京ドーム周辺広報啓発活動、文京区社会を
明るくする大会、文京矯正展等の啓発活動を実施しました。

％ 97.3

実績値 5,248

％104.3

件

％％

件 1,770 件

1,902件

25年度 26年度

％

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目 子育て・教育

所管部 福祉部、教育推進部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

中項目 青少年の健全育成

将来像 地域で人とのかかわりを学びながら、光る笑顔の青少年が育つまち

個別計画

　都市化の進展により、地域社会の連帯感が希薄になる中で、子育て家庭の転入は増え続けています。
　また、情報技術の更なる進展に伴い、インターネット等によるコミュニケーションが常態化し、子どもた
ちが集団で遊んだり活動したりする機会が減少しています。
　そこで、子どもたちが、地域の行事等に気軽に参加できるよう工夫し、地域の大人や子ども同士でふれあ
える機会を充実するとともに、子どもたちの自主的な活動を支援することで、社会性の育成や自立のきっか
けづくりに努めます。
　また、子どもたちの健やかな成長を支援し、安全に安心して暮らせる環境を整えるため、地域ぐるみで子
どもたちを温かく見守る取組を進めます。

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

　成果としては、青少年関係団体（青少年健全育成会、ＮＰＯ
等）の特性をいかした活動やｂ－ｌａｂでの活動（文化・スポー
ツ事業等）を通して、子どもたちが地域の大人たちとの関わりの
中で健やかに成長できる環境が整備されました。ｂ－ｌａｂのア
ンケートでは、スタッフの対応や施設を評価する声が多く、「出
会いの場所と手厚いサポートに満足している」等の意見があり、
満足度が84.8％という結果になりました。
　また、青少年の自主性・社会性を育むために、青少年のニーズ
に即した事業を継続して展開するとともに、参加から参画へとス
テップアップしていくことが必要です。

　青少年関係団体（青少年対策地区委員会、
ＰＴＡ、ＮＰＯ等）の特性を活かした活動やｂ－ｌ
ａｂのＰＲ事業を通して、子どもたちが地域の
大人たちとの関わりの中で健やかに成長でき
る環境が整備されました。
　平成27年度から、青少年対策地区委員会
が「青少年健全育成会」に名称を変更するこ
とに伴い、より区民にとってわかりやすく、時
代に即した活動を展開する必要があります。
　また、ｂ－ｌａｂが区内の中高生にとって魅力
的な施設となるよう、地域の大人たちとの関
係を一層構築していくことが重要です。

事業数
H25 H26 H27 H28

8 6 6 6

総
事
業
費

H25実績 10,254 千円

H26予算 52,110

H27予算 79,973 千円

H28予算 77,046 千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

スマートフォンの急速な普及によるインターネット
等を通じたコミュニケーションの常態化

　青少年健全育成会やＮＰＯ等が、各団体の特性をいかし、より時代に
即した事業を展開することにより、更なる事業の充実を図ります。
　また、ｂ－ｌａｂでの活動が、中高生の社会性・自主性を育むことに
つながるよう、アンケート結果を踏まえ、各種事業の企画立案からの参
画をこれまで以上に促進することで、中高生のニーズに即した展開をし
ていきます。
　さらには、区立小学校ＰＴＡとの連携により「子ども１１０番」事業
の協力者を拡充し、子どもたちが、より一層、安全かつ安心して暮らせ
る環境を地域ぐるみで整えていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

子ども110番ステッカー事業の協力件数は減少傾向に
あるものの、ステッカーを活用した防犯訓練等の拡
充を検討し、地域の防犯意識の向上や犯罪の抑止効
果にもつなげてほしい。

5,030 
5,282 

5,546 
5,823 5,248 

5,546 

5,394 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

25年度 26年度 27年度 28年度

社会を明るくする運動への参加者数（人)

指標

実績

1,934 
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1,817 

1,770
1,748 

1,700

1,800

1,900

2,000
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子ども110番ステッカー事業の協力件数（件)

指標

実績
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13,000

16,000

19,000

22,000

25,000

27年度 28年度

（％）（人）

青少年プラザの利用者数（人）及び利用者満足度（％）

指標（利用者数）

実績（利用者数）

指標（満足度）

実績（満足度）

12,535 
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10,000
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青少年対策地区委員会やNPO等が実施する

事業への参加者数（人)
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達成率 93.6 74.5 ％ 94.6 50.5

399 2,108

％ 90.7 50.4 ％

398

2,180 600 2,242 790 2,325 790

2,040 447 2,122

【取組状況・成果】一次予防事業は、平成27年度、事業改編に伴い教室数が減
少しましたが、文の京介護予防体操を二部制で実施するなど介護予防に参加す
る機会を増やし、参加実人数は微減にとどめることができました。

一次二次 一次二次 一次二次 一次二次

実績値が目標値を下回る項目については、その要因
分析を行い、効果的な対策を検討してほしい。

千円

437,883 千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

571,782

H27予算

H28予算 509,654

H28

20 21 21 20

千円

251,685

将来像

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

所管部 福祉部、保健衛生部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

　区の人口全体に占める65歳以上の高齢者人口の割合は、平成26年１月現在で19.8％（40,479人）です。今後10年間で、65歳以上
の高齢者は約3,800人の増加が見込まれていますが、いわゆる団塊の世代が75歳に到達することにより、65歳から74歳までの高齢者
が約1,400人減少するものの、75歳以上の高齢者は約5,200人増加すると予想され、後期高齢者の占める割合が一層高くなります。
　また、一人暮らし高齢者の世帯の更なる増加が予想されています。
　今後、更に高齢化が進んでも、住み慣れた地域でいつまでも安心して自立した暮らしができるよう、地域包括ケアシステムを推
進していきます。
　そのため、地域包括ケアシステムの拠点となる、高齢者あんしん相談センターの体制を強化し、相談支援等の充実を図ります。
　また、要介護状態にならないように介護予防に取り組むとともに、小規模多機能型居宅介護拠点・認知症高齢者グループホーム
等のサービス基盤を整備していきます。
　さらに、高齢者の知識や経験を活かした地域での活動を促し、高齢者の生きがいづくりを支援するとともに、元気な高齢世代が
地域活動の担い手となることによって、高齢者等を支援する仕組みの充実を図ります。

件件

地域福祉保健計画（高齢者・介護保険事業計画）

32,343 40,964

目標値

目標値

26年度

人

25年度

人

【課題】地域包括ケアシステムの構築のため、高齢者あんしん相談
センターを拠点として、地域の様々な主体との連携の仕組みづくり
を一層推進していく必要があります。

達成率 80.6

人

【取組状況・成果】平成27年度の総相談件数は平成26年度より
11.8％増加しました。平成26年度が平成25年度に比べ微増であった
のに対し、増加率が上昇しました。分室設置の周知が進み、地域に
密着した身近な相談窓口として定着しつつあると考えています。

81.5 ％91.1

2,360

％

％

57.0　平成28年10月から実施する介護予防・日常生活支援総合事業の実施に伴い、円滑な移行準備に取り組むとともに、ミドル・シニ
アの社会参加促進等により、要介護状態になることの予防に努めます。また、住み慣れた地域での生活継続を支援するための施設
整備及び新たに設置したセンター長を中心とした高齢者あんしん相談センターの機能充実を図り、高齢者が住み慣れた地域で豊か
に暮らし続けられるよう「地域包括ケアシステム」の構築を引き続き行っていきます。

29,465 件

件36,224

実績値

790 人

27年度 28年度

件

②　介護予防の促進

％

33,01129,540 件

28年度

200 人

25年度 27年度

人57 人

50

39

事業数
H25 H26

実績値

Ｂ

74

●中項目全体の成果・課題

％

■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

78.0

100

人

【課題】平成27年度は全受講者数（40人）に占めるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加数の割
合が4割程度でした。平成28年度のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ講座にも継続して呼び込む
など、過去の講座修了者のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動開始を促していきます。

達成率 ％

H25実績

H27

H26予算

【課題】文の京介護予防体操の会場は区有施設のみでは限りがあるため、新た
な場所について検討する必要があります。また、多岐にわたる介護予防事業に
ついても興味関心をもてるよう事業周知方法等の工夫が必要です。

人 人実績値 人
●介護予防・日常生活支援総合事業の開始（平成28年10月）

●医療介護総合確保推進法（平成26年6月制定）

●介護人材の不足

　地域包括ケアシステムの構築の実現に向け、文京区地域包括ケ
ア推進委員会や福祉や介護に携わる現場の意見を踏まえ、高齢者
あんしん相談センターを拠点として関係機関等と綿密な連携を図
りながら取組を推進していきます。
　そのため、介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な事業運営
を始め、介護予防の意識の向上、ミドル・シニアの社会参加促進
等に取り組んでいきます。また、医療と介護の連携を強化するほ
か、認知症に関する施策を推進するとともに、計画に沿った施設
整備や介護人材の確保に取り組んでいきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

福祉・健康

28年度

２　基本構想実施計画の「指標」

①　地域包括ケアの推進

件

25年度

46,255

26年度 27年度

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目

26年度

％100.0

中項目 高齢者福祉

歳を重ねても、いきいきと自分らしく暮らせるまち

個別計画

25年度

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）

28年度

人 267

③　住み慣れた地域での生活継続の支援

301224 人242人

242人

26年度 27年度

人

目標値

④　ミドル・シニア（概ね５０歳以上）の社会参加の
促進

％

【課題】計画に沿って民間事業者による整備を進めるためには、適
地確保の困難性及び建築費高騰が課題となっています。

実績値 224 271人

人

150人 人

％ 101.5

【取組状況・成果】介護保険事業計画に基づき、平成27年度は千石
四丁目に看護小規模多機能型居宅介護施設を開設しました。また、
公募を行い、旧向丘地域活動センター跡地に小規模多機能型居宅介
護施設（定員29人）を整備する事業者を選定しました。

人

達成率 100.0

目標値

千円

３　評価

（昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業 元気高齢者の地域参加のきっかけづくりとして、ミドル・シニア

の社会参加の促進に取り組み、新たに17人が地域を支える活動に
参加しました。また、介護予防については、介護予防体操の普及
が進んでいますが、多岐にわたる介護予防事業に興味関心をもて
るような取組が引き続き必要です。さらに、介護支援のひとつと
して、計画に沿って、地域密着型サービス基盤の整備を進めてい
ます。これらの取組のほか、地域包括ケアを推進するため、高齢
者あんしん相談センターの事業実施に係る基準の条例を整備し、
センター長を設置するなど、地域拠点としての機能を強化しまし
た。超高齢社会の到来に向けて、区民とともに「健康寿命の延
伸」と「介護が必要になっても安心して暮らせる地域づくり」を
進めることが必要です。

　これらの事業を始めとしたアプローチに
より、介護認定を受けた高齢者のうち、要
介護4以上の人が占める割合は、前年度
26.2％から25.9％に改善しました。また、
65歳健康寿命については、男性は0.2歳、
女性は0.3歳伸びました。
　なお、平成26年度に策定した「文京区地
域福祉保健計画（高齢者・介護保険事業
計画）」と「文京区基本構想実施計画」の
目標値との差が生じたため、調整を図り
ながら取り組んでいく必要があります。

総
事
業
費

49.3

【取組状況・成果】平成27年度には、合計17人（高齢者施設
ボランティア講座受講により5人、絵本の読み聞かせ講座受
講により12人）が新たにボランティア活動に参加し、累計74
人となりました。
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大項目 福祉・健康 中項目

所管部 福祉部、保健衛生部、教育推進部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

○障害者差別解消法（平成28年4月1日施行）
○改正障害者雇用促進法（平成28年4月1日施行）
○障害者総合支援法施行後3年（平成28年）を目途とした見
直し

　障害者等が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよ
う、グループホーム等の基盤整備を行うとともに、障害者等の状況
に応じたきめ細かな総合相談支援の実施や障害者の地域移行・地域
定着促進のための関係機関のネットワーク構築など、障害者基幹相
談支援センターを中心とした支援体制の強化を図ります。
　また、障害者の就労支援については、障害者の意欲と能力に応じ
て働けることが重要となるため、障害者就労支援センターが基点と
なり、障害者の一般就労を促進するための働き掛けや、継続して働
き続けられるためのきめ細かい支援を行うとともに、障害者施設で
の就労（福祉的就労）の充実を図ります。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

障害者を対象とした法令や制度、支援事業の整
備は進んでいるが、当事者が十分にサービスを
活用できていないこともあるため、きちんと周
知をしてほしい。

障害者福祉

将来像 だれもがお互いに人格と個性を尊重し、支え合うまち

個別計画 地域福祉保健計画（障害者計画）

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化人

H26予算

H28

16

1,131,123

13

H25 H26

15

2,415,758

人74

H28予算28年度

44

25年度

６　今後の方向性

　障害福祉サービスの利用率及び退院し
た精神障害者で地域生活を維持できてい
る人の割合については、制度の周知及び
様々な施策の積極的な活用等により目標
値を上回りました。また、就労支援につい
ても丁寧な支援を行うこと等により目標値
を上回りました。今後、個々の状況に応じ
た適切で質の良いサービス提供や支援を
行うためには相談支援体制を一層、充実
させることが課題です。一方、グループ
ホームの整備につきましては、近隣地域
に対して障害に関する理解を深めながら
進めていくことが課題となっています。

千円

945,376

千円

千円

千円

17

％
【取組状況・成果】　企業における障害者雇用意欲が高く、各種の面接
会への同行や企業実習の支援を積極的に行った結果、39人の新規就労
（前年度は27人）に結び付きました。また、就労者への余暇支援事業の
充実を図るため、「たまり場」の他、新たに「生活講座」を始めまし
た。

達成率 102.7 117.5

①　障害者の日常生活・社会生活の総合的な支援

96.0

21.4

％

28年度

％

93.1

【取組状況・成果】 退院した精神障害者が再入院とならないよう、障
害福祉サービス（主に居宅介護）や区独自の地域生活安定化支援事業な
どで支援を行いました。その結果、平成26年度の定着率からは低下した
ものの、目標値を10％超える定着率を達成できました。

％

【課題】 安定化支援事業では、引き続き対象者が増えることが予
想され、サービスの質の確保のために支援の内容や期間等の見直し
が必要です。

114.3133.0

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

３　評価

％ 20.2

％％目標値

25年度

％

％

―

【取組状況・成果】　グループホームの整備を進めていくた
め、公有地の活用と共に、整備費補助等による負担軽減を
図っています。平成27年度は、区有地活用による建設準備等
を進めました。

％

70 人

27年度

27年度26年度

【課題】 事業所に対して適切な指導・助言を徹底することによっ
て、事業所の理解をより向上させ、より適正かつ良質な障害福祉
サービスを提供することが課題です。

26年度

②　安心して地域生活を継続できるための基盤整備

【課題】　施設整備に当たっては、近隣地域の理解を得るこ
と、開設後の運営に当たっては、地域と交流していくことが
必要です。

141

達成率 81.8

人

％100.0

107.0

％ ％

％

実績値

％

21.6

70.0―

　障害者の差別禁止や社会参加を促す国連の障害者権利条約が批准される中、障害者施策の更なる推進が必要です。障
害者総合支援法の施行により、平成25年４月から難病患者等も障害福祉サービスの対象となりました。障害者の雇用に
ついては、障害者雇用促進法に基づく、法定雇用率の引上げを受け、雇用者数が増加しています。
　区では、障害者手帳所持者が身体・知的・精神の３障害いずれも増加傾向が見られること及び障害福祉サービスの周
知が図られてきたこと等により、サービスの利用率が毎年増加しています。
　そこで、障害者のニーズに的確に対応できるよう、障害福祉サービスの周知等に努めるとともに、日常生活・社会生
活の支援を総合的かつ計画的に実施していきます。これらの中でも、安心して地域生活を継続していくためのグループ
ホーム等の基盤整備や退院後の精神障害者の地域生活の支援等の充実に取り組んでいきます。また、障害者の就労支援
についても、障害の特性や状況に応じたきめ細やかな支援を行うとともに、就労後の職場定着支援の充実を図っていき
ます。さらに、地域住民が障害や障害者について関心を持ち、理解を深めることができるよう、人にやさしいまちづく
りを進めます。

【取組状況・成果】　障害者基幹相談支援センターにおける
周知活動及び民間事業所の開設時における説明会等において
障害福祉サービスの説明等を実施し、適正な障害福祉サービ
スの普及に努めました。その結果、平成27年度については前
年度に引き続き利用率が向上しました。

19.1

目標値 18.517.1

％

％ ％ 20.0

人実績値 44 人 54 人 54

77.1％

実績値

目標値 66 人

111.7 ％達成率 109.2 ％

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」
　サービス利用者の増加や個々に応じた適切なサービスの提供を図るため、障害者基幹相談支援センターや児童発達支援センターを中心とした相談
支援体制の一層の強化を図ります。また、障害者の就労支援については、平成27年度から民間事業所に委託した就労支援センターを活用しより専門
的な支援を行うように努めます。
　また、平成28年4月に施行される障害者差別解消法の趣旨に基づき、庁内に障害者差別解消推進本部を設置します。今後、職員対応要領の策定等
に取り組みます。

２　基本構想実施計画の「指標」

達成率

80.0 ％

70.0 70.0

④　精神障害者の地域生活の継続

25年度

％―

％

26年度 27年度 28年度

人

人110人目標値

113

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　障害者の就労支援の充実

26年度 27年度

実績値 96

120 人

人

28年度25年度

【課題】就労支援センターへの相談については、精神障害者の相談、職場定着支
援に対する相談の他、就労を取り巻く生活環境に対する相談も増えているため、
基幹相談支援センターなど関係機関との連携が求められています。また、雇用促
進法の改正に伴う合理的配慮の提供など、企業への支援も求められます。

人 130100

％％

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業障害福祉サービスの利用率及び退院した精神障害者で地

域生活を維持できている人の割合については、制度の周知
及び様々な施策の積極的な活用等により目標値を上回りま
した。就労支援についても月１回の夜間開庁や土曜日開庁
を始めたことや丁寧な支援を行うこと等により目標値を上
回りました。

今後は、個々の状況に応じた適切で質の良いサービス提
供や平成27年4月に開設した基幹相談支援センターを中心と
した相談支援機関の連携強化を図ることが課題です。

一方、グループホームの整備については、近隣地域に対
して障害に関する理解を深めながら進めていくことが課題
となっています。

総
事
業
費

H25実績

事業数
H27

H27予算 759,470

17.1 

18.5 
20.0 

21.6 

19.1 
20.2 

21.4 

0

5
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25年度 26年度 27年度 28年度

障害福祉サービスの利用率（％）

指標

実績

44 

66 
70 

74 

44 

54 54 
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30

50

70

90

25年度 26年度 27年度 28年度

グループホームの定員数（人)

指標

実績
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72 

91 
96 
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

障害者の就労継続者数（人）

指標

実績

70.0 70.0 70.0 

93.1 

80.0 
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90

100
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130
140
150

26年度 27年度 28年度

退院後の精神障害者のうち、再入院せずに地域生活を

維持できている人の割合（％）

指標

実績
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千円

H28予算 91,468 千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

H25実績 65,679 千円

H26予算 67,643

73,872

　就労意欲喚起事業は、26年度就労者数76名うち6名が自立、27年度
就労者数106名うち26名が自立し、確実に成果をあげることができて
います。就労自立に至らなかったとしても、就労に対する意欲改善を
図っていきます。また、短時間就労をしている受給者の増収支援を行
い就労自立に結び付いています。さらに65歳以上の就労意欲がある受
給者に対し、社会福祉協議会等の社会資源の活用が必要です。
　生活困窮者に対しては、本人の状況に応じた個別支援計画を作成
し、就労や住居等の支援を実施するとともに、制度の周知及び早期支
援を積極的に行っていきます。
　また、路上生活者は減少傾向にありますが、就労自立後に再び路上
生活に戻らないための支援を継続して行っていく必要があります。

　26年度より「就労意欲喚起事業」を実施
し、目標値を大幅に上回る成果をあげるこ
とができています。就労自立・増収には至
らなかったとしても、就労に対する意欲改
善を図ってきています。生活困窮者に対し
ては、本人の状況に応じた個別支援計画
を作成し、就労や住居等の支援を実施す
るとともに、さらなる制度の周知を図りま
す。また、路上生活者は減少傾向にあり
ますが、就労自立後に再び路上生活に戻
らないための支援を継続して行っていく必
要があります。

事業数
H25 H26

H27予算

H27

６　今後の方向性

8 8 8

総
事
業
費

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」
　本区の生活保護受給世帯数と対前年伸び率は、平成22年度には1,847世帯・10.7％増、23年度には2,036世帯・10.2％増、24年
度には2,131世帯・4.7％増と世帯数が増加するものの、伸び率は鈍化する傾向が見られ、24年６月以降は2,100世帯台で推移して
います。
　このような状況の中、生活保護受給者の自立した生活を実現するために、ハローワークや東京しごとセンター等と連携を図り、
就労を支援していきます。
　また、生活保護に至る前の生活困窮者には、住宅支援給付事業を行うとともに、相談事業等を充実することにより、居住や就労
などを包括的に支援していきます。
　区内の路上生活者数については、22年８月に68人であったものが、25年８月には21人と３年間で69.1％と大幅に減少しています
が、路上生活期間の長期化傾向もあることから、路上生活者対策事業を継続します。
　また、生活上の深刻な課題を抱えた母子家庭や女性の自立を支援するため、引き続き相談員を配置し、母子・女性緊急一時保
護事業等に取り組みます。

Ａ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

３　評価

　生活困窮者自立支援法の施行に伴い、27年度より従来の「住宅確保給付金」に加え、「自立相談支援事業」及び「学習支援事業」を実施して
います。生活困窮者に対しては、相談者が抱えているそれぞれの困窮状況に合わせた自立支援計画を策定し、民生・児童委員や町会などとも
連携を図りながら包括的な支援を行っていきます。
　また、高齢化・長期化する路上生活者への対応とともに、ネットカフェ等で過ごす行政の支援が届きにくい者への対応も検討していきます。

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

福祉・健康 中項目 生活福祉

将来像 だれもが住み慣れたところで自立して暮らせる、セーフティネットのあるまち

個別計画 地域福祉保健計画（地域福祉保健の推進計画）

所管部 福祉部

千円

H28

8

26年度 27年度

【課題】

28年度

実績値

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　路上生活者の自立した生活

25年度 26年度

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目

27年度

％

28年度

目標値 47.0 ％ 49.0 ％

46.5 ％ 63.6 ％ 62.8

45.5 ％

128.2

達成率

25年度

目標値

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

20.0

【課題】自立支援センターの入所者は、高齢の路上生活者から若年
の就労経験の少ない者へ変化しているため、今後は多角的な面から
の就労支援が必要です。

25年度 26年度 27年度 28年度

25.2 ％

17.0

【取組状況・成果】

２　基本構想実施計画の「指標」

①　生活保護受給者の自立した生活

18.0 ％ 19.0 ％ ％

【課題】就労することにより生活習慣が整い医療費の負担軽減にもつながると
いう二重効果が期待できることから、生活保護受給者が高止まりする中、就労
が可能な65歳以上の非稼働年齢層への働き掛けを強化することも必要です。

【取組状況・成果】就労意欲喚起事業により、就労している受給者の
増収を行い、就労自立強化をしてきました。また、就労困難者、ひき
こもり、就労意欲減退等の受給者に対しても、ボランティア・体験就
労・就労セミナー等の社会参加を促し、時間をかけて就労に結び付け
ます。

達成率 140.0 ％

目標値

167.9

％

目標値 59.0 ％ 61.0 ％

31.9実績値 16.6 ％

実績値 63.2 ％ 65.4 ％ 100.0

％

％

63.057.1 ％

【取組状況・成果】相談件数は減少していますが住居確保給付金受
給者の就職率は100％でした。生活困窮者が抱える課題を整理し、
困窮状態の解消や自立に向けた支援計画を策定しました。この支援
計画に基づき関係機関と連携し、総合的な支援を行いました。

【課題】早期に支援を行うことにより、生活困窮状態から早期
自立に結び付くことから、生活困窮者へのアウトリーチが必要
です。

生活困窮者自立支援法（平成27年４月施行）
　今年度より、生活困窮者自立支援制度の任意事業である家計相
談支援事業及び就労準備支援事業を実施しています。生活困窮者
が困窮状態から早期に脱却し自立した社会生活を送れるよう、本
人の状況に応じた的確な支援を、関係機関や民生・児童委員、町
会と連携を図りながら実施していきます。
　また、高齢化・長期化する路上生活者への対応とともに、ネッ
トカフェ等と路上を行き来する「目に見えにくい」路上生活者の
対策のため、都と特別区は「ホームレス対策連絡協議会」を設置
し、都区共同事業としての検討を進めています。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

生活困窮者の自立した生活の確保には、周辺区との
協力体制を充実させることも必要である。

102.2 ％
【取組状況・成果】平成28年1月時点での区内の路上生活者は19人
で、前年度同月の17人から微増しています。自立支援センターで
は、自立支援事業により就労活動を支援し、平成27年度は、事業利
用者数35人中22人が就労しました。

％

達成率 135.3

51.0

実績値

25年度

達成率 110.8 ％ 163.9 ％

26年度 27年度

110.7 ％

28年度

％

％％

％

97.6 ％

②　生活困窮者の自立した生活
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【取組状況・成果】子宮がん、乳がん検診共に無料クーポン事業や、ピン
クリボンキャンペーン、報道によるがん検診の勧奨などで大きく受診者が
増加しました。胃がん、大腸がん検診は個別勧奨はがきを送付するなど
により一定の伸びが見られます。

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

医療介護総合確保推進法（平成26年6月制定）

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

がんや生活習慣病は、早期発見が重要であり、若年層の健康
意識の醸成が必要である。

千円

目標値 22.0 16.0 33.0

11

６　今後の方向性

　健康づくりを支援・推進するための取組として、栄養については、野菜塾や加盟
店事業など行う｢ぶんきょうハッピーベジタブル大作戦｣の充実を図り、野菜摂取の
重要性の普及啓発に努めました。特に、イベントでは新たに地下2階の区民ひろば
で食育講座を実施し、延べ3,980人の来場者がありました。
　健診･保健指導では、国保年金課と定期的な打合せにより連携を図り、受診率向
上に向けた取組みや勧奨事業を行ってきました。また、女性特有のがん検診（乳が
ん・子宮がん検診）の無料クーポン券事業を行った結果、昨年より受診者数が増加
しました。今後も更に受診率向上を図るため、受診行動につながる取組についての
検討が必要です。
　歯科保健では、引き続き在宅訪問用の機器の助成を地区歯科医師会に対して行う
など口腔衛生の保持増進に努めました。歯周疾患検診は、受診間隔が10年となって
おり、かかりつけ歯科医の定着を図るために事業の見直しが必要です。
　地域保健医療では、「文京かかりつけマップ」を改訂し、区の窓口だけでなく医
療機関などを通じても区民へ配布を行うとともに、Web上に公開するなど利便性の
向上に努めました。今後もかかりつけ医・歯・薬の定着を推進します。
　健康寿命は男女共に目標値を達成しており、引き続き健康づくりに関する施策の
展開をしていきます。

　健康の維持増進のための複合的な取組として、ま
ず、栄養については、ぶんきょうハッピーベジタブ
ル大作戦のイベント（来場者約3,600人）などを通
じて野菜の普及啓発に努めました。
　健診･保健指導や女性特有のがん検診では、健診
の受診券の一斉送付や乳がん検診無料クーポン券事
業を行った結果、受診者数は増加しました。一方、
胃がん検診では個別勧奨を行ったものの受診率が伸
び悩んでおり、今後も周知啓発に努めるとともに、
引き続き受診行動に繋がる取組が必要です。
　歯科保健では、在宅寝たきり歯科健診の健診期間
を通年とし、在宅訪問用のポータブルユニットの助
成を地区歯科医師会に対して行うなど口腔衛生の保
持増進に努めました。
　地域保健医療では、かかりつけ医の定着を推進す
るため、「文京かかりつけマップ」を増刷し、医療
機関などを通じて区民への配布を行いました。
　健康寿命は男女共に目標値を達成しております
が、引き続き健康づくりに関する様々な施策を展開
していきます。

総
事
業
費

H28予算 1,095,695

H27予算 1,049,838
82.9

【取組状況・成果】特定健康診査の受診者数12,524人に対し、特定保健指導
対象者は1,256人でした。受診券の一斉送付や個別に勧奨はがきを送付するな
どにより受診率向上に努めました。特定保健指導は、新たな事業者と連携を
図り、対象者への受診勧奨を積極的に行いました。

達成率

76.7

％

％

28.828.019.6

89.0 90.0

【課題】各がん検診の受診率向上を図るには複数回の個別勧奨が効
果的と考え、それには受診状況を管理する仕組みが必要です。

実績値

子宮

％ 18.7

31.0

事業数

② がんの早期発見・早期治療

目標値

【課題】特定健康診査の受診率向上を図るため、案内冊子やポスターについて、受診行動につながる分
かりやすさの面からの見直しや新たな行動の動機付けとなるパンフレット等の作成など、具体的な工夫
が必要です。また、40歳未満の区民に対する健康意識の醸成について検討が必要です。

H26予算

H25実績

大腸

％

10.3

％

％

26年度 27年度25年度

11.4

10.3 ％

Ｂ
％110.7

％

　飲酒、喫煙、食事、運動などの生活習慣が、がんや糖尿病など様々な疾患の発症に関与していることが明らかになっています。
　健康を維持増進するため、知識や方法の周知・啓発に努め、また、生活習慣病やがんの早期発見のための健（検）診や、予防接種
を勧奨するとともに、受診しやすい環境を整える必要があります。
　そこで、区民の健康づくりを支援・推進するため、食習慣の改善や運動習慣の定着等の生活習慣病予防対策を推進するとともに、
各種健（検）診と保健指導の充実に取り組み、関係機関と連携して環境整備を図ります。
　さらに、かかりつけ医の定着促進等により地域医療の連携を図るとともに、区民が医療サービスの選択を自ら判断・決定するため
の助言や情報提供を行っていきます。
　これらの複合的な取組で、健康寿命の延伸を目指します。

　特定保健指導では、各種啓発事業を実施し、さらに受診行動に繋がる様な工夫について検討するなど受診率の向上を図ります。また、がんの早期発見・早期治療でも、
引き続き積極的な啓発を行い、地区医師会と連携を図りながら受診率の向上に努めます。
　また、地域医療連携推進協議会にある部会を、地域包括ケア推進協議会で新たに設置した検討部会と兼任することで、医療と介護の連携をさらに進めていきます。
　健康づくりや疾病の早期発見・早期予防、生活習慣病の予防対策などを実施するとともに、地域における医療と介護の連携などを進めていくことで、保健医療計画を着
実に推進し、区民の健康寿命の更なる延伸を図っていきます。

① 生活習慣病予防

目標値

実績値

11.3

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見）

109.7

11.2

％

34.0

【課題】生活習慣病の予防対策の推進、各種検（健）診や保健指導の充実な
ど、様々な施策により、健康寿命の更なる延伸を図ります。

胃

21.0

10

90.3

15.0

千円

10

909,771

乳

32.0

28.6 11.5

乳
1,003,774

86.7

11.6

20.0 14.0

胃

達成率 ％

28.3

大腸

10

83.2

％

98.0

33.0

％

85.4

３　評価

100.5 100.4 ％
【取組状況・成果】生活習慣病予防を図る取組や、食による健康づくり、各種検（健）診
や予防接種の受診勧奨、かかりつけ医事業の支援等により、健康づくりに向けた環境整備
に努めました。健康寿命は男女共に目標を達成しています。

％

28年度

歳

２　基本構想実施計画の「指標」 達成率 100.1 100.0

歳歳

％

82.8

100.2

82.5

歳

歳
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％

85.482.4 85.3

85.6

27年度

歳82.5
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大項目

85.2

％

％

104.0

④　区民の健康づくりの推進

25年度 26年度

％

28年度

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）

28年度

％ ％ ％

26年度 27年度

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

83.0

86.3

84.5

中項目 健康づくり福祉・健康 ③　適切な受診行動の支援

25年度

％

％

将来像

保健衛生部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

だれもがいつまでも笑顔で健康に暮らせるまち

個別計画 地域福祉保健計画（保健医療計画）

80.0 81.5

所管部

目標値

●将来像の実現に向けた実施計
画事業

H25

千円

千円

H26 H27 H28

【取組状況・成果】患者の声相談員の看護師が、電話、窓口での相談に応じて
います。相談内容は、医療機関等の紹介、案内に関するものが最も多く、順に
医療行為・医療内容、コミュニケーションに関すること、医療知識等を問うも
のなどとなっています。344件の相談中、297件の回答に満足が得られていまし
た。
【課題】複雑化・多様化する相談に応えるため、研修、自己啓発による相談員
の対応能力向上が課題になっています。

％ ％

79.0

35.0

乳 胃 子宮大腸

　特定保健指導では、対象者の受診行動につながるように案内冊子やポス
ターの見直しを行うなどの工夫をして、受診率の向上を図ります。がんの
早期発見・早期治療においては、クーポン券事業を継続し対象者への個別
勧奨と、地区医師会と連携を図りながら積極的な啓発を行い、受診率の向
上に努めます。また、40歳未満の区民に対しても健康意識の醸成を図って
いくための検討が必要です。
　地域医療については、地域医療連携推進協議会在宅医療検討部会の検討
を踏まえ、かかりつけ医・在宅療養相談窓口を立ち上げて、医療と介護の
連携を推進します。
　これらの健康づくりや、生活習慣病の予防対策などを実施するととも
に、地域における医療と介護の連携などを進めていくことで、保健医療計
画を着実に推進し、区民の健康寿命の更なる延伸を図っていきます。
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胃
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■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満
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2,500 人 2,550

105.1

ﾎﾟｲﾝﾄ

％

施設実績値 施設

施設124 41

件

【取組状況・成果】社会福祉施設の給食施設の従事者に対して講習
会を実施しました。また、施設へ立ち入りし、食品等取扱いや施設
状況について監視を行うとともに、自主管理の取組状況について確
認を行いました。

【課題】引き続き小規模な施設の増加や、事業者の変更等があ
るため、施設状況に合わせた指導・助言が必要となります。

国際交流の進展に伴い、海外の感染症リスクが身近
になってきています。監視指導を通じて施設の衛生
管理の向上を図ります。

　食品衛生については、食品関係事業者及び区民に対し、食の安全に関
する情報提供を行うとともに、東京２０２０オリンピック・パラリン
ピックの開催を見据えて更なる自主管理の推進に努めます。
　環境衛生に関しては、施設の監視指導と検査及び自主管理の推進によ
り、衛生水準の向上に努めます。
　狂犬病予防については、犬の飼い主に対し、狂犬病予防法について更
なる周知徹底を図ります。
　新興・再興感染症等を始め、様々な健康危機に対しては、国や東京都
との連携を図り、引き続き適切な予防対策及び対応策を行うよう努めま
す。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

食品衛生実務講習会への参加者が減少したことによ
り、食品関係施設の自主管理に影響が生じないか懸
念である。講習会の機会を十分に確保し、食の安全
啓発事業に取り組んでほしい。

達成率

％

103.4 ％

ﾎﾟｲﾝﾄ 8.2実績値 7.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 8.2

100.0 ％

8.0 ﾎﾟｲﾝﾄ7.9 ﾎﾟｲﾝﾄ目標値 7.8 ﾎﾟｲﾝﾄ

28年度

【課題】食品衛生実務講習会等への参加者が減少しているため、参
加しやすく参加者の興味を引く内容の講習会の実施、また講習会以
外の啓発事業の充実について検討が必要になります。

【取組状況・成果】啓発事業では、食品取扱従事者を対象とする食品衛生
講習会及び区民や社会福祉施設従事者等も対象とする文京お届け講座を実
施した他、区報、ポスター等やイベントでの広報活動を行いました。27年
度は、例年会場としている区民センターが改修工事で使用不可となり、他
の施設の会場確保も困難であったため、講習会の開催数が減少しました。

7.6 ﾎﾟｲﾝﾄ

達成率 97.0 ％

②　食品衛生に関する自主管理の実施

27年度

110.3

26年度

76.2

実績値

25年度

2,160 人

％

2,376 人 1,904

％

72.3 73.8

2,450 人

２　基本構想実施計画の「指標」

人

27年度

人

【課題】レジオネラ菌は環境中に一般的に存在し、条件さえ整
えば増殖飛散するため、継続的な検査と監視指導が必要です。

④　飼い犬の狂犬病予防注射接種の徹底

73.0

25年度

％

％％

【取組状況・成果】狂犬病予防注射は4,529頭の犬に接
種し、目標値に対する達成率は99.7％でした。

目標値 人1,958

【課題】狂犬病は発病すると死亡率の高い病気であることか
ら、引き続き飼い主に周知徹底を図る必要があります。

74.0

99.2達成率

25年度 26年度 28年度 ３　評価

99.0 ％

％

①　食品関係施設の自主管理を推進するための啓発事
業の充実

70.4

目標値 ％

％

目標値 施設

実績値

施設

％

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　環境衛生関係営業施設等の衛生水準の向上

25年度 26年度 27年度

施設

28年度

千円

H27 H28

7

26年度 27年度

％

99.7

28年度

75.0

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

71.0

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目 福祉・健康 中項目 生活衛生環境

将来像 だれもが快適で健康に暮らせる、安全で清潔なまち

個別計画 地域福祉保健計画（保健医療計画）

所管部 保健衛生部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

  中国では鳥インフルエンザＡ（Ｈ7Ｎ9）のヒトへの感染があり、国内ではマダニを介した感染症死亡事例
が発生するなど、新興・再興感染症の危険は絶えることはありません。
　また、食品アレルギー物質表示をはじめとする食品表示、食に関する区民からの健康被害相談や食肉の生
食などによる重篤な食中毒の発生とともに、食に関する様々な事件が相次ぎ、食に対する信頼の確保が求め
られています。
　さらに、公衆浴場等の入浴施設やプールなどの水質の安全確保も一層求められています。
　そこで、食の安全を守るための普及啓発と監視の充実を行うとともに、環境衛生監視・指導の充実や医薬
品等の安全対策、動物の適正な飼育などを推進します。
　これらの取組で、感染症予防対策をはじめ、健康危機管理体制を充実させていきます。

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

　食品衛生については、食品事故等、緊急時の事業者調査対応とともに、区民へ食品の安全性についての適切な情報提供を行い、食への信頼性向
上に努めます。環境衛生に関しては、施設への適切な監視指導と自主衛生管理の推進により、衛生水準の向上に努めます。また、動物の適正飼養
指導により、動物に対する理解と知識を深め、人と動物が共生できる社会を目指します。新興・再興感染症等をはじめ、様々な健康危機への迅
速、的確な健康危機管理対策を、国や都ととも連携し、構築していきます。

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業　生活衛生環境の向上に向けて、様々な取組を行いまし

た。
　食品衛生については、食品衛生実務講習会の開催及び社
会福祉施設への立入り等の監視指導を行いました。
　環境衛生については、レジオネラ症発生予防のための継
続的な指導を行うとともに、講習会をより実務的なものに
改善を図ることが課題となっています。
　狂犬病予防については、死亡や転出の未届者がいる一
方、未登録犬もおり、正確な登録頭数の把握のためにも手
続方法等の更なる周知を図ることが課題です。

　生活衛生環境の向上に向けて、様々な取組を行いまし
た。
　食品衛生については、26年度は区内で食中毒発生はあ
りませんでしたが、今後も適切な監視指導を行っていく必
要があります。
　環境衛生については、公衆浴場やプール施設等への監
視・指導を行いました。レジオネラ症発生予防に関しては
更に継続的な指導が必要です。
　狂犬病予防については、手続きを含め、更なる周知徹
底に努めていきます。
　新興・再興感染症対策としては「文京区新型インフルエ
ンザ等対策行動計画」の策定、エボラ出血熱に向けた患
者搬送訓練等、健康危機管理体制の強化に努めました。
今後も関係機関との連携に努め、適切な情報提供を行っ
ていく必要があります。

事業数
H25 H26

H28予算 42,046 千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

7 7 7

総
事
業
費

H25実績

施設 件 施設

42,634 千円

32,699 千円

H26予算 54,105

H27予算

128 52 132 54

【取組状況・成果】レジオネラ発生リスクのある施設全般にわたっ
て監視指導を実施しました。講習会については、より具体的な内容
に絞り込んで実施しました。

件 施設 件 施設
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124 50
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（施設）(件）

レジオネラ症発生防止対策の監視・指導件数（件）

と講習会参加施設数（施設）

指標（監視・指導）

実績（監視・指導）

指標（参加施設）

実績（参加施設）

71.0

73.0
74.0

75.0

70.4

72.3
73.8

65

70

75

80

25年度 26年度 27年度 28年度

狂犬病予防注射接種率（％）

指標

実績
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Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見）

H26

総
事
業
費

H25実績 399,767 千円

9

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　新たな公共の担い手と区との協働の推進

28年度

人人

27年度25年度

25年度 26年度

目標値

件

達成率
【取組状況・成果】平成27年度は、新たに9件の地域課題解決プロ
ジェクトが登録されましたが、目標である30件には達しませんでし
た。しかし、地域に根ざした活動を継続している団体もあることか
ら、昨年度に引き続き一定の成果がありました。

27

目標値

27年度 28年度

件 30 件 ― 件20

実績値

10

件件 件

90.0

人

％％

【課題】平成29年度から社会福祉協議会に新たな公共プロジェクトの各種事業を移管す
るに当たり、社会福祉協議会及び福祉政策課と連携しながら、中間支援施設「フミコ
ム」を活用して各種事業を実施し、その運営ノウハウを引き継いでいく必要がありま
す。

26年度

人

18

90.0

10

100.0 ％

人

％

73.0目標値

２　基本構想実施計画の「指標」

実績値 65.0 ％ ―

27年度

27年度

％― ％ 66.0 ％

【課題】新たな転入者、特に若い世代に防犯、防災等の町会の活動を広く周知し、理解
してもらい、また、参加してもらう取組が必要です。特に、多くの若い世代が住んでい
るマンションの住民に加入促進を進めていく必要があります。

達成率
【取組状況・成果】町会加入促進のポスター掲示、パンフレット配布、区
ホームページ等での啓発活動に努めました。地域活動センターでは、地域
課題に関する町会・自治会からの相談に必要な助言や情報提供を行いまし
た。また、地域活動支援アドバイザー事業や地域を知るセミナーでも専門
家による情報提供の場を設けました。

312,943

89.0 ％

％

28年度

％

②　交流・活動の場の提供

25年度 26年度

％101.4 ％ ％
【取組状況・成果】平成26年度にリニューアルした３か所の
地域活動センターで貸室数も増加し、ふれあいサロン事業も
６か所で展開するなど、機能強化を図りました。

実績値 307,189 人 人

①　町会・自治会への加入促進

24年度 26年度

【課題】昨年度に引き続き、音羽地域活動センター（平成29年度リニューアルオープ
ン）の移転に向けた調整や、大塚地域活動センター整備の検討を行っていきます。ま
た、地域活動センター及びふれあいサロンをより利用しやすくするため、運営方法等に
ついて検討していく必要があります。

達成率 101.6 129.1

101.0

【課題】

目標値 303,000 人

人 404,180

318,000人308,000 人

％

千円

H28予算

達成率

【取組状況・成果】

％

実績値 人

％

人

9 9

地域コミュニティの活性化を図るためには、地域活動
が活発に行われることが重要です。核となる町会・自
治会の加入促進を支援し、活動の場を整備し、地域
の方々が交流できる事業の充実が必要です。町会
加入促進では、様々な広報媒体や機会を利用して情
報発信を行っており、特に区報では1面に活動紹介
記事を掲載するなど、支援強化に努めています。地
域交流では、主として「ふれあいサロン事業」を展開、
26年度3月からは地域活動センター３所を６所に拡充
して行っています。
また、地域課題の解決を図る新たな公共の担い手の
創出については一定の成果がありました。今後も、
成果検証の結果を踏まえ、継続的に担い手の育成・
支援に取り組んでいく必要があります。

事業数
H25

H26予算

●将来像の実現に向けた実施計
画事業

６　今後の方向性

マンション等への新規転入者の増加、単身世帯の増加、高
齢化の進展が、町会への加入や地域活動への参加、担い手
の世代交代等に影響を与えています。

大きな災害等の発生が懸念される中、地域コミュニティの活性化は大切
なものと考え、地域活動団体が活発に活動できるよう、とりわけ地域活
動の核となる町会・自治会への支援を行っていきます。しかしながら、
今後も地域の高齢化は確実に進行していくものと想定され、町会・自治
会においても組織の高齢化により活動が後退することもあります。今後
は、地域活動への参加や担い手の世代交代等を促進するためにも、町
会・自治会が行うマンション等居住者や文京区への新規転入者等に対す
る加入促進活動をより一層支援していきます。また、新たな公共の担い
手であるNPOや地域活動団体とも連携し、地域コミュニティの活性化を
図っていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

町会加入率を増加させるためには、町会の情報をわ
かりやすく伝えることが有効である。また、地域の
祭りや防災訓練等の機会を捉え町会活動を周知し、
加入の促進を図られたい。

地域コミュニティの核となる町会・自治会の活動が活性化するために
加入促進を支援、また、町会に限らず、地域活動団体の場の整備、地
域の方々が交流できる事業の充実を図ることは必要です。そのような
中、町会加入促進では、様々な広報媒体を利用した情報発信や地域活
動支援アドバイザー講座を実施するなど支援強化に努めています。地
域活動の場の提供としては、平成26年度末に３か所の地域活動セン
ターをリニューアル、交流の場として「ふれあいサロン事業」の拡充
を行いました。
地域課題の解決を図るためには、新たな公共の担い手の育成支援、ボ
ランティア支援及び団体の持続的な発展支援等を一体的に行うことを
目的に、区民センター地下1階に中間支援施設「フミコム」を開設し
ました。

千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

845,332

H27予算

28年度

66.4

―

292,390 千円

1,560,166

３　評価

H27 H28

6

313,000 人

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目
コミュニティ・産業・文

化
中項目

　地域においては、急速な少子高齢社会の進展、地域コミュニティの希薄化など、社会的課題が多様化・複雑化してい
る状況にあります。他方、東日本大震災以降、特に防災に対する地域コミュニティの大切さが見直されています。
　このような中で、とりわけ地域コミュニティの核となる町会・自治会への活動を支えていく取組が重要です。そのた
めには、町会・自治会との連携を更に深めるとともに、町会・自治会が安定した運営を続けられるように加入促進に取
り組みます。
　また、地域活動団体の活動の場である地域活動センターの建て替えや運営面での充実を図るなど機能強化を進め、地
域の拠点として地域活動センターの利用促進を図ります。
　さらに、地域課題の解決に寄与するソーシャルイノベーションを起こすために、区民、地域活動団体、NPO、事業者
などの新たな公共の担い手を創出し、区との協働を進めていきます。

％― ％

地域コミュニティ

将来像 みんなが集う、おせっかいのまち

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

今後も地域の高齢化は、確実に進展していくと想定されます。このような中で区民にとって地域コミュニティの活性化は大切なものと考え、地域活動団体の活動が活発に行われるように、とりわけ町
会・自治会などを核とする様々な活動に対して支援を行っていく取組が重要です。今後、様々な広報媒体や機会の活用、東京都等の活動支援策も積極的に取り入れながら町会・自治会との連携、支援
を行っていきます。また、施設の建替やふれあいサロン事業を行い、地域活動センター等の施設を地域活動や交流の場として活発に活用してもらえるよう努めてまいります。
さらに、地域課題の解決を図る新たな公共の担い手の育成・支援に取り組みながら、地域活動団体、NPO等との協働を進めていくとともに、区民センター地下１階に機能拡充される社会福祉協議会ボラ
ンティア・市民活動センターとも連携し、地域コミュニティの活性化を図っていきます。

個別計画

所管部 総務部、区民部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」
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町会加入率（％）
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実績

* 出典：「文京区政に関する世論調査」
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　 120.5％

実績値 ％

目標値

％％

92.0●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

75.0

－ 115.0

中項目
政策・施策

【基本構想上の位置付け】
大項目

コミュニティ・産業・文
化

25年度

件

３　評価

85.0 ％80.0 ％

25年度

件2,076件

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　商店街の活性化

26年度 27年度 28年度

2,124 件

件 2,170 件 2,170

97.8

件

【課題】プレミアムお買物券の効果として、平成27年度の加入数は
増加に転じましたが、ここ数年間の傾向として減少傾向にあること
から、更なる加入促進策を検討する必要があります。

目標値 2,170

実績値

2,172

2,058

25年度 26年度

【課題】セミナーをより充実させていくため、ニーズに応じた内容
を更に検討するとともに、区内での創業を促進する支援を行う必要
があります。

94.8 ％％

27年度

95.7

④　消費者の自立支援

90.0

97.6 ％

90.0

％達成率
【取組状況・成果】各商店会で未加入店舗の加入促進を図る
とともに、チャレンジショップやプレミアムお買物券等の事
業を活用し、加入を促進する取組を行いました。

％

28年度26年度

3321

％実績値

企業

27年度 28年度

②　中小企業の経営基盤強化

実績値 23 企業

目標値 31 企業

企業

企業

108.4 ％

48

【取組状況・成果】創業支援事業計画に基づいて創業支援セ
ミナーを実施し、入門編23人、実践編22人、テーマ特化編55
人の参加がありました。参加者も増え、おおむね高い評価を
維持しています。

企業

111.1 ％

35

【取組状況・成果】中小企業支援員の企業訪問等による施策の周知
が奏功しました。[新製品・新技術開発費補助１件、大学発ベン
チャー支援１件、展示会等出店費用補助40件、チャレンジショップ
支援6件、エコ・サポート7件]

【課題】施策を知らない企業はまだ多いため、更なる周知を行
うとともに、補助枠の拡充を検討する必要があります。

達成率 154.8 166.7 ％

H28

109.5 ％ ％

55

企業

【課題】より自立した消費生活を送ることができるよう、社会情勢
の変化に気を配り、消費者のニーズを把握したテーマ選定をしてい
く必要があります。

千円

H27

達成率

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

【取組状況・成果】消費生活に関する様々なテーマで研修会等を計16回、延
べ418人に対して行い、受講者満足度が前年度より1.6％増加しました。ま
た、前年度より研修会に初めて参加した受講者の割合も増加しました。周知
先を増やしたため、より多くの方に周知できたと考えます。

事業数
20

28年度

２　基本構想実施計画の「指標」

①　創業・起業支援の充実

97.2

87.5

％ 90.0 ％

達成率

％

所管部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」
　印刷・製本業や、医療関連産業に加え、近年では、産学連携によって生まれた大学発ベンチャーの活動が
注目されています。
　経済状況は好転の兆しがみられるものの、依然として今後の先行きは不透明であるため、中小企業の経営
は不安定な状況が続き、区内事業所数は減少傾向にあります。とりわけ、商店街については、商店主の高齢
化などの問題が指摘されています。
　また、近年では、若年者の就労に関する課題への対応も求められています。
　さらに、より良い消費生活を送るために、消費者に対する啓発活動が必要です。
　そこで、新たな挑戦を行う産業のあるまちを目指し、創業・起業支援の充実及び中小企業の経営基盤強化
を行うほか、商店街の活性化、若者の就労、消費者の自立に向けた取組を支援します。

－ ％ ％

90.0

％

100.0

％

90.4 ％－ ％

産業振興

将来像 豊かな区民生活を支える、活力みなぎる産業と商店のあるまち

個別計画

25年度 26年度 27年度

平成26年度に実施した中小企業調査や企業訪問によって得られた企業の状況を踏まえ、基本構想実施計画に基づく計画
事業を着実に実施することで、産業や商業の活性化につなげていきます。
また、平成26年度に策定した創業支援事業計画に基づく支援や、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に
向けた商店街振興など、新たな施策も検討してまいります。

418,107

区民部

目標値

525,549

H27予算

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

中小企業向けの補助事業の認定件数及び消費生活セ
ンターの研修受講者の満足度については、目標を達
成することができました。創業に関するセミナー受
講者の満足度と商店街加入件数は目標を下回ってい
ます。
景気は、このところ弱さも見られるが、緩やかな回
復基調が続いている（内閣府平成28年4月「月例経済
報告」より）ところですので、商店街の活性化施策
を始めとする更なる取組が求められています。

創業に関するセミナーの満足度、中小
企業向けの補助事業の認定件数及び
消費生活センターの研修受講者の満
足度については、目標を達成すること
ができました。その一方で、商店会の
加入数は減少傾向にあります。
景気は、このところ一部に鈍い動きも
みられるが、緩やかな回復基調が続
いている（内閣府平成27年9月「月例
経済報告」より）ところですので、商店
街の活性化施策をはじめとする更な
る取組が求められています。

千円

H26予算

428,131 千円

H25 H26

15 15 15

H25実績

H28予算 387,057 千円

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に
向けた国内外からの来訪者の増加など、中小企業等
を取り巻く経営環境に大きな影響が生じる可能性が
あります。

中小企業調査や企業訪問によって得られた企業の状況
を踏まえ、基本構想実施計画に基づき、チャレンジ
ショップ支援事業や異業種交流事業を始めとした計画
事業を着実に実施することで、産業や商業の活性化に
つなげていきます。
また、創業支援事業計画に基づく支援や、東京2020オ
リンピック・パラリンピック競技大会に向けた商店街
振興など、新たな施策も実施していきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

創業・起業支援を行い、実際に起業した企業数の把
握に努めてほしい。また、チャレンジショップ支援
事業は、魅力的な支援事業であり、事業の拡充を
図ってほしい。

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

総
事
業
費

90.0 90.0 90.0 90.0

97.6 100.0

87.5
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110

25年度 26年度 27年度 28年度

創業に関するセミナー受講者の満足度（％）

指標

実績

21 
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35 
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48 

55 
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10

20

30

40

50

60

25年度 26年度 27年度 28年度

中小企業向け補助事業の認定件数（企業)

指標

実績

2,172 2,170 2,170 2,170

2,124
2,058 2,076

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

25年度 26年度 27年度 28年度

商店会加入数（件）

指標

実績

75.0

80.0

85.0
90.4 92.0 

70

75

80

85

90

95

26年度 27年度 28年度

消費生活センターの研修受講者の満足度（％）

指標

実績
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％

28年度

98.8

％
【取組状況・成果】生涯学習フェアを８月期と３月期に開催
し、うち３月期は開催日数を２日としました。８月期は参加
者827人、３月期は参加者1,302人に及び、来場者アンケート
の結果も良好でした。

％

人

％

27年度

人

％

④　区立図書館利用者満足度の向上

人

人

％

【課題】生涯学習フェアの開催日数や回数について、来場者や
参加者の意見も踏まえて検討する必要があります。

2,129

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）

人

28年度

③　生涯学習活動への参加促進

1,532

117.8

25年度 26年度

1,400

157.7

目標値 1,300 人1,300

84.0

人

目標値

25年度

1,350

２　基本構想実施計画の「指標」

％

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

84.5 ％

27年度

83.5

83.0

％

98.8

26年度

106.8

実績値

達成率

％83.0

83.3

1,389

％実績値 82.5 ％

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

100.4

３　評価

％

25年度 26年度 27年度

　区民に対して、生涯学習の機会に関する情報提供の充実を図り、より一層の周知に努めていきます。また、区民の「学び」との出会いを支援す
るために、文京アカデミア講座をはじめとする各種生涯学習講座について、多様な区民ニーズに応じた講座の提供に引き続き取り組んでまいりま
す。
　区立図書館においては、指定管理者と引き続き緊密に連携をとりながら、地域の情報拠点として質の高いサービスの提供に取り組んでまいりま
す。

目標値

数

28年度

実績値

4,300

①　生涯学習講座等の充実
【課題】地域の情報拠点として、利用者の多様化するニーズに応
え、資料提供と窓口業務の充実を図り、利用者満足度を高める必要
があります。

達成率
【取組状況・成果】毎年度利用者アンケートを実施（真砂中央図書
館は改修工事による休館中のため未実施）し、利用時の満足度を確
認しました。実績値は前年度を上回りましたが、目標値には至りま
せんでした。

86.8

4,400 85.0

数

25年度 26年度

【課題】多様な区民ニーズに応じた講座を継続して実施していくた
めに、区内大学や生涯学習支援者との連携に努め、幅広く講座の企
画を行っていく必要があります。

27年度 28年度

目標値 96.0 ％ 96.095.0 ％

実績値 95.7 ％ 96.6

％

％

％102.3

【取組状況・成果】インタープリター養成講座において、新
規認定25人を加え累計108人となったほか、アカデミアサ
ポーター養成講座や生涯学習支援者を対象とするスキルアッ
プ講座を実施しました。

【課題】講座講習等により育成した人材の活動機会の提供を
引き続き行っていく必要があります。

％ ％達成率 100.7 100.6

％ 97.0

％ 98.2

②　生涯学習活動支援の人材育成

％

105.7％ 100.1 （昨年度の所見）

9

％

H28

7 10

H28予算

●中項目全体の成果・課題

9

●将来像の実現に向けた実施計
画事業区内の大学を始め、教育・文化施設等と積極的に連携を行い、区

民に多種多様な学習の機会を提供しました。
また、生涯学習司やインタープリターなどの支援者と連携を深
め、文京アカデミア講座や企画展などでは、知識や経験を活かす
ことができました。今後も、相互に協働していく必要がありま
す。
さらに、区立図書館においては、向丘地域活動センターで図書の
取次業務を開始したほか、真砂中央図書館の休館によるサービス
低下を招かないよう仮事務室や地区館において質の高いサービス
に努めました。真砂中央図書館のリニューアルオープン後は、更
なるサービス拡充への取組が必要です。

　生涯学習講座等について、昨年度に引き続
きバラエティに富んだ講座の提供に努めまし
た。また、受講生アンケートによると、ほとん
どの講座において受講生の満足度が80％を
超えており、一部は90％を超える講座もある
など、好評を得ています。今後は、生涯学習
支援に関わる人材について、育成した人材の
知識や経験を活かしていけるような機会の充
実を、より一層図っていきます。
　また、区立図書館については図書館利用者
から概ね高い評価を得ていますが、さらに満
足度を高めるため、指定管理者と引き続き連
携しながら取り組んでまいります。

事業数
H25 H26 H27

54,514

279,404

H26予算 73,660

H27予算 720,975 千円

千円

千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

少子高齢化が加速する中、多様化する区民の学習活動やライフス
タイルに対応した講座等の企画運営を考えていく必要がありま
す。

大学等教育機関との積極的な連携を行い、これまで以上に
区民に満足してもらえる多種多様な学習の場を提供してま
いります。
また、生涯学習司やインタープリター等の支援者に対し、
知識の向上に取り組んでいきます。
さらに、図書館は全ての世代の「学びの場」だけでなく、
公の施設として「憩いの場」「出会いの場」としての機能
も担っていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

区立図書館の利用時間の延長や環境の底上げをして
ほしい。

総
事
業
費

H25実績 千円

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目
コミュニティ・産業・文

化
中項目 生涯学習

将来像 いつでも、だれでも、自分に合った「学び」と出会えるまち

4,300

4,543

105.7

83.0

個別計画

　区は、これまで、19の大学をはじめ、数多くの教育・文化施設、教育機関などを活用し、区民に様々な形で多様な学習機会及び
発表の場を提供することにより、出会いや交流などを通し、豊かな時間が過ごせることを目指した「区内まるごとキャンパスに～
「文の京」、豊かな学びと交流を楽しむまち～」の実現に取り組んできました。
　今後、更に大学等教育機関と連携を強め、地域の学習・情報拠点としての役割を果たしていくとともに、様々な広報媒体を活用
し、これまで以上に情報提供等の充実を図り、多様化する区民の学習活動やライフスタイルに対応したより質の高い支援と学習へ
の機会の提供等に取り組みます。
　また、区民の主体的な学習や活動を推進するため、生涯学習司やインタープリターなどの資格制度を活用し、人材を育成すると
ともに、育成した人材がその知識や経験を活かしていけるような場の充実を図ります。
　さらに、区立図書館においても、図書館サービス向上検討委員会の検討結果を踏まえ、利用者の多様なニーズやライフスタイル
に合った、質の高いサービスを提供するため、地域の情報拠点機能を拡充し、区民の読書活動、生涯学習の支援を行い利用者満足
度のより一層の向上を図ります。

アカデミー推進計画

所管部 アカデミー推進部、教育推進部

90.6

109.2

【取組状況・成果】多様な区民ニーズに応じた講座の提供に努め、
受講者数及び満足度が80％を超える講座の実施率ともに目標値を上
回りました。

％

達成率 ％

％

％

104.6

率

114.4

4,918％

83.0

数 率

％

％

率 数 率

84.0

84.1

4,350

4,600

4,300 4,300 
4,350 

4,400 

4,543 

4,918 

4,600 

83.0 83.0 84.0
85.0

86.8 
90.6 

84.1 

70

75

80

85

90

95

100

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

25年度 26年度 27年度 28年度

生涯学習講座等の受講者数（人）及び高満足度講座

の実施率（％）

指標（数）

実績（数）

指標（率）

実績（率）

95.0
96.0 96.0

97.0

95.7 
96.6 

98.2 

85

90

95

100

25年度 26年度 27年度 28年度

人材育成講座修了率（％）

指標

実績

1,300 1,300 
1,350 

1,400 

1,389 
1,532 

2,129 

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

25年度 26年度 27年度 28年度

生涯学習一日体験フェア来場者数（人）

指標

実績

83.0

83.5 84.0 84.583.3

82.5 83.0

60

70

80

90

100

25年度 26年度 27年度 28年度

図書館利用者の目的達成度（％）

指標

実績
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89,268 千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

総
事
業
費

H25実績 20,914 千円

H26予算 58,444

H27予算 64,710 千円

H28予算

H26

5 6 6

H27

6

  区には、名勝・旧跡や文化施設のほか、多くの大学が集積しています。
　加えて、様々な個性にあふれた博物館や美術館なども多く、「文教のまち」として、歴史と文
化、教育を中心に発展してきました。ゆかりの文人も多く、数々の作品が生み出されるなど、区内
全域が文化と芸術に満ち溢れています。
　区の誇るべき文化・芸術資産に誰もがふれやすくする機会や、学ぶだけでなく自らが発表する機
会の充実を図るとともに、若年層の新規参加を促すことで、歴史や伝統文化の継承と発展、新たな
文化創造に努めます。

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

　2020年東京オリンピック・パラリンピック開催を見据え、伝統文化の継承とそれを担う人材育成のため、区民の文化・芸術活動の支援をより一
層充実させていく必要があります。また、区内の文化資源を活用し、幅広い層の区民が文化芸術を享受できるような事業展開を進めていきます。
　さらに、シビックホールでの提携団体による公演を一層充実させるなど、今後は、区内における文化芸術の普及をさらに進めるための事業を積
極的に展開していきます。

実績値 72.0 ％89.0％ 88.0 ％

大項目
コミュニティ・産業・文

化
中項目

所管部 アカデミー推進部、教育推進部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

人

（昨年度の所見）

人

文化振興

将来像 「文の京」の文化や歴史を伝承し、創造する、心豊かで潤いのあるまち

個別計画 アカデミー推進計画

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

達成率 101.5 ％ 99.3

実績値 3,723 人 3,653

104.9

【取組状況・成果】各種つどい、文化祭、カレッジコンサー
ト等、成果発表の場の提供と参加者の確保に努めました。し
かしながら、合唱のつどいの参加方法の変更等を行ったた
め、全体としては微増にとどまりました。

【課題】大半の事業が参加者の固定・高齢化の傾向にあるため、事
業周知を充実させるとともに、参加者の裾野拡大につながる仕組み
を検討する必要があります。

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた
区民の文化芸術分野への関心・ニーズを敏感に汲み取り、事業実
施へと反映していく必要があります。
また、各世代のライフスタイルに見合った事業展開を図る必要が
あります。

引き続き多様な文化遺産を継承する事業を行うとともに、
新たな文化資源の再発見・発掘を進めていきます。
また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を
見据えた文化プログラムの一環として、伝統文化の継承普
及のための新規事業の具体化に取り組んでいきます。さら
に、区内の文化資源や伝統文化の発信・継承を担う人材育
成に、より一層力を注いでいきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

区内の文化資源を幅広く活用し、区にゆかりのある文化人
の顕彰事業を始めとする文化振興施策を進めてほしい。

％

人 3,800

％

3,673 人

86.7 ％ ％104.7

3,7003,550 人 人

％

25年度 26年度 27年度 28年度

【課題】アンケート結果や要望を反映した事業の展開、展示やワー
クショップ等の企画内容の充実、さらに広報活動を積極的に行う必
要があります。

【取組状況・成果】積極的な広報活動や観光・まつり事業との連携
により、入館者数が昨年度よりも増加しました。自主事業（カ
フェ･ショップ）においては、新商品や新メニューの提供など、満
足度向上に向けた取組を行いました。

達成率 104.8 ％

目標値 3,600 人

83.0

②　成果発表の場の提供と安定的な参加者等の確保

86.0 ％％ 85.0

【取組状況・成果】鑑賞事業では、平成27年度の大ホール開館
15周年を記念した事業内容が奏功し、前年の来場者数を大きく
上回りましたが、区民参加事業及びアウトリーチ事業について
は、ほぼ横ばいの結果となりました。２　基本構想実施計画の「指標」

①　文化・芸術との主体的・自発的にかかわる環境づ
くり

目標値

25年度 26年度

84.0 ％

27年度

【課題】事業内容を決定する際は、引き続き区民の皆様の
ニーズを十分リサーチする必要があります。

達成率

28年度

人

96.0 ％

10,684実績値 人

目標値

【取組状況・成果】大学機関、サークル等への継続的な
情報発信、事業周知の結果、参加者の定着とともに新た
な参加者の獲得にもつながりました。

実績値

人

11,000 人

10,564

％％％ 118.2 123.3

11,000 11,050

－達成率

－

目標値

25年度

人

【課題】今後は事業周知のみならず、文化の担い手となる若年層の
育成にも注力するほか、更なる新規参加者の増加へとつなげていく
必要があります。

④　文化・芸術活動の普及

人

人

25年度 28年度

人110－ 人

27年度

人 190

３　評価

11,100 人

％ ％94.0 96.7

10,337 人

●中項目全体の成果・課題

人

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）

28年度26年度 27年度

150

26年度

③　文化芸術の普及・継承、裾野拡大のための、若年
層の新規参加

130

様々な事業や区民、大学等との連携を通じて、区の
多様な文化資源の顕彰、発信に取り組みました。
また、区内の文化芸術団体及び大学等との協働によ
り、各種事業を実施しました。なお、事業のより一
層の活性化と参加者のニーズに応えられる効果的な
事業展開を図るため、事業体制の整備、見直しを継
続的に行う必要があります。

185

H28

千円

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

●将来像の実現に向けた実施計
画事業　区内の各文化団体や大学等との協働により各種事業を

実施しました。各団体の自主的な運営を促進するととも
に、より一層地域との連携を深めていくことで、文化の継
承を担う人材の発掘や育成、新たな事業展開や参加者の
裾野拡大に努めていく必要があります。
　また、展覧会、講演会、朗読コンテスト、記念館の運営
等の事業を通じて、鷗外をはじめとするゆかりの文化人を
顕彰しました。今後も引き続き指定管理者や大学とも連携
しながら、多様な文化資源の発信に取り組んでまいりま
す。
 さらに、シビックホールでの提携団体による公演や、学
校・文化施設等でのアウトリーチ事業など、区内における
文化芸術の振興ための事業を実施しました。今後は、区
民参加型事業について、区民の創造活動をさらに支援す
るため、事業内容の検討を進める必要があります。

事業数
H25

83.0

84.0 85.0

86.0

72.0 

88.0 89.0 

60

70

80

90

100

25年度 26年度 27年度 28年度

森鷗外記念館の入館者満足度（％）

指標

実績

3,550 
3,600 

3,700 

3,800 
3,723 

3,653 

3,673 

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

25年度 26年度 27年度 28年度

文化・芸術事業等参加者延べ人数（人）
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実績

11,000 11,000 11,050 11,100 
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10,564 
10,337 

10,684 

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

芸術鑑賞事業等への来場者延べ人数（人）

指標

実績
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26年度 27年度 28年度

文化・芸術事業等参加者に対する若年層参加者

の延べ人数(人）

指標

実績
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％

件

％

目標値 130

人

8 件

人

人

％

125.2

【取組状況・成果】協力協定を締結している読売巨人軍（読売巨人軍×文
京区スペシャルイベント、ボール投げ＆走り方教室）、日本サッカー協会
（ジュニアサッカー教室）の事業のほか、文化シャッター株式会社とフラ
イングディスク教室・アルティメット大会を実施し、多くの参加がありま
した。

【課題】引き続きの連携強化及び新規スポーツ団体との連携推進が
必要です。なお、新たに他の大学や地元のクラブチームとの事業を
検討していきます。

件

達成率 100.0 100.0 ％133.3 ％

　施設の老朽化に伴い、今年度末からスポーツセンターの改修工事を
行っていきます。また、平成28年8月のＩＯＣ総会で、東京2020オリ
ンピック・パラリンピック競技大会の追加種目として、5競技18種目
が決定されました。今後、2020年に向けて、必要な取組を行っていく
ことが求められています。

　区民が快適に利用できるスポーツ施設運営のため、老朽化した施設の
改修を計画していきます。また、施設環境の整備に加え、身近な場所で
気軽にスポーツに親しめるよう、区民のライフスタイルやニーズにあっ
た事業等を実施していきます。地域スポーツ振興のために、スポーツ推
進委員や指導者の資質向上を図る一方で、専門性の高い知識やノウハウ
を生かした事業運営のためにスポーツ団体や企業等関係団体との運営を
進めていきます。
　さらに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、障
害者スポーツへの取組やボランティアの育成を始めとした取組を進めて
いきます。

実績値 4 件 5 件 6

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

スポーツ指導者派遣及び講習受講者数については、
目標の達成率が低いため、実績の向上を図られた
い。

26年度

件件 6

％

3 件

②　スポーツ関係団体等との連携強化

25年度

目標値 5

27年度 28年度

1,064,155

【課題】引き続き、スポーツ交流ひろばへの新しい種目の導入について検討し
ていきます。また、スポーツセンター改修に伴う閉館時の施設利用について、
他施設との連携を取りながら円滑に進めていきます。

【取組状況・成果】スポーツ交流ひろばについては、学校施設の改修等に
より休止が多く、利用者数が減少しましたが、一方でバレーボールの特別
講師を招聘（しょうへい）した新しいイベントを実施することができまし
た。スポーツ施設の利用については、平成26年度同様、着実に利用者数が
増加しています。

達成率

【課題】スポーツ指導者のマネジメント能力向上を図り、自主的な事業運営が可
能となるよう、講座の内容を精査していきます。あわせて、指導者講習会の質の
向上及び周知方法等を工夫し、受講者数を増加させる必要があります。

人860,000

①　いつでもスポーツに親しめる環境

835,000

122.0 ％113.8 ％

実績値

２　基本構想実施計画の「指標」

　区民が快適に利用できるスポーツ施設運営のため、老朽化した施設の改修を計画していきます。また、施設環境の整備に加え、身近な場所で気軽にスポーツに親しめるよ
う、区民のライフスタイルやニーズにあった事業等を実施していきます。地域スポーツ振興のために、スポーツ推進委員や指導者の資質向上を図る一方で、専門性の高い知
識やノウハウを生かした事業運営のためにスポーツ団体や企業等関係団体との運営を進めていきます。
　さらに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、障害者スポーツへの取組やボランティアの育成をはじめとした取組を実施していきます。

人 850,000 人

1,025,003

目標値

949,924 人

840,000

98人

人140

％

25年度 26年度 27年度

【取組状況・成果】指導者講習は、スポーツ指導者が自ら障害の有無に
かかわらず誰もが安全に参加できるイベントの企画のため、安全指導・
事故管理を取り上げ、講習を実施しました。また、準備運動・整理体操
に関する講習会を２回実施し、効果的な準備運動の方法を学びました。

28年度

実績値 86●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

達成率

３　評価

102.4

人

％82.1

【課題】申請団体が増加する一方、指導者の派遣件数は減少しまし
た。また、学校PTA等、申請団体に偏りがみられるので、引き続き
周知に力を入れ、様々な団体の利用を促進します。

28年度

200

25年度

目標値 人

115

112 件 99

④　スポーツ指導者の資質向上

100.0 ％

【取組状況・成果】ポスター、チラシなど制度の周知を
行った結果、申請団体数が前年度の26から28まで増加し
ました。なお、指導者の派遣は99件ありました。

％

件 150

70.7

実績値 106

件 140106 件

件アカデミー推進計画

所管部

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

コミュニティ・産業・文
化

中項目

28年度

86.2達成率

件

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　区民のスポーツ技術と能力の向上

25年度 26年度 27年度

26年度 27年度

人

84

57.6

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

人 170 人

50,920 千円

総
事
業
費

千円

千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

　スポーツ施設の利用については、25年に開
館した総合体育館のほか、24年開館の江戸
川橋体育館の利用者数も順調に伸びていま
す。今後も指定管理者との連携に努め、利用
者の使いやすい施設運営に努めてまいりま
す。
　また、スポーツ団体との協働による、既存事
業の発展のほか、新たに2020年オリンピック・
パラリンピック推進のため、大学やスポーツ
団体との協働事業にも積極的に取り組んでい
ます。
　さらに、区民のスポーツ技術・能力の向上を
図るため、指導者の育成にもより一層強化し
てまいります。

千円

H26予算

H28

55

H25実績 12,596

事業数
H25

H28予算 26,777

5 5

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

H26
　スポーツ団体との協働により、既存事業の発展や、新たな事業
に取組んでいます。あわせて、これまで協力実績のない大学やプ
ロスポーツ団体等へ積極的な働き掛けを進めていきます。
　また、区民のスポーツ技術・能力の向上を図るため、指導者の
発掘・育成をより一層強化することが必要です。一方、平成25年4
月に開館した新総合体育館は大幅に利用者数を伸ばしています。
区立スポーツ施設について、利用者から高い評価を得ています
が、さらに満足度を高めるため、施設利用者懇談会等を実施する
など、今後も指定管理者と引き続き連携しながら、より一層利用
者ニーズを捉えた施設運営の取組が必要です。

H27

アカデミー推進部

大項目

20,644

H27予算

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

　区は、これまで、江戸川橋体育館整備や新総合体育館の建設等を行い、身近な場所でいつでもスポーツに親しめるよう、施設などの環境
整備を行うとともに、多様なスポーツを行う機会を提供するため、指導者育成と地域派遣を進めてきました。
　あわせて、スポーツの魅力を広く伝えるため、スポーツ関係団体等との連携によるスポーツ事業を実施しました。
　一方、平成25年にはスポーツ祭東京2013が開催されたことや、2020年オリンピック・パラリンピックの開催都市が東京に決定したこと等
から、区民のスポーツへの関心がより高まり、スポーツ事業や施設に関する意見は多様化しています。
　こうした状況を踏まえ、区では、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けた準備等を行う庁内組織を設置し、気運醸成や
開催に伴う区の施策等を推進していきます。
　あわせて、区民の要望等を踏まえ、スポーツ事業の具体的な見直しを実施した上で、事業の再構築を行います。
　また、事業等の実施に当たっては、大学やスポーツ関係団体等との連携をより強化していくことで、区民のスポーツ活動やライフステー
ジに応じた質の高い支援やジュニアアスリートの育成事業も行います。加えて、スポーツに関連する情報の一元化と効果的な発信に努めま
す。
　さらに、区民のスポーツ技術と能力の向上を図るため、スポーツ推進委員を中心としたスポーツ指導者の育成に積極的に取り組みます。

スポーツ振興

将来像 だれもが、いつでも、安全にスポーツを親しめるまち

個別計画

835,000 840,000 850,000 860,000 

949,924 

1,025,003 
1,064,155 

660,000

760,000

860,000

960,000

1,060,000

1,160,000

25年度 26年度 27年度 28年度

スポーツ施設及びスポーツ交流ひろば年間利用者数

（人）
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実績
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25年度 26年度 27年度 28年度

スポーツ関係団体等との協働事業の実施数（件)
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実績
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

スポーツ指導者の地域派遣件数（件） 指標

実績

84 
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170 200 
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スポーツ指導者の各種指導者講習会への受講者

数（人）

指標

実績
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④　観光誘致と知名度向上

25年度

■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

件

1,120 人 1,172

目標値 －

リニューアルした観光インフォメーションのほか、観光案
内所や宿泊施設・イベント等において観光リーフレットを
積極的に配布するなどして、国内外から文京区への訪問に
つながるような情報提供を行うことができました。観光ガ
イドについても、３期生を育成しながら新たなコースの実
施に取り組みました。
今後も、来訪者・再訪者の増加につながるようなタイム
リーかつ区の魅力を十分に伝える情報提供を行うととも
に、外国人観光客への対応について、観光協会と連携した
取組を進めていくことが求められています。

29,672

691 664

Ａ
●中項目全体の成果・課題

109.0

件

（昨年度の所見）

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　おもてなしの心の醸成

25年度

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

27年度
将来像

人

26年度

914

中項目 観光

914 人人

28年度

888 人

【取組状況・成果】第３期養成講座により認定されたガイドが活動を開
始し、研修を充実させたことでガイドの育成につながりました。石川啄
木ゆかりの地を巡る新規ツアーを実施したほか、申込者の希望に応じた
オーダーコースも実施し、多様なニーズに応えました。

達成率

人

【課題】定例コースを増加させ、区の観光資源の魅力を更に発信し
ていくことが求められています。また、区外へのＰＲを積極的に実
施し、区外からの参加者を増加させることも課題となっています。

大項目 コミュニティ・産業・文化

目標値 888

126.1 128.2

28年度

件

実績値 1,045

％

26年度 27年度

％

件

人

－

件

115.2

600

　観光マップ等の充実や魅力的なまちあるきルートの開発、観光ガイドの育成、映像を通した観光資源の発掘等に引き続き取り組みます。
　観光情報の発信に当たっては、区外への積極的な発信が重要度を増しています。今後新たなポスター・パンフレットの掲出先やWeb・携帯端末といった媒体での情報発信
の方法を模索し、区外への観光PRを強化することが求められています。
　2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向け、増加する観光客のニーズを捉え、多様なニーズに合わせて、区の観光資源の魅力を再発見し、それぞれに適した
媒体で観光情報を発信するよう努めます。

【取組状況・成果】映像制作者からの問合せは年間約140件、うち
21件に撮影協力を行いました。観光担当が推進するまちあるき関連
の番組に多数協力でき、本区の様々な魅力の発信につなげることが
できました。

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

達成率

実績値

27年度 28年度

件

－

３　評価

618

％％

①　何度も訪れたくなるまち

万人

173.1 万人

％

件

２　基本構想実施計画の「指標」

25年度 26年度

万人

99.4 ％

170.6

175.0

609

168.1 万人

【課題】撮影協力の件数増に伴う業務の増加への対応が必要です。
特に、長時間の立会いに係る拘束時間が課題となります。本区の観
光振興につながるような案件に的を絞った協力が求められます。

177.1

172.5 万人

達成率 105.4

目標値

件 6,667

実績値

件

②　観光資源の周知

【課題】引き続き広範囲かつ効果的な観光客誘致のための情報発信
を行っていきます。外国人向けＰＲも拡充する必要がある中で、ま
つりに訪れる外国人観光客への対応や案内等の充実も課題です。

【取組状況・成果】さくらまつりでは開催地域ゆかりの文人である
石川啄木に関する展示、朝顔・ほおずき市では広範な会場を一部周
遊するシャトルバスの運行など様々な魅力ある展開がなされ、地域
の魅力を発信することができました。

万人

件

171.5

６　今後の方向性
5,101

27年度

実績値

目標値 3,819

件

3,787

26年度

4,323

131.6

件 3,876

H28

6 6 5 6

千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、増加する国内
外からの観光客の多様なニーズを踏まえながら、区の観光資源の持つ魅
力を、様々な媒体を通じて積極的かつ的確に発信していくことに努めま
す。
引き続き観光協会と連携・協力しながら、時機を捉えた情報の発信を徹
底するほか、ポスターやリーフレットの配布先を拡充したり、ホーム
ページ等による情報発信を充実させるなどして、これまで以上に観光Ｐ
Ｒを強化していきます。
あわせて、観光マップやリーフレット等の内容を一層充実させるととも
に、新たな観光資源の発見につながるような取組も進めていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

【取組状況・成果】観光インフォメーションを８月にリニューアル
オープンし、接客スペースを拡張しました。シビックセンター展望ラ
ウンジに外国人観光客が多く訪れることを受け、多言語版のリーフ
レットを重点的に掲出するなど、来所者のニーズに応える工夫を行い
ました。
【課題】外国人観光客の来所人数が引き続き増加傾向にあり、多言
語での観光情報発信が課題となっています。またホームページを活
用した情報発信の強化も求められています。

114.2 ％ ％

個別計画 アカデミー推進計画

達成率 174.6

　区内に点在する、歴史・文化を中心とした数多くの観光資源は、区の貴重な財産であり、区内外に広く伝
えるとともに、これらを区内への観光客誘致につなげることが求められています。
　そのため、人気の観光スポットを紹介した観光マップやまちあるきを誘発するリーフレットの充実を図る
とともに、区のイメージアップにつながるロケ撮影の誘致等に努めます。
　また、観光情報の発信拠点である観光インフォメーションの一層の充実、新たな観光ルートの開発、魅力
的なまちあるきを指南する観光ガイドの増員等に取り組み、訪れたくなる、また来たくなる、おもてなし豊
かな環境づくりを目指します。
　さらに、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催の決定を契機に、国内外からの来訪者への魅力あ
る「おもてなし」につながる施策を区民・関係者との連携により構築していきます。

件

％％ 102.6

25年度

％

28年度

3,933 件

何度も訪れたくなる、魅力とおもてなしの心あふれるまち

フィルムコミッション事業は、東京では展開し
にくい状況ではあるが、先進的な自治体の取組
例を参考にしながら、進めていただきたい。

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、国内外
からの観光客の増加を見据えた観光施策の展開を図る必要があり
ます。また、情報発信元としてSNS（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）の活用も求められています。

24,478 千円

所管部 アカデミー推進部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

117.7 ％

万人

　新たに東京ドームホテルの特設ラックや丸
の内KITTE内東京シティアイの文京区専用
ラックを設置して、パンフレットの掲出を実施
し、国内外からの観光客に向けて積極的に情
報発信をしました。また、第3期観光ガイド養
成講座を実施し、新規に21名を区内の魅力と
おもてなしの心を伝える観光ガイドとして認定
しました。石川啄木終焉の地歌碑・顕彰室を
開室し、区内に新たな文化観光資源を整備し
ました。
　今後ますます増加が予想される国内外、特
に海外からの観光客の受入体制の強化が課
題となっており、観光協会や商店街など地域
と連携しての取組が求められます。

事業数
H25 H26 H27

H27予算

総
事
業
費

H25実績

●将来像の実現に向けた実施計
画事業

千円

H28予算 26,593 千円

H26予算 26,518

172.5 168.1
170.6 173.1

171.5 

177.1 175.0 

140

150

160

170

180

190

25年度 26年度 27年度 28年度

区のまつりイベント来場者数（万人）

指標

実績

3,787 3,819 3,876 
3,933 

4,323 

6,667 

5,101 

3,200

3,600

4,000

4,400

4,800

5,200

5,600

6,000

6,400

6,800

7,200

25年度 26年度 27年度 28年度

観光インフォメーションの相談件数（件)

指標

実績

888 888 
914 914 

1,045 

1,120 1,172 

200

400

600

800

1,000

1,200

25年度 26年度 27年度 28年度

観光ガイド事業の申込者数（人）

指標

実績

600 609 
618 

691 

664 

500

550

600

650

700

26年度 27年度 28年度

フィルムコミッション事業における相談・連携件数

（件）

指標

実績
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交流
政策・施策

【基本構想上の位置付け】
大項目 コミュニティ・産業・文化 中項目

15,597

100.0

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

111.1

％

千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

　ベイオウル区とは、双方の首長がお
互いの都市を訪問し合い、友好交流推
進に関する覚書を取り交わしました。そ
の後具体的に、独立行政法人国際協
力機構（JICA）の事業の枠組による「ベ
イオウル区における防災対策事業」が
始まりました。
　国内交流については、友好自治体の
情報発信や事業への協力を行いまし
た。引き続き具体的な連携方法を協議
していく必要があります。

事業数

H26予算 12,057

8,715

【取組状況・成果】男女計４人の募集に対し、31人の応募が
ありました。ホームページリニューアルなどPR方法の工夫を
行ったところ、目標数を大きく上回る成果を上げることがで
きました。

％％

将来像 交流の輪を広げ、互いの魅力を高め合うまち

個別計画 アカデミー推進計画

所管部 区民部、アカデミー推進部 －

達成率 82.179.2 ％

64 6

千円

千円

H27予算

％

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会
の開催決定を踏まえ、国内及び海外都市との交流
ニーズは幅広くなり、今後も深まっていくと考え
られます。

様々な国内自治体との交流・連携については、特別区全国
連携プロジェクト助成金の活用等も行いながら、一層の促
進を図っていきます。
ドイツ、トルコ、中国と交流の相手先は多様になってきて
います。各都市の状況や要望も踏まえ、区民の理解を得な
がら有意義な交流事業が広がるように努めていきます。ま
た、文京区には外国人留学生が多いことから、自治体間の
交流に学生の協力が得られるよう連携を検討していきま
す。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等
区民が国内交流や国際交流に対する理解を深め
られるよう、文京区とゆかりのある自治体や友
好都市の魅力的な部分を十分に周知してほし
い。

H27 H28

13,599 千円

人

【取組状況・成果】平成27年度はあいにくの天候ではありまし
たが、国際交流フェスタへの入場者は増加しました。各ブース
も盛況で多くの外国人が訪れていましたが、指標としての外国
人入場者数は伸びませんでした。

【課題】国際交流フェスタについては、ステージや体験コーナー、
交流コーナーの更なる充実を図るとともに、区内、都内在住の外国
人への効果的な周知を行う必要があります。

人 97

％ 64.7 ％

28年度

170 人

26年度

人人 150目標値 140

27年度

実績値 103 人 115 人

104.7 ％ ％

89.0 ％

130 人

②　外国人の地域への参画機会の提供

25年度

96.7 ％

85.0

％

【課題】国際力推進講座は、平成28年度から公益財団法人文京アカデミー
の指定管理事業となりましたが、文京アカデミーと連携して講座を実施す
ることにより、区民の国際理解をより深めていくことが重要です。

【取組状況・成果】平成26年度及び27年度にトルコや中国な
ど区と関係のある国や機関と連携した事業実施を行い、満足
度を上げるとともに国際理解、異文化理解を進めることがで
きました。

達成率 113.8 ％

【課題】①特別区全国連携プロジェクト事業助成金を活用した事業を構築
し、実施する必要があります。②具体的な協力・連携の方法等について、各
自治体と協議しながら検討していく必要があります。

％

３　評価

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

実績値

％ 90.0％

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

85.0 ％目標値

　ベイオウル区との関係については、始まった具体的な交流の中から、同区との今後の交流推進の在り方を検討し、区民にも広げていく手法の検
討が必要です。また、外国人留学生の比率が高い文京区の特徴を生かすため、区内の大学のほか、国際交流の団体などと連携を深め、共同のプロ
ジェクトや区民との交流事業を検討していきます。
　さらに、様々な国内自治体との交流・連携について、特別区全国連携プロジェクトの動きなども踏まえながら、一層の促進を図っていきます。

①　海外都市との交流の推進

27年度

90.0

【取組状況・成果】①甲州市と相互協力に関する協定書を、熊本県、熊
本市、新宿区と包括連携に関する覚書を締結しました。②全国13自治体
によるイベント「国内交流フェスタin Bunkyo」を開催しました。③各
自治体が行う区民向けツアーに際し、周知等の協力を行いました。

２　基本構想実施計画の「指標」

－ 232.5 ％ ％

1,479 件

456

件

295.8

件

件実績値 －

500

1,060

達成率

達成率 －

目標値 件

25年度

28年度

  区に住民登録をしている外国人は、平成26年１月現在7,087人と、全人口の3.5％を占めており、外国人と
ともに暮らしやすい地域を作っていくことが重要な課題です。
　姉妹都市カイザースラウテルン市をはじめ、海外都市との交流を通じ、相互の発展と友好・理解に努めつ
つ、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催決定を契機として、区民の更なる国際理解の促進、外国
人の受入れや相互理解への機運を一層高めていく必要があります。
　さらに、地域で活動する団体などと連携し、様々な場で外国人が参加する機会を提供し、ともに暮らしや
すい地域づくりを進めます。
　また、国内交流については、本区とゆかりのある自治体との相互訪問や文化交流等を行うほか、友好関係
にある自治体についての情報発信に努め、区民の交流を深めていきます。

25年度 26年度

実績値 (9) 人 － 人 31

目標値 －

26年度 27年度25年度

－ 人

－

28年度

550 件件

310.0

【課題】東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催ま
では、多くの応募が想定されます。それ以降にどのようにつなげる
かが課題です。

④　国内交流に対する区民の意識向上

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　国際交流体験

26年度 27年度

人

28年度

人 10 人

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

国内交流については、甲州市との協定書や熊本県、熊本市、
新宿区との四者間での覚書の締結のほか、国内交流フェスタ
の開催など、様々な形で事業を実施しました。今後も具体的
な協力・連携について、引き続き各自治体と協議していく必
要があります。
ベイオウル区との交流は順調に進み、友好都市協定として実
を結んだほか、カイザースラウテルン市から現市長が初来日
し、交流コンサートも盛況に実施されました。北京市とは、
新たに通州区とも交流が始まり、訪問団の受入れや区長等の
訪問を行いました。

総
事
業
費

H25実績

H25 H26

6

H28予算

85.0 85.0
90.0 90.0

89.0 96.7
100.0

60

70

80

90

100

25年度 26年度 27年度 28年度

国際交流事業の参加者満足度（％）

指標

実績

130 
140 

150 

170 

103 

115 

97 

80

100

120

140

160

180

200

25年度 26年度 27年度 28年度

国際交流フェスタ外国人入場者数（人)

指標

実績

456 
500 550 

1,060 

1,479 

400
500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200
1,300
1,400
1,500

26年度 27年度 28年度

ホームページの国内交流ページへの

年間アクセス数（件）

指標

実績

9 

10 9 

31 

0

5

10

15

20

25

30

35

25年度 27年度

ホームステイ参加申込者数（人）

指標

実績
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1,362

３　評価

％

【課題】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同上

【取組状況・成果】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同上

％ 98.6

957 人

28年度25年度

人

H28

1,006

【取組状況・成果】①経年劣化や構造上の不便さ等の問題を解消するため、千駄
木・駒込ルートのバス車両を更新しました。②多言語対応に係る各種指針や沿線
協議会の意見等を参考に、ルートマップ英語版の作成やバス停留所の英語併記を
実施しました。③沿線協議会の公募委員を中心に各種イベント等を実施したほか、
協賛団体やサービス協力店を拡充しました。

26年度 27年度

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　だれもが気軽に移動しやすいまちづくり
　【千駄木・駒込ルート】

目標値

25年度

達成率

実績値

中項目 住環境

28年度27年度

人 1,055942

98.4

1,095

26年度

達成率 97.6 ％

人

人 人

①　だれもが住み続けたいと思うまちづくり

２　基本構想実施計画の「指標」

【課題】①運行における現況や課題を踏まえ、課題整理の方法や方向性を検討していく
必要があります。②引き続き、利便性の向上に努めるほか、安定的運行の推進のため、
協賛企業・団体の拡充や各種PR活動等に取り組んでいく必要があります。

③　だれもが気軽に移動しやすいまちづくり
　【目白台・小日向ルート】

1,031 1,070

実績値

目標値 人

24年度 26年度

不満

27年度 28年度

30.0 12.0 25.5 7.9

目標値 2,902 箇所 3,022 箇所

％

2,782

【課題】地域の魅力を守り生かす施策を推進していくためには、それぞれ
の地域の住民、事業者等への周知や合意形成を図りながら進めていく必
要があります。
 

実績値

実績値 2,757 箇所 2,907 箇所 3,036

コミュニティバスは利用者の利便性を考慮し、逆回りルー
トの設定や増便を検討してほしい。

99.1 ％

箇所

箇所

3,142

  平成26年１月現在、区の人口は204,258人となり、都心回帰などにより、10年前と比較し約2万2千人増加
しています。
　一方、マンション等の高層建築物の出現に伴うまち並み景観の変化など、まちづくりに影響を与える
様々な課題も生じてきています。
　そこで、建築物の絶対高さ制限を定める高度地区の指定、景観行政団体としての良好なまち並み景観形
成の推進、公園の再整備や緑化の推進などにより、秩序ある市街地の形成に努めます。
　加えて、バリアフリーの道づくり、コミュニティバスの運行などにより、だれもが気軽に出かけられ、
移動しやすい環境整備を進めます。
　これらの取組により、だれもが住み続けたい、住みたくなる快適で魅力的なまちづくりを進めるととも
に、日本へ訪れる外国人からも親しみやすいまちを目指します。

【取組状況・成果】平成27年度は、小石川五丁目20～15番先（区道第907
号）外2路線の道路工事によりバリアフリー化を推進しました。平成27年度
は、歩道の段差解消、勾配の改善、視覚障害者誘導用ブロックなど計129
箇所の整備を行いました。

【課題】今後は、策定されたバリアフリー基本構想に即した道路特定
事業計画を作成していく必要があります。

・文京区公園再整備基本計画の策定(平成24年3月）
・文京区景観づくり条例の施行（平成25年11月1日）
・絶対高さ制限を定める高度地区の指定（平成26年3月17日）
・文京区景観計画の改定による根津景観形成重点地区の指定（平成27年1月1日）
・バリアフリー基本構想の策定（平成28年3月）

平成28年3月にバリアフリー基本構想策定協議会において、バリ
アフリー基本構想を策定しました。28・29年度は、区内の重点整
備地区別計画を策定し、順次、特定事業としてバリアフリー化を
進めていきます。さらに、コミュニティバスへWiFi導入など利便
性の向上に努めるとともに、安定的運行の推進のため、協賛企
業・団体の拡充や各種PR活動等に取り組むほか、各種の景観まち
づくり事業及び道路や公園の整備など、良好な住環境の実現につ
ながる施策を推進します。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

目標値

達成率 100.2 ％

箇所

100.5 ％

区民部、都市計画部、土木部、資源環境部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

都市マスタープラン、景観計画、緑の基本計画、公園再整備基本計画等

所管部

将来像 だれもが住み続けたい・住みたくなる快適で魅力的なまち

②　歩行空間の快適性の向上

25年度 26年度 27年度 28年度

H25 H26

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目 まちづくり・環境

％

個別計画

1,538,178 千円

平成27年度中にバリアフリー基本構想策定協議会において、バリアフリー基本構想を策定します。策定後は、区内の重点整備地区別に、詳細な計画
を策定し、順次、特定事業としてバリアフリー化を進めていく予定です。さらに、区内コミュニティバスの安定的運行を図ることにより、誰もが安
全かつ快適に区内を移動できる、バリアフリーのまちづくりを推進していくとともに、引き続き、各種の景観まちづくり事業及び公園再整備など、
良好な住環境の実現につながる施策を推進します。

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業「だれもが住み続けたい・住みたくなる快適で魅力的なま

ち」の更なる推進を図るため、屋外広告物の規制と意匠的
な誘導を行い、良好な景観づくりを進めるほか、区民参画
による公園再整備、道路改修工事に併せた歩道の段差解
消、勾配の改善、視覚障害者誘導用ブロック等の整備を行
いました。また、コミュニティバスの千駄木・駒込ルート
のバス車両を更新するとともに、ルートマップ英語版の作
成やバス停留所の英語併記を実施しました。
今後も引き続き、区民及び事業者と情報を共有し、協働し
てまちづくりを進めていく必要があります。

「だれもが住み続けたい・住みたくなる快適で
魅力的なまち」の更なる推進を図るため、根津
景観形成重点地区を指定するとともに、区民
参画による公園再整備、道路改修工事に併
せた歩道の段差解消、勾配の改善、視覚障害
者誘導用ブロック等の整備を行いました。ま
た、コミュニティバス協賛団体や沿線のサービ
ス協力店の拡充により、バスの利用促進を図
りました。
今後増加が見込まれる外国人旅行者への多
言語対応も視野に入れ、引き続き、区民及び
事業者と情報を共有し、協働してまちづくりを
行ってまいります。

事業数

H25実績 479,155 千円

H26予算 2,541,148 千円

H27

11 11 914

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

千円

H28予算

総
事
業
費

【取組状況・成果】小石川植物園からの素晴らしい眺望・景観を保全する
ため、建築物・工作物だけでなく、屋外広告物も規制・誘導の対象としまし
た。

満 不満 満

H27予算 3,129,122

満 不満 満 不満

％

22.5 8.9 32.1 9.9％

125.9 79.8 ％達成率 76.7 133.3 ％

人

％

人

人

％

1,354

1,351

99.8 99.6

人1,348

1,347

99.9

1,358

1,353

人

人

％

人

30.0 

25.5 

12.0 

7.9 

22.5 

32.1 

8.9

9.9

0

5

10

15

20

25

30

35

24年度 27年度

公園・緑化・景観施策について満足又は不満足に

感じている区民の割合（％）

指標（満足）

指標（不満足）

実績（満足)

実績(不満足)

* 出典：「文京区政に関する世論調査」

2,782 
2,902 

3,022 

3,142 

2,757 

2,907 

3,036 

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000

3,100

3,200

25年度 26年度 27年度 28年度

バリア解消箇所数（箇所)

指標

実績

1,348 1,354 1,358 1,362 

1,347 1,351 1,353 

1,000

1,200

1,400

1,600

25年度 26年度 27年度 28年度

コミュニティバスの一日当たり利用者数（人）

（千駄木・駒込ルート）

指標

実績

957 

1,031 
1,070 1,095 

942 

1,006 
1,055 

800

1,000

1,200

1,400

25年度 26年度 27年度 28年度

コミュニティバスの一日当たり利用者数（人）

（目白台・小日向ルート）

指標

実績
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４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

　環境にやさしい取組を推進するため、
「文京区地球温暖化対策地域推進計
画」の中間年度における見直しを行うと
ともに、次世代自動車急速充電スタンド
の運用の開始、ＬＥＤ街路灯の整備な
ど、地球温暖化対策を実施しています。
　また、ごみの減量化と循環型社会の形
成を目指し「文京区一般廃棄物処理基
本計画（モノ・プラン文京）」の中間年度
見直しを進めています。
　これらの取組を通じて、将来世代に良
好な環境を引き継ぐ努力が必要です。

事業数
H25

緑の基本計画、地球温暖化対策地域推進計画、一般廃棄物処理基本計画　等

H28

11

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

所管部 土木部、資源環境部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

  区では、地球温暖化対策として二酸化炭素等の温室効果ガスの削減に取り組むとともに、廃棄物については循環型社
会の形成等に取り組んでいます。区内の二酸化炭素の排出量は、東日本大震災の影響による電力の排出係数の増加か
ら、実績値の増大が予測され、今後の削減への取組とエネルギーの有効活用が課題となっています。
　加えて、区が収集した平成24年度の可燃・不燃ごみの総量は、43,515ｔと減少傾向が続くものの、減少のスピードは
年々鈍化しています。
　そこで、区は、地球温暖化対策地域推進計画に基づき、率先して二酸化炭素排出量削減に努めます。
　また、エネルギーの有効活用のため、省エネルギー機器の導入（ＬＥＤ街路灯等の整備）を推進します。
　さらに、ごみの発生抑制と再使用に重点を置いた3Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進により、区民一
人当たりのごみ排出量を削減します。

中項目 環境保護

「文京区地球温暖化対策地域推進計画」の見直し（平成27年3月）
「第2次文京区役所地球温暖化対策実行計画」の策定（平成27年8月）
「文京区一般廃棄物処理基本計画（モノ・プラン文京）」の中間年度見直し
（平成28年3月）

　「文京区地球温暖化対策地域推進計画」及び「第2次
文京区役所地球温暖化対策実行計画」の目標達成に向
けて、地球温暖化に対する意識啓発を図るとともに、
区においても、今後も更なる省エネに努めるなど、温
室効果ガスの抑制につながる取組を進めていきます。
　また、ごみの減量や、資源量の増加を図っていくた
めに、２Rを推進し、将来世代に良好な環境を引き継げ
るよう、各種取組を進めてまいります。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

「区の事務事業における二酸化炭素排出指数」は、電力会
社の排出係数の影響を受け、わかりにくい。削減努力の結
果を明確に示す工夫が必要である。

千円

H26予算 356,933

H27予算 607,350 千円

H25実績 337,101

H28予算 613,296 千円

千円

10 11 11

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業　環境にやさしい取組を推進するため、区役所の事務事業

に係る二酸化炭素排出量の抑制を目的とした「第2次文京
区役所地球温暖化対策実行計画」を策定し、より一層の区
役所の二酸化炭素排出量削減に努めています。
　また、「文京区一般廃棄物処理基本計画（モノ・プラン
文京）」の中間年度見直しを行い、２R（リデュース・リ
ユース）の優先及び安全・安心な適正処理の考え方を明記
するとともに、２R推進のための具体的な施策に取り組ん
でいます。
　これらの取組を通じて、引き続き、将来世代に良好な環
境を引き継ぐ努力が必要です。

H26 H27

総
事
業
費

25年度

26年度 27年度

375.0

100.6

g/人日

382.7

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　循環型社会の形成の推進

25年度 28年度

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目 まちづくり・環境

将来像 環境にやさしい取組を推進するまち

実績値 404.9 g/人日 385.8

395.0

g/人日

目標値 g/人日 385.0

達成率 102.4

実績値

【課題】「モノ・プラン文京」の中間見直しでは指標が順調に推移して
いることから、これまでの取組を継続することとしました。このため、
現状の事業から得られる効果を更に高める必要があります。

26年度

g/人日

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

　昨年度見直しが実施された「文京区地球温暖化対策地域推進計画」及び本年8月に策定された「第2次文京区役所地球温暖化対策実行計画」の目
標達成に向け、今後も省エネルギーに努め、温室効果ガスの抑制につながる取組を進めていきます。
　また、現在見直し中の「文京区一般廃棄物処理基本計画（モノ・プラン文京）」に基づき、リサイクルに先立って２Ｒの取組を重点的に進め、
ごみ量の減量と、資源量の増加を図っていき、将来に向けて良好な環境を引き継いでいきます。

個別計画

２　基本構想実施計画の「指標」

27年度 28年度

27年度 28年度

①　二酸化炭素排出量の削減

目標値

３　評価

【取組状況・成果】

【課題】

達成率

84.9

25年度 26年度

83.0目標値

達成率 84.1 ％

目標値 925 基

26年度

575

91.0

25年度

【課題】エネルギー使用量の削減に向けて、運用面の省エネも大切
ですが、シビックセンターの大規模改修に合わせ、設備面の改修も
必要です。

【取組状況・成果】エネルギー使用量は、電気・ガス共に前年度より減少したものの、
電気は若干の減少にとどまりました。また、平成27年度からの「第2次文京区役所地球温
暖化対策実行計画」の算定方法により算出した二酸化炭素排出量は、基準年である平成
17年度と比べ▲9％の削減となりました。なお、平成27年度は、新たにエネルギー使用量
の大きな施設である総合体育館と茗台中学校を対象に省エネ指導事業を実施しました。
 

実績値 105.2 98.7

基

％ 124.7

実績値 646 基 1,113

％

89.9

基

②　省エネルギーの推進

27年度

基

28年度

1,625 基1,275

基 1,590

112.3 ％

【取組状況・成果】小型街路灯の省エネ化がほぼ完了し、対
象が中型街路灯に移ります。平成27年度は、平成26年度と比
べ年間で約17万kWh相当の電力削減を行いました。

【課題】器具が大きくなると省エネ効果は高くなりますが、交換費
用が高くなります。経費節減に向けて施工方法の効率化を進めてい
きます。

達成率 120.3

405.0 g/人日

100.02 ％
【取組状況・成果】様々な場面を捉えて周知・啓発を行って
います。ごみ量は前年とほぼ横ばいですが、人口も増加して
いるため実績値としている１人１日当たりのごみ量は一定程
度減少しました。

g/人日

％％

80.7 ％ ％

81.8 80.6

84.9 83.0 81.8 
80.6 

99

84

98

105.2 

98.7 

91 

70

75

80

85

90

95

100

105

110

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

区の事務事業における二酸化炭素排出指数

（17年度を100とした場合）

指標

実績

575 

925 

1,275 

1,625 

646 

1,113 

1,590 

0

500

1,000

1,500

2,000

25年度 26年度 27年度 28年度

街路灯のＬＥＤ器具設置数（基)

指標

実績

405.0

395.0

385.0

375.0

426
419 

413 

404.9 

385.8 382.7 
375

400

425

450

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

区民1人1日当たりの家庭ごみ排出量（ｇ/人日）

指標

実績

25年度 26年度 27年度 28年度
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％

22.7 23.7 24.7

％％99.1

21.7 ％ 22.5 ％

％

％100.0

87.5 ％

83 人

②　地域防災を担う人材の確保

25年度

目標値 91 人

達成率 98.3

28年度

件

28年度

【取組状況・成果】

２　基本構想実施計画の「指標」

①　地域主導の防災対策

【取組状況・成果】各避難所運営協議会等により推薦を
受けた方に対し、特定非営利法人日本防災士機構が行う
防災士認証登録に係る費用の助成を行い、認証登録され
ました。
【課題】引き続き、防災士認証登録に係る費用の助成を行い、
各避難所における地域防災を担う人材育成を支援します。

・東日本大震災の発生（H23.3）・災害対策基本法の一部改正（H25.6）・文
京区職員防災マニュアルの修正（H26.3）・東京都地域防災計画の修正
（H26.7）・避難勧告等の判断・伝達ガイドライン（H26.9内閣府）・土砂災
害警戒避難ガイドライン（H27.4国土交通省）・文京区地域防災計画の修正
（H28.3）・同避難行動要支援者避難支援プラン（H28.3）・熊本地震の発生
（H28.4）

　文京区地域防災計画（平成27年度修正（平成24年度修正追補
版））について、区民周知を図っていきます。
　地域防災計画の主な修正項目である避難行動要支援者の支援に
当たっては、名簿の外部提供同意者の個別計画作成に努め、的確
な支援体制づくりに取り組みます。
　今後、国や都における熊本地震の検証等の動きを注視するとと
もに、熊本地震の教訓を踏まえ、地域の災害対応力を高めるため
の総合的な防災対策を引き続き推進していきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

地域防災訓練の実施件数は総じて増加しても、
住民の防災に対する意識に地域間で差がある。
その差を埋める取組を進め、区全体の防災意識
を高めてほしい。

128.6

％

％ 129.3 ％104.8 ％

27年度26年度

83.6

人実績値 87 人 117 人 128

達成率

99 人 107 人

230 件

【課題】平成28年熊本地震の教訓を活かし、防災フェスタ、避難所総合
訓練をより実践的な訓練にするとともに、避難所や区民防災組織等の自
主的な防災訓練の支援を継続し、更なる区民対応力の強化を目指しま
す。

【取組状況・成果】昨年度に引き続き季節ごとにテーマを設定し実施す
る年4回の避難所総合訓練及び年1回の防災フェスタを実施し、区民・防
災関係機関等計2,485人の参加がありました。また、避難所運営訓練や
区民防災組織等における自主的な防災訓練を支援しました。

達成率 86.7 ％

件

実績値 175 件 182 件 184

件200

25年度 26年度 27年度

目標値 210 件 220

【課題】拡幅整備を行わないまま建築工事が完了するケースが
見受けられるため、速やかな情報共有等、組織横断的な対応が
必要です。

％

26年度 27年度

％

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

　平成25年6月に改正された災害対策基本法、平成26年7月に修正された東京都地域防災計画等を踏まえ、文京区地域防
災計画（追補版）を策定するとともに、策定後は区民周知を図ってまいります。
　今後も、防災意識の啓発や減災に向けた取組等、総合的な防災対策を引き続き推進してまいります。

目標値

　東日本大震災の教訓等を踏まえ、平成24年4月に都が公表した「首都直下地震等による東京の被害想定<東京湾北部地震（Ｍ7.3）
>」では、本区の被害想定は、死者数253人、負傷者数4,217人、建物全壊3,602棟等、いずれも高い数値が示されました。
　区の被害を最小限に抑えるために、25年3月に改定した地域防災計画に盛り込んだ対策を着実に実行するとともに、区や区民等
が、自助・共助・公助の役割を果たし、連携しながら地域の災害対応力を高めることが求められています。
　そこで、町会・自治会や避難所運営協議会等の防災組織に対し、防災訓練等への支援を実施し、区民一人ひとりの防災行動力の強
化を図ります。
　また、地域で主体的に活動するリーダーとなる人材を育成するため、防災士の資格取得を支援する助成制度を導入し、登録者数を
増やしながら地域防災力の向上に努めます。
　さらに、細街路の多い地域では、消防活動が困難になるばかりでなく、緊急車両等の通行にも支障が生じる場合があることから、
細街路の整備を進め、4ｍ幅員の道路に拡幅するとともに、建築物の耐震化をはじめとしたハード面の強化など、総合的な防災対策
を推進し、災害に強いまちの実現を目指します。

【取組状況・成果】事業に対する広報活動を行うな
ど、直近３年間は、ほぼ目標どおりの達成率で堅調な
状況にあります。

28年度25年度

27年度

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　災害に強い都市の整備

実績値 23.3

28年度

％ ％％21.7目標値

25年度

達成率 ％

26年度

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。） 指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　 指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）       指標の達成率がすべて100％未満

３　評価

千円

実績値

【課題】

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

大項目 まちづくり・環境 中項目 災害対策

将来像 備えと助け合いのある災害に強いまち

H26 H27

1,378,562

H27予算 1,754,635

個別計画 地域防災計画

所管部 総務部、福祉部、保健衛生部、都市計画部、教育推進部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

H28

13 16 16 16

総
事
業
費

H25実績 699,505 千円

H26予算

千円

H28予算 1,002,213 千円

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

　災害対策基本法の改正、都の地域防災計画の
修正、区の取組等の新たな動きや区民及び専門
家の意見等を踏まえ、文京区地域防災計画（平
成27年度修正（平成24年度修正追補版））を策
定しました。
　指標の実績値は増加しているものの、目標値
には及ばないものもあることから、更に区と区
民等との連携を進め、実効性を高めていく必要
があります。

　平成26年度から文京区地域防災
計画（平成24年度修正）に掲載され
ている各種施策の実績、課題、今
後の見通し等について調査を実施
し、平成27年度も取組状況の確認
を行いました。
　文京区地域防災計画（平成24年
度修正）の策定から変更等があっ
た施策等について、今年度策定す
る文京区地域防災計画（追補版）に
盛り込む必要があります。

事業数
H25
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175 182 

184 
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220

240

25年度 26年度 27年度 28年度

地域防災訓練の実施件数（件）

指標

実績

83 

91 
99 

107 87 

117 
128 

40
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120

25年度 26年度 27年度 28年度

防災士資格の登録者数（人)

指標

実績

21.7 22.7 23.7 24.7 

21.7 22.5 23.3
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25年度 26年度 27年度 28年度

細街路拡幅整備率（％)

指標

実績

25年度 26年度 27年度 28年度
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総務部、土木部

H26 H27

所管部

大項目 まちづくり・環境 中項目 防犯・安全対策

将来像

個別計画

政策・施策
【基本構想上の位置付け】

　平成24年の区内刑法犯認知件数は2,028件であり、23区で最も少ない件数を継続していますが、窃盗や振り
込め詐欺などの身近な犯罪は後を絶たない状況です。
　また、24年の区内交通事故死傷者数は、853人であり、引き続き減少傾向にありますが、高齢者の事故や自
転車に関する事故が目立っています。
　そこで、「文の京」安心・防災メール等を活用し、積極的に情報発信を進めるとともに、自主防犯パト
ロールカーの運行など、区民主体の防犯活動を支援します。
　また、町会等の地域活動団体が区内において自主的かつ積極的にその取組を行っていけるよう、推進地区
を指定し、様々な活動支援を行い、安全で安心して暮らせるまちづくりを推進します。
　さらに、児童及び生徒に対する自転車運転免許証等の発行や、コミュニティ道路整備などを通じて、総合
的に交通安全対策を推進します。

事業数

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化 ６　今後の方向性

千円

H28予算 645,749 千円

  自転車窃盗の増加により刑法犯認知件数
は微増しているものの、継続して防犯・安全
対策を推進してきた結果、ひったくりや特殊詐
欺等の指定重点犯罪は減少しております。
  また、区内交通事故死傷者数も減少を続け
ており、順調に推移してきております。
　今後も、警察署等と連携しながら、特殊詐
欺等の被害防止に向けた啓発活動や自転車
走行マナーの向上を推進し、防犯・安全対策
を継続的に行っていく必要があります。

H25

5 6

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

H27予算 320,503

28年度

３　評価

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

H28

6 6

240,278 千円
総
事
業
費

H25実績

H26予算 286,921 千円

交通安全計画

800

●中項目全体の成果・課題 （昨年度の所見） ●将来像の実現に向けた実施計
画事業

　継続的に防犯・安全対策を推進してきた結果、刑法犯
認知件数が前年度比で大きく減少するなど、様々な取組
による一定の成果が上がっています。
　また、区内交通事故死傷者数も減少を続けており、順
調に推移しています。
　今後も、警察署等と連携しながら、特殊詐欺等の被害
防止に向けた啓発活動や自動通話録音機の無償貸与、自
転車走行マナーの向上などを促進し、防犯・安全対策を
継続的に行っていく必要があります。

26年度 27年度

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
②　交通事故のない社会

25年度 26年度
みんなでつくる、犯罪や事故の一番少ないまち

【課題】高齢者や子どもの事故防止とともに、自転車運転者
の走行マナー向上が求められています。

28年度

目標値

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

25年度

実績値

818 人 800

27年度

人

人

576

138.9

実績値 683 人 646 人

126.6 ％達成率

27年度 28年度

①　安全で安心して暮らせるまちづくり
　【刑法犯認知件数】

　今後も安全で安心して暮らすことができる地域社会を目指して、区民や地域活動団体と連携・協力した取組を進める
ほか、推進地区の指定数を増やしていくため、安全・安心まちづくり推進地区の制度周知に努め、地域活動団体の活動
を支援するとともに、引き続き、区と警察署、防犯協会、交通安全協会との間で更なる連携強化を図っていきます。

25年度 26年度

目標値

【取組状況・成果】

２　基本構想実施計画の「指標」

実績値

【課題】

達成率

1,800 件目標値 件1,600

1,913 件 1,730

2,100 件 1,700 件

【取組状況・成果】ボランティア団体等による青色防犯パト
ロールの実施等のほか、区内４警察署と合同の危険ドラック
撲滅キャンペーンや、湯島・上野地区官民合同パトロールを
実施しました。

達成率 94.1 ％112.3 ％ ％

地区

27年度25年度 26年度

【課題】特殊詐欺等の被害防止に向けて、自動通話録音機の普及
を含め、警察・防犯協会・区・都との間で、引き続き連携を図る必
要があります。

実績値

目標値 8

28年度

地区 地区 10 地区9

地区

％ 244.4 ％

地区 22

【取組状況・成果】新たに防犯対策を推進する地区として、白山下地
区、表町町会地区、湯島・本郷・天梅地区、親和・弓一地区、大塚坂下地
区、向丘地区、大塚一・二丁目町会地区の7地区を指定し、推進地区の指定
数は22地区となりました。また、6つの推進地区に対して、防犯カメラの設
置の費用助成を行いました。

【課題】今後も、安全・安心まちづくり推進地区の周知を図
り、地域活動団体の活動を支援していきます。

・東京都暴力団排除条例の施行（平成23年10月1日）
・文京区暴力団排除条例の施行（平成23年10月1日）
・第10次文京区交通安全計画の策定（平成23年度）
・改正道路交通法（平成27年6月1日）

　今後も、誰もが安全で安心して暮らせるまちを目指
し、区民や地域活動団体と連携・協力した取組を進め
るほか、推進地区を面的に拡大していくため、安全・
安心まちづくり推進地区の制度周知に努め、地域活動
団体の活動を支援するとともに、引き続き、区と警察
署、防犯協会、交通安全協会との間で更なる連携強化
を図っていきます。

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

統計的にも安全・安心な環境が保たれており、
今後も関係機関との連携を図り、取組を進めて
ほしい。

％

― ％

98.3

(7) 地区 15

①　安全で安心して暮らせるまちづくり
　【安全・安心まちづくり推進地区指定数】

1,870

達成率

件 件

187.5

836 人

122.4 ％
【取組状況・成果】交通安全教室、自転車運転免許証の発行、交通
安全区民のつどいなどにより、交通安全意識啓発を図るとともに、
各警察署での取締り強化などにより、交通事故死傷者数は減少を続
けており、３年連続で目標値を達成しています。

人
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－ ％

②　広報機能の強化

25年度

　「行財政改革推進計画（平成24年度～28年度）」
に基づき、健全な財政運営を推進するため、受益者
負担の適正化に向けた使用料及び手数料等の改定方
針を定め、平成28年４月から改定しました。
　また、効率的な庁内体制の構築に当たっては、子
ども部門組織を再編し、就学前の子どもを取り巻く
ニーズを的確に捉えて迅速に対応できる、利用者に
とって利便性の高い組織体制等を整備しました。
　今後、行財政改革推進計画を包含した基本構想実
施計画を策定するに当たっては、基本構想推進区民
協議会を始め、区民意見を広く聴取し、反映させて
いく必要があります。

70.0

【課題】今後も社会保障関係経費の増加が続くことが見込まれます。また
特別区税等は、景気の動向に左右されやすいものです。引き続き、一般
財源の確保と経常経費の抑制に努める必要があります。

【取組状況・成果】財政の弾力性を示す経常収支比率は76.8％で、前年度に
比べ、3.6ポイント下がり、適正水準値となりました。これは、分子の基礎とな
る経常的な歳出が、扶助費や物件費の増等により、前年度比2.5ポイントの
増であったものの、分母の基礎となる経常的な歳入が、特別区税や都区財
政調整交付金等の増により、前年度比7.3ポイントの増となったためです。

●中項目全体の成果・課題

％

実績値

％

102.2 ％

85.0 85.0 ％

－

26年度

61.1 ％

％

％％ 95.2

110.7

実績値 (49.0) ％ 61.0 ％

【取組状況・成果】操作研修の充実とアクセシビリティ研
修の実施のほか、区ホームページにおける全てのページを
検証し、アクセシビリティの品質の向上を図りました。

【課題】ホームページは全ての職員が日々の更新作業に携わること
から、利用者アンケートやログ解析による検証のほか、職員研修の
充実など、継続的な取組が必要です。

達成率 ％

％

％

87.1 ％ 89.3 ％

目標値

62.5

27年度 28年度

％

目標値 70.0 ％ 70.0 ％

達成率 105.7 ％

①　財政の健全化

85.0 ％ 85.0 ％

実績値 83.2

25年度 26年度 27年度 28年度

実績値

達成率　「行財政改革推進計画（平成24年度～28年度）」の最終年度を迎えるため、総括の年度としての意識を持ちながら、引き続き品質志向の区政運営の確立に向けた取組を推進していきます。
　職員の育成に関しては、職員育成基本方針に基づき、OJT研修や組織マネジメントに関する研修を実施してきました。今後とも引き続き、自ら考え行動できる、改革志向の職員の育成を推進して
まいります。
　また、平成26年12月に全面的に区のホームページをリニューアルしましたが、引き続き品質を確保し、安定した運用はもちろん、高齢者や障害者などハンディを持った方を含む全ての方が、情報
を得られる配慮を継続的に行ってまいります。
　さらに、2020年東京オリンピック・パラリンピックを見据え、より精度の高い多言語化対応に努めていきます。

％ 80.4 ％ 76.8

60.0 ％

42.8

　本区は、出生数と子育て家庭の転入の増加等により、人口は着実に増加しており、今後、更なる進展が想定される高齢社会におい
て、すべての区民が豊かさを実感でき、安心して住み続けられる活力あふれる地域社会を築いていくことが大切です。このために
は、多様化し、複雑化する区民ニーズを的確に捉えていくとともに、よりきめ細やかで、柔軟なサービスを提供していくことが求め
られています。
　そこで、これらの様々な区民ニーズに適ったサービスを効果的に実施するため、個々のサービスに求められる品質を高め、本区の
現在と未来に責任を持つ区政運営を行い、区民から長期的な信頼を得るという、「品質志向の区政運営」を進めていきます。
　また、ホームページのリニューアル等により広報機能の充実を図るとともに、ツイッター等ソーシャルメディアの活用や審議会に
おける区民委員の拡充等により、区政への区民参画を推進します。
　さらに、職員の能力開発や管理職のマネジメント能力の向上を図るほか、引き続き、職員定数の適正化や財政の健全化等に取り組
み、効果的・効率的な区政運営を進めていきます。
　加えて、公有地及び区有施設については、高齢者施策や子育て支援施策などの主要施策において、積極的な活用を図ります。

企画政策部、総務部、施設管理部

１　基本構想実施計画の「現状と今後３か年の方向性」

61.9 ％

２　基本構想実施計画の「指標」

目標値

個別計画 行財政改革推進計画

28年度

中項目
政策・施策

【基本構想上の
位置付け】

大項目

％ 55.0 ％

％ 70.0

平成28年度 基本構想実現度評価表（政策・施策評価表）（平成27年度実績）
③　区民参画の推進

25年度 26年度⑴　心の行き届いたサービスを受けられるまち
⑵　だれもが区政を身近に感じ、参画できるまち
⑶　だれもが使いやすい公共施設のあるまち
⑷　信頼される行財政運営を推進するまち

27年度

⑴　区民サービスの向上

⑶　区の公共施設

⑵　開かれた区役所

65.0

26年度

70.0

達成率 91.7

【取組状況・成果】目標値には達しなかったものの、直近２年間では約
20％増加しました。審議会等とは別の機会でも積極的な区民参画が図ら
れており、「文の京」自治基本条例の施行から10年以上が経ち、様々な
形で「協働・協治」の理念が普及してきました。

【課題】区政の推進に当たり一層の区民参画を図るため、職員の
意識醸成を更に図っていく必要があります。

目標値 ％

Ｂ
■Ａ評価（極めて順調である。）指標の達成率がすべて100％以上
■Ｂ評価（順調である。）　　　指標の達成率が100％以上のものと100％未満のものが併存
■Ｃ評価（課題がある。）      指標の達成率がすべて100％未満

千円

H25
事業数

３　評価

●将来像の実現に向けた実施計
画事業

⑷　行財政運営

●昨年度の基本構想実現度評価における「６　今後の方向性」

将来像

所管部

【取組状況・成果】

行財政運営・基本
構想の進行管理

28年度

2,038,125

千円

H26

千円

H28

1,581,578

H27

27年度

【課題】

25年度

５　基本構想推進区民協議会等での意見等

15

H25実績

H26予算

H28予算 1,343,542 千円

15

H27予算

3,090,507

ホームページの見やすさや利便性が向上
するよう、更に努めてほしい。

（昨年度の所見）

　「行財政改革推進計画（平成24年度～28年度）」を踏まえ、補
助金が効果的かつ有効に執行されていることを検証できる仕組
みづくりのため、ガイドライン及び検証シートを作成しました。ま
た、平成28年４月の使用料等改定に向けて、「受益者負担の適
正化に向けた使用料及び手数料等の改定方針」を定めました。
　組織体制の見直しは、教育センターに学校支援係や、総合相
談担当を設置し、子どもの発達等に関し、乳幼児期から学齢期
までの切れ目ない総合相談体制を整備するとともに、児童発達
支援事業の拡充を図り、区民にもわかりやすい、簡素で効率的
かつ機能的な組織体制の構築を目指しました。
　基本構想推進区民協議会は、新たな区民委員により、事務事
業評価及び基本構想実現度評価に対し、様々な年齢や立場か
らの審議結果を評価に反映することができ、区民参画による基
本構想の進行管理を行うことができました。

６　今後の方向性
　受益者負担の適正化や税外収入の確保に取り組むほか、基金や起債の活用など、健全な財政基
盤を確立し、将来にわたって持続可能な財政運営を図ります。
　また、事務事業の選択と集中に取り組むことにより、限られた資源（ヒト・モノ・カネ）をより効果的に
活用し、多様化する区民ニーズに対応します。
　さらに、新たな行政評価の仕組みの構築や、オープンデータの調査・研究を進めるとともに、現場
主義の職員育成や職員の仕事の進め方（働き方）の見直しを行うことで、「品質志向の区政運営」の
更なる推進を図っていきます。
　また、公共施設やインフラの老朽化及び利用需要の変化を見据え、中長期的な視点で、維持管理
や運営に掛かるコストの平準化や抑制と共に、公有地及び区有施設の有効活用を図ります。

４　政策・施策に影響を及ぼす環境変化

・社会経済状況及び税制改正等の影響による
区の財政状況の変化
・人口構成の変化
・公共施設、インフラの老朽化
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